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第１章 緒言 

１．１ 研究の背景と目的 

１．１．１ 下水処理の現状 

平成 19 年版日本の水資源1)によると，日本での 2004 年における水の年間使用量は 835 億m3/

年であり，その内訳は農業用水 552 億m3/年，工業用水 121 億m3/年および生活用水 126 億m3/

年となっている。工場用水や生活用水として使用された廃水は，主に工場廃水処理場や下水処

理場で処理された後，湖沼，河川あるいは海域に放流される。 

図１．１．１ 2)に下水処理人口普及率と汚泥発生量を示す。生活廃水の処理を主に行う下水

処理の普及率は年々上昇しており，1980 年度は 30%，1990 年度には 40%，2000 年度には 60%，

および 2004 年度には 68.1%となっている2)。下水処理では大部分が生物学的処理により有機物

の除去を行っており，さらに放流水域の富栄養化防止のために窒素およびりんの除去を行って

いる。生物学的処理には活性汚泥法やオキシデーションディッチ法といった浮遊法と，好気性

ろ床法等といった生物膜法があるが，下水処理場で採用されている生物学的処理方法は 90%以

上が浮遊法である。 

工場廃水処理においても，食品製造廃水や化学工場廃水等，廃水中に有機物が含まれる場合

においては，有機物の除去に生物学的処理を採用している例は多い。廃水中の有機物濃度によ

り採用されている生物学的処理方法は異なり，有機物濃度が 1000mg/l 程度までの場合は好気性

生物学的処理，それ以上高濃度の場合は嫌気性生物学的処理と好気性生物学的処理とを組み合

わせた処理が一般的である。好気性生物学的処理においては活性汚泥法等の浮遊法の採用例が

多い。 

 
図１．１．１ 下水道処理人口普及率と汚泥発生量2) 
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１．１．２ 水処理での汚泥発生とその処分について 

生物学的処理において有機物は微生物の基質となり，投入された有機物の一部は微生物がエ

ネルギーを得るための酸化反応に使用され，一部は新しい微生物細胞に変換される。新たに生

成した量に相当する微生物は余剰分となり系外へ引き抜かれる。これが余剰汚泥であり，余剰

汚泥は資源として利用される，もしくは，廃棄物として処分される。 

下水処理場の水処理施設で発生する汚泥量は，下水道の普及率の上昇にともない増加してお

り，図１．１．１2)に示すとおり 1980 年度では 138 百万m3/年，1990 年度では 224 百万m3/年，

2000 年度では 396 百万m3/年，および 2004 年度では 414 百万m3/年となっている。2004 年度の

内訳では，初沈汚泥が 194 百万m3/年，終沈汚泥が 164 百万m3/年であり，また，混合汚泥は 56

百万m3/年となっている2)。 

廃棄処分される下水汚泥は産業廃棄物である。図１．１．２に示すとおり日本における産業

廃棄物の総量は 1990 年度以降，4 億トン前後で大きな変化はない3)。一方，産業廃棄物の焼却

施設，および，最終処分場の新規許可件数は，1991 年度以降激減しており，その結果，最終処

分場の残余年数は年々減少している。ちなみに最終処分場の新規許可件数は図１．１．３に示

されるとおり，1990 年度は 136 件であったのに対し 1991～2004 年は 50 件未満となっている3)。

図１．１．４に最終処分場の残余容積及び残余年数の推移(産業廃棄物)を示す。2005 年度末の

産業廃棄物最終処分場の残余容積は 1 億 8,600 万m3で，残余年数は 7.7 年分であり3)，非常に厳

しい状況となっている。 

 
図１．１．２ 産業廃棄物の排出量の推移3) 

出典：環境・循環型社会白書 平成 20 年度版 
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図１．１．４ 最終処分場の残余容積および残余年数

の推移(産業廃棄物)3) 

出典：環境・循環型社会白書平成20年度版 

 
図１．１．３ 最終処分場の新規許可件数の推移（産

業廃棄物）3) 

出典：環境・循環型社会白書平成20年度版  

  

図１．１．５2)に 2004 年度での産業廃棄物排出量の内訳を示す。2004 年度での産業廃棄物排

出量に占める下水汚泥の割合は含水率約 97%(発生時現物量ベース)で 18%である2)。下水汚泥の

発生量は 7507 万トンで，脱水等の中間処理により 239 万トンとなり，この内 175 万トンは再生

利用されているが残りの 64 万トンは最終処分場に埋め立てられている2)。 

図１．１．５2)に 2004 年度での産業廃棄物排出量の内訳を示す。2004 年度での産業廃棄物排

出量に占める下水汚泥の割合は含水率約 97%(発生時現物量ベース)で 18%である2)。下水汚泥の

発生量は 7507 万トンで，脱水等の中間処理により 239 万トンとなり，この内 175 万トンは再生

利用されているが残りの 64 万トンは最終処分場に埋め立てられている2)。 

 
図１．１．５ 産業廃棄物排出量の内訳(2004 年度)2) 
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図１．１．６2)に汚泥の有効利用量の経年変化を示す。下水汚泥の有効利用率は，1990 年度

では 16%，2000 年度では 52%，および 2004 年度では 67%と年々上昇しているが，2004 年度で

もまだ処分時体積ベースで 653,094m3，つまり発生量の約 1/3 が埋立処分されている2)。 

 
図１．１．６ 汚泥有効利用量の経年変化2) 

日本は，廃棄物の最終処分量を 2015 年度において、約 23 百万トンとすることを目標として

いるが，2005 年度は約 32 百万トンであり，さらに 10 年間で約 7 百万トン削減する必要がある

3)。これらの状況より汚泥の埋め立て処分が困難となることは確実であり，昨今，余剰汚泥を

削減する技術が注目され，様々な方法が研究されている。 

 

１．１．３ 下水からの窒素およびりんの除去の必要性 

図１．１．７～１．１．９に生活環境項目の環境基準達成率の推移を示す。平成19年度(2007

年度)公共用水域水質測定結果5)では，健康項目の環境基準達成率は99.1%であるのに対し，生

活環境項目のBOD(河川)およびCOD(湖沼，海域)については全体での環境基準達成率は85.8%と

未達成が15%弱あり，特に湖沼の達成率が低い。また，全窒素については湖沼では11.4%，およ

び海域では92.8%，ならびに全りんについては湖沼では51.8%，海域では87.5%であり，全窒素

および全りんについても湖沼での達成率が低い。 

生活環境項目については，水質汚濁防止法に基づく排水規制や下水道等の廃水処理施設の整

備等が推進されてきたが，有機汚濁(BOD又はCOD)やそれと密接に係わる全窒素および全りん

についての水質汚濁の改善にはなお努力が必要な状況にあると，環境省は報告している5)。こ

のため，下水からは，有機汚濁物とともに窒素およびりんを除去することが求められている。 
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図１．１．７ 環境基準達成率の推移(BODまたはCOD)5) 

 
図１．１．８ 湖沼における全窒素及び全りんの環境基準達成率の推移5) 

  

 
図１．１．９ 海域における全窒素及び全りんの環境基準達成率の推移5)  
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１．１．４ 我が国における窒素とりんの収支 

手塚ら6)は，1998 年のわが国の窒素・りんの収支を発表している。図 1．１．１０にその結

果を示し，主な事項を次にまとめる。 

 

図１．１．１０ わが国における窒素・りんの収支(単位：千トン)(1998 年)6) 

1) わが国への入り込み量(輸入量＋生産量－輸出量)は，窒素が 6,023 千 t/year，およびりんが 693

千 t/year である。窒素の輸入量および生産量の主なものは，石炭・石油等で 2,360 千 t/year，

国内窒素固定量で 1,391 千 t/year，輸入食料・飼料で 1,254 千 t/year であり，この 3 項目で約

83%となる。りんの輸入量の主なものは，化学肥料・工業原料で 382 千 t/year，輸入食料・飼

料で 207 千 t/year であり，この 2 項目で約 85%となる。 

2) 大気への排出量は，窒素(排ガス処理効率 80%での処理後の場合)で 649 千 t/year，およびりん

で 53 千 t/year であり，水域への排出量は，窒素で 1,167 千 t/year，およびりんで 138.3 千 t/year

である。 

3) 入り込み量を 100%とした場合，窒素は大気へ 11%，水域へ 19%排出され，70%が蓄積されて

いる。りんは大気へ 7.6%，水域へ 20%排出され 72%が蓄積されている。 

4) 水域への排出量の内訳は，窒素においては生活系のし尿・雑排水由来が最も多く 509 千 t/year

であり，次いで土地系の農地(水田、畑地)からで 273 千 t/year，3 番目は産業系の化学工場か

らで 105 千 t/year である。りんにおいても生活系のし尿・雑排水由来が最も多く 60 千 t/year，

次いで産業系の化学工場からで 23 千 t/year，3 番目は畜産系の畜産し尿由来で 18 千 t/year で

ある。水域への排出量を 100%とした場合，窒素，りんともに 40%強が生活系由来である。 

また，（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構は，鉱物資源マテリアルフロー平成 19 年度版

(2007 年度)7)で日本におけるりんの需要の状況・動向を以下のように報告している。 
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「りんは，遺伝子DNAの構成要素として必須の元素であり，工業的な出発原料はりん鉱石で

あるが，日本にはP 2 O 5を 30%以上含む高鉱がなく，全量輸入に頼っている。しかし，2006 年

最大の生産国である中国は，輸出を制限しており，2 位のアメリカは戦略物資化して輸出をし

ていない。60 年程度の可採鉱石埋蔵量があるとされるものの，輸出制限や今後の人口増加，食

料増産に要するりんの必要量や価格上昇を考慮すると，資源対策が必要である。」 

2006 年国内には化学工業品，食料・飼料，鋼鉄原料，りん酸質肥料および天然りん鉱石で総

計 800 千 tP 新たに供給され，このうちの天然りん鉱石の輸入量は 103 千ｔP である。また，生

活排水として排出される量は 56 千ｔP と天然りん鉱石輸入量の約 1/2 におよぶが，この生活排

水中のりんは資源としてほとんど利用されていない。 

りんは，常温・常圧の下では気体状の形が知られておらず，枯渇する資源であり，また上述

のように輸出国の国策により大きく影響を受けることから，我が国内において人工循環等を確

立することは必須であり，その中心と下水はなりうる。 

 

１．１．５ 下水および廃水からの窒素・りん除去技術の現状 

表１．１．１に下水処理に高度処理が採用されている目的を表１．１．１8)に示す。  

 

表１．１．１ 下水処理に高度処理が採用されている目的8) 

高度処理の目的 実施施設数 

水質基準達成 241 

富栄養化防止対応 176 
処理水再利用 88 

放流水域の利水対応 51 
合計 556 

 

平成 19 年度下水道統計8)によると，表１．１．１に示すとおり高度処理は 556 施設にて採用

されており，その採用目的は，水質基準達成のためが 241 カ所，富栄養化防止対応が 176 カ所

となっており，公共用水域の水質保全のためには下水処理における高度処理は重要であると認

識されている。 
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表１．１．２8)に下水処理にて採用されている窒素とりん除去技術とその実施施設数を示す。 

 

表１．１．２ 下水処理にて採用されている窒素とりん除去技術とその実施施設数8) 

 

 

 

主要処理の種類 実施施設数

嫌気無酸素好気法 54 
循環式硝化脱窒法 40 
硝化内生脱窒法 5 

ｽﾃｯﾌﾟ流入式多段硝化脱窒法 27 
嫌気好気活性汚泥法 49 

標準活性汚泥法 66 
長時間エアレーション法 5 

酸素活性汚泥法 4 
生物膜法 26 

OD法(高度処理ありを含む) 89 
その他処理方法 35 

合計 400 

付与方法の種類 実施施設数 

有機物添加 15 

凝集剤添加 197 
急速ろ過法 167 

担体 19 
オゾン酸化法 17 
活性炭吸着法 15 

その他・付与方法 16 
合計 446 

表１．１．２に示すとおり，下水および廃水からの窒素除去では，硝化脱窒を利用した生物

学的窒素除去法が主流となっている。平成 19 年度下水道統計8)によると下水で採用されている

生物学的窒素除去法では，嫌気無酸素好気活性汚泥法が 54 カ所，循環型硝化脱窒法が 40 カ所，

ステップ流入式多段硝化脱窒法が 27 カ所となっている。りん除去では，凝集沈殿法と生物学的

りん除去法とが主流である。凝集沈殿法では活性汚泥法の曝気槽に凝集剤を投入する方法が多

く採用されており，平成 19 年度下水道統計8)によると下水処理では 197 カ所で凝集剤添加が行

われている。また，下水で採用されている生物学的りん除去法は嫌気無酸素好気活性汚泥法が

54 カ所，嫌気好気活性汚泥法が 49 カ所となっている。 

我が国のりん資源の現状を考慮すると下水や廃水からのりんの回収・再利用は重要な課題と

されており，りんをヒドロキシアパタイトとして除去する晶析脱りん法やリン酸マグネシウム

アンモニウムとして除去するMAP法が開発されているが実設備での採用は嫌気性消化法の脱

離液からMAPとして回収している施設が島根，福岡，大阪等であるが，未だ極めて少ないのが

現状である10)。また，焼却灰からの回収はアルカリ抽出・HAP結晶法が開発され岐阜市で実用

化されている10)が，更に技術開発が希望されている。 

 

１．２ 本論文の目的と構成 

今後の有機性廃水処理では，廃棄物となる余剰汚泥を極力発生させず，さらに窒素やりんも

確実に除去し，りんを資源として回収しうるプロセスとすることが求められている。このよう

な時代の要求に対して，本研究でオゾンを用いた余剰汚泥の減容化とりん回収を組み込んだ生

物学的窒素りん除去法の開発を試みる。この技術では，活性汚泥処理において活性汚泥の一部

 - 8 -



をオゾン処理し，これを生物学的処理することにより余剰汚泥を削減できること，さらには活

性汚泥処理を生物学的窒素りん除去法とし，りんを濃縮し化学的なりん回収を組み込むことで

余剰汚泥の削減と処理水中の窒素およびりんの低減ならびにりん回収を行うことを目的とする。 

以下に本論文の構成を示す。 

第１章では，本研究の背景と目的について論述した。 

第２章においては，活性汚泥処理における余剰汚泥削減技術について文献に基づき考察を行

う。ここでは，余剰汚泥削減技術のプロセスの種類，原理・機構とオゾンによる汚泥減容化技

術の開発や原理について考察を行い，余剰汚泥削減技術を適用する際の課題の抽出を行う。 

第３章では，ベンチスケールの実験を行い，本研究で開発を行うプロセスの操作因子，特に

オゾン処理条件と汚泥発生量，および，処理水水質との関係について検討を行う。処理水水質

の中でも窒素に注目し，余剰汚泥削減を実施することによる窒素の変化を調査し，処理水の窒

素濃度上昇に対する対応策について検討を試みる。また，オゾン処理における汚泥性状の変化

についても検討を行う。 

第４章では，第３章で提示したオゾンによる汚泥減容化を組み込んだ生物学的処理における

処理水中のりんに注目し余剰汚泥削減を実施することによるりんの変化を調査し，処理水のり

ん濃度上昇に対する対応策について検討を試みる。 

第５章では，第３章および第４章の結果より確定したプロセスについてパイロットプラント

による検討実験を行い，プロセスの省エネルギー化をはかるため，オゾン処理の排出ガス利用

を試み，問題点の抽出とその対応策の検討を行う。 

第６章では，汚泥減容化とりん回収およびオゾン反応槽からの排出ガス利用を組み込んだプ

ロセスの実証プラントでの検証を行う。特に，酸素の挙動に注目し，酸素等のガス成分の物質

収支の確認を行う。さらに，第７章では，実証試験の結果を基に，従来技術と比較したエネル

ギーおよびコスト評価を行った結果について述べる。 

第８章では，本研究で開発したプロセスの機構を組み込んだ数理モデルを構築し，それを用

いて設計・操作因子の検討を試みる。 

そして以上で得られた結果を第９章にまとめる。 
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第２章 活性汚泥処理における余剰汚泥の削減技術に関する文献考察  

２．１ 活性汚泥処理法における汚泥減容化技術の現状  

２．１．１ 汚泥減容化技術の種類と適用方法  

好気性処理法における汚泥減容化技術の概要は松本が報告している 1)。これを参考にまと

めると下記のとおりである。  

現在，いろいろな研究者により検討されている汚泥減容化技術の多くは，生物学的処理槽

内の活性汚泥の一部を引き抜き微生物の細胞膜・細胞壁を破壊し，生物分解可能な有機物に

変化にさせ(これを筆者は液化と称している。可溶化と称していることも多い。) ，生物学的

処理槽に返送して，生物処理槽内の微生物の働きにより分解，除去を行っている。生物学的

処理槽内に返送された液化汚泥は，一部は活性汚泥に再合成されるが，残りは炭酸ガスや水

などに生分解されるとともに原水由来の無機物は処理水中に移行する。これにより汚泥を減

容化させる。活性汚泥(微生物)の細胞膜・細胞壁の破壊方法は様々検討されている。それら

の主なものは以下のとおりである。  

(1) オゾンの酸化力による方法  

本方法は，生物処理槽内より引き抜いた活性汚泥の一部をオゾン反応塔にてオゾンの酸化

作用により液化させるものである。  

オゾンを曝気槽中の活性汚泥に接触させることは，1988 年にLEEUWENら 2)がバルキング

防止のために実施したことを報告したのが最初である。その後，日本でも 1992 年に栗林ら 3)

によって，放線菌によるスカム発生防止のため曝気槽へのオゾン添加について報告されてい

る。明確に余剰汚泥の削減を目的として活性汚泥をオゾン処理し生物処理槽へ返送する実験

についての報告は 1994 年にYasuiら 4)によるものが最初である。その後，オゾンによる汚泥減

容化の検討は多数報告されている。これらの検討の詳細と課題については，後述する。  

(2) 好熱性細菌による方法  

生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部を，汚泥可溶化槽にて高温域で汚泥可溶化

酵素を分泌する汚泥可溶化好熱菌の作用で可溶化させる。長谷川ら 2),5),6)により 1997 年に本

方法による汚泥減容化について最初の報告 2)があり，その後も実証試験などの成果が報告さ

れている。汚泥可溶化好熱菌は，Bacillus strearothermophilusに分類される菌で，好気性条件

下(通性嫌気性菌であるため，嫌気条件下でも生残できる)の 60～70℃で活発に増殖し，強力

な汚泥可溶化酵素を分泌して汚泥を溶解する。可溶化槽への汚泥投入量は余剰汚泥の 2.5～3

倍程度を標準とする。好熱菌による汚泥減容化を行うと，水処理系の負荷が上昇するが，好

熱菌処理法では可溶化槽においても無機化が進行するために，他の物理化学的可溶化法に比

べると返流負荷は 1/2 程度ですむ。また無機物の蓄積のために生物学的処理槽内の混合液浮

遊物のVSS/SS比が 10 ポイント程度低下する。窒素は，A-SRTを確保してやれば除去可能で

あるが，原理的にりんは除去できないため，りん除去が必要な場合は，凝集剤添加等別途検
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討を要すると報告されている 4)。  

(3)物理的破壊による方法  

生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部を，高速回転ディスクや湿式ビーズミル，

高圧噴流などで物理的に破壊して可溶化させる手法である。  

高速回転ディスク法は，高速で回転するディスクの間隙に汚泥を通過させ，その時に生じ

る①剪断力による破砕(剪断破砕)，②すり潰しによる破砕(磨砕)，③微生物細胞内からの溶出

した加水分解酵素による低分子化の促進を組み合わせたものである 8)。  

湿式ビーズミル破砕処理法は，ミル室に粒径 0.5mm程度のファインセラミックス製ビーズ

を充填し，高速回転する攪拌ディスクによりビーズを流動させたミル室に，汚泥を連続的に

導入し，ビーズ間に生じる剪断摩擦力等により汚泥を構成する微生物の細胞壁を強制的に破

砕する方法である 9)，10)。  

高圧噴流方式は，数MPaの高圧噴流による衝撃波，噴流衝突，キャビテーションなどの効

果を利用して，余剰汚泥を粉砕，基質化するものである 11)。  

(4)超音波による方法  

生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部を，超音波照射により生じるキャビテーシ

ョンを用いて破砕・可溶化する方法である。構成成分の大部分が水である活性汚泥に強力な

超音波を照射すると，活性汚泥中にキャビテーションが発生し，その衝撃波によって微生物

が損傷を受け，再基質化される 12)～14)。  

(5)アルカリ剤による方法  

生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部にアルカリ剤を添加し，その他の操作と組

み合わせて活性汚泥中の微生物を溶解する。アルカリ剤添加との組み合わせは，「湿式ビーズ

ミル法－アルカリ剤添加」，「微アルカリ処理＋微生物処理」，「アルカリ条件下で陽イオン界

面活性剤を添加」などが報告されている 15)～17)。  

(6)電解による方法  

この方法では，生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部にNaClを添加し電極を浸漬

させて直流電流を流すと，  NaClの電気分解で塩素および次亜塩素酸が発生し，これらは直

ちに汚泥と反応し，汚泥微生物の細胞壁が一部損傷して死滅化される 18)。  

(7)水熱反応による方法  

初沈汚泥や生物学的処理槽より引き抜いた活性汚泥の一部を亜臨界の熱水中で加水分解し

て，糖，アミノ酸，核酸，脂質などの生分解性の単位分子(あるいはその一部が分解したもの)

に変化・改質する方法である 19)。  

上記に記載した方法以外に，生物学的処理槽に薬剤を添加したり，生物学的処理槽の運転

方法や管理で微生物の増殖と自己分解の速度を調整し，処理系内で発生する汚泥量を削減す

るものもある。前者の薬剤添加は，サポニン，腐植土，フミン，スギナエキス，SiO 2などが
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報告されている 17)～19)。生物処理の運転方法や管理による方法は，ポリ塩化ビニリデン糸の

紐状接触材を使用した接触ろ床法 20)や，PVAを含水状態で化学架橋したゲルの担体のみを投

入した槽を曝気槽前段に設置する方法 21)，活性汚泥内での食物連鎖を「有機物→細菌→微少

動物」まで進める方法 22)などが報告されている。  

 

２．１．２ 汚泥減容化技術の導入実績  

松本の報告 1)によると，汚泥減容化は公共下水道においては 13 箇所，農業集落排水では 24

箇所，民間工場廃水処理では 44 箇所で，導入されている。詳細を表２．１．１ 1)に示す。  

 

表２．１．１ 汚泥減容化導入実績 1) 

単位：箇所

 公共下水道  
農業集落排水  
漁業集落排水  

民間・その他  

オゾンによる汚泥減容化  8 4 20 

好熱菌による汚泥減容化  2 6 0 

物理的破壊による汚泥減容化  1 5 0 

薬剤処理による汚泥減容化  1 1 21 

薬剤＋生物処理による汚泥減容化  1 1 0 

電解による汚泥減容化  0 1 1 

超音波による汚泥減容化  0 6 1 

合  計  13 24 44 
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２．２ オゾン添加による汚泥減容化の開発の経緯  

２．２．１ 活性汚泥処理へのオゾン添加の検討  

汚泥減容化のために活性汚泥のオゾン処理を行う前から，活性汚泥のバルキング防止のた

めに，オゾンを用いることが検討されている。  

LEEUWENら 2),26)は，嫌気－無酸素－好気法のパイロットプラントの好気槽にオゾンを注

入率 3，6，および 9mg/l-原水で添加した際のバルキング制御を検討し，オゾン添加により糸

状菌の成長が阻害されることを確認している。また，処理水のBODおよびCODの濃度はオゾ

ン系列の方が低く，有機物除去も改善されている。処理水のNH 3 -NおよびTKNの濃度もオゾ

ン系列の方が低くNO X -N濃度はオゾン系列の方が高く，また，処理水のPO 4 -P濃度もオゾン

系列の方が低い場合が多く低濃度の頻度が高いことから，オゾン添加は硝化と生物学的りん

除去を高める効果があると報告している。さらに，汚泥沈降性が向上する，塩素消費量およ

びトリハロメタン生成能もオゾン系列の方が低いといった利点もあると報告している。これ

らの結果より，LEEUWENらは，オゾンは殺菌剤であるにも拘わらず，添加することで生物

活性を高めると結論づけている。  

さらに，LEEUWENら 27)は，燃料合成廃水を処理している標準活性汚泥法にオゾンを添加

する検討も行っている。オゾン添加は 3 つに分割した曝気槽の 3 区分目に添加と返送汚泥に

添加の 2 方法を実施している。この検討においても，オゾン添加で原生動物が増えて，糸状

菌が減少し，汚泥沈降性は改善している。また，汚泥の沈降性を悪化させるZooloealの成長

を妨げ，ピンポイントフロックを含む密なフロックができる，処理水の溶解性COD除去の改

善は認められないが，処理水への汚泥流出が減ることから処理水のCOD濃度は低下すると報

告している。  

日本では，栗林ら 3)が，放線菌の増殖抑制を目的に曝気槽へオゾンを添加したベンチスケ

ールを実施したのが最初である。この実験でのオゾン添加率は，原水あたり 2～6mg/lであり，

汚泥減容化を目的とした場合に比べ低い。この実験において，放線菌数の検出は定量下限以

下であり，スカムの発生も殆どなかったと報告している。処理水のS-BOD，S-COD，TOC，

SS，TS，PO 4 -PおよびT-Nの濃度は対照区と実験区で有意差はないが，これは，オゾン添加

率が低いためと推察される。実験区の処理水ではNH 4 -N濃度が低くNO X -N濃度が高く硝化が

進行している。さらに，硝化速度(20℃)は，実験区で 2.05 gN/kg・MLSS，対照区で 1.21gN/kg・

MLSSで実験区の方が高く，栗林らもオゾン添加で硝化が促進されると考えている。汚泥の

沈降性も改善され，SVIは実験区の方が低い。さらに，全てのRUNにおいて，対照区よりも

実験区の方がSRTが長くなっており，この点から，対照区に比べ実験区の方が余剰汚泥の発

生が少なくなっていることが示唆されている。  

次に，ベンチスケール実験の結果を基に，西村らによりパイロットプラントによる検討が

行われた 28)。スカム抑制にはオゾン添加率が 1mg/l-原水，放線菌の増殖抑制にはオゾン添加
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率が 3mg/l-原水で効果あるとしている。処理水水質などはベンチスケール実験とほぼ同様の

傾向であるが，本実験では実験区処理水SSが対照区に比べて高くなっている点がベンチスケ

ール実験と異なっている。また，この実験では酸素利用速度，脱水素酵素活性を測定してお

り，対照区，実験区ほぼ同じであったと報告している。  

 五井らによる実施設での検討も行われており 29)，放線菌への効果，処理水水質の挙動など

は，前述の報告とほぼ同じである。本実験では，対照区に比べ実験区の呼吸速度が高い傾向

が認められ，この原因として硝化が進んでいるため，硝化による酸素呼吸速度が加算された

と推察されている。  

湯澤ら 30)による実施設の検討では，オゾンを曝気槽に吹き込むのではなく返送汚泥にオゾ

ンを注入する方法も実施されている。この実験での返送比は 0.3 である。返送汚泥にオゾン

を注入する場合，スカム消失には返送汚泥あたりのオゾン消費量を 5～6mg/l-返送とし，接触

時間を 1.5～2 分間にする必要があることや，処理水水質に影響を与えないオゾン消費量の上

限値は 10mg/l-返送であること，また，オゾン消費率 3mg/lで 20%の余剰汚泥量の削減が見込

まれることが報告されている。  

五井ら 31)は，前述の実験で，オゾン注入により余剰汚泥が削減することが示唆されたこと

から，上記と同施設で具体的に余剰汚泥の削減率を調査している。標準活性汚泥法の場合，

オゾン消費量 1.9～5.5mg/l-返送で余剰汚泥削減率 10～35%，嫌気－好気法の場合，オゾン消

費量 2.5～4mg/l-返送で余剰汚泥削減率が 20～35%となり，オゾン消費量の増加に伴って余剰

汚泥が減少すると報告している。また，これらの結果から，嫌気－好気法の方が余剰汚泥削

減には有利であり，オゾン消費量 3mg/l-返送で 20～30%削減できると結論づけている。  

これらの検討から，活性汚泥へのオゾン処理では，糸状菌や放線菌などののみを選択的に

攻撃し，有機物除去や硝化に関与する菌には影響を与えないため生物処理は成立すると判断

できる。さらに，余剰汚泥の削減も可能なことが示唆されている。  
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２．２．２ オゾンを用いた余剰汚泥削減の検討  ２．２．２ オゾンを用いた余剰汚泥削減の検討  

余剰汚泥の削減を主目的として，活性汚泥処理にオゾン添加を実施した報告を行っている

のはYasuiら 4)が初めてである。その研究を含めて，Yasuiら 4),32)～39)の一連の研究成果の概要

をまとめると以下のようになる。  

余剰汚泥の削減を主目的として，活性汚泥処理にオゾン添加を実施した報告を行っている

のはYasuiら 4)が初めてである。その研究を含めて，Yasuiら 4),32)～39)の一連の研究成果の概要

をまとめると以下のようになる。  

(1)オゾン処理での活性汚泥の変化  (1)オゾン処理での活性汚泥の変化  

汚泥をオゾン処理することによる性状変化を回分式実験で調査している。図２．２．１に

汚泥をオゾン処理した場合のオゾン注入率とVTSおよびS-TOCの変化を示す。オゾン注入率

を大きくするに従いS-TOCは増加するがVTSの増減は認められない，この結果から汚泥中の

有機物はオゾン処理により溶解するが無機化までは進行しないことが分かる 4)。  

汚泥をオゾン処理することによる性状変化を回分式実験で調査している。図２．２．１に

汚泥をオゾン処理した場合のオゾン注入率とVTSおよびS-TOCの変化を示す。オゾン注入率

を大きくするに従いS-TOCは増加するがVTSの増減は認められない，この結果から汚泥中の

有機物はオゾン処理により溶解するが無機化までは進行しないことが分かる 4)。  

 
●VTS  ○S-TOC 

図２．２．１ オゾン処理後の濃度の変化 4) 4) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

図２．２．２に汚泥をオゾン処理した場合のオゾン注入率と生菌数との関係を示す。オゾ

ン注入率を大きくするに従い生菌数は減少しており，不活性な汚泥が増加したとしている 4)。 

図２．２．２に汚泥をオゾン処理した場合のオゾン注入率と生菌数との関係を示す。オゾ

ン注入率を大きくするに従い生菌数は減少しており，不活性な汚泥が増加したとしている 4)。 

図２．２．２ オゾン処理による汚泥の不活化 4) 

(2)オゾン処理条件と余剰汚泥発生量の関係  (2)オゾン処理条件と余剰汚泥発生量の関係  

汚泥のオゾン処理条件と系全体での汚泥発生量の関係を調査している。図２．２．３は，

人工排水を処理したベンチスケール実験で汚泥あたりのオゾン注入率が 0.05g-O 3 /g-SSの場

合のオゾン処理汚泥量と余剰汚泥発生量の関係である。1 日のオゾン処理汚泥量を曝気槽汚

汚泥のオゾン処理条件と系全体での汚泥発生量の関係を調査している。図２．２．３は，

人工排水を処理したベンチスケール実験で汚泥あたりのオゾン注入率が 0.05g-O 3 /g-SSの場

合のオゾン処理汚泥量と余剰汚泥発生量の関係である。1 日のオゾン処理汚泥量を曝気槽汚
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泥量の 1/3 とすると余剰汚泥はほぼ 0 となっている 4),32),33)。  

図２．２．３ オゾン処理汚泥量と余剰汚泥発生量の関係 32) 

オゾン処理汚泥の無機化率(1-k)を連続実験結果から算出した値を図２．２．４に示す。オ

ゾン注入率 0.04g-O 3 /g-SS以下では，オゾン注入量に比例して無機化率は向上し，オゾン注入

率を 0.04g-O 3 /g-SS以上にしても 0.35 でほぼ一定となっている。この結果より安井らは生分

解性を高める効果としての必要オゾン量は汚泥あたり 4%程度で十分であり，オゾン反応率

が十分な場合，オゾン処理汚泥量の 0.3 が生物学的に無機化され残りは活性汚泥に再変換さ

せるとことになる。したがって余剰汚泥を零にするためのオゾン処理汚泥量は生成汚泥量の

約 3 倍必要であると結論づけている 4),33)。  

 
図２．２．４ オゾン反応率とオゾン処理汚泥の無機化率(1-k)の関係 31) 

 

図２．２．５ 菌体の死滅割合と無機化率の関係 33)

オゾン処理および酸／アルカ

リ処理での死滅割合と無機化率の

関係を図２．２．５に示す。オゾ

ン処理の場合は死滅率と無機化率

の関係はほぼ正比例し，汚泥の死

滅割合に応じて生分解性が向上し

ている 33)。  
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オゾンの殺菌機構は細胞壁などの直接破壊といわれており，オゾンにより細胞壁を破壊さ

せることで菌体が死滅し，同時に生分解性が向上したと説明している 32)。また，オゾン処理

はBODの除去により生成した汚泥の生物分解性を高める働きがあり，オゾン処理した汚泥の

約 1/3 が生物学的処理で分解され，残りは再び汚泥となると説明している。  

(3)従来法の活性汚泥処理との処理水水質の比較検討  

オゾン処理により余剰汚泥を削減することで処理水TOCが上昇し，この原因は，汚泥由来

の難分解生有機物が処理水側へ移行することが原因である 31)。  

図２．２．６は，オゾン処理で余剰汚泥を削減した際の真のSRTとTOC残留割合の関係で

ある。汚泥発生量が少なくなるため真のSRTはオゾン処理を組み込まない場合より短くなり，

オゾン系でも真のSRTが短いと処理水へ流出するTOCの割合は高くなっており，SRTを 8 日間

以上とすると  処理水へ流出するTOCの割合は 1～2%となっている 34)。  

 
図２．２．６ SRTとTOC残留割合の関係 34) 

図２．２．７に，オゾン処理を行うことによる処理水のT-NおよびT-Pの濃度の変化を示す。

オゾン系の処理水のT-NおよびT-Pの濃度は徐々に上昇し原水とほぼ同レベルになっている。

ただし，処理水T-Nの大部分はNO X -Nであり硝化は進行している 34)。また，Sakaiらは，散気

装置が間欠的に運転され硝化・脱窒処理を実施している下水処理場のオキシデーションディ

ッチにてオゾンによる余剰汚泥の削減を実施し，オゾン処理は硝化および脱窒を阻害しない

こと見い出している 36)。  

図２．２．７ 処理水T-N，T-Pの変化 34) 
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(4)原水に含まれる無機 SS と不活性 SS の生物処理槽への蓄積の検討  

曝気槽中のMLVSS/MLSS比の変化の一例を図２．２．８に示す。MLVSS/MLSS比は 0.85 程

度が約１年間の運転で 0.75 まで緩やかに低下している 35)。  

図２．２．８ 曝気槽中のMLVSS/MLSS比 35)

実機運転および加速試験の両方で，無機性SSの調査している。図２．２．９は実機運転で

の曝気槽に蓄積された無機性SS量の変化である。初期に無機性SSの蓄積速度は高いものの，

その後蓄積速度が緩やかになっている。この結果より，微生物のフロックが抱え込める無機

性SS量に上限があると仮定すれば，無機性SS量がある値になると再び可溶化するか，SSとし

て捕捉できないようなサブミクロンの非常に微細な粒子として次第に処理水へ流出していま

い，槽中の無機性SSは増加しないと推定している 34)～36),38),39)。  

図２．２．９ 曝気槽に蓄積された無機性SSの変化 35) 

蓄積した無機物の組成も調査しており，MLSS中の無機性SSは，実機では砂に由来するよ

うなSiO 2が増加したものの原水中に含まれていたPAC由来のアルミニウムは増加せず，それ

以外でも特定の金属が汚泥中に蓄積するような傾向はみられていない 34)～36),38),39)。図２．２．

１０は加速試験前後での汚泥中の無機の組成である。オゾン処理を行うことでSiO 2はやや減

少し，Al 2 O 3，Fe 2 O 3，CaOおよびMgOは無機性SS量に対し 1.5%程度増加しているが，これ

らの差はわずかであり，この結果からも特定の物質の蓄積はないとしている 35)。  
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図２．２．１０ 加速試験前後での汚泥中の無機の組成 35) 

 

オゾン減容化では曝気槽に Si，Al，Fe の無機性 SS が若干蓄積するが，その量は原水由来

で流入する無機性 SS の 50%以下であるとしている。無機物蓄積のプラスの効果として，SVI

が低下しており，シルトなどの無機物の蓄積が汚泥沈降性を向上させていると判断している。 

オゾン処理での生物処理槽への不活性な汚泥の蓄積状況を確認するために曝気槽内の最大

呼吸速度を調査している 4)。図２．２．１１にオゾン処理を組み込んだ連続運転での最大呼

吸速度の変化を示す。最大呼吸速度はわずかに増加し低下傾向は見られない 31)。他の結果で

も不活性なSSの蓄積はわずかであり，ある量でバランスが取れて無限大に蓄積せず，生物処

理の能力へ影響が出るほどではないと結論づけている。ただし，SRTが短いと蓄積量が増え

るだろうとしている 4),33)～36)。  

図２．２．１１ オゾン処理を組み込んだ連続運転での最大呼吸速度の変化 4) 

(5)廃水の種類による汚泥減容効率の違い  

Yasuiら 34)は，自動車製造廃水，精油所廃水，食品工業廃水，石油化学工業廃水，製薬廃水

および下水についてベンチスケール実験を実施し，汚泥発生量，処理水水質を比較している。

下水はパイロットスケール実験とフルスケール実験も実施し，これらの結果も比較対象とし

ている。オゾン系の汚泥発生量は対照系の 60～100%であり，その際，TOC除去率は 1～7%

低下したと報告している。これらの結果より様々な廃水にてオゾンによる余剰汚泥の削減は

可能であると結論づけているが，これらの効率の違いについては言及されていない。  
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(6)オゾン処理による余剰汚泥削減効率向上の検討  

さらに，余剰汚泥の削減効率をあげるために，安井ら 37)は，H 2 O 2併用や酸性条件下でのオ

ゾン処理の検討を行っている。  

H 2 O 2の添加と，酸添加により汚泥のpHを低下させるのみでは汚泥発生率が著しく低下す

ることはなく，酸性下でオゾン処理をすることにより汚泥削減効率は向上する。図２．２．

１２に各pHでの汚泥発生率とオゾン反応率の関係を整理した結果を示す。pH4，5 および 7

では汚泥発生率はほぼ同じでpH3 にすると著しく低下しており，この結果よりOHラジカル反

応よりもオゾン反応の方が汚泥の生分解性を向上させると判断している。また，オゾン処理

による汚泥の白色度の上昇はpH7 に比べてpH3 で大きいが，生菌数はpH3 とpH7 ではほぼ同

じである。このことより，汚泥の不活性化は，pHとは無関係に進むが，汚泥性状の変化はpH

の影響を受けると安井らは考えている。  

 
図２．２．１２ 各pHでの汚泥発生率とオゾン反応率の関係 37) 

（７）ランニングコスト  

Yasuiら 34)は，薬剤で脱水して埋め立てる場合(28.9 円 /m3下水)と比較すると本方法で余剰汚

泥を削減させる場合(13.7 円 /m3下水)の費用は約半分になると試算している。  

 

２．２．３ 窒素，りん対策を考慮した汚泥減容化について  

汚泥減容化を実施した場合，物質収支上，何も対策をとらない場合，処理水の窒素および

りんの上昇は避けられない問題である。この窒素およびりん対策としては，(1)オゾン処理な

どにより液化処理した混合液中の窒素およびりんを除去することにより，生物学的処理への

窒素およびりんの負荷の増加を抑えて処理水の窒素およびりんの濃度上昇を抑制する方法，

ならびに，(2)生物学的処理の機能改善やさらなる除去工程を追加し系全体で対策を行い処理

水の窒素およびりんの濃度上昇を抑制する方法の２通りが検討されている。  
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(1)オゾン処理などによる液化処理汚泥中の窒素およびりんを除去することにより，生物学的

処理への窒素およびりん負荷の増加を抑えて処理水の窒素およびりん上昇を抑制する方法  

安永ら 40)は，液化処理汚泥中の溶解性窒素およびリンの挙動を調査し，液化汚泥からリン

を回収することを検討している。汚泥の液化処理に，オゾンのみ，加熱，超音波ホモジナイ

ズ，酸またはアルカリ添加，ならびにこれらを組み合わせた処理を実施している。汚泥をオ

ゾン処理した後にアルカリを添加して反応させるオゾン＋アルカリ処理がりんの高速・高効

率溶出に効果的であり，反応時間 10～15 分程度で約 80%のりんが放出したと報告している。

オゾンにより，まず汚泥の細胞壁や細胞膜の一部が破損し，アルカリが反応して細胞膜の溶

出が促進されりんが細胞内の物質とともに大量に液中に溶出されると推測している。処理に

よってりんのみが特異的に溶出するのではなく細胞内物質及びりんが一定の比率で同時に溶

出することも見いだしている。このようにして溶出させたりんをヒドロキシアパタイトによ

って回収している 41)。  

鈴木ら 42)は，ベンチスケール実験にて嫌気－好気－無酸素法の無酸素槽汚泥の一部をマイ

クロバブル化オゾンで処理し，オゾン処理後の汚泥の上澄みからりん酸に対して高い吸着選

択性を持つジルコニウムフェライト吸着剤にてりんを除去する検討を行っている。余剰汚泥

削減率 85～90%で，窒素およびりんの除去率はともに 75～80%であったと報告している。ま

た，汚泥あたりのオゾン注入率を高くするとりん除去性能に影響を及ぼし，オゾン処理汚泥

量が多いと窒素除去性能に影響を及ぼすことも報告されている。また，オゾン注入率 20～

45mgO 3 /gSSで処理をすると汚泥中の全体りんに対して約 65～70%が溶出し，この大部分は

PO 4 -Pであり，この溶出リンのほぼ 100%をジルコニウムフェライト吸着剤にて吸着し，流入

リンの約 40～50%を回収している。  

江藤ら 43)は，汚泥の液化に高速回転ディスクを採用し，メインの生物学的処理とは別に液

化汚泥を処理する嫌気－好気－無酸素プロセスを設置，液化汚泥中の窒素およびりんを除去

してメインの生物処理へ返流するプロセスを検討している。回分式試験にて液化処理汚泥の

最適な処理条件を検討し，これらの結果を加味したモデルにて計算し，液化汚泥中の窒素お

よびりんの除去工程を組み込んだプロセスと組み込まないプロセスでのメインの生物学的処

理の処理水水質を計算し比較を行っている。液化汚泥中の窒素およびりんの除去工程を組み

込んでいない余剰汚泥無発生型プロセスだとメインの生物処理への流入 (原水＋返流水 )の

T-NおよびT-Pの濃度が高くなり，その結果流出(処理水)のT-NおよびT-Pの濃度が高くなるが，

提案プロセスにすると流入，流出ともに汚泥減容化を行っていない既存の廃水処理設備とほ

ぼ同レベルになると報告している。  
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(2)生物処理の機能改善やさらなる除去工程を追加し系全体で対策を行い処理水の窒素およ

びりん上昇を抑制する方法  

小沼ら 44)は，嫌気－無酸素－好気法の循環液の一部をオゾン処理した実験を実施し，その

際の余剰汚泥削減率や有機物，窒素およびりんの除去率について調査検討を行っている。余

剰汚泥削減率 50%で，余剰汚泥＋処理水での有機物排出量が汚泥減容化を実施しない場合の

排出量より約 40%削減できると報告している。窒素除去は汚泥減容化を実施していない対照

系とほぼ同じであり，生物学的処理法を生物学的窒素除去法にすることで処理水窒素の上昇

は抑制できることを明らかにしている。りんについては汚泥減容化を実施している系の処理

水のりん濃度が増加したことから，生物処理により対応するのみでは無理であり，活性汚泥

法と凝集剤添加法や吸着脱りん法との組み合わせが必要になる可能性が示唆されたと報告し

ている。  

小泉，船石ら 45)は，窒素およびりんを安定して同時除去するとともに，発生汚泥量を削

減しながらりんをHAPとして回収するシステムを検討している。嫌気＋模擬OD槽に汚泥の液

化処理にオゾン，アルカリ，超音波処理を組み合わせ，嫌気槽混合液を可溶化して可溶化汚

泥は嫌気槽へ投入し，可容化汚泥中のBODを利用して活性汚泥からりんを放出することを目

的としている。全ての処理方法において，嫌気槽中のPO 4 -P濃度は高く，活性汚泥のりん含

有率も 3～3.5%であり生物脱りんが進行している。また，可溶化汚泥を嫌気槽に添加するこ

とで嫌気槽中のPO 4 -P濃度は増加し，その効果はアルカリ，オゾン，超音波の順に高かった

と報告している。  

また，船石ら 46)は，前述の結果をもとに，返送汚泥の一部をアルカリ添加物理破砕処理し

嫌気槽へ投入する嫌気槽＋模擬OD槽のパイロットプラントの検討を行っている。原水は下水

で流量は 25m3/日である。りん回収は，嫌気槽の一部を膜分離し上澄みを晶析槽にてHAPと

して回収，回収後水は模擬OD槽へ投入している。晶析槽にはし尿処理水を原水として生成し

たHAPを種晶として投入している。SS，CODおよびBODの除去率は汚泥減容化を行っている

実験系と行っていない対照系のどちらも 80～90%であり，実験系の方が若干低い。窒素の除

去率もともに 80%程度であり，実験系の方が若干低い。りんの除去率は，実験系で 81.4%，

対照系で 46.8%と大きな差があった。実験系は，アルカリ物理破砕処理後の汚泥を嫌気槽へ

投入することにより，嫌気槽でのりん放出が促進されている。晶析槽での回収率はPO 4 -Pで

80%，およびT-Pで 79.6%であり，流入に対するT-P回収率は 53.7%であったと報告している。

今回，実験で用いたプラントは晶析槽へのりん回収液流量の増加を行う余地がなくこの程度

だが適切な装置規模とすれば 6 割以上の回収が可能だろうと推察している。回収したりん結

晶は肥料としての利用を考えており，回収した結晶の組成を分析したところ問題のない品質

であったとも報告している。  

Saktaywinら 47)は，余剰汚泥の削減とりん回収を両立させたプロセスの開発を行っている。
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回分式試験のオゾン処理を実施し，オゾンとの反応での汚泥性状の変化を調査し，この結果

より構築した数理モデルより連続処理での最適運転条件について検討している。その結果，

オゾン消費率が 30～40mgO 3 /gSSで可溶化率が 0.3 とすることが最適としている。さらに，永

禮ら 48)は，数種類の原水を異なる生物学的処理にて処理した活性汚泥についてオゾン消費量

との関係を調査し，オゾン消費量に対する汚泥液化量は活性汚泥の性状により異なるが，オ

ゾン処理で生成する溶解性有機物中の生物分解性有機物の比率はほぼ同じになることを見い

だしている。  

永禮ら 48)～50)は，数理モデルより決定した操作因子をもとに，嫌気－好気活性汚泥法の連

続処理プロセスを模擬した回分式プロセスのラボスケールプラント(225l/日)を用いて処理状

況の確認と物質収支の検討を行っている。滞留時間が 8 時間，MLSSが 2800～3200mg/l，可

溶化率が 0.3，汚泥オゾン処理率 1～1.2%(流入水量比)，りん結晶化水量率が 27%(同)の条件

で，余剰汚泥の最大 92%削減と最大 79%のりん回収量を達成している。また，有機物，窒素

およびりんの物質収支を調査している。汚泥減容化処理の導入により，余剰汚泥として引抜

除去されていた有機物の多くは二酸化炭素として大気に放出されたことになるとしている。

りんは，標準的な生物学的りん除去法の場合，余剰汚泥として引き抜いていた分についても

回収可能となりりん回収率が高くなったとしている。  

永禮ら 48)は，処理のエネルギー消費量を検討しており，オゾン発生効率が 7.5kWh/kgO 3，

オゾン消費量に対する汚泥可溶化率が 7.2gCOD/gO 3の場合，処理プロセス全体での流入水量

あたりの消費エネルギーを 2%削減できるとしており，さらにこれらの２つの数値と流入水

量あたりの消費エネルギーとの関係を求めている。  

 

２．３ オゾンを用いた余剰汚泥削減技術の課題  

余剰汚泥削減技術の検討は，いろいろな方法にて多方面で実施されている。これらの方法

を採用することによる汚泥発生量の変化量，処理水水質への影響，これらの方法を採用した

場合のコスト試算については報告されているが，それ以外の項目については詳細な検討はな

されていない例が多い。オゾンによる汚泥減容化技術は，安井ら 31)～40)により，オゾン処理

での活性汚泥混合液中の溶解性物質濃度や生物活性度の変化，生物学的処理槽内の不活性SS

や無機性SSの蓄積などの報告があるが，以下の点については十分な検討がなされているとは

言い難い。  

余剰汚泥の削減は，液化工程と微生物による無機化工程を経ることにより起こる。このた

め，液化工程と生物学的処理工程を備えたプラントを用いて調査を行わないと余剰汚泥の削

減効果を把握することはできない。永禮らはこれらの検討を行っているがラボスケールプラ

ントで，人工下水によるものであり，より実用化に向けての研究が必要である。  

本研究においては，オゾン処理での溶解性成分濃度の変化や，生物学的処理と組み合わせ
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た系全体での汚泥削減量および処理水水質を調査し，運転条件と余剰汚泥の削減効果や処理

水水質の関係を明らかにすることを第一の目的としている。さらに，これらの関係を明らか

にすることで，フル装備のプラントにて検討を行わなくても汚泥削減量や処理水水質が予測

できるようになることも目指した。  

余剰汚泥削減を行うことで処理水の有機物，窒素およびりん濃度が上昇することは，今ま

での研究にて明らかとなっているが，上昇の程度を定量的に把握するといった詳細な検討が

なされているとは言い難い。本研究においては，有機物，窒素およびりんの物質収支を調べ，

汚泥減少量に対しどの程度，上昇するかを明らかにすること，さらに，処理水の有機物，窒

素およびりんの上昇を抑制する方法を確立することを第二の目的としている。さらに，オゾ

ンによる汚泥減容化の適用限界についても述べる。  

汚泥を液化し生物処理槽へ投入することから，物質収支上，生物処理の負荷が増加するこ

とは避けられずこの対策も必要である。曝気風量の増強が必要となるが，この対応策として

オゾン反応槽の排出ガスを利用することで省エネルギーなプロセスとすることを第三の目的

としている。さらに，本プロセスを実施した場合の省エネ性についても述べる。  
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第３章 オゾンによる汚泥減容化の操作因子の検討  

汚泥減容化の研究の中で，汚泥液化量と汚泥減少量の定量的な考察が少ないため，最

適な操作条件が明らかになっているとは言い難い。さらに，液化処理においては，微生

物の細胞膜を一部破壊して細胞内の貯留物質を液中に溶出する作用がある一面，他方で

は生物学的処理を行う微生物を失活することにつながる。本章では，活性汚泥をオゾン

処理することによる変化を確認し，オゾン処理による汚泥液化と生物学的処理工程も含

めた系全体の汚泥減少との関係，および汚泥を減少させた場合の処理水水質の変化につ

いても検討を試みる。さらに，オゾン処理の条件を変化させることによる汚泥減少量や

処理水水質への影響についても検討する。  

 

３．１ オゾン処理での活性汚泥の変化  

３．１．１ 実験目的  

以下の目的で汚泥の半回分式オゾン処理実験を行った。  

( 1 )  オゾン注入で汚泥が液化した際の物質の挙動と活性汚泥の活性度の変化を検討す

る。  

( 2 )  色々な原水を処理した活性汚泥のオゾン処理を行い，汚泥性状がオゾンによる汚

泥の液化に及ぼす影響を確認する。  

 

３．１．２ 実験方法  

( 1 )   活性汚泥中の物質の変化  

図３．１．１に示すオゾン反応槽 (透明塩ビ製，有効容積 5 0 0 m l )を用いてオゾン処理

を半回分式にて行った。汚泥試料をオゾン反応槽に投入し，オゾンは反応槽下部より散

気球を用い連続的に注入した。オゾン発生器としては (株 )荏原製作所製の OZ -2 0 (最大

オゾン発生量 19 g /h )を用いた。オゾンガス流量 2 0 0 m l / mi n，オゾンガス濃度は 5 0 あ

るいは 5 5mg O 3 / l に設定して行ったが，これらも含めオゾン処理条件を表３．１．１に

示す。供試汚泥には，表３．１．２に示す 12 種類の活性汚泥を用いた。また，表３．

１．２には供試汚泥の処理方式，処理原水および性状を示してある。  
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図３．１．１ オゾン半回分処理試験の装置 

 

汚泥性状の変化をみるため，オゾン処理前後の汚泥および汚泥のろ液を分析した。分

析項目は，M L S S，M LV S S，TO C，C O D C r ，Kj - N，N H 4 - N，T- P，全糖，還元糖，C a，

M g および K である。ろ液は，汚泥を 1 0 0 0 0 r p m で５分間遠心分離した際の上澄液を孔

径 1μm のガラスフィルタ－でろ過し作成した。分析結果から液化率を算出し比較を行

った。M LV S S での液化率は ( 3 - 1 )式より，その他の汚泥中成分の液化率は (3 -2 )式より算

出した。  

 

＝液化率 100
-

(%) 
0VSS

0VSSVSS

C

CC
 ( 3 -1 )  

 

ここで，C V S S 0 はオゾン処理前の M L V S S 濃度 [ mg / l ]，C V S S はオゾン処理後の MLVSS

濃度 [ mg / l ]である。  

 

　＝液化率 100
-

(%) 
SS

0

C

CC
 ( 3 -2 )  

 

ここで，C S S はオゾン処理前の SS 中に含まれる各成分濃度 [ mg / l ]，C はオゾン処理後

の混合液中の溶解性成分濃度 [ mg / l ]，C 0 はオゾン処理前の混合液中の溶解性成分濃度

[ mg / l ]である。  
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表３．１．１ オゾン半回分処理の実験条件 

供試汚泥  A  B  C  D  

生物学的処理方式  循環型硝化脱窒 標準活性汚泥 嫌気 -無酸素 -
好気法  

ｵｷ ｼ ﾃ ﾞｰ ｼ ｮﾝ  
ﾃﾞ ｨ ｯ ﾁ  

原水  合成廃水  下水  下水  下水  

オゾンガス流量  ( m l / m i n )  2 0 0  2 0 0  2 0 0  2 0 0  

オゾンガス濃度  ( m g / l )  5 0  5 0  5 0  5 0  

オゾン処理汚泥容積  ( m l )  3 0 0 o r 5 0 0 3 0 0  5 0 0  5 0 0  

オゾン注入率  ( m g O 3 / g V S S )  0～ 1 4 6 0～ 1 4 4 0～ 1 6 4  0～ 1 3 4

オゾン処理時間  ( m i n )  0～ 3 6  0～ 3 6  0～ 3 0  0～ 2 5  

 

供試汚泥  E  F  G  H  

生物学的処理方式  ﾆｭ ｰ ﾃ ﾞﾆ ﾊ ﾟｯ ｸ  ﾃﾞ ﾆ ﾊ ﾟｯ ｸ  標準活性汚泥  標準活性汚泥

原水  し尿 (無希釈 )  し尿 (希釈 )  化学工場廃水 a  化学工場廃水 b

オゾンガス流量  ( m l / m i n )  2 0 0  2 2 0  1 0 0  1 0 0  

オゾンガス濃度  ( m g / l )  5 0  5 0  5 5  5 5  

オゾン処理汚泥容積  ( m l )  5 0 0  5 0 0  5 0 0  5 0 0  

オゾン注入率  ( m g O 3 / g V S S )  0～ 5 1  0～ 6 1  0～ 5 3  0～ 5 3  

オゾン処理時間  ( m i n )  0～ 2 0  0～ 6 . 5  0～ 2 2 . 5  0～ 2 2 . 5

 

供試汚泥  I  J  K  

生物学的処理方式  標準活性汚泥  酸発酵＋標準活性汚泥  標準活性汚泥  

原水  清涼飲料水製造廃水 清涼飲料水製造廃水  ビール製造廃水

オゾンガス流量  ( m l / m i n )  1 0 0  2 0 0  2 0 0  

オゾンガス濃度  ( m g / l )  5 0  5 0  5 0  

オゾン処理汚泥容積  ( m l )  5 0 0  5 0 0  5 0 0  

オゾン注入率  ( m g O 3 / g V S S )  0～ 2 3  0～ 3 4  0～ 3 4  

オゾン処理時間  ( m i n )  0～ 1 6 . 5  0～ 1 6 . 1  0～ 1 6 . 1  

 

表３．１．２ 供試汚泥の性状 

供試汚泥  A  B  C  D  

生物学的処理方式  循環型硝化脱窒 標準活性汚泥 嫌気 -無酸素 -
好気法  

ｵｷ ｼ ﾃ ﾞｰ ｼ ｮﾝ ﾃ ﾞｨ

ｯﾁ  

原水  合成廃水  下水  下水  下水  

M L S S  ( m g / l )  1 1 3 6 0  1 0 4 0 0  4 6 0 0  4 6 7 0  

V S S / S S  ( % )  7 9 . 2  7 4 . 3  8 1 . 5  8 0 . 9  

C O D C r  (対 S S 比 )  1 . 0 3  1 . 1 3  1 . 2 7  1 . 2 7  

糖  (対 S S % )  2 1  1 9  －  －  

K j - N  (対 S S % )  1 0 . 9  7 . 8  7 . 4  7 . 8  

P  (対 S S % )  5 . 8  2 . 0  3 . 7  2 . 3  

C a  (対 S S % )  0 . 5 7  0 . 5 8  0 . 8 8  1 . 1 9  

M g  (対 S S % )  1 . 3 0  0 . 1 6  0 . 5 1  0 . 3 6  

K  (対 S S % )  1 . 9 0  0 . 2 7  1 . 0 2  0 . 5 3  
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供試汚泥  E  F  G  H  

生物学的処理方式  ﾆｭ ｰ ﾃ ﾞﾆ ﾊ ﾟｯ ｸ  ﾃﾞ ﾆ ﾊ ﾟｯ ｸ  標準活性汚泥  標準活性汚泥

原水  し尿 (無希釈 )  し尿 (希釈 )  化学工場廃水 a  化学工場廃水 b

M L S S  ( m g / l )  1 1 8 0 0  7 6 5 0  4 8 7 0  4 9 4 0  

V S S / S S  ( % )  8 1 . 8  8 2 . 4  9 5 . 4  9 5 . 6  

C O D C r  (対 S S 比 )  1 . 1 7  1 . 1 8  －  －  

K j - N  (対 S S % )  7 . 6  6 . 3  1 3  1 1  

P  (対 S S % )  2 . 5  1 . 2  －  －  

 

供試汚泥  I  J  K  

生物学的処理方式  標準活性汚泥  酸発酵＋標準活性汚泥  標準活性汚泥  

原水  清涼飲料水製造廃水 清涼飲料水製造廃水  ビール製造廃水

M L S S  ( m g / l )  8 5 1 0  1 0 3 0 0  4 6 6 0  

V S S / S S  ( % )  8 6 . 2  9 2 . 7  7 1 . 5  

C O D C r  (対 S S 比 )  1 . 2 5  1 . 3 5  －  

K j - N  (対 S S % )  6 . 7  8 . 8  6 . 5  

P  (対 S S % )  －  －  2 . 1  

 

( 2 )   活性汚泥の相対的活性度の測定  

相対的活性度は，供試汚泥 A と供試汚泥 C のオゾン処理の前後での硝化速度，脱窒速

度，りん放出速度を測定し各々に関与する微生物について求めた。オゾン処理は前述の

(1 )と同様に行った。オゾン処理汚泥およびオゾン未処理汚泥を生物学的処理水にて洗浄

した後，再度処理水あるいは流入水 (原水 )に縣濁させ，または対象基質等を添加させて，

各々の速度測定に使用した。各々の速度測定方法は以下のとおりである。  

1 )  相対的硝化活性度  

 洗浄後の汚泥を 1 l の処理水の入った 2 l のメスシリンダーに入れ  ，そして N H 4 C l を

および Na H C O 3 を添加し初期の N H 4 - N および M -アルカリ度をそれぞれ供試汚泥 A で

は 3 0 mg N / l および 2 0 0 mg / l 程度に，供試汚泥 C では 2 0 mg N/ l および 100 mg/ l 程度に調

整した。メスシリンダーの底部より散気球を通して連続曝気して一定時間毎にサンプリ

ングし N O X - N の分析を行った。時間当たりの N O X - N 増加量よりオゾン処理前の

M LV S S 濃 度 に 対 す る 硝 化 速 度 を 算 出 し た 。 相 対 的 硝 化 活 性 度 は オ ゾ ン 注 入 率

0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥の硝化速度を 1 0 0 %とした相対値とし，式 (3 -3 )より算出した。  

 

＝相対的硝化活性度 100(%) 
N0

N

ｋ

ｋ
 ( 3 -3 )  

 

ここで，k N 0 はオゾン注入率 0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥の硝化速度 [ mg / ( g･時 ) ]，k N は

オゾン処理後の活性汚泥の硝化速度 [ mg / (g･時 ) ]である。  
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2 )  相対的脱窒活性度  

 1 l の三角フラスコに入れた洗浄後の供試汚泥 C に  K N O 3 および原水を 1 l 添加し初期

の N O x - N を 2 0 mg / l に，また有機物濃度を 1 0 0 mg C / l 程度に調整した。密閉状態として

気相部分を N 2 ガスで置換した後，マグネチックスターラにより連続撹拌しながら一定

時間毎にサンプリングし N O X - N の分析を行った。時間当たりの NO X - N 減少量よりオゾ

ン処理前の M LV S S 濃度に対する脱窒速度を算出した。相対的脱窒活性度はオゾン注入

率 0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥の脱窒速度を 1 0 0 %とした相対値とし、式 (3 -4 )より算出し

た。  

 

＝相対的脱窒活性度 100(%)
D

D 
N0

N

ｋ

ｋ
 ( 3 -4 )  

 

ここで， k D N 0 はオゾン注入率 0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥の脱窒速度 [ mg / (g･時 ) ]， k D N

はオゾン処理後の活性汚泥の脱窒速度 [ mg / (g･時 ) ]である。  

 

3 )  相対的りん放出活性度  

 洗浄後の汚泥を 1 l の処理水の入った 1 l の三角フラスコに入れ，  酢酸ナトリウムを添

加し初期の有機物濃度を 1 2 0 mg C / l 程度に調整した。三角フラスコを密閉し容器の気相

部分を N 2 ガスで置換した後，嫌気条件下でマグネチックスターラにより連続撹拌して

一定時間毎にサンプリングし P O 4 - P の分析を行った。時間当たりの P O 4 - P 増加量より

オゾン処理前の M LV S S 濃度に対するりん放出速度を算出した。相対的りん放出活性度

はオゾン注入率 0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥のりん放出速度を 1 0 0 %とした相対値とし、式

(3 -5 )より算出した。  

 

＝相対的りん放出活性度 100(%)
P

P 
0ｋ

ｋ
 ( 3 -5 )  

 

ここで， k P 0 はオゾン注入率 0 mg O 3 / g V S S の活性汚泥のりん放出速度 [ mg / (g･時 ) ]，

k P はオゾン処理後の活性汚泥のりん放出速度 [ mg / ( g･時 ) ]である。  

 

( 3 )活性汚泥の粒度分布の測定  

供試汚泥 C では，オゾン処理での汚泥の粒度分布の変化を調査した。汚泥の粒度分布

は，レーザ回折式粒度分布測定装置 (測定方法：レーザ回折・散乱法，S AL D -2 1 0 0，島

津製作所 )を用いて測定した。   
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(4 )分析項目と分析方法  

各実験における分析項目の分析方法を表３．１．３に示す。なお，以下の記述で「T-

」および「S -」はそれぞれ全，溶解性の意味である。  

 

表３．１．３ 各分析項目の分析方法 (下水試験方法－1997 年板－，1985；Standard  

Methods  17 th  Ed i t i on ,1989)  

分析項目  単位 測定方法

O 3  mg / l  紫外線吸収式オゾン濃度計 ( E G - 6 0 0，荏原実業 )  
M L S S  mg / l  下水試験方法 (遠心分離法 )  

MLVSS mg / l  下水試験方法  
TOC mg / l  下水試験方法 (燃焼酸化－赤外線式 T OC 分析法 T OC - 5 0 0 0 A，

島津製作所 )  
C O D C r  mg / l  S t a n d a rd  M e t h o d s  ( C l o se d  R e f l e x ,  T i t r i me t r i c  M e t h o d s )  
K j - N  mg / l  下水試験方法 (ケルダール窒素法 )  

N H 4 - N  mg / l  インドフェノール法 (TRAACS800，ブランルーベ)  
N O X - N mg / l  C u - C d 還元 N - 1 -ナフチルエチレンジアミンスルファニル酸法  

( T R A A C S8 0 0，ブランルーベ )  
T - P  mg / l  下水試験方法 (硝酸と過塩素酸による分解法 )  

P O 4 - P  mg / l  モリブデン酸青法 ( T R A A C S8 0 0，ブランルーベ )  
全糖  mg / l  フェノール硫酸法 ( U V - 1 6 0 0，島津製作所 )  

還元糖  mg / l  So mo g y i - N e l so n 法 ( U V - 1 6 0 0，島津製作所 )  
C a  mg / l  誘導結合プラズマ発光分光光度法 ( S P S 4 0 0 0 ,セイコー電子工業 )  
M g  mg / l  誘導結合プラズマ発光分光光度法 ( S P S 4 0 0 0 ,セイコー電子工業 )  
K  mg / l  原子吸光光度法 (Z -8 1 0 0，日立製作所 )  

 

３．１．３ 実験結果  

３．１．３．１ オゾン処理による成分の挙動および相対的活性度の変化  

供試汚泥 A，B，C，D を用いて，汚泥に含まれる有機物および無機物の液化の挙動

を検討した。また，供試汚泥 A と C についてはオゾン処理前後の相対的活性度を測定し，

オゾン処理を行った際，汚泥中の微生物がどの程度生存しているかを確認した。  

( 1 ) 有機物の挙動  

供試汚泥 A，B，C，D の単位 V S S あたりのオゾン注入率 ( mg O 3 / g V S S )と各有機物の

液化率との関係を図３．１．２から３．１．５に示す。なお，各実験でのオゾン消費率

はオゾン注入率の 9 5%以上となっていた。TOC，C O D C r および Kj - N，全糖のいずれの

場合もオゾン注入率を高くするに従い液化率は上昇する結果となった。供試汚泥 A およ

び B は，オゾン注入率 3 5 mg O 3 / g V S S までは液化率がほぼ直線的に上昇し供試汚泥 A で

は 2 0 %程度，供試汚泥 B では 1 5 %程度となり，それ以上では傾きが小さくなった。  
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供試汚泥 C および D では，オゾン注入率 8 0 mg O 3 / g V S S までは液化率がほぼ直線的

に上昇し 20 %程度となり，それ以上では傾きが小さくなった。また，汚泥により液化率

の挙動が異なっており，汚泥によってオゾン処理での液化効率が異なる。例えば，オゾ

ン注入率 35 mg O 3 / g V S S 程度では TOC の液化率は約 1 0～2 0 %の範囲で変動した。  
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図３．１．２ オゾン注入率と有機物の液化率  図３．１．３ オゾン注入率と有機物の液化率 

との関係(供試汚泥 A)           との関係(供試汚泥 B) 
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図３．１．４ オゾン注入率と有機物の液化率   図３．１．５ オゾン注入率と有機物の液化率 

との関係(供試汚泥 C)           との関係(供試汚泥 D) 
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S a k t a y w i n ら 1 )の結果によるとグルコースとポリペプトンを主成分とした合成廃水を

嫌気－好気法にて処理した活性汚泥を用い，オゾン消費率 3 0～4 0 mg O 3 / g S S でオゾン処

理した場合の S S での液化率は 30 %程度で，オゾン消費率を大きくするにしたがい液化

率は上昇して 2 0 0 mg O 3 / g S S 程度で 8 0 %程度となり，2 0 0 mg O 3 / g S S 以上では一定であ

ると報告している。本研究結果ではほぼ同じ成分を処理した供試汚泥 A でのオゾン注入

率 2 8 mg O 3 / g S S (3 5 mg O 3 / g V S S )で液化率は 2 0 %程度であり S a k t a y w i n らの結果に比べ

若干低い。本研究ではオゾン反応槽からの排出ガスは乾式カラムで処理していることか

ら反応槽内気相部の圧力はほぼ大気圧であるが，S a k t a y w i n らは排出ガスの処理を湿式

で行っていることから反応槽内気相部の圧力は本研究に比べて若干高いと推察される。

このため，オゾンとの反応効率が向上していることが考えられる。また，S a k t a y w i n ら

はマグネチックスターラを用い撹拌を行っていることも液化率向上につながっていると

考える。  

永禮ら 2 )は，原水と処理方式の異なる複数の汚泥にてオゾン処理を行っており，オゾ

ン消費率 30 mg O 3 / g S S 程度での各汚泥での S S の液化率は，下水を嫌気－無酸素－好気

法で処理した汚泥では 2 0 %程度，下水を標準活性汚泥法で処理した汚泥では 1 0 %程度，

下水を嫌気－好気法で処理した汚泥では 5 %以下であり汚泥の種類により液化率が異な

ることを報告している。本研究では，下水を処理した活性汚泥の場合 (供試汚泥Ｂ～D )，

オゾン注入率 3 0 mg O 3 / g S S 程度で液化率は 1 0～2 0 %であり，永禮らの結果と近い値と

なっている。また，オゾン消費率 3 0 mg O 3 / g S S 程度まではオゾン消費率を大きくするに

したがい液化率が上昇しているが，それ以上では傾きが小さくなるとも報告している。

この傾向は本研究結果と同じであった。  
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供試汚泥 A および C の単位 V S S あたりのオゾン注入率 ( mg O 3 / g V S S )と M LV S S およ

び各有機物の液化率との関係を図３．１．６および３．１．７に示す。M LV S S の液化

率もオゾン注入率を高くするに従い上昇し，TOC，C O D C r および Kj - N の液化率とほぼ

同じ挙動であった。  
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図３．１．６ オゾン注入率と MLVSS および  図３．１．７ オゾン注入率と MLVSS および 

有機物の液化率との関係(供試汚泥 A)      有機物の液化率との関係(供試汚泥 C)  

供試汚泥 A について液化した TOC に対する，液化した各成分の相対比率を図３．１．

８に示す。液化成分の  C O D C r / TO C，  N / TO C および全糖 / TO C の比は，オゾン処理前の

汚泥 S S 中に含まれる C O D C r / TOC，N/ TOC および全糖 / TO C の比とほぼ同じであった。

これらの結果より汚泥中に含まれる有機物成分は偏りなく液化すると推察される。液化

成分の N/ C 比は 0 . 2 0～0 . 3 0 と微生物の N / C 比 0 . 2 8 3 )に近い値であり，オゾン処理によ

り微生物細胞が液化したと考えられる。他の汚泥でもほぼ同様の傾向である。  
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図３．１．８ 液化した TOC に対する液化した各成分の相対比  

(供試汚泥 A)  
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供試汚泥 A および C のオゾン注入率を変化させた場合の全有機物と溶解性有機物を図

３．１．９および３．１．1 0 に示す。供試汚泥 A はオゾン注入率 0～1 4 0 mg O 3 / g V S S

では，全 TOC が  3 6 0 0～3 9 0 0 mg / l，全 C O D C r が 11 3 0 0～1 2 5 0 0 mg / l，全窒素が 9 3 0～

1 0 3 0 mg / l であった。供試汚泥 C はオゾン注入率 0～5 6 mg O 3 / g V S S では，全 TOC が  

1 8 9 0～1 9 5 0 mg / l，全 C O D C r が 5 1 8 0～5 5 5 0 mg / l，全窒素が 3 3 0～3 5 0 mg / l であり，両

供試汚泥ともにこれらはほとんど変化しなかった。  
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図３．１．９ オゾン処理汚泥中の物質の形態（供試汚泥 A）  

供試汚泥 A のオゾン注入率を変化させた場合の溶解性窒素の濃度変化を図３．１．１
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図３．１．10 オゾン処理汚泥中の物質の形態（供試汚泥 C）
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１に示す。オゾン注入率を高くするに従い S - Kj - N は増加したが，N H 4 - N はほとんど増

加せず，S- Kj - N の 1 %未満であった。オゾン処理により窒素成分の無機化は起こらない

ことが判明した。  

供試汚泥 A のオゾン注入率を変化させた場合の溶解性糖類の濃度変化を図３．１．１

２に示す。全糖に対する還元糖の割合はオゾン注入率の上昇に伴い 4 . 4～2 0 %へと高く

なった。この結果より，大部分の糖類は高分子で切断されているが，オゾン注入率を高

くすると液化した糖類の低分子化が進行すると推察される。  
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図３．１．12 溶解性糖類濃度の変化 

(供試汚泥 A) 
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図３．１．11 溶解性窒素濃度の変化 

(供試汚泥 A) 

 

(2 ) 無機物の挙動  

供試汚泥 A から D の単位 V S S あたりのオゾン注入率と無機物 (C a，M g，K および P )

の液化率との関係を図３．１．13 から３．１．1 6 に示す。供試汚泥のりん含有率は，A

で 5 8 mg P / g S S，B で 2 0 mg P / g S S，C で 3 7 mg P / g S S，Ｄで 2 3 mg P / g S S であり，供試汚

泥 A および C はポリりん酸の含有により，りん含有率が高くなっている。  

  無機物 (C a，M g，K および P )の液化率を，K j - N 液化率を基準に比較すると以下のよ

うな現象が見られた。  

K：全ての供試汚泥において，K j - N だけでなく他の無機物に比較して極端に高い液化率

であった。オゾン注入率の上昇とともに上昇したがオゾン注入率が 3 5 mg O 3 / g V S S

前後から，その液化は平衡状態となった。オゾン注入率 4 0 mg O 3 / g V S S の K の液化

率は供試汚泥 A，C，D では約 7 0％，供試汚泥 B は約 6 0％となっている。  

P：液化率はオゾン注入率が高くなると共に上昇し，やがて平衡になる傾向であった。

供試汚泥 A ではオゾン注入率が 3 5 mg O 3 / g V S S 以下の場合に Kj - N より高い液化率

であった。これに対し，供試汚泥 B，C，D では K j - N とほぼ同じ液化率かそれ以下

であった。  
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M g：液化率はオゾン注入率とともに上昇し，やがて平衡になる傾向であった。供試汚

泥 A ではオゾン注入率が 3 5 mg O 3 / g V S S 以下の場合に Kj - N より高い液化率であり，

M g の液化は P の液化と同じ挙動であった。供試汚泥 B と D では特に低いオゾン注

入率において Kj - N 液化率および P 液化率と近い挙動を示した。供試汚泥 C のみは，

オゾン注入率 4 0 mg O 3 / g S S 以上において M g 液化率が Kj - N および P 液化率に比べ

て高くなった。  

C a：全ての汚泥において Kj - N より低い液化率であった。C a の液化が認められなかった

原因として液化した C a が炭酸塩などの不溶性の塩に変化していることが考えられる。  

 

供試汚泥 A においては，オゾン注入率 3 5mg O 3 / g V S S 以下の場合に，P，M g が Kj - N

より高い割合で液化したのは，ポリりん酸の分解に起因すると考えられる。また，細胞

がポリりん酸を貯蔵する際， P と同時に M g，K を取り込みそのモル比は P : M g : K＝

1 : 0 . 2 5～0 . 3 : 0 . 2～0 . 4 と報告されている 4 )。供試汚泥 A(リン含有率 5 8 mg P / g S S )の場合，

汚泥中の P，M g と K のモル比は 1 : 0 . 2 6 : 0 . 2 6 であり，液化した P，M g および K のモル

比はいずれのオゾン注入率においても P : M g : K = 1 : 0 . 2～ 0 . 2 5 : 0 . 5～ 0 . 6 であった。P と

M g のモル比は汚泥中の構成比に近い値であり、P および M g の溶出はポリりん酸の分解

に起因したと裏付けられる。S a k t a y w i n ら 1 )の報告でも，りん含有率の高い汚泥をオゾ

ン処理すると，ポリりん酸が細胞外に放出されていると考察している。溶出した P に対

する K のモル比は汚泥中の構成比より大きな値であり，K はポリりん酸以外の細胞構成

成分からも溶出していると推察される。  

供試汚泥 C でも汚泥中の P，M g および K のモル比は 1：0 . 1 8：0 . 2 2 であり，ポリり

ん酸の蓄積があると推察される。また，液化した P，M g および K のモル比は 1：0 .3～

0 . 7：1 . 3～2 . 1 であり，汚泥中の構成比に比べて P の比率が極端に小さくなっている。

さらに，K j - N 液化率と比較しても P 液化率は低い。オゾン処理で P のみが溶出してこ

ないことは考えにくく，オゾン処理により P は細胞外に溶出しているが，①共存する

C a 等と結合している，②オゾン反応槽は酸素が豊富に存在していることからここで細胞

により P が吸収されていることなどが考えられる。C a の液化率も Kj - N の液化率より小

さいことから①が起こっていると推察されるが，P および C a が K の液化率と同じと仮

定した場合の P および C a の液化量との実験結果との差より求めた C a / P モル比 ( 1 . 9 1 以

下 )はりん酸のカルシウム塩の C a / P モル比 ( 0 . 5～1 . 6 7 )より小さいこともあり，②も並行

して起こっていると考えられる。  

供試汚泥 B と D では，ポリりん酸の蓄積はほとんどないと考えられ，  P，M g の液化

率は Kj - N 液化率に近い値になっているのはこのためと推察される。  
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以上の結果より，ポリりん酸の含有率が高い活性汚泥をオゾン処理した場合，ポリり

ん酸が積極的に溶出することがあるといえる。また，オゾン処理による K の溶出は他の

有機物や無機物とは異なり，活性汚泥に含まれる K の大部分が低いオゾン注入率でも溶

出することが判明した。  
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図３．１．13 オゾン注入率と無機物液化率   図３．１．14 オゾン注入率と無機物液化率 

との関係 (供試汚泥 A)             との関係(供試汚泥 B) 
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図３．１．15 オゾン注入率と無機物液化率   図３．１．16 オゾン注入率と無機物液化率 

との関係(供試汚泥 C)             との関係(供試汚泥 D) 
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(3 )  活性汚泥の相対的活性度  

供試汚泥 A についての単位 V S S あたりのオゾン注入率に対する相対的硝化活性度と液

化率 (汚泥 ( K j - N )，K )の関係を図３．１．17 に，供試汚泥 C についてのオゾン注入率に

対する相対的硝化活性度，相対的脱窒活性度，相対的りん放出速度と液化率 (汚泥 ( K j -

N )、K )の関係を図３．１．1 8 に示す。また，汚泥液化率に対する相対的硝化活性度と

カリウム ( K )液化率の関係を図３．１．1 9 に，供試汚泥 C についての汚泥液化に対する

相対的硝化活性度，相対的脱窒活性度，相対的りん放出速度とカリウム (K)液化率の関

係を図３．１．2 0 に示す。  

供試汚泥 A の汚泥 ( K j - N )液化率は，オゾン注入率 35 mg O 3 / g V S S まではオゾン注入率

を高くするに従い直線的に大きくなり，その後増加が小さくなり 7 0 mg O 3 / g V S S 以上で

は 3 0～4 0%であった。相対的硝化活性度は，オゾン注入率約 2 0mg O 3 / g V S S の場合，

8 0 % 以 上 で あ っ た が ， 2 0 mg O 3 / g V S S 以 上 で は 活 性 度 が 低 下 し オ ゾ ン 注 入 率

7 0 mg O 3 / g V S S では活性度はゼロとなった。  また，汚泥液化率が高くなるにしたがい活

性 度 は低下 し ，汚泥 液 化率が 3 0 % で 活 性 度はほ ぼ 0 とな っ た。オ ゾ ン注入 率 が

7 0 mg O 3 / g V S S 以上の場合，液化していない汚泥も失活した可能性が高い。K の液化率

は，オゾン注入率 3 5 mg O 3 / g V S S まではほぼ直線的に上昇し，3 5 mg O 3 / g V S S 以上では

8 0～9 0 %となった。  

オゾン処理汚泥の相対的硝化活性度の低下と K の液化率の上昇には相関が認められた。  

一般的に生きている細胞には K が濃縮されており，これが能動輸送に関与している 5 )。

オゾン処理を行うことで K が活性汚泥から溶出することにより，細胞の能動輸送機能が

低下し，活性汚泥が失活していると考えられる。  

供試汚泥 C では，オゾン注入率 3 5 mg O 3 / g V S S での相対的硝化活性度は 2 0 %程度，

相対的脱窒活性度と相対的りん放出活性度は 1 0 %前後であった。また，汚泥液化率が

2 0 %程度で相対的硝化活性度と相対的脱窒活性度はほぼ 0 に，相対的りん放出活性度は

5 %程度となった。供試汚泥 A と比べると，低いオゾン注入率および汚泥液化率で活性

度の低下が認められた。活性度と K の液化率との関係は供試汚泥 A とほぼ同じであった。

また，硝化と脱窒，りん放出の活性度はほぼ同じ挙動を示していた。  

オゾン処理を組み込んだ汚泥減容化を行う場合，オゾン処理により汚泥の活性度の低

下は避けられず，オゾン処理での活性汚泥の液化率と活性度のバランスを考慮した操作

条件で運転を行う必要がある。これはオゾン処理以外の液化処理を用いた場合でも同様

であることが考えられる。なお、K の溶出は活性汚泥の活性度と関係があり，K が 80 %

以上溶出してくると汚泥が失活すると考えられる。  
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図３．１．17 オゾン注入率と相対的活性度   図３．１．18 オゾン注入率と相対的活性度 

との関係(供試汚泥 A)              との関係(供試汚泥 C) 
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図３．１．19 汚泥液化率と相対的活性度   図３．１．20 汚泥液化率と相対的活性度 

との関係(供試汚泥 A)             との関係(供試汚泥 C) 

 

柴田ら 6 )は，オゾン処理汚泥の最大呼吸活性の相対値とオゾン反応率の関係を調査し

ており，オゾン反応率を大きくするにしたがい最大呼吸活性の相対値は小さくなってお

りオゾン反応率が 3 0 mg O 3 / g V S S で最大呼吸速度相対値が 1 0 %程度，5 0 mg O 3 / g V S S で

ほぼ 0 になると報告している。  
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また，S a k t a y w i n ら 1 )は，汚泥液化率を大きくするにしたがい酸素消費量とりん放出

速度より求めた活性度は小さくなっており，オゾン処理での汚泥液化率が 3 0%での活性

度は 3 0 %程度と報告している。  

これらの結果と本研究での結果を比較すると，変化の傾向はほぼ同じであるが，本研

究ではオゾン注入率 28 mg O 3 / g S S (3 5 mg O 3 / g V S S )で活性度は 2 0 %程度であり，柴田ら

6 )の結果の方が活性度の低下が大きい。また，本研究では汚泥液化率が 3 0 %で活性度は

ほぼ 0 となっており，S a k t a y w i n ら 1 )の結果の方が活性度の低下が小さいた。処理する

汚泥の性状やオゾン処理方式の違いにより活性度の変化の度合いも変わると推察される。  

 

( 4 )活性汚泥の粒度分布  

オゾン注入率が 0～4 6 mg O 3 / g V S S で処理した供試汚泥 D の粒度分布を図３．１．2 1

に，オゾン注入率と粒度分布のメディアン径との関係を図３．２．2 2 に示す。  

図３．１．2 1 に示すとおりオゾン注入率を大きくするに従い汚泥の粒度分布は小粒径

側へ移動していた。また，図３．１．2 2 に示すとおりオゾン注入率を大きくするに従い

粒度分布でのメディアン径は小さくなっており，これらの結果から汚泥はオゾン処理に

より粒径が小さくなっていると判断した。  
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図３．１．21 各オゾン注入率での粒度分布  
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図３．１．22 オゾン注入率と粒度分布でのメディアン径の関係  

 

３．１．３．２ 原水の異なる活性汚泥をオゾン処理した際の液化率と液化率への影響

要因  

供試汚泥 A から K の単位 VS S 当たりのオゾン注入率と Kj - N の液化率の関係を図３．

１．2 3 に示す。供試汚泥 G 以外はオゾン注入率を大きくするに従い液化率が大きくな

ったが，その傾きは汚泥により異なっていた。また，大部分の汚泥はオゾン注入率

2 0 mg O 3 / g V S S を超えるとグラフの傾きが小さくなる傾向が認められた。これらの結果

より，汚泥液化効率は汚泥性状により異なると判断し，その原因を検討した。  
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図３．１．23 各供試汚泥のオゾン注入率と液化率の関係  
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(1 ) し尿処理汚泥での検討  

図３．１．2 4 に供試汚泥 E と F をそのままオゾン処理した場合と，洗浄して含有す

る溶解性有機物を除去しオゾン処理した結果を示す。  

供試汚泥 E は無希釈のし尿を処理した活性汚泥であり S -C O D C r は約 1 0 0 0 mg / l，供試

汚泥 F は希釈したし尿を処理した活性汚泥であり S -C O D C r は約 4 0 mg / l であった。供試

汚泥 F は未洗浄汚泥と洗浄汚泥の液化率はほぼ同じであったが，供試汚泥 E は汚泥を洗

浄することで液化率が向上した。また，供試汚泥Ｅの上澄液をオゾン処理したところ

C O D C r の低下が認められた。これらの結果より溶解性有機物が多量に含まれている場合，

この溶解性有機物がオゾンを消費し液化効率が低下すると判断した。また，供試汚泥 E，

F ともにオゾン注入率を大きくするに従いグラフの傾きは小さくなっており，これはオ

ゾン処理により溶出した有機物がオゾンを消費しているためと考えられる。  
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図３．１．24 共存する溶解性有機物の液化率に及ぼす影響  

 

この点を確認するため供試汚泥 F を用いて，図３．１．2 5 に示す方法で確認を行っ

た。結果を図３．１．2 6 に示す。１回目のオゾン注入率 2 5 . 0 mg O 3 / g V S S で処理処理し

た場合の K j - N 液化率は 4 . 2 9 %，C O D C r 液化率は 4 . 1 4 %であった。この汚泥の上澄液を

純水と置換し約 5 0 %の S -C O D C r を取り除いた後オゾン注入率 25 .9 mg O 3 / g V S S で処理

した際の K j - N 液化率は 4 . 3 0 %，C O D C r 液化率で 4 . 5 5 %であり，2 回の合計は K j - N 液

化率で 8 . 5 9 %，C O D C r 液化率で 8 . 6 9 %であった。上記 2 回の合計であるオゾン注入率

5 0 . 9 mg O 3 / g V S S での Kj - N 液化率は 7 . 5 %であり，C O D C r 液化率は 6 . 5 %であり，オゾ
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ン処理にて溶出した S -C O D C r を取り除いた場合に比べて低い結果であった。さらに，

Kj - N 液化率と C O D C r 液化率を比較すると S -C O D C r を取り除かない場合，C O D C r 液化

率の方が低くオゾン処理により S -C O D C r の分解が起こっていると推察される。また，

１回目の O 3 処理後の汚泥上澄液を O 3 注入率 1 5 5 mg O 3 / l 処理した場合，COD C r が

3 9 9 mg / l から 3 2 1 m g / l に減少しており，この結果からもオゾン処理で溶出した S -

C O D C r が分解することが考えられる。以上の結果より，溶出した有機物はオゾンを消費

して汚泥液化の妨げになっていると判断した。  

供試汚泥(1l)

汚泥 上澄液

MLSS，MLVSS，CODCr，

S-CODCr，Kj-N，S-Kj-N測定

S-CODCr，

S-Kj-N測定

オゾン処理(オゾン注入率25.0mgO3/gVSS)

オゾン処理(オゾン注入率：25.9mgO3/gVSS

試料容積あたりのオゾン注入率：155mgO3/l)

遠心分離（10000rpm，10分間）

MLSS，MLVSS，CODCr，

S-CODCr，Kj-N，S-Kj-N測定

CODCr測定

オゾン処理
(オゾン注入率155mgO3/l)

CODCr測定

 
 

図３．１．25 溶出有機物の液化率に及ぼす影響調査の操作フロ－ 
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図３．１．26 溶出有機物の液化率に及ぼす影響調査結果 
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(2 )化学工場廃水を処理した活性汚泥での検討  

供試汚泥 G と H の２種類の化学工場廃水を処理した活性汚泥のオゾン処理結果を図

３．１． 27 に示す。供試汚泥 G と H を比較すると，供試汚泥で G はオゾン注入率

3 2 mg O 3 / g V S S まではほとんど液化せず 5 0～5 5 mg O 3 / g V S S で液化率が１～2％であった

のに対し，供試汚泥 H ではオゾン注入率 33 mg O 3 / g V S S で液化率は 7 . 2 %であった。図

３．１．2 8 に供試汚泥 G をオゾン処理した際の溶解性成分濃度の変化を示す。供試汚

泥 G はオゾン注入率が 3 0 mg O 3 / g V S S 以下ではオゾン注入率を高くするにしたがい S-

C O D C r が低下しており，オゾンにより S- C O D C r が分解していると判断した。また，供

試汚泥 G を洗浄し溶解性有機物を除去してオゾン処理を行うと液化が進行することから，

溶解性有機物が汚泥液化の妨げとなっていると判断した。供試汚泥 G の S -TO C は

7 8 mg / l，供試汚泥 H の S - TO C は 1 2 8 m g / l と汚泥の液化が進行している供試汚泥の方が

溶解性有機物濃度は高い。供試汚泥 H に含まれる溶解性有機物はオゾンと反応しないが，

供試汚泥 G に含まれる溶解性有機物はオゾンと反応していると思われる。そこで，供試

汚泥 G と H のろ液のスペクトルを測定したところ，供試汚泥 G のみ 2 1 0 n m 付近にピー

クが認められた。この 2 1 0 n m 付近を吸収する物質がオゾン処理に影響していると推察

される。  
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図３．１．27 共存する溶解性有機物の液化率に及ぼす影響  

  (化学工場廃水，供試汚泥 G，H)  
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図３．１．28 溶解性成分濃度の変化 (供試汚泥 G)  

(3 )清涼飲料水製造廃水を処理した活性汚泥での検討  

清涼飲料水製造廃水を処理した活性汚泥の供試汚泥 I と，清涼飲料水製造廃水を酸発

酵した後，処理した活性汚泥の供試汚泥 J の結果を図３．１．2 9 に示す。供試汚泥 J は

供試汚泥 I に比べて液化率が高かった。原水を酸発酵した後活性汚泥処理することで原

水中のオゾンによる汚泥の液化を妨げる物質の分解が進んでいるためと推察される。  

オゾンを消費する物質を前処理や生物学的処理の改善により低減できることが示唆さ

れた。  
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図３．１．29 共存する溶解性有機物の液化率に及ぼす影響 

    (清涼飲料水製造廃水，供試汚泥 I，J)
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３．１．４ 結語  

活性汚泥の半回分式オゾン処理試験にて，オゾン注入率を変化させた場合の汚泥中成

分の液化率濃度および硝化および脱窒活性度の変化を調査した。得られた結果を以下に

示す。  

( 1 )活性汚泥の液化はオゾン注入率が 35 mg O 3 /gVSS まではそれとほぼ比例関係であるの

に対し，相対的硝化活性度はオゾン注入率 2 0 mg O 3 / g V S S 程度よりオゾン注入率を高

くするに従い急激に低下した。汚泥減容化を行う場合，液化処理での活性汚泥の液化

率と活性度のバランスを考慮した操作条件で運転を行うことが重要である。なお，相

対的硝化活性度の低下と K 液化率には相関が認められ，K が 8 0 %以上溶出してくる

と活性汚泥が失活すると推察された。この結果より，K の液化率を測定することで硝

化速度等を測定しなくてもオゾン処理による活性汚泥の生存率を把握することが可能

である。オゾン処理した汚泥のカリウムイオンを自動測定することで，活性汚泥の生

存率を指標したオゾン注入率の制御も可能になると考える。  

( 2 )様々な廃水を処理した活性汚泥をオゾン処理した場合，液化効率が異なっていた。オ

ゾンによる液化効率を低下する原因は，①活性汚泥混合液中の溶解成分の分解にオゾ

ンが消費される，②活性汚泥に吸着されている有機物の分解にオゾンが消費される，

③オゾン処理を行うことで汚泥から溶け出した溶解性有機物の分解にオゾンが消費さ

れるためと判断した。汚泥減容化処理のランニングコストを小さくするためには，オ

ゾン使用量の低減が重要であり，そのためには液化効率を低下させるこれらの物質を

活性汚泥混合液より低減する必要があると考える。  

 

オゾン処理した汚泥の活性を維持する点とオゾンを消費する物質の生成が少なくする

点から，オゾン注入率は液化率と比例関係である 3 5 mg O 3 / g V S S 以下とすることがよい

と判断した。  

 



 

 -51-

３ ． ２  オ ゾ ン 注 入 率 と 処 理 水 水 質 ・ 汚 泥 発 生 量 と の 関 係  

３ ． ２ ． １  背 景 お よ び 実 験 目 的  

オゾン処理などによる汚泥減容化においては，余剰汚泥として活性汚泥処理法から系外に排

出されていた，窒素，りんや難分解性有機物が，余剰汚泥の減少に伴い処理水側へ移行するこ

とが確認されている 4,5)。余剰汚泥の削減に伴う処理水水質の悪化は，定性的には確認されてい

るが，オゾン処理による汚泥減少量と処理水中の有機物や窒素，りんの増加量の関係について

定量的に調査した報告は少ない。 

本節では，まず，オゾン処理を組み込んだ標準活性汚泥法にて，BOD 汚泥負荷を変化させて

運転しオゾン処理での汚泥減容効果を把握し，またその際の処理水水質の変化を連続実験にて

検討することを目的とした。 さらに，余剰汚泥の削減に伴う処理水窒素濃度の変化を定量的に

把握し，生物学的脱窒素プロセスが汚泥減容化には合理的であることを実証することも目的と

し，２つの実験を行った。実験は，実験 1 としてオゾン処理を組み込んだ標準活性汚泥法での

連続実験を行い，汚泥発生量，オゾン系列での汚泥削減量，処理水の有機物，窒素およびりん

の濃度を測定し，これらの関係について検討を行った。また，実験 2 としてオゾン処理を組み

込んだ循環型硝化脱窒法の連続実験を行い，処理性能について調査した。さらに，実験１と実

験 2 でのオゾン処理および生物処理での有機物および窒素の収支を調査し，汚泥をオゾン処理

することによる生物処理への負荷の増加を解析し生物処理水への影響を検討した。 

 

３ ． ２ ． ２  実 験 方 法  

３．２．２．１ 実験 1：標準活性汚泥法での処理 

(1) 実験装置 

実験は，BOD 汚泥負荷を変化させた Run1 から 3 を実施した。ベンチスケールプラントを用

い，Run1 では，まず，標準活性汚泥法に汚泥のオゾン処理工程を組み込んだプロセス(以下，

オゾン系列という)を 1 系列と標準活性汚泥法(以下，対照系列①という)を 1 系列の合計 2 系列

について，途中からはオゾン注入量を変更したオゾン系列を 2 系列と対照系列①を 1 系列の合

計 3 系列について，同時に連続実験を行った。 Run2 では，オゾン系列を 2 系列と対照系列①

を 1 系列の合計 3 系列について，同時に連続実験を行った。Run3 では Run1 および 2 の対照系

列①において糸状性バルキングが生じて汚泥の沈降性が悪化し沈殿池より汚泥が流出したため，

生物学的処理槽内の汚泥量を維持できず，長期間の運転は不可能であった。このため，バルキ

ング防止を目的に Run3 の対照系列では好気槽の前段に 10l の嫌気槽を設置し嫌気－好気法(以

下，対照系列②という)に変更し，オゾン系列を 2 系列と対照系列②を 1 系列の合計 3 系列につ

いて，同時に連続実験を行った。図３．２．１に Run1 および 2 の実験装置のフローを，図３．



 

２．２に Run３の実験装置のフローを示す。原水は 500l のダイライトタンクに貯留し週 3 回調

整を行い，原水性状が変化することを防止するために，ダイライトタンク内に冷却管を設置し

10℃程度に冷却した。各系列へは同じ原水槽より原水を供給した。オゾン系列は 10l の好気槽

が 3 槽，20l の沈殿池およびオゾン反応槽からなる。Run1，2 の対照系列①は 10l の好気槽が 3

槽と 20l の沈殿池，Run3 の対照系列②は 10l の嫌気槽が 1 槽，10l の好気槽が 3 槽および 20l

の沈殿池からなる。嫌気槽および好気槽は温水を張った水槽内に設置し，ほぼ 20℃にコントロ

ールした。Run1 および 2 と Run3 のオゾン系列では原水と返送汚泥はともに好気槽の第 1 槽に

流入させた。Run3 の対照系列②では原水と返送汚泥はともに嫌気槽へ流入させた。 

オゾン系列の返送汚泥は，全量を反応部有効容積 0.3l のオゾン反応槽に経由で好気槽第 1 槽

へ流入させた。オゾン処理は半回分式処理を行った。オゾン反応槽は汚泥を入れる反応部は

40mmφであり，中央より上部が 120mmφと太くした。これは，オゾン処理により発生した泡

が排ガスラインに入らないようにするためである。反応槽の蓋は水封としガスが本体と蓋の隙

間より漏れないようした。反応槽からの排出ガスは活性炭を充填した排オゾン処理カラムに通

気した後，大気へ放出した。 

これまで報告されているベンチスケール規模の実験は，オゾン処理汚泥量が少ないため，汚

泥のオゾン処理はある程度の期間の汚泥をまとめて処理し冷蔵庫で保存して生物学的処理槽へ

投入している。冷蔵保存していてもオゾン処理後，長時間経過すると汚泥性状が変化すること

が考えられたため，本実験ではオゾン処理を間歇的に行うことでオゾン処理を連続処理装置に

組み込み，オゾン処理した汚泥をすぐに生物学的処理槽へ投入した。 

オゾン反応槽は，ポンプを用いて返送汚泥を反応槽下部から注入し，オゾンガスは反応槽下

部に設置したテフロン製散気球を用いて後述する表３．２．３記載のサイクル時間あたりに数

分間，間歇的にタイマーで注入し，オゾン反応槽に流入する返送汚泥の一部についてオゾン処

理した。オゾン処理した汚泥は反応槽中間部の流出口からオーバーフローさせ，好気槽第 1 槽

へ投入した。オゾンガスの注入はタイマーを用いて電磁弁で制御し，オゾン反応槽に導入しな

いオゾンガスは排オゾンカラムに通気した後，大気へ放出した。 
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図３．２．１ 実験装置フロー (Run1 および 2) 
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図３．２．１ 実験装置フロー (Run３) 
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(2) 供試原水 

供試原水は，酢酸ナトリウムとポリペプトンを主成分としミネラル等を添加した下水を模した合

成廃水を用いた。原水の調整に用いた薬品の種類および濃度を表３．２．１に，原水性状を表３．

２．２に示す。試薬にて調整しているため原水中に SS は存在しない。また，原水の BOD，窒素お

よびりんの比(BOD：N：P)は， Run1 および 2 では 100：6：1，Run3 では 100：6：3 となるよう

に調整した。Run3 では，Run1 および 2 の対照系列で発生したバルキングを抑制する目的で原水の

りん濃度を高くした。 

 

表３．２．１ 合成廃水組成 

Run 1 2 3 

CH3COONa (mg/l) 1240 930 620 

Polypepton (mg/l) 400 300 200 

Yeast extract (mg/l) 40 30 20 

NaCl (mg/l) 200 150 100 

MgSO4･2H2O (mg/l) 300 225 150 

CaCl2･7H2O (mg/l) 100 75 30.6 

NH4Cl (mg/l) 0 0 0 

KH2PO4 (mg/l) 25 18.75 62.5 

 

表３．２．２ 原水性状(平均値) 

Run 1 2 3 

pH (-) 7.3 7.2 7.3 

TOC (mg/l) 590 400 250 

CODMn (mg/l) 200 150 110 

BOD (mg/l) 950 680 490 

NH4-N (mg/l) 4.6 8.3 3.7 

Kj-N (mg/l) 56.6 43.7 28.7 

T-N (mg/l) 57.0 43.7 29.1 

T-P (mg/l) 9.4 6.9 15.3 

 

(3) 実験条件 

実験１では，Run1～3 で原水 BOD 濃度および窒素濃度を変化させることで BOD 汚泥負荷お

よび窒素負荷を調整した。実験条件を表３．２．３に示す。各処理フローとも，原水流量 36l/

日とし，返送汚泥流量は MLVSS が 2500～3000mg/l となるように調整した。生物学的処理槽の

総容積が他の系列では 30l であるのに対し，Run3 の対照系列は 40l であるため，処理槽容積あ

たりの原水流量が同じになるように原水流量を 48l/日とした。オゾン処理は，オゾンガス濃度

65mg/l，ガス流量 200ml/min にてオゾンガスを 1 時間ごとに数分間注入した。オゾン注入量は

オゾンガスの注入時間を変化させることで調整した。Run1 の A，B および C でオゾン注入量は
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0.3gO3/日，0.8gO3/日および 1.6gO3/日とした。オゾン処理汚泥流量は，7.5l/日，7.9l/日および

8.7l/日であることから，汚泥に対するオゾン注入率(以下，オゾン注入率とする)は 15mgO3/gVSS，

30mgO3/gVSSおよび 60mgO3/gVSSとなる。Run2および 3の Aおよび Bでオゾン注入量は 0.3gO3/

日および 0.8gO3/日とした。オゾン処理汚泥流量は，7.5l/日および 7.9l/日であることから，オゾ

ン注入率は 15mgO3/gVSS および 30mgO3/gVSS となる。オゾン反応槽でのオゾンと汚泥が接触

する時間はオゾン注入時間と同じになる。オゾン消費率は 95%程度である。余剰汚泥の引き抜

きは，生物学的処理槽内の汚泥量がほぼ一定となるように好気槽第 3 槽からポンプを用いて混

合液を引き抜いた。 

 

 

表３．２．３ 実験条件 (平均値) (標準活性汚泥法) 

Run 1 2 3 

系 列 対 照 A B C 対 照 A B 対 照 A B 

日 付  (月/日) 2/3-2/13 3/4-3/27 3/6-3/31 2/3-2/23 4/7-4/27 4/7-6/1 4/7-5/22 6/5-6/29 6/5-6/29 6/5-6/29

原水水量 (l/日) 36.1 32.2 35.4 36.1 35.7 35.6 35.6 47.1 35.6 35.5 

返送汚泥流量 (l/日) 18.0 18.0 17.9 18.1 30.1 17.8 17.9 47.7 18.3 18.5 

MLSS (mg/l) 3090 2800 3470 2840 2520 3330 3220 2690 3570 3450 

MLVSS (mg/l) 2820 2640 3170 2590 2340 3080 2880 2150 3240 3110 

BOD 汚泥負荷 
(kg/(kgMLVSS･日))1) 

0.39 0.40 0.43 0.44 0.35 0.27 0.28 0.25 0.18 0.19

窒素汚泥負荷 
(kg/(kgMLVSS･日)) 

0.024 0.024 0.024 0.027 0.018 0.018 0.018 0.015 0.011 0.011

注 入 時 間 
(分) 0.0 1.0 2.5 5.0 0.0 1.0 2.5 0.0 1.0 2.5 

オゾン 

注入 
ｻ ｲ ｸ ﾙ 時 間 

(分) 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 

オゾン注入量 (gO3/日) 0.00 0.30 0.81 1.62 0.00 0.31 0.79 0.00 0.31 0.76

オゾン注入率  
 (mgO3/gVSS) 2) 

0.0 15.4 32.4 66.1 0.0 13.5 34.6 0.0 12.8 30.8 

オゾン注入率 (mgO3/X) 0.0 3.6 8.6 20.5 0.0 3.4 9.1 0.0 3.1 8.3 

オゾン処理汚泥流量 
  (l/日) 0.0 7.5 7.9 8.7 0.0 7.5 7.9 0.0 7.5 7.9 

オゾン処理汚泥量 
 (gVSS/日) 

0.0 49.5 58.0 50.8 0.0 59.6 53.7 0.0 60.8 56.2 

1) BOD 汚泥負荷は，生物学的処理槽の汚泥に対する原水の値。  

2) オゾン注入率は，オゾン反応槽に投入した汚泥 1g に対するオゾン注入量。 
3) X は，MLVSS あたりの好気槽汚泥量である。 
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３．２．２．２ 実験 2：循環型硝化脱窒法での運転 

(1) 実験装置 

図３．２．３に実験 2 における実験装置のフローを示す。実験 1 と実験 2 では同じパーツで

あるが，生物学的処理槽の相違点は，実験 1 の生物処理の構成は 10l の好気槽が 3 槽であるの

に対し，実験 2 では好気槽の前に脱窒槽を設置して 10l の脱窒槽が 1 槽と 10l の好気槽が 2 槽

とし，好気槽第 2 槽中の混合液の一部を循環液として脱窒槽へ返送した点である。また，返送

汚泥を直接脱窒槽へ投入する経路とオゾン反応槽を経由して脱窒槽へ投入する経路に分けた。

さらに，オゾン反応槽には，反応槽中央部から汚泥を投入し，オゾンと汚泥を反応させた後，

反応槽下部よりポンプを用いて汚泥を引抜き脱窒槽へ投入した。 
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図３．２．３ 実験装置フロー (Run4 および 5) 
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(2) 供試原水 

供試原水は，酢酸ナトリウムとポリペプトンを主成分としミネラル等を添加した下水を模した合

成廃水を用いた。表３．２．４に示されるように，実験 1 と使用薬品は同じであるが，実験 2 では

窒素除去能力をより明確にするために，実験 1 より原水 T-N の比率を高くした。原水性状を表３．

２．５に示す。実験 2 の原水の BOD，窒素およびりんの比(BOD：N：P)は 100：20：3 である。 

 

表３．２．４ 合成廃水組成 

Run 4,5 

CH3COONa (mg/l) 620 

Polypepton (mg/l) 200 

Yeast extract (mg/l) 20 

NaCl (mg/l) 100 

MgSO4･2H2O (mg/l) 150 

CaCl2･7H2O (mg/l) 30.6 

NH4Cl (mg/l) 267.5 

KH2PO4 (mg/l) 62.55 

 

表３．２．５ 原水性状(平均値) 

Run 4 5 

pH (-) 7.1 7.1 

TOC (mg/l) 243 271 

CODMn (mg/l) 85 80 

BOD (mg/l) 490 470 

NH4-N (mg/l) 73.1 70.1 

Kj-N (mg/l) 97.8 97.7 

T-N (mg/l) 99.6 97.8 

T-P (mg/l) 15.9 15.5 

 

(3) 実験条件 

実験 2 は Run4 および Run5 の条件下で行った。実験条件を表３．２．６に示す。各処理フロ

ーとも，原水流量 36l/日とし，返送汚泥流量は，MLVSS が 4000mg/l になるように流量を調整

し，BOD 汚泥負荷は，0.2kg/(kgVSS･日)程度となった。また，生物学的処理槽の水温は実験 1

と同様に温水を張った水槽内に生物学的処理槽を設置し 20℃にコントロールした。オゾン処理

条件は，オゾンガス濃度 50mg/l，ガス流量 200ml/min に設定した。 Run4 ではオゾンガスを 1

時間ごとに 3.6 分間注入し，またオゾン注入量を 0.86gO3/日，およびオゾン処理汚泥流量を 7.2l/

日として，オゾン注入率を 20.8mgO3/gVSS とした。Run5 ではオゾンガスを 2 時間ごとに 14.4

分間注入し，またオゾン注入量を 1.83gO3/日，およびオゾン処理汚泥流量を 4.6l/日として，オ

ゾン注入率を 101mgO3/gVSS とした。 オゾン反応槽での反応時間は，オゾン注入時間と同様で

 -58-



 

ある。オゾン消費率は 95%程度である。ただし，Run5 のオゾン系列では，Run4 に比べてオゾ

ン注入量が約２倍と大きいため汚泥減少量が大きくなり，生物処理槽内の汚泥量が減少し，そ

の結果 MLVSS が設定値より低くなった。余剰汚泥の引き抜きは，週 1 回，回分式で好気槽よ

り混合液を引き抜くことで生物学的処理槽内の汚泥量がほぼ一定量となるようにした。 

 
表３．２．６ 実験条件 (平均値) (循環型硝化脱窒法) 

Run 4 5 

系 列 対 照 オゾン 対  照 オゾン 

日 付  (月/日) 6/9-7/21 6/9-7/21 9/6-10/16 9/6-10/16 

原水流量 (l/日) 35.0 35.1 36.1 35.2 

返送汚泥流量 (l/日) 27.8 57.9 33.1 52.9 

循環流量 (l/日) 141.6 142.8 142.1 141.4 

MLSS (mg/l) 4690 4290 4640 3110 

MLVSS (mg/l) 3730 4000 3770 2660 

BOD 汚泥負荷 (kg/(kgMLVSS･日))1) 0.21 0.20 0.24 0.32 

窒素汚泥負荷 (kg/(kgMLVSS･日)) 0.048 0.045 0.049 0.068 

注入時間 (分) 0.0 3.6 0.0 14.4 
オゾン注入 

ｻｲｸﾙ時間 (分) 60 60 120 120 

オゾン注入量 (gO3/日) 0.00 0.86 0.00 1.83 

オゾン注入率 (mgO3/gVSS) 2) 0.0 20.8 0.0 101 

オゾン反応槽汚泥流量  (l/日) 0.0 7.2 0.0 4.6 

1) BOD 汚泥負荷は，好気槽の汚泥に対する原水の値。 

2) オゾン注入率は，オゾン反応槽に投入した汚泥 1g に対するオゾン注入量。 

 

３．２．２．３ 汚泥発生量の測定方法 

実験期間中の汚泥発生量は，生物処理系内の汚泥量の変化と生物処理系外に排出した汚泥量

(余剰汚泥として引き抜いた汚泥量+サンプリングで引き抜いた汚泥量+処理水 SS 量)から算出

した。オゾン処理による汚泥減少量は，オゾン系列と対照系列との汚泥発生量の差と定義した。 

 

 -59-



 

３．２．２．４ 分析項目と分析方法 

処理状況を把握するために週 2～3 回，原水および処理水をサンプリングし，pH，CODMn，

BOD，NH4-N，NOX-N，Kj-N，T-N，PO4-P および T-P について水質分析を行った。原水は測定

日の朝に原水槽内よりサンプリングし，処理水は前日の朝よりサンプリング当日の朝の処理水

をタンクにためて均一にした後サンプリングした。SS の分析は処理水のみ分析を行い，Run1，

2 は他の分析項目と同じ頻度で同じサンプルを用いた。Run3～5 では月曜日から金曜日まで毎

日分析を行い，休日の翌日は休日分の処理水をタンクにためておいた。系内の汚泥量と窒素お

よびりんの量を把握するために好気槽の汚泥混合液を週 2～3 回，スポットでサンプリングし

MLSS，MLVSS，窒素含有率およびりん含有率を分析した。各実験における分析項目の分析方

法を表３．２．７に示す。なお，以下の記述で「T-」および「S-」はそれぞれ全，溶解性の意

味である。 

 

表３．２．７ 各分析項目の分析方法(下水試験方法－1997 年板－，1985；Standard Methods 

17th Edition,1989) 

分析項目 単位 測定方法 

pH － 下水試験方法 ガラス電極法 (HM-26S，東亜電波工業) 
O3 mg/l 紫外線吸収式オゾン濃度計(EG-600，荏原実業) 
SS mg/l 下水試験方法 

MLSS mg/l 下水試験方法 遠心分離法 
MLVSS mg/l 下水試験方法 

TOC mg/l 下水試験方法(燃焼酸化－赤外線式 TOC 分析法 TOC-5000A，

島津製作所) 
CODMn mg/l 下水試験方法(100℃における過マンガン酸カリウムによる酸素

要求量) 
BOD mg/l 下水試験方法 (DO は，ウインクラーアジ化ナトリウム変法に

て測定) 
NH4-N mg/l インドフェノール法 TRAACS800(ブランルーベ) 
NOX-N mg/l Cu-Cd 還元 N-1-ナフチルエチレンジアミンスルファニル酸法 

(TRAACS800，ブランルーベ) 
Kj-N mg/l 下水試験方法(ケルダール窒素法) 
T-N mg/l 下水試験方法 (総和法) 

PO4-P mg/l モリブデン酸青法 (TRAACS800，ブランルーベ) 
T-P mg/l 下水試験方法 （硝酸と過塩素酸による分解法） 
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３ ． ２ ． ３  結 果 お よ び 考 察  

３．２．３．１ 実験 1：標準活性汚泥法での運転結果 

結果の説明で用いている記号の意味を表３．２．８に，処理水水質(Run1，Run2，Run3 とも

に処理水水質は水質が安定した期間の平均値±標準偏差)を表３．２．９から表３．２．１１に

示す。また，処理水水質の経日変化を図３．２．４から図３．２．５に示す。水質が安定した

と判断した期間は図３．２．４および図３．２．５の上部に矢印で示した範囲である。 

表３．２．８ 記号の説明 

No. 記 号 記 号 の 意 味 単  位 

1 Ls BOD 汚泥負荷(好気槽あたり) kg/(kgVSS･日)

2 X 好気槽汚泥量 gVSS 

3 ΔX 汚泥発生量 gVSS/d 

4 Ao3 オゾン注入量 g/d 

5 ΔL オゾン処理による汚泥液化量 
(オゾン処理による汚泥中の溶解性 Kj-N 増加量から算出) 

gVSS/d 

6 ΔXR オゾン処理による汚泥減少量(対照系列とオゾン系列の汚泥発生量の差) gVSS/d 

7 ΔS-TOC オゾン処理による処理水 S-TOC の増加量 mgC/d 

8 ΔS-CODMn オゾン処理による処理水 S-CODMn の増加量 mgCODMn/d 

9 ΔTN オゾン処理による処理水 T-N の増加量 mgN/d 

10 ΔTP オゾン処理による処理水 T-P の増加量 mgP/d 

11 ΔOrgN オゾン処理による処理水有機態窒素増加量 mgN/d 

12 ΔNH4 オゾン処理による処理水 NH4-N 増加量 mgN/d 

13 ΔNOX オゾン処理による処理水 NOX-N 増加量 mgN/d 
 

表３．２．９  処理水水質 (平均値±標準偏差)(Run1) 
Run 1 

系 列 対 照 A B C 

日 付 (月/日) 2/3-2/13 3/4-3/27 3/6-3/31 2/18-2/23 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

pH (-) 8.7 0.15 8.7 0.06 8.6 0.08 8.6 0.00 

SS (mg/l) 4.9 3.15 2.7 1.37 6.9 9.49 6.4 3.33 

S-TOC (mg/l) 7.7 17.1 9.2 1.08 8.3 0.98 34.3 3.95 

S-CODMn
1) (mg/l) 9.8 1.10 20.0 2.68 15.2 1.85 50.6 3.29 

S-BOD (mg/l) 1.9 0.40 1.3 0.39 1.5 0.63 2.9 0.25 

NH4-N (mg/l) 3.30 1.40 1.02 0.35 0.40 0.24 1.62 0.48 

NOX-N (mg/l) 7.92 2.79 18.2 3.03 23.6 3.36 39.5 4.37 

Kj-N (mg/l) 2.3 1.77 4.9 0.40 4.5 0.89 7.49 0.32 

T-N (mg/l) 15.2 5.27 23.1 3.03 28.8 3.22 47.1 4.41 

T-P (mg/l) 4.53 1.09 5.49 0.90 6.98 0.46 8.43 0.45 

ΔTN2) (mgN/日) － － 260 － 490 － 1160 － 

ΔL 3) (gVSS/日) 0.00 － 1.75 － 3.16 － 7.18 － 

ΔX4)  (gVSS/日) 10.3 － 5.95 － 4.98 － 1.46 － 

ΔXR
5) (gVSS/日) 0.00 － 4.35 － 5.32 － 8.84 － 

1) CODMn は NO2-N 由来の量を除いた値である。2) オゾン処理による処理水 T-N の増加量。  
3) 汚泥液化量   4) 汚泥発生量 5)汚泥減少量(対照系列との汚泥発生量の差) 
6)ΔL，ΔX，ΔXR は，平均値より計算。  
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表３．２．１０  処理水水質 (平均値±標準偏差)(Run2) 
Run 2 

系 列 対 照 A B 

日 付 (月/日) 4/7-4/27 4/7-6/1 4/7-5/22 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 8.7 0.06 8.7 0.16 8.6 0.09 

SS (mg/l) 15.2 19.7 4.9 4.89 4.8 3.02 

S-TOC (mg/l) 4.4 0.96 6.1 0.93 12.1 2.06 

S-CODMn
1) (mg/l) 7.0 1.33 8.9 1.21 19.3 1.47 

S-BOD (mg/l) 1.2 0.58 1.3 0.42 2.3 1.08 

NH4-N (mg/l) 0.70 0.62 0.17 0.26 0.16 0.20 

NOX-N (mg/l) 9.62 3.68 16.0 2.68 26.5 4.70 

Kj-N (mg/l) 5.4 1.93 3.2 0.59 4.5 0.96 

T-N (mg/l) 15.0 3.15 19.2 2.90 30.9 4.86 

T-P (mg/l) 4.75 1.17 3.66 0.88 2.94 1.66 

ΔTN2) (mgN/日) － － 150 － 570 － 

ΔL 3) (gVSS/日) 0.00 － 1.44 － 2.90 － 

ΔX4)  (gVSS/日) 5.30 － 3.46 － 1.76 － 

ΔXR
5) (gVSS/日) 0.00 － 1.84 － 3.54 － 

1) CODMn は NO2-N 由来の量を除いた値である。2) オゾン処理による処理水 T-N の増加量。  
3) 汚泥液化量   4) 汚泥発生量 5)汚泥減少量(対照系列との汚泥発生量の差) 
6)ΔL，ΔX，ΔXR は，平均値より計算。 

 

表３．２．１１  処理水水質 (平均値±標準偏差)(Run3) 
Run 3 

系 列 対 照 A B 

日 付 (月/日) 6/5-6/29 6/5-6/29 6/5-6/29 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 8.5 0.05 8.5 0.05 8.4 0.04 

SS (mg/l) 21.3 66.0 2.8 2.47 4.6 3.67 

S-TOC (mg/l) 2.9 0.22 6.9 1.04 12.2 1.85 

S-CODMn
1) (mg/l) 4.4 0.20 9.6 1.83 17.3 3.54 

S-BOD (mg/l) 1.1 0.47 1.0 0.46 1.8 0.57 

NH4-N (mg/l) <0.10 0.01 <0.10 0.05 <0.10 0.14 

NOX-N (mg/l) 2.99 1.65 17.1 2.93 23.1 2.27 

Kj-N (mg/l) 2.70 1.42 2.8 0.46 6.6 4.72 

T-N (mg/l) 5.70 2.54 19.8 3.16 29.7 3.92 

T-P (mg/l) 8.60 1.69 15.3 0.96 16.1 1.38 

ΔTN2) (mgN/日) － － 170 － 520 － 

ΔL 3) (gVSS/日) 0.00 － 0.93 － 3.09 － 

ΔX4)  (gVSS/日) 3.46 － -0.06 － -2.84 － 

ΔXR
5) (gVSS/日) 0.00 － 3.65 － 6.34 － 

1) CODMn は NO2-N 由来の量を除いた値である。2) オゾン処理による処理水 T-N の増加量。  
3) 汚泥液化量   4) 汚泥発生量 5)汚泥減少量(対照系列との汚泥発生量の差) 
6)ΔL，ΔX，ΔXR は，平均値より計算。 
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(1)処理水水質 

全ての Run において，原水に比べ処理水の pH が高くなった。今回の実験では，原水の主成

分に酢酸ナトリウムを使用したため，生物処理にて酢酸が消費されナトリウムのみが残留し，

処理水 pH が上昇したためと考えられる。処理水 SS は，オゾン系列はすべて 10mg/l 以下であ

ったが，Run2 の対照系列および Run3 の対照系列では 10mg/l 以上となった。対照系列にて処理

水 SS が高くなった理由は汚泥の SVI が上昇し沈殿池での固液分離が不能となり汚泥が処理水

へ流出したためである。オゾン系列の S-BOD，NH4-N はオゾン注入量にかかわらずほぼ同濃度

であった。これに対し，Run2 および Run3 の処理水 S-TOC，S-CODMn，NOX-N および T-N は，

オゾン注入量の増加にしたがって上昇する傾向が認められた。オゾン注入率を大きくしても処

理水 S-BOD の増加がほとんどないのに比べ処理水 S-TOC の増加が大きいのは，汚泥に吸着さ

れていた難分解性有機物が汚泥の発生が少なくなるのに対応して，処理水側へ移行しているた

めと汚泥の液化により難分解性の有機物が生成するためと考えられる。処理水 T-P は，Run1 お

よび Run3 ではオゾン注入量の増加にしたがって上昇した。Run1 と Run3 は対照系列に比べオ

ゾン系列の方が高くなっており，余剰汚泥の引き抜きにより系外に出ていたりんが処理水側へ

移行したことがわかる。一方，Run2 は対照系列に比べオゾン系列の方が処理水のりん濃度が低

く，また，オゾン注入量の大きい B 系列の方が A 系列よりも低かった。Run1 および Run3 のオ

ゾン系列では生物学的処理槽へのりんの蓄積はほとんどなかったが，Run2 は生物学的処理槽へ

のりんの蓄積量が対照系列よりもオゾン系列の方が多く，さらに A 系列よりも B 系列の方が多

いため，対照系列に比べオゾン系列の処理水のりん濃度が低くなったと判断した。 

注；図３．２．５－２に記載した 5 月７日以降の対照系列処理水の S-T-P は徐々に低下し 5

月 21 日以降ではオゾン系列よりも低くなっているがこれは対照系列を嫌気－好気法に変

更したためであり，5 月 7 日～5 月 31 日の対照系列のデータは解析より除外した。 

 

(2)汚泥液化量，汚泥発生量の比較 

各 Run でのΔL を表３．２．９から表３．２．１１に示す。ΔL は，オゾン注入率を大きく

するに従い多くなった。一例として，Run1の場合では，A系列は 1.75gVSS/日，B系列は 3.16gVSS/

日，C 系列は 7.18gVSS/日であった。 

各 Run での系内汚泥増加量の変化量と引き抜き汚泥量，処理水中の SS 量および分析のため

にサンプリングした汚泥量から汚泥発生量(ΔX)を求めた。Run１～3 でのΔX を図３．２．６

に示す。一例として Run１でのΔXは，対照系列で 10.3gVSS/日，オゾン系列の A系列で 5.95gVSS/

日，B 系列で 4.98gVSS/日，C 系列で 1.46gVSS/日であり，オゾンの注入を行うことにより汚泥

発生量は減少した。また，発生した汚泥の VSS 含有率は，対照系列で 91.2%あるのに対し， オ
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ゾン系列の A 系列で 92.3%，B 系列で 93.9%，C 系列で 91.5%とほとんど変化は見られなかっ

た。合成廃水を原水とした場合では，VSS と灰分が共に減少することから，オゾン系列にて灰

分が顕著に蓄積することはなかった。 

図３．２．７にオゾン注入率と汚泥収

率との関係を示す。本実験では，オゾン

注入率が高い (オゾン処理汚泥量はほぼ

同一で運転したために，オゾン注入量が

大きい)と汚泥収率が小さくなり，また，

BOD 汚泥負荷が小さくなるに従い汚泥

収率が 0 となるオゾン注入率が小さくな

る。ちなみに，BOD 汚泥負荷がほぼ

0.4kg/(kgVSS･日)である Run1ではオゾン

注入率 66.1mgO3/gVSS で汚泥収率 0.04，

BOD 汚泥負荷がほぼ 0.3kg/(kgVSS･日)で

あ る Run2 で は オ ゾ ン 注 入 率

34.6mgO3/gVSS で汚泥収率 0.07，BOD 汚泥負荷がほぼ 0.2kg/(kgVSS･日)である Run3 ではオゾ

ン注入率 12.8mgO3/gVSS で汚泥収率 0 であった。 
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図３．２．６ Run1～3での汚泥発生量の比較 
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図３．２．７ オゾン注入率と汚泥収率との関係 
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汚泥の減少率を求めるために，BOD 汚泥負荷(Ls)と汚泥発生量(ΔX)/好気槽汚泥量(X)(比増加

速度：以下ΔX/X とする)の関係という形で整理を行った。結果を図３．２．８に示す。 

オゾン系列，対照系列とも BOD 汚泥負荷を大きくするに従い好気槽汚泥量に対する汚泥発

生量は増加した。本実験では，図より対照系列では Ls が 0.25kgBOD/(kgVSS･日)のときはΔX/X 

が 0.049kgVSS/(kgVSS ･ 日 ) と な り ， Ls が 0.394kg/(kgVSS ･ 日 ) の と き は Δ X/X が

0.122kgVSS/(kgVSS･日)となった。さらに、同一の Ls で各オゾン注入率でのΔX/X を比較する

と，オゾン注入率を高くするに従い，傾きがほぼ一定で，ΔX/X ，Y 切片の値ともに小さくな

った。ちなみに、Ls が 0.4kgBOD/(kgVSS･d)の場合，対照系列でのΔX/X は 0.122kgVSS/(kgVSS･

日)，オゾン注入率 66.1mgO3/gVSS でのΔX/X は 0.019kgVSS/(kgVSS･日)であった。すなわち， 対

照系列(記号；●)とオゾン系列のΔX/X の差は好気槽におけるオゾン処理による汚泥の減少率と

見なすことが可能であり，オゾン注入率を大きくするに従い汚泥の減少率は高くなることを示

している。 
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図３．２．８ BOD 汚泥負荷と汚泥発生量の関係 

(3)汚泥液化量と汚泥減少量の関係 

Run１～Run３のオゾン反応槽における汚泥の液化量を調査し，汚泥減少量との関係を求めた。

オゾン注入量(AO3)に対する汚泥液化量(ΔL)を図３．２．９に，オゾン注入量と汚泥減少量(Δ

XR)の関係を図３．２．１０に，汚泥液化量(ΔL)と汚泥減少量(ΔXR)との関係を図３．２．１１

に示す。 

図３．２．９に示すように，AO3 を大きくするとΔL は直線的に増加し，AO3 が 1g で約 4.2gVSS

の汚泥が液化された。第３．１節での回分試験では，オゾン注入率が本試験の範囲である 0～

66mgO3/gVSS で検討に使用した全ての汚泥が AO3 とΔL は比例関係であった。AO3 が 1g でのΔL
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は 0.3～5.2g であり，汚泥の種類により異なっていた。さらに，合成廃水を処理した活性汚泥

でも生物学的処理の方式により異なっており，標準活性汚泥法である本節での結果が約

4.2gVSS であったのに対し，循環型硝化脱窒法での約 5.2gVSS，嫌気－無酸素－好気法では約

2.7gVSS であった。検討に使用した汚泥の中では合成廃水を処理した活性汚泥は AO3 が 1g での

ΔL は比較的大きかった。 

図３．２．１０に示すように，AO3 を大きくするとΔXR もほぼ直線的に増加し，AO3 が 1g で

約 6.1gVSS の汚泥が減少していた。 

図３．２．１１に示すように，ΔL が大きくなるとΔXR はほぼ直線的に増加した。なお，本

実験では，BOD 汚泥負荷にかかわらずΔXR/ΔL は 1.4 であった。 
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図３．２．１１ 汚泥液化量と汚泥減少量の関係 
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図３．２．９ オゾン注入量と汚泥液化量の関係 
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図３．２．１０ オゾン注入量と汚泥減少量の関係
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ΔXR がΔL よりも大きくなる理由の解明のために以下の検討を行った。 

本連続実験では，オゾン処理汚泥は好気槽において原水と返送汚泥により約 10 倍に希釈さ

れ，約 12 時間の滞留時間で生物学的処理を受けた。そこで，合成廃水を処理した活性汚泥をオ

ゾン注入率 4.9，15.3，および 32.2mgO3/gVSS で処理し，これらのオゾン処理汚泥を連続実験処

理水にて 10 倍希釈した後，2l メスシリンダに入れて底部より一定時間曝気を行った場合の

S-Kj-N と NOX-N 濃度を測定し，そこから汚泥液化量の経時変化を求めた。結果を図３．２．

１２に示す。 

曝気 0 時間の場合，オゾン注入量 1g で約 4.2gVSS の汚泥が液化したが，曝気 12 時間後では

オゾン注入量 1g でのΔL(ΔL12h)は約 6.9gVSS と約 60%の増加が認められた。曝気槽でも同様に

汚泥液化量は増加していると推察され，曝気槽での液化量を含めた汚泥液化量と汚泥減少量よ

り算出するとΔXR/ΔL12h は 0.8 となり，液化した有機物の一部が曝気槽内で汚泥に転換してい

ると考えられる。 
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図３．２．１２ 液化率の経時変化 
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Run1 の対照系列での汚泥の変化と，好気槽での汚泥の液化を考慮した場合の Run１C 系列で

の汚泥量の変化を図３．２．１３に示す。 

対照系列は，X が 84gVSS の好気槽に BOD を 35g/日投入すると，好気槽にて余剰汚泥が

10.3gVSS/日増加する。オゾン C 系列は，X が 78gVSS で好気槽汚泥量あたりオゾン注入率

66.1mgO3/gVSS で， オゾン処理によるΔL は 7.18g/日，好気槽での希釈と曝気によるΔL は

4.62gVSS/日となり，系全体においてΔL は 11.8gVSS/日である。C 系列でのΔX は 1.46gVSS/日

であることから，原水と液化で生成した溶解性有機物が生物処理されたことで発生した汚泥量

は 13.2gVSS/日と算出される。投入 BOD 35g/日に対するΔX が対照系列と同じ 10.3gVSS/日であ

るとすると液化した汚泥より再合成された汚泥は 2.96gVSS/日となる。すなわち全液化量の 0.25

が汚泥に再転換される。 
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図３．２．１３ 好気槽での汚泥液化を考慮した汚泥量の変化 

(Run1，対照系列および C 系列) 



 

(4)汚泥減少量と処理水 S-TOC，S-CODMn の関係 

オゾン系列での汚泥減少量に対する処理水中の S-TOC および S-CODMn の増加量を好気槽汚

泥量に対する割合として求めた。結果を図３．２．１４と図３．２．１５に示す。 なお，S-TOC

および S-CODMnの増加量は対照系列とオゾン系列の処理水中の S-TOC と S-CODMnの差とした。 

オゾン系列での処理水の S-TOC および S-CODMn は，1 日あたりの汚泥減少量が好気槽汚泥量

の 20mgVSS/gVSS の場合にはほとんど増加せず，それ以上の場合、汚泥減少量の増加に伴い増

加量が大きくなる傾向であり，1 日あたりの汚泥減少量が好気槽汚泥量の 100mgVSS/gVSS の場

合， S-TOC で汚泥減少量あたり 9.9mgTOC/gVSS および S-CODMn で汚泥減少量あたり

19mgCODMn/gVSS 増加した。したがって，原水 BOD 濃度が 1000mg/l 程度で余剰汚泥を 90%減

少すると処理水の S-TOC は 25mg/l 程度および S-CODMn は 50mg/l 程度増加する可能性がある。

また，TOC あたりに換算すると汚泥が 1gTOC 減少した場合，処理水の S-TOC は 250mgTOC 増

加することになる。永禮ら 11)の実験結果によると CODCr 換算で汚泥が 1gCODCr 減少した場合，

処理水の S-CODCr は 230mg CODCr 増加しており，本研究結果と永禮らの報告値は近い値であっ

た。 

0

5

10

15

20

25

0 50 100 150

汚泥減少量/曝気槽汚泥量

(ΔX R /X )(mgVSS/gVSS)

処
理
水

C
O

D
M

n
増
加
量

/曝
気
槽
汚
泥
量

(Δ
C

O
D

M
n/

X
)(

m
gC

O
D

/g
V

S
S

)

図３．２．１５ 汚泥減少量と処理水 S-CODMn

増加量の関係 

0

5

10

15

20

25

0 50 100 1

汚泥減少量/曝気槽汚泥量

(ΔX R /X )(mgVSS/gVSS)

処
理
水

T
O

C
増

加
量

/曝
気
槽

汚
泥
量

(Δ
T

O
C

/X
)(

m
gC

/g
V

S
S

)

50

図３．２．１４ 汚泥減少量と処理水 S-TOC
増加量の関係 

 -73-



 

(5)オゾン処理を組み込んだ場合の処理水 T-N と T-P の挙動 

オゾン処理による処理水 T-N の増加量(以下,ΔTN とする)と X の比をΔTN/X としたときの，

BOD 汚泥負荷とΔTN/X との関係を図３．２．１６に示す。なお，Run3 の対照系列は嫌気槽を

設置していたため，Run3 の対照系列の窒素データは解析から除外した。 

BOD 汚泥負荷を大きくしてもΔTN/X は各オゾン注入率ではほぼ一定であった。また，オゾ

ン注入率とΔTN/X はほぼ比例関係であった。 
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図３．２．１６ BOD 汚泥負荷と ΔTN/Xの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に，オゾン処理による処理水 T-P の増加量(以下，ΔTP とする)と X の比をΔTP/X とし

たときの，BOD 汚泥負荷とΔTP/X との関係を図３．２．１７に示す。オゾン注入率とΔTP/X

の相関は認められなかった。 
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前述したとおり，オゾン注入量によりΔXR が決まることを報告している。また，図３．２．

１６で示したとおりオゾン注入量とΔTN はほぼ比例関係であることから，ΔXR（オゾン処理に

よる汚泥減少量，表３．２．８参照）とΔTN にも関係があると考えられる。そこで，ΔXR と

以下の項目について，関係を整理した。結果を図３．２．１８に示す。 

①ΔTN 

②オゾン処理による処理水中の有機態窒素増加量(以下，ΔOrgN とする) 

③オゾン処理による処理水中の NH4-N 増加量(以下，ΔNH4 とする) 

④オゾン処理による処理水中の NOX-N 増加量(以下，ΔNOX とする) 

 

ΔXR を大きくしてもΔOrgN およ

びΔNH4 は増加しなかった。ΔNOX

およびΔTN は，ΔXR が大きくなる

にともない一次的に増加した。これ

らの結果より，オゾン処理を導入し

汚泥発生量を減少させても硝化能力

は低下せず，硝化はほぼ 100%進行

する。また，汚泥発生量の減少にと

もない，処理水の T-N は NOX-N が

主成分で増加する。脱窒処理を追加

することで処理水 NOX-N の増加を

抑制できると考えられる。 
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標準活性汚泥法の場合，ΔXR を大

きくするに従いΔTN は増加してお

り，ΔXR 1g あたりのΔTN は 0.1g で

あった。本実験での活性汚泥の窒素

含有率は約 0.1gN/gVSS であり，汚

泥に含まれていた窒素のほぼ全量が

処理水側へ移行していると判断され

る。 

10

 

図３．２．１８ ΔXR と処理水中の窒素量の関係 
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３．２．３．２ 実験 2：循環型硝化脱窒法での運転 

処理水水質(実験期間の平均値±標準偏差)を表３．２．１２に示す。また，処理水水質の経

日変化を図３．２．１９と図３．２．２０に示す。 

 

 
表３．２．１２ 処理水水質 (平均値)(循環型硝化脱窒法) 

Run 4 5 

系 列 対 照 オゾン 対 照 オゾン 

日 付 (月/日) 6/9-7/21 6/9-7/21 9/6-10/16 9/6-10/16 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

pH (-) 8.3 0.06 7.9 0.08 7.8 0.39 7.5 0.38 

SS (mg/l) 13.2 3.42 7.7 4.05 20.6 11.8 20.7 13.1 

S-TOC (mg/l) 5.8 1.18 19.7 2.94 4.1 0.46 28.2 2.62 

S-CODMn
1) (mg/l) 7.3 0.52 21 2.00 5.1 3.79 34.1 3.74 

S-BOD (mg/l) 4.8 0.59 6.6 0.58 1.7 0.99 3.3 1.54 

NH4-N (mg/l) 0.12 0.26 0.30 0.17 0.17 0.13 1.63 3.20 

NOX-N (mg/l) 13.7 0.53 15.0 1.21 12.4 3.46 14.8 4.87 

Kj-N (mg/l) 1.0 0.11 3.6 0.43 1.5 0.33 7.2 2.86 

T-N (mg/l) 14.7 0.49 18.6 0.91 13.9 3.30 22.1 6.90 

ΔTN2) (mg/日) － － 140 － － － 310 － 

S-T-P (mg/l) 1.33 1.02 17.4 1.65 5.1 3.92 21.9 5.92 

ΔL (gVSS/日) － － 7.34 － － － 5.36 － 

ΔX3) (gVSS/日) 5.71 － -0.62 － 4.87 － -2.22 － 

ΔXR
4) (gVSS/日) 0.00 － 6.33 － 0.00 － 7.09 － 
1) CODMn は NO2-N 由来の量を除いた値である。  
2) オゾン処理による処理水 T-N の増加量。  
3) 汚泥発生量  
4) 汚泥減少量(対照系列との汚泥発生量の差) 
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図３．２．１９－１ 処理水水質の経日変化(Run４) 
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図３．２．１９－２ 処理水水質の経日変化(Run４) 
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図３．２．２０－２ 処理水水質の経日変化(Run５) 



 

(1)処理水水質 

処理水の SS は，Run４においては対照系列の方が 5mg/l 程度高い値を示した。Run５ではオ

ゾン系列と対照系列ではほぼ同じ挙動であり，試験 12 日目まではオゾン系列と対照系列共に

30mg/l 以下であったが，試験 13 日目から 23 日目でオゾン系列では 14～54mg/l，対照系列では

16～64mg/l と大きく変動しており，試験 26 日目以降は 20mg/l 以下となった。標準活性汚泥法

と循環型硝化脱窒法のオゾン系列を比較すると，標準活性汚泥法ではほぼ 10mg/l 以下で Run４

は標準活性汚泥法と同レベルあった。Run５は 10mg/l を超えることが多数あり，平均値を比較

すると循環型硝化脱窒法の方が高かった。Run５においてはオゾン系列と対照系列ともに同時

期に処理水の SS が高くなっており，オゾン処理を組み込んだことが処理水 SS 増加の原因では

ないと考える。原因として沈殿池にて脱窒反応が起こり，汚泥が浮上して処理水へ流出したこ

とが考えられる。標準活性汚泥法と循環型硝化脱窒法の対照系列での平均値を比較するとこれ

らは同レベルであった。 

処理水の S-BOD は，オゾン系列と対照系列共に 5mg/l 以下であった。標準活性汚泥法でもオ

ゾン系列と対照系列共に 5mg/l 以下であり，生物処理の方式により違いは認められなかった。

一方，S-TOC および S-CODMn はオゾン系列が対照系列より高い値を示した。この傾向は標準活

性汚泥法でも同様であった。 

処理水 NH4-N は両系列とも 1mg/l 以下であり硝化はほぼ 100%進行していた。処理水 NOX-N，

Kj-N および T-N についてはオゾン系列の方が対照系列より若干高い値であった。しかし，原水

に対する窒素除去率は，Run4 ではオゾン系列 81%，対照系列 85%，Run5 ではオゾン系列 77%，

対照系列 85%であった。標準活性汚泥法での原水に対する窒素除去率は，対照系列では 70%

程度，汚泥発生量を 65％以上減少させたオゾン系列では 35%以下であった。循環型硝化脱窒法

の場合，オゾン系列では汚泥発生量はほぼ 0 であるにもかかわらず，対照系列とほぼ同じ窒素

除去率であった。 

 

 -81-



 

(2)汚泥液化量，汚泥発生量の比較 

Run４および５でのΔL を表３．２．１２に示す。ΔL は，Run4 では 7.34gVSS/d，Run5 では

5.36gVSS/d であり，オゾン注入量が大きい Run5 の方が小さくなった。汚泥あたりのオゾン注

入率が Run４では 20.8mgO3/gVSS，Run５では 101mgO3/gVSS である。第３．１章で示したとお

りオゾン注入率が高い場合，オゾン処理により生成した溶解性の有機物がオゾンを消費するこ

とによりオゾン処理の効率が低下する。そのため，オゾン注入量が多いにもかかわらず Run５

の方がΔL が小さくなったと考える。 

Run４および５での系内汚泥増加量の変化量と引き抜き汚泥量，処理水中の SS 量および分析

のためにサンプリングした汚泥量から汚泥発生量(ΔX)を求めた。ΔX を図３．２．２１に示す。

参考までに好気槽あたりの BOD 汚泥負荷を Run4 および 5 と同じに設定した Run３での結果を

併記する。ΔX は，Run４の対照系列で 5.71gVSS/d，オゾン系列で-0.62gVSS/d，Run4 の対照系

列で 4.87gVSS/d，オゾン系列で-2.22gVSS/であり，オゾンの注入を行うことにより汚泥は発生

しなくなり系内の汚泥が減少した。また，好気槽内の汚泥の VSS 含有率は，Run４の対照系列

では 79.6%，オゾン系列では 92.6%，Run５の対照系列では 79.0%，オゾン系列では 87.0%であ

り，オゾン処理を組み込むことで VSS 含有率が高くなった。好気槽内の汚泥のりん含有率が，

Run4 の対照系列では 57.1mgP/gVSS，オゾン系列では 16.7mgP/gVSS，Run5 の対照系列では

76.2mgP/gVSS，オゾン系列では 36.8mgP/gVSS であり，オゾン処理を組み込むことで汚泥中の

りんが減少したことが VSS 含有率上昇の原因と判断した。 
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図３．２．２１ Run1での汚泥発生量の比較 
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図３．２．２３ BOD 汚泥負荷と汚泥発生量の関係 

図３．２．２２に Run1～5 での

オゾン注入率と汚泥収率との関係

を示す。Run4 は BOD 汚泥負荷が

ほぼ 0.2kg/(kgVSS･日)である Run3

のグラフ上に，Run5 は BOD 汚泥

負荷がほぼ 0.3kg/(kgVSS･日)であ

る Run2 のグラフの延長上にのっ

ていた。オゾン系列の BOD 汚泥

負荷は，Run4 では 0.20kg/(kgVSS･

日)，Run5 では 0.32kg/(kgVSS･日)

であり，生物処理の方式が異なっ

ていても原水組成とＢＯＤ汚泥負

荷が同じであれば，汚泥収率が 0 となるオゾン注入率は同じであると考えられる。 

各 Run での BOD 汚泥負荷(Ls)と汚泥発生量(ΔX)/好気槽汚泥量(X)(比増殖速度：以下ΔX/X と

する)の関係を図３．２．２３に示す。図中の点線の丸で囲んだ点が Run４および５の結果であ

る。Run1～3 でのこれらの関係と Run4 および 5 でのこれらの関係はほぼ一致しており，生物

処理の方式が異なっていても原水組成が同じであれば同様の傾向となると判断できる。 
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図３．２．２２ オゾン注入率と汚泥収率との関係
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図３．２．２６ 汚泥液化量と汚泥減少量の関係 

 (3)汚泥液化量と汚泥減少量の関係 

Run4 および 5 のオゾン反応槽における汚泥の液化量を調査し，汚泥減少量との関係を求めた。

オゾン注入量(AO3)に対する汚泥液化量(ΔL)を図３．２．２４に，オゾン注入量と汚泥減少量(Δ

XR)の関係を図３．２．２５に，汚泥液化量(ΔL)と汚泥減少量(ΔXR)との関係を図３．２．２６

に示す。これらのグラフには，Run１～Run３での結果を併記する。 

AO3 とΔL との関係(図３．２．２４)では，Run４および Run５の結果はオゾン注入量が大き

い Run５のΔL が小さく Run１～Run３の直線からは若干はずれていた。AO3 とΔXR との関係(図

３．２．２５)とΔL とΔXR との関係(図３．２．２６)では，Run４および Run５の結果は Run

１～Run３と同傾向であった。 
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図３．２．２４ オゾン注入量と汚泥液化量の関係
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図３．２．２５ オゾン注入量と汚泥減少量の関係
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増加量の関係 

(4)汚泥減少量と処理水 S-TOC，S-CODMn の関係 

Run４および Run５のオゾン系列での汚泥減少量に対する処理水中の S-TOC および S-CODMn

の増加量を好気槽汚泥量に対する割合として求めた。結果を図３．２．２７と図３．２．２８

に示す。なお，前述の Run１から Run３と同様に，S-TOC および S-CODMn の増加量は対照系列

とオゾン系列の処理水中の S-TOC と S-CODMn の差とした。Run１～Run３での結果も併記する。 

Run４および Run５の結果はほぼ Run１から Run３のグラフと一致しており，原水の組成が同

じであれば生物処理方式を循環型硝化脱窒法としても汚泥減少量あたりの処理水の S-TOC お

よび S-CODMn と増加は同程度になると判断した。 

 

 

(5)オゾン処理を組み込んだ場合の処理水 T-N と T-P の挙動 

オゾン処理による処理水 T-N の増加量(以下,ΔTN とする)と X の比をΔTN/X としたときの，

BOD 汚泥負荷とΔTN/X との関係を図３．２．２９に示す。図中の点線の丸で囲んだ点が Run

４および５の結果である。 

同じオゾン注入率の結果を比較すると生物処理を循環型硝化脱窒法とした Run４および Run

５が標準活性汚泥法の Run１から Run３よりもΔTN/X が小さくなった。生物学的窒素除去を行

うことでオゾン処理を組み込むことによる処理水の窒素濃度の上昇は抑制できると判断できる。 
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図３．２．２９ BOD 汚泥負荷と ΔTN/Xの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様に，オゾン処理による処理水 T-P の増加量(以下，ΔTP とする)と X の比をΔTP/X とし

たときの，BOD 汚泥負荷とΔTP/X との関係を図３．２．３０に示す。Run１から Run３の結果

に比べて Run４および Run５の結果は大きかった。前述したとおり Run４および Run５の好気

槽の活性汚泥のりん含有率は対照系列に比べてオゾン系列が低く槽内へのりんの蓄積量が減少

していたここと，オゾン処理より余剰汚泥が削減され余剰汚泥引抜により系外に排出されてい

たりんが処理水側へ移行したことがΔTP/X の大きくなった原因と考えられる。 
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図３．２．３０  BOD 汚泥負荷と ΔTP/Xの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 -86-



 

Run４および Run５についてもΔXR と以下の項目について，関係を整理した。結果を図３．

２．３１に示す。Run１から Run３の結果も併記する。 

①ΔTN 

②オゾン処理による処理水中の有機態窒素増加量(以下，ΔOrgN とする) 

③オゾン処理による処理水中の NH4-N 増加量(以下，ΔNH4 とする) 

④オゾン処理による処理水中の NOX-N 増加量(以下，ΔNOX とする) 

 

Run４および Run５でもΔXR を大きくしてもΔOrgN およびΔNH4 は増加しなかった。ΔNOX

およびΔTN は，Run１から Run３ではΔXR が大きくなるにともない一次的に増加していたが，

Run４および Run５ではほとんど増加していなかった。 

オゾン処理を行ったときΔXR がほぼ同じであった標準活性汚泥法と循環型硝化脱窒法のΔ

TN の比較を行った。標準活性汚泥法の Run３では原水流量が 35.3l/d で，処理水 T-N はオゾン

B 系列で 29.7mg/l であり，対照系列で 5.70mg/l であることからΔTN は 520mg/d であった。循

環型硝化脱窒法の Run４では原水流量が 35.1l/d で，処理水 T-N はオゾン系列で 18.6mg/l であり，

対照系列で 14.7mg/l であることからΔTN は 140mg/d であった。循環型硝化脱窒法では，標準

活性汚泥法に比べてΔTN が低くなっていた。前述のとおり，標準活性汚泥法ではΔXR 1g あた

りのΔTN は 0.1g であった。一方，循環型硝化脱窒法でのΔXR は 6.33gVSS/d であることから，

ΔXR 1g あたりのΔTN は 0.03g であった。これらの結果より，汚泥発生量の減少に伴う処理水

への窒素の流出量は，脱窒槽を組み込むことにより低下すると判断できる。 
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図３．２．３１ ΔXR と処理水中の窒素量の関係 



 

３．２．３．３ 物質収支からみた炭素および窒素の挙動  

Run１から Run５での炭素の物質収支を図３．２．３２に，窒素の物質収支を図３．２．３

３に示す。炭素の SS は汚泥転換分(処理中の SS も含む引抜と系内増加分)，D は処理水として

流出した溶解性成分(1μm 未満)，CO2 はガスとして揮散した分で流入から SS 分と D 分を引い

た量である。窒素の汚泥転換分(処理中の SS も含む引抜と系内増加分)，D は処理水として流出

した溶解性成分(1μm 未満)，N2 はガスとした揮散した分で流入から SS 分と D 分を引いた量で

ある。図中の汚泥転換分は実際の汚泥発生量中に含まれる炭素および窒素量を記載してある。 

炭素の処理水として流出した溶解性成分量は対照系列に比べてオゾン系列では増加していた。オ

ゾン系列での増加量(対照系列とオゾン系列の差)は標準活性汚泥法(Run2)のオゾン A 系列で 0.05g/d，

B 系列で 0.24g/d，循環型硝化脱窒法(Run4)のオゾン系列で 0.49g/d であった。Run1～5 におけるオゾ

ン系列での増加量はオゾン処理での液化量の 1～22%であり，オゾン処理により基質化される炭素量

の大部分(78～99%)は生物反応にて分解されていた。この処理水流出量の増加分は，汚泥減容化を行

わない場合は余剰汚泥として生物処理系外に排出される難分解性の有機物であると考えられる。 

窒素の処理水として流出した溶解性成分量は，大部分が NOX-N であり溶解性成分中の NOX-N の

割合は対照系列では 56～99%，オゾン系列では 75～96%であった。また，Run１のオゾン C 系列を

除き NOX-N の大部分は NO3-N であり対照系列では 74～96%，Run1 の C 系列を除いたオゾン系列で

は 77～99%であった。Run1 の C 系列はオゾン処理でのオゾン注入率が高いため，亜硝酸酸化細菌へ

のダメージが他のオゾン系列に比べて大きくなっている可能性が考えられる。対照系列とオゾン系

列にて溶解性成分量を比較すると，対照系列に比べてオゾン系列では増加しており，オゾン系列で

の増加量(対照系列とオゾン系列の差)は，標準活性汚泥法(Run2)の A系列で 0.22g/d、B 系列で 0.67g/d，

循環型硝化脱窒法(Run4)のオゾン系列で 0.06g/d であった。標準活性汚泥法である Run1～3 でのオゾ

ン系列での増加量はオゾン処理での液化量の 1～2 倍程度であり，オゾン処理による負荷増加分は，

そのまま処理水側へ移行している。一方，循環型硝化脱窒法である Run4 および Run5 ではオゾン系

列での増加量はオゾン処理での液化量の 10%程度であり，オゾン処理での液化量よりもオゾン系列

での溶解性成分の増加量の方が小さかった。オゾン系列は対照系列に比べ，N2 としての揮散量が増

加していることから，オゾン処理による窒素負荷の増加分は脱窒槽を追加することにより除去でき

ることを示している。 

オゾン系列は，オゾン反応槽からの流入により生物処理の窒素流入量が増加しているにもかかわ

らず，表３．２．６に示したとおり処理水窒素の大部分は NOX-N であった。このことから，オゾン

系列での硝化量の方が対照系列に比べ多いと言える。J.VAN LEEUWEN6)や栗林ら 7)は活性汚泥処理

にオゾン処理を組み込んだ方が硝化は進行すると報告しており，今回も同様の傾向であった。Run1

～5 において，オゾン処理を組み込んだ場合はオゾン処理での不活性となった微生物量も引抜分とし
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てSRTを算出するとオゾン系列では 1.6～13.7日となり対照系列の 8.2～31.1日比べて短くなる(注)。

オゾン系列においても硝化が良好に進行しているとことから，オゾン処理で不活性となった微生物

の大部分は生物処理槽内で活性が回復しておりオゾン系列の SRT も余剰汚泥引抜量のみから算出し

てよいと考える。オゾン系列での SRT も余剰汚泥引抜量のみから算出すると Run1～5 において 19

日以上となる。対照系列に比べオゾン系列の SRT が長く生物処理槽内への硝化菌が保持されやすく

なっているため，硝化は問題なく進行し硝化型になると推察される。 

オゾン反応槽からの流入量のうち 80%以上は生物処理にて利用可能な炭素であり，オゾン反応槽

から流入する生物処理に利用可能な炭素量とオゾン反応槽からの窒素流入量の比は 3.4 以上となっ

た。この結果より，オゾン処理による窒素増加分を脱窒するのに十分な量の炭素がオゾン処理にて

生成しており，外部から炭素を供給しなくても 100%脱窒することは可能であると考えられる。 

以上の結果より，標準活性汚泥法では，オゾン処理で余剰汚泥の減容を行うと，液化した活

性汚泥に含まれていた窒素が処理水側へ移行し，処理水窒素量はオゾン処理を組み込むことで

削減した汚泥に含まれていた量とほぼ同量，増加することが判明した。ちなみに，標準活性汚

泥法である Run１～3 ではオゾン系列の処理水窒素量は 220～1230mg/d 増加しており，処理水

窒素濃度は 6～27mg/l 高くなった。また，生物処理に循環型硝化脱窒法などの生物学的窒素除

去法を用いることで，余剰汚泥削減による窒素負荷増加分は，脱窒反応により窒素ガスとして

系外へ排出されるため，処理水の窒素濃度上昇を防止できることが明らかとなった。ちなみに，

生物学的脱窒素法である Run4 および Run5 ではオゾン系列の処理水窒素量は 60～91mg/d 増加

しており，処理水窒素濃度は 1.5～5.6mg/L の上昇であった。 

注)オゾン処理により不活性となった汚泥量を考慮した SRT は下記の様に算出した。オゾン処

理による汚泥死滅率は回分試験より求めた数値を用いた。 
 

TkΔX

X

INE 
＝日)SRT(  (3-6) 

ここで 

ΔXE ： 余剰汚泥発生量(gVSS/日) 

kIN ： オゾン処理による汚泥死滅率(%) 

T ： オゾン処理汚泥量(gVSS/日) 

X ： 系内汚泥量(gVSS) 

 -90-



 

0

5000

10000

15000

20000

25000

対照 A B C

系列

C
量

(m
g/
日

)

S
S

D

C
O

2

S
S

C
O

2

D

C
O

2

D

S
S

C
O

2

D
S

S

 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

対照 A B

系列

C
量

(m
g/
日

)

S
S

C
O

2

D

S
S

C
O

2

D

C
O

2

D
S

S

 

SS
D

C
O

2

；汚泥転換分

；処理水流出分(溶解性)

；CO2として排出
 

 
注；CO2 として排出した C 量(mg/日)＝流入 C 量(mg/日)-汚泥転換分 C 量(mg/日)-処理水流出分 C 量(mg/日) 

 

図３．２．３２－１ 炭素の窒素の物質収支 (上：Run１，下：Run２) 
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図３．２．３２－２ 炭素の物質収支 (上：Run３，下：Run４および Run５)
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図３．２．３３－１  窒素の物質収支 (上：Run１，下：Run２) 
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図３．２．３３－２  窒素の物質収支 (上：Run３，下：Run４および Run５)



 

３ ． ２ ． ４  結 語  

第３．１節での活性汚泥の半回分式オゾン処理試験結果をもとに，本節では半回分式オゾン

処理を組み込んだ標準活性汚泥法および循環型硝化脱窒法の連続試験を実施した。得られた知

見を以下に示す。 

(1) オゾン注入量を大きくすると汚泥液化量(ΔL)および汚泥減少量(ΔXR)は増加しており，汚

泥液化量(ΔL)/オゾン注入量＝4.2，汚泥減少量(ΔXR)/オゾン注入量＝6.1 となった。また，

BOD 汚泥負荷が変動しても汚泥液化量と汚泥減少量は比例関係であり，本実験ではオゾン

処理直後の汚泥液化量(ΔL)で見た場合，ΔXR/ΔL＝1.4 となった。曝気槽での撹拌と希釈に

よる液化も含めた汚泥液化量(ΔL12h)では，ΔXR /ΔL12h＝0.8 となった。 

(2) オゾン処理を組み込むことにより活性汚泥処理水の S-BOD はほとんど増加しないものの

S-TOC および S-CODMn の増加が認められた。処理水 S-TOC および S-CODMn は，1 日あたり

汚泥減少量が好気槽汚泥量の 20mgVSS/gVSS 以下ではほとんど増加せず，20mgVSS/gVSS

以上の場合，汚泥減少量の増加に伴い増加量が大きくなっており，S-TOC で汚泥減少量 1g

あたり 9.9mgTOC/gVSSおよび S-CODMnで汚泥減少量 1gあたり 19mgCODMn/gVSS増加した。

また， オゾン処理を組み込むことにより，生物処理への炭素および窒素の流入量が増加し，

これが生物処理への負荷増加となるが，炭素増加の大部分は生物処理で分解されていた。処

理水の炭素した増加量はオゾン処理での液化炭素量の 1～22%であった。処理水 T-P は増加

する場合としない場合があった。 

(3) 標準活性汚泥法では，オゾン反応槽から流入する窒素のほぼ全量が処理水側へと移行する

結果であった。これに対し，循環型硝化脱窒法においては生物処理での窒素ガス化量が増加

しており，オゾン処理からの増加分は脱窒反応により窒素ガスとして系外へ排出されていた。

また，オゾン処理により増加した窒素を脱窒するのに十分な量の炭素がオゾン処理にて生成

しており，外部から炭素を供給しなくても 100%脱窒可能である。 

(4) オゾンによる汚泥減容化を実施する場合，処理水による放流水域の富栄養化を防止する観

点から，脱窒工程を組み込むことは必須であると判断した。さらに，処理水 NOX-N が高い

と，沈殿池にて脱窒反応が進行し固液分離が困難になることが懸念される。この点からも脱

窒工程は必要であると考えられる。 
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３．３ オゾン処理汚泥量と汚泥発生量・処理水水質等との関係 

３．３．１ 実験目的 

本節の実験では，オゾン注入量一定でオゾン処理工程でのオゾン処理汚泥量を変化させた際

の汚泥減少量や処理水水質の変化を連続実験で検討し，オゾン処理条件のこれらへの影響を調

査することを目的とした。 

 

３．３．２  実験方法 

３．３．２．１ 実験装置 

実験は，ベンチスケールプラントを用い，脱窒槽 10l と好気槽 20l(10l 槽が 2 槽)からなる循

環型硝化脱窒法に汚泥のオゾン処理工程を組み込んだプロセス(以下，オゾン系列という)を１

系列と，循環型硝化脱窒法(以下，対照系列という)の１系列の合計２系列について，同時に連

続実験を行った。図３．３．１に実験装置のフローを示す。原水と返送汚泥はともに脱窒槽に

流入させた。また，好気槽から脱窒槽へ循環液を流入させた。返送汚泥の一部は，容積 0.3l の

オゾン反応槽に流入させ，このオゾン反応槽に下部から散気球を用いてオゾンガスを間歇的に

タイマーで注入し，一部の返送汚泥についてオゾン処理した。なお，各パーツの形状や寸法等

は第３．２節の図３．２．１に示すものと同様である。 
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図３．３．１ 実験装置フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．３．２．２ 供試原水 

供試原水は，酢酸ナトリウムとポリペプトンを主成分としミネラル等を添加した合成廃水を

用いた。原水の調整に用いた試薬の種類および濃度を表３．３．１に，原水性状を表３．３．

２に示す。試薬にて調整しているため原水中に SS は存在しない。また，原水の BOD，窒素お

よびりんの比(BOD：N：P)は，100：20：3 となるように調整した。 
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表３．３．１ 合成廃水組成 
Run 6-1～6-4 

CH 3 COONa (mg/l) 620 
Polypepton (mg/l) 200 
Yeast extract (mg/l) 20 
NaCl (mg/l) 100 
MgSO 4･2H 2 O (mg/l) 150 
CaCl 2･7H 2 O (mg/l) 30.6 
NH 4 Cl (mg/l) 267.5 
KH 2 PO 4  (mg/l) 62.55 

 

表３．３．２ 原水性状(平均値) 
Run 6-1 6-2 6-3 6-4 

pH (-) 7.1 7.1 7.1 7.1 
TOC (mg/l) 260 250 260 220 
COD Mn  (mg/l) 91 87 91 82 
COD Cr  (mg/l) 730 700 730 670 
BOD (mg/l) 450 500 450 480 
NH 4 -N (mg/l) 68.5 69.3 68.5 70.5 
Kj-N (mg/l) 102 97.8 102 98.3 
T-N (mg/l) 102 99.3 102 99 
T-P (mg/l) 16.3 15.9 16.3 15.6 

 

３．３．２．３ 実験条件 

オゾン注入量を同一としオゾン処理汚泥流量を変化させることで好気槽汚泥量に対するオゾ

ン処理汚泥量の比(T/X)を 0.2～1.2 に調整した。説明に用いた記号の意味を表３．３．３に，ま

た，実験条件を表３．３．４に示す。対照およびオゾン系列とも，原水流量を 36l/日とし，返

送汚泥流量は MLVSS が 3500～4000mg/l となるように調整した。汚泥の引き抜きは，オゾン系

列では分析用のサンプリングのみで，好気槽混合液を週 4～5 回の頻度で 50～150ml，返送汚泥

を週 2～3 回の頻度で 50～100ml 行った。対照系列では，Run6-4 のみは途中の 9/29，10/3～5，

10/12 および 10/13 は好気槽混合液を 1.3l 引抜き槽内の汚泥量を調整した。それ以外はオゾン系

列と同様に分析用サンプリングのみとした。生物処理槽の水温は 20℃にコントロールした。 

オゾン処理は，汚泥を回分式で投入しオゾンガスを反応時間中に連続で注入する半回分式で

行った。Run6-1 では 1 日に 24 回の頻度でオゾン処理を行い，オゾン処理汚泥量は 360ml/回，

反応時間は 3.75 分間 /回であり，汚泥に対するオゾン注入率(以下，オゾン注入率とする)は

9.4mgO 3 /gVSSである。Run6-2 では 1 日に 24 回の頻度でオゾン処理を行い，オゾン処理汚泥量

は 300ml/回，反応時間は 3.58 分間/回であり，オゾン注入率は 20.2mgO 3 /gVSSである。Run6-3

では 1 日に 6 回の頻度でオゾン処理を行い，オゾン処理汚泥量は 452ml/回，反応時間は 15 分

間/回であり，オゾン注入率は 37.2mgO 3 /gVSSである。Run6-4 では 1 日に 6 回の頻度でオゾン

処理を行い，オゾン処理汚泥量は 290ml/回，反応時間は 14.4 分間/回であり，オゾン注入率は

74.2mgO 3 /gVSSである。オゾンガス濃度は 65mg/l，ガス流量は 200ml/minとした。オゾン消費

 -99- 



率は 95%程度である。 

両系列の余剰汚泥発生量，処理水水質を比較した。 

 

表３．３．３ 記号の説明 

No. 記 号 記 号 の 意 味 単  位 

1 X 好気槽汚泥量 gVSS 

2 T オゾン処理汚泥量 gVSS/日 

3 ΔX 汚泥発生量 gVSS/日 

4 A o3 オゾン注入量 g/日 

5 ΔX R オゾン処理による汚泥減少量(対照系列とオゾン系列の汚泥発生量の

差) 

gVSS/日 

6 N X 好気槽汚泥の窒素含有率 対 VSS% 

7 P X 好気槽汚泥のりん含有率 対 VSS% 

8 ΔCOD Cr オゾン処理による処理水S-COD Crの増加量 mgCOD/日 

9 ΔTN オゾン処理による処理水 S-T-N の増加量 mgN/日 

10 ΔTP オゾン処理による処理水 S-T-P の増加量 mgP/日 

 

表３．３．４ 実験条件 

Run 6-1 6-2 6-3 6-4 

系列 対照 オゾン 対照 オゾン 対照 オゾン 対照 オゾン

日付 1/29～3/26 5/22～7/24 1/29～3/26 8/28～10/23 

原水流量 (l/日) 35.7 36.4 35.1 35.3 35.7 35.8 36.1 35.9 

返送汚泥流量 (l/日) 14.5 18.7 30.1 55.6 14.5 38.4 32.0 35.5 

循環流量 (l/日) 143 144 143 143 143 142 141 142 

MLSS (mg/l) 4820 4800 4780 4190 4820 4670 4740 4270 

MLVSS (mg/l) 3780 4210 3800 3820 3780 4000 3860 3690 

BOD 汚泥負荷 (kg/(kgVSS･日)) 0.23 0.22 0.22 0.22 0.23 0.22 0.21 0.22 

窒素汚泥負荷  (kg/(kgVSS･日)) 0.051 0.048 0.046 0.047 0.051 0.049 0.047 0.048

SRT1) (日-1) 16.1 7.5 16.2 8.9 16.1 3.7 16.5 4.9 

注入時間    (分) － 3.75 － 3.58 － 15 － 14.4 オゾン注入 

サイクル時間(分) － 60 － 60 － 240 － 240 

オゾン注入量 (g-O3/日) 0 0.89 0 0.86 0 0.90 0 0.92 

オゾン注入率 (mgO3/gVSS) － 9.4 － 20.2 － 37.2 － 74.2 

オゾン注入率 (mgO3/g-X) － 10.8 － 11.4 － 11.5 － 12.5 

オゾン処理汚泥流量 (l/日) 0 9.03 0 7.2 0 2.80 0 1.64 

オゾン処理汚泥量 (gVSS/日) 0 112 0 43.2 0 29.3 0 14.6 

T/X (日-1) － 1.20 － 0.57 － 0.33 － 0.16 

注；1)オゾン系列の SRT はオゾン処理により活性を失った汚泥(死滅汚泥)も加味しており下記の式より算出

               系内汚泥量(gVSS) 
SRT(日)＝ 

        汚泥発生量(引抜汚泥量)(gVSS/日)＋死滅汚泥量(gVSS/日) 
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３．３．２．４ 汚泥発生量の測定方法 

実験期間中の汚泥発生量は，生物処理系内の汚泥量の変化と生物処理系外に排出した汚泥量

(引き抜いた汚泥量+処理水 SS 量)から算出した。オゾン処理による汚泥減少量は，オゾン系列

と対照系列との汚泥発生量の差と定義した。 

 

３．３．２．５ 分析項目と分析方法 

処理状況を把握するために週 2 回，原水および処理水のサンプリングし，pH，SS，COD Cr，

BOD，T-NおよびT-Pについて水質分析を行った。原水は測定日の朝に原水槽内よりサンプリ

ングし，処理水は前回のサンプリングよりサンプリング当日の朝の処理水をタンクにためて均

一にした後サンプリングした。SSの分析は処理水のみ分析を行った。系内の汚泥量と窒素およ

びりんの量を把握するために好気槽の汚泥混合液をスポットでサンプリングし，MLSSおよび

MLVSSは週 4～5 回の頻度で，窒素含有率およびりん含有率は週 2 回の頻度で分析を行った。

各実験における分析項目の分析方法を表３．３．５に示す。なお，以下の記述で「S-」は溶解

性の意味である。 

 

表３．３．５ 各分析項目の分析方法(下水試験方法－1997 年板－，1985；Standard Methods 

17th Edition,1989) 

分析項目 単位 測定方法 
pH － 下水試験方法 ガラス電極法 (HM-26S，東亜電波工業) 
O3 mg/l 紫外線吸収式オゾン濃度計(EG-600，荏原実業) 
SS mg/l 下水試験方法 

MLSS mg/l 下水試験方法 遠心分離法 
MLVSS mg/l 下水試験方法 

TOC mg/l 下水試験方法(燃焼酸化－赤外線式 TOC 分析法 TOC-5000A，

島津製作所) 
COD Cr mg/l Standard Methods (Closed Reflex, Titrimetric Methods) 
BOD mg/l 下水試験方法 (DO は，ウインクラーアジ化ナトリウム変法に

て測定) 
T-N mg/l 下水試験方法 (総和法) 
T-P mg/l 下水試験方法 （硝酸と過塩素酸による分解法） 
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３．３．３ 実験結果 

３．３．３．１ 処理水水質および好気槽汚泥の性状 

処理水水質(処理水水質は水質が安定した平均値±標準偏差)を表３．３．６に，好気槽汚泥性

状(SVI 以外は安定した期間の平均値，SVI は安定期間の後半 2 週間の平均値±標準偏差)を表３．

３．７に示す。また，処理水水質と好気槽汚泥性状の経日変化を図３．３．２から図３．３．

７に示す。水質および汚泥性状が安定したと判断した期間は図３．３．２から図３．３．７の

上部に矢印で示した範囲である。 

 

      表３．３．６ 実験結果(期間平均値±標準偏差) 

Run 6-1 6-2 

系 列 対 照 オゾン 対 照 オゾン 

日 付 (月/日) 2/26～3/9 6/9～7/24 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 8.1 0.04 7.8 0.04 7.9 0.06 7.9 0.08 

SS (mg/l) 14.5 5.50 11.3 6.30 13.2 3.42 7.7 4.05 

S-TOC (mg/l) 7.2 0.49 25.4 3.49 5.8 1.18 19.7 2.94 

S-CODCr  (mg/l) 15 1.23 61 5.40 8 3.10 44 6.34 

S-BOD (mg/l) 3.5 2.44 3.8 0.71 1.2 0.59 2.2 0.58 

T-N (mg/l) 17.1 0.59 22.7 1.30 14.7 0.49 18.6 0.91 

T-P (mg/l) 6.9 2.70 19.2 1.90 1.30 1.03 17.4 1.66 

ΔX (gVSS/日) 4.69 － -2.43 － 4.69 － -0.51 － 

ΔXR  (gVSS/日) 0.0 － 6.90 － 0.0 － 6.3 － 

Run 6-3 6-4 

系 列 対 照 オゾン 対 照 オゾン 

日 付 (月/日) 2/26～3/9 9/11～10/23 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 8.1 0.04 7.6 0.28 7.9 0.38 7.7 0.43 

SS (mg/l) 14.5 5.50 14.8 2.68 21.1 11.2 13.0 11.3 

S-TOC (mg/l) 7.2 0.49 19.8 1.96 4.6 1.31 13.0 2.98 

S-CODCr  (mg/l) 15 1.23 48 1.48 14 8.2 49 2.72 

S-BOD (mg/l) 3.5 2.44 5.5 0.70 1.7 0.76 2.2 0.93 

T-N (mg/l) 17.1 0.59 21.5 1.05 14.0 3.37 22.5 4.64 

T-P (mg/l) 6.9 2.70 24.8 2.94 5.47 3.41 19.4 4.32 

ΔX (gVSS/日) 4.69 － -0.71 － 4.69 － 0.49 － 

ΔXR  (gVSS/日) 0.0 － 4.9 － 0.0 － 4.4 － 
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表３．３．７ 好気槽汚泥の性状(期間平均値±標準偏差) 

Run 6-1 6-2 

系 列 対 照 オゾン 対 照 オゾン 

日 付(月/日) 2/26～3/9 6/9～7/24 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

MLSS (mg/l) 4390 355 4620 524 4810 330 4250 408 

VSS/SS(mg/l) 79.5 1.15 89.8 1.92 79.6 1.23 92.6 3.79

N X (対VSS%) 11.9 0.60 10.6 0.40 11.1 0.18 10.6 0.25

P X (対VSS%) 7.26 0.26 2.44 0.67 7.33 0.24 1.67 0.19

SVI1) (ml/g) 458 21.1 294 62.4 339 30.9 330 80.5 

Run 6-3 6-4 

系 列 対 照 オゾン 対 照 オゾン 

日 付(月/日) 2/26～3/9 9/11～10/23 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

MLSS (mg/l) 4390 355 4470 480 4740 463 4180 260 

VSS/SS(mg/l) 79.5 1.15 87.3 2.45 79.1 1.72 87.6 3.28

N X (対VSS%) 11.9 0.60 11.0 0.49 11.5 0.21 11.1 0.25

P X (対VSS%) 7.26 0.26 3.49 0.81 7.49 0.80 3.65 0.90

SVI1) (ml/g) 458 21.1 475 18.4 365 28.6 502 22.7 

注；1)SVI は，実験後半 2 週間の平均値。 
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図３．３．２ 処理水水質の経日変化(Run6-1 および Run6-3) 
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図３．３．３ 好気槽汚泥性状の経日変化(Run6-1 および Run6-3) 
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図３．３．４ 処理水水質の経日変化(Run6-2) 
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図３．３．５ 好気槽汚泥性状の経日変化(Run6-2) 
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図３．３．６ 処理水水質の経日変化(Run6-4) 
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図３．３．７ 好気槽汚泥性状の経日変化(Run6-4) 
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３．３．３．２ オゾン処理汚泥量と汚泥減少量との関係 

オゾン処理工程への供給汚泥量を変えた場合の汚泥発生量(ΔX)とオゾン注入量あたりの汚

泥減少量(ΔX R /A O3 )の変化を図３．３．８に示す。 

図３．３．８に示されるように，オゾン処理汚泥量(T)を増加させるとΔXは若干減少し，Δ

X R /A O3は若干増加する傾向が見られたがその差は小さかった。表３．３．１に示したとおり，

オゾン注入量はRun6-1 からRun6-4 で 0.86～0.92g/日とほぼ同じであるが，オゾン処理汚泥量を

Run6-1 では 112gVSS/日，Run6-2 では 43.2gVSS/日，Run6-3 では 29.3gVSS/日，Run6-4 では

14.6gVSS/日と小さくしていることから，オゾン注入率はRun6-1 では 9.4mgO 3 /gVSS，Run6-2

では 20.2mgO 3 /gVSS，Run6-3 では 37.2mgO 3 /gVSS，Run6-4 では 74.2mgO 3 /gVSSと大きくなっ

ている。オゾン注入率を大きくすると汚泥液化率が大きくなる，つまり，オゾン処理汚泥量(T)

に対する汚泥削減量(ΔX R )の割合(ΔX R /T)も大きくなり各RunでのTとΔX R /Tの積がほぼ一定と

なっていると考えられ，このことからΔX R /A O3がほぼ一定になったと考える。 
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図３．３．８ オゾン処理汚泥量と汚泥発生量および汚泥減少量の関係 
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３．３．３．３ オゾン処理汚泥量と処理水水質との関係 

図３．３．９に T/X と処理水水質の関係を示す。 

処理水のS-BODは，オゾン系列と対照系列とではほぼ同じであり，ともに 99%以上除去され

ていた。S-COD Crは，両系列ともに 90%以上除去されていたが，オゾン系列処理水の方が若干

高かった。T-Nは，両系列ともに 80%程度除去されていたが，オゾン系列処理水の方が若干高

かった。処理水T-Pは，対照系列は原水濃度の約 1/3 であったが，オゾン系列は原水濃度よりも

高かった。オゾン系列では実験期間中，好気槽汚泥のりん含有率が低下しており，汚泥中に含

まれていたりんが処理水へ移行したためオゾン系列の処理水は原水よりもりん濃度が高くなっ

たと考える。 
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図３．３．９ オゾン処理汚泥量と処理水水質の関係 
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図３．３．１０にT/Xとオゾン系列での各成分の処理水での増加濃度およびΔX Rあたりの処理

水増加量(ΔCOD Cr /ΔX R，ΔTN/ΔX R，ΔTP/ΔX R )の関係を示す。 

S-COD Crの処理水での増加濃度は，T/Xを高くするに従い増加した(図３．３．１０上段参照)。

また，ΔCOD Cr /ΔX RもT/Xを高くするに従い増加する傾向であった(図３．３．１０下段参照)。

処理水中の有機物濃度の増加を少なくするためには，オゾン注入量およびオゾンによる汚泥削

減効率が同じ条件下でありT/Xが 0.16～1.20 の範囲ではT/Xを小さくするとよいと判断される。

第３．１節の回分試験では，汚泥あたりオゾン注入率を高くするとオゾン処理により液化した

有機物の一部がオゾンと反応して低分子化していた。本実験においてもオゾン注入率を大きく

T/Xを小さくした方が汚泥から溶出した有機物のオゾンによる低分子化が進み好気槽内で分解

され易くなり， S-COD Crの処理水での増加濃度およびΔCOD Cr /ΔX Rが小さくなったと考えら

れる。 

S-T-NおよびS-T-Pの処理水での増加濃度はT/Xを変化させてもほとんど変化しなかった。Δ

N/ΔXT RのおよびΔTP/ΔX RはT/Xを大きくするに従い若干減少していた。これは，T/XによりΔ

X Rが若干変動しているためである。 
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図３．３．１０ オゾン処理汚泥量と処理水の各成分増加量の関係 
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３．３．３．４ オゾン処理汚泥量と SVI との関係 

T/X と SVI の関係を図３．３．１１に示す。 

実験終了時の SVI は，T/X を大きくするに従い低下し，T/X=0.57 以上では対照系列よりもオ

ゾン系列の方が低くなった。T/X を大きくしオゾン注入率を低くすることで汚泥沈降性の改善

が図れると判断した。汚泥をオゾン処理することでフロック表面の状態が変化し沈降性が改善

されると考えられる。T/X が大きい場合，沈降性の改善が顕著なのはオゾン処理汚泥量が多い

ため沈降性改善効果が現れやすいため考えられる。また，汚泥をオゾン処理すると粒径が小さ

くなり，オゾン注入率が高い方が粒径の変化は顕著である。T/X が小さい場合，オゾン注入率

が高くなるため汚泥の粒径がより小さくなることで沈降しにくくなり，フロック表面の変化に

よる沈降性改善効果を相殺消していると考えられる。 
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図３．３．１１ オゾン処理汚泥量と SVI との関係 

 

３．３．３．５ オゾン処理汚泥量を変化させた連続実験における好気槽の硝化速度 

オゾン系列および対照系列の硝化速度を図３．３．１２に示す。 

オゾン系列の硝化速度は対照系列とほぼ同じレベルであり，オゾンによる汚泥減容化と硝化

反応を利用した窒素除去は容易に両立することが確認できた。また、T/X を変化させても硝化

速度はほとんど変化しないことが明らかになった。 
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図３．３．１２ オゾン処理汚泥量と硝化速度の関係 
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３．３．４ 結語 

第３．１節で説明した回分実験の結果からオゾン注入率 40～70mgO 3 /gVSSでは汚泥の活性度

がほとんど失われてしまうためこのオゾン注入率で連続処理を行った場合，系内汚泥量(X)に対

するオゾン処理汚泥量(T)の比(T/X)が 0.5 以下とオゾン処理汚泥量が少なくても汚泥の死滅を加

味したSRTは 5 日以下と短くなるため生物処理槽内の汚泥の活性度も低下してしまい汚泥減容

化プロセスの生物処理は成立しがたいと予想していた。そこで，本節では，オゾン注入量およ

びオゾンによる汚泥削減効率が同じ条件で，オゾン処理工程への汚泥投入とオゾン処理汚泥量

あたりのオゾン注入率を変化させた検討を行ったところ，Run6-3 および 6-4 は上記条件に当て

はまるが生物処理は安定していた。このことはオゾン処理汚泥量の生物処理槽での滞留日数が

Run6-3 では約 3 日間，Run6-4 では約 6 日間と長いために(T/Xで言うと 0.33 および 0.16)，オゾ

ンによる活性度の低下を系内での微生物の増殖が充分に補える状態であったと考えられる。こ

れは，Run6-3 およびRun6-4 において硝化速度が安定していることからも裏付けられる。また，

本節の実験にて以下の知見が得られた。 

(1) オゾン注入量およびオゾンによる汚泥削減効率が同じ条件では，オゾン処理工程への汚泥

投入を少なくしてオゾン処理汚泥量あたりのオゾン注入率を高すると処理水S-COD Crの上

昇が小さくなった。 

(2) T/X を変化させることによる汚泥減溶効率の変化は小さく， オゾン処理による処理水 T-N

および T-P の上昇の程度も検討した条件においてはほぼ同じであった。 

(3) (1)および(2)の結果より，余剰汚泥の削減を目的とした汚泥のオゾン処理では，オゾン処理

汚泥量を少なくしオゾン処理汚泥量あたりのオゾン注入率を高くして運転する方がよいと

判断した。窒素は第３．２節の結果で論じたとおり生物処理を生物学窒素除去とすることに

よる対策が効果的である。処理水りんについてはいずれのオゾン処理条件でも除去できなか

ったことから他の対策を講じる必要がある。 
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第 ４ 章  オ ゾ ン に よ る 汚 泥 減 容 化 を 組 み 込 ん だ 生 物 学 的 処 理 の

り ん の 挙 動 と 処 理 水 り ん 濃 度 上 昇 へ の 対 応 策  

４ ． １  背 景 お よ び 実 験 目 的  

オゾンを用いた汚泥減容化を組み込んだ活性汚泥処理プロセスにおいては，余剰

汚泥の減少に伴い，余剰汚泥として系外に排出されていたりんが処理水側へ移行し

処理水りん濃度が高くなることが，前章までの実験結果により，また，過去の研究

により確認されている 1 ) 2 )。そして，循環型硝化脱窒法に汚泥のオゾン処理を組み込

んだ場合，活性汚泥りん含有率は高くならない 3 )。これらのことから，活性汚泥の

減容化処理においては，処理水のりん濃度を低減し，さらに，りんを回収するプロ

セスにすることが重要である。  

一般的に活性汚泥処理によるりん除去は，りんを蓄積させた余剰汚泥を引き抜く

ことにより行われ，りん除去量は下記に示す式 (4-1)で表すことができる。  

Δ P＝Δ X・ PX   (4-1)  

ここでのΔ P は汚泥引抜によるりん除去量 (mgP/日 )，Δ X は汚泥発生量 (gSS/日 )，

PX は活性汚泥のりん含有率 (mgP/gSS)である。つまり、Δ X もしくは PX が低下する

とΔ P は小さくなる。  

Δ X を減少させた場合， PX を上昇させΔ X の減少分に含まれたりん全量に対応し

ない限り処理水りんの増加は避けられず，化学的なりん除去に頼らざるを得なくな

る。  

そこで，余剰汚泥の削減とりん資源の回収が可能となるプロセスの構築を検討す

るためにベンチスケール実験を行った。化学的りん除去を経済的に行うには高濃度

のりん液を得てそこから除去することが必要である。本プロセスでは嫌気槽上澄液

とオゾン反応槽上澄液が対象となり，処理水りん濃度の低減を達成するには化学的

りん除去の適用箇所を選択することが重要である。   

本章の研究では，このことを明らかにするために 2 つの内容の実験 (Run7-1 およ

び Run7-2)を行った。 Run7-1 では，オゾン処理を組み込み余剰汚泥の削減を行って

も生物処理槽内にりん蓄積細菌が増殖し，活性汚泥のりん含有率を高く維持できる

かを検討した。さらに，りん回収工程の適用箇所の検討も行った。  

Run7-2 では， Run7-1 での検討より，りん除去工程の原水として嫌気槽上澄液が

合理的であることが判明したため，オゾンを用いた汚泥減容化に中間沈殿池方式に

よる化学的りん除去を組み込むことで，処理水りんの上昇の抑制と余剰汚泥の削減

の両立を試みた。なお，中間沈殿池方式とは嫌気槽混合液を固液分離し得た上澄液

よりりんを除去する方法である 4 )。  

 



４ ． ２  実 験 方 法  

４．２．１ 実験装置および実験方法の概要  

Run7-1 および Run7-2 ともに生物処理工程には嫌気－無酸素－好気法を採用した。

両実験とも，対照系列 1 系列とオゾン系列 2 系列を並行して連続運転した。汚泥発

生量や処理水の水質を調査し，余剰汚泥の削減による処理水のりん濃度の変化と活

性汚泥りん含有率の変化を把握した。生物処理工程は，嫌気槽 10 l，無酸素槽 10 l，

好気槽 20 l (10 l 槽を 2 槽 )および沈殿池よりなる。  

オゾン処理工程は，好気槽汚泥の一部をオゾン反応槽に流入させ反応槽下部から

散気球を用いてオゾンガスを間歇的に注入してオゾンと接触させた後，無酸素槽へ

投入した。また，生物処理槽の水温は 20℃にコントロールした。  

(1) Run7-1 の実験条件および方法  

Run7-1 では，対照系列とオゾン系列 1-A と 1-B を運転した。  

対照系列の処理フローは嫌気－無酸素－好気法であり，図４．２．１ (以下，フロ

ー①とする )に，オゾン系列 1-A および 1-B の処理フローを図４．２．２ (以下，フ

ロー②とする )に示す。これは，前章の循環型硝化脱窒法のオゾン系列の無酸素槽の

前段に嫌気槽を付加したものであり，オゾン処理は好気槽混合液を対象としている。

原水および返送汚泥は嫌気槽に流入させ，オゾン処理後の混合液は，①オゾン処理

後の混合液を嫌気槽へ流入させることにより嫌気槽の ORP が高くなることが懸念

され，これを避けるために，また，②脱窒の有機物の供給を考え脱窒槽へ返送して

いる。各パーツの形状や材質等は前章までの装置と同様である。  

Run7-1 の実験条件を表４．２．１に示す。  

原水流量は約 36 l /日，返送汚泥流量は約 54 l /日とした。対照系列では，好気槽か

ら直接無酸素槽へ流入させる循環液量は約 143 l /日とし，オゾン系列では，この循環

液量を約 136 l /日としオゾン反応槽を経由させた循環液量はオゾン系列 1-A および

1-B ともに 7.2 l /日とした。 MLSS は 6000～ 8000mg/ l とした。  

実験１の開始にあたっては，合成廃水を処理していた活性汚泥を 3 系列に分割し

て１週間，嫌気－無酸素－好気法のみで運転を行い 3 系列の処理性能が同一である

ことを確認してからオゾン処理をスタートした。 BOD 汚泥負荷率は，オゾン系列，

対照系列ともに 0.05kg/(kgSS･日 )程度とし，対照系列の SRT は約 30 日間とした。汚

泥の引抜は，好気槽混合液および返送汚泥を回分式で引き抜いた。汚泥のオゾン処

理は一定時間おきのタイマーによる間歇運転とした。具体的には，オゾン注入直前

に，オゾン反応槽に好気槽から汚泥を 300m l 導入し，オゾンをオゾン反応槽底部に

設置した散気管を介して，オゾンガス濃度 50mgO３ / l，ガス流量 200m l /分にて所定

の時間注入し半回分式でオゾン処理をし，オゾン処理汚泥を無酸素槽に投入する運
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転方法とした。１サイクルの時間を 60 分間 (24 サイクル /日 )とし 1 サイクルあたり

のオゾンガス注入時間を 1.5 分間 (オゾン系列 1-A)と 3.0 分間 (オゾン系列 1-B)に設

定した。この場合， 1 日あたりのオゾン注入量は各々 379mg/日と 741mg/日となり，

処理される汚泥あたりでは，8.2mgO3/gSS と 17.8mg O3 /gSS となる。汚泥の液化率で

は各々 3.99%および 9.25%であった。半回分式オゾン処理であるのでオゾン反応槽で

の反応時間はオゾン注入時間と同様である。オゾン消費率は 95%程度であった。  

(2) Run7-2 の実験条件および方法  

Run7-2 では，対照系列とフロー②のオゾン系列 2-A と，フロー②に中間沈殿池と

凝集沈殿からなる化学的りん除去工程を組み込んだオゾン系列 2-B の合計 3 系列を

運転した。  

対照系列の処理フローを図４．２．１に，オゾン系列 2-A の処理フローを図４．

２．２に，オゾン系列 2-B の処理フローを図４．２．３ (以下，フロー③とする )に

示す。  

フロー③の化学的りん除去工程は，中間沈殿池に嫌気槽混合液の一部を導入し汚

泥と上澄液に分離し，汚泥は無酸素槽へ返送した。上澄液に FeCl3 とアルカリを添

加し回分式処理にて凝集沈殿し，この液を中間沈殿池とは別の沈殿池にて固液分離

しりんを含む凝集汚泥は系外に排出した。りん除去後水は無酸素槽へ投入した。  

Run7-2 の実験条件も表４．２．１にあわせて示している。  

生物処理の実験条件は基本的には Run7-1 と同一にしたが，オゾン系列 2-A だけは

オゾン反応槽経由の循環液を 3.6 l /日とした。なお， Run7-2 については Run7-1 で用

いた 3 系列の活性汚泥を混合した後， 3 系列に分割してスタートした。  

オゾン処理では，オゾンガス流量および濃度は Run7-1 と同様にしたが，オゾン注

入サイクルとオゾン注入量は変更することでオゾン処理汚泥量 (T )と系内汚泥量 (X )

の比 (T /X )を変化させ， T /X が異なる場合の処理水水質等の変化も調査した。オゾン

系列 2-A においては 1 サイクルの時間を 120 分間 (12 サイクル /日 )とし 1 サイクルあ

た り の オ ゾ ン ガ ス 注 入 時 間 を 7.0 分 間 に 設 定 し た 。 こ の 場 合 の オ ゾ ン 注 入 量 は

846mg/日となる。オゾン系列 2-B においては 1 サイクルの時間を 60 分間 (24 サイク

ル /日 )とし 1 サイクルあたりのオゾンガス注入時間を 3.5 分間に設定した。この場合

のオゾン注入量は 853mg/日となる。処理される汚泥あたりでは 33.2mgO3/gSS と

16.4mgO3/gSS である。汚泥の液化率では各々 18.1%および 7.40%であった。  

オゾン系列 2-B のりん除去工程での中間沈殿池への嫌気槽混合液の流入流量は

11.7 l /日，中間沈殿池からの無酸素槽への返送汚泥流量は 4.7 l /日，りん除去後水の

無酸素槽への返送流量は 6.5 l /日とした。 FeCl3 添加率は 290mg/ l，処理 pH は 6.5 と

した。  
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表４．２．１ 実験条件 (平均値 )  

Run  7-１ 7-2 

日 付  12/17～2/4 2/11～3/28 

系 列  対照 
オゾン 

1-A 
オゾン 

1-B 対照 
オゾン 

2-A 
オゾン 

2-B 

フロー  ① ② ② ① ② ③ 

原水流量 (l/日) 35.9 35.8 36.2 35.8 35.5 36.1 

返送汚泥流量 (l/日) 51.9 54.5 54.6 51.6 53.3 53.1 

循環液流量 1) (l/日) 142 143 143 143 143 144 

生物処理 

工程 

MLSS (mg/l) 7180 6900 5860 7950 6870 6940 

 MLVSS (mg/l) 5620 5280 4560 6160 5200 5600 

ｵｿﾞﾝ処理 オゾン注入量  (gO3/日) － 0.37 0.74 － 0.85 0.86 

工程 オゾン処理汚泥流量 (l/日) － 7.1 7.2 － 3.7 7.4 

 注入時間      (分) － 1.5 3.0 － 7.0 3.5 

 

ｵｿﾞﾝ 

注入 サイクル時間 (分) － 60 60 － 120 60 

 オゾン注入率 (mgO3/gSS) － 7.7 17.8 － 33.6 16.7 

りん回収 
工程 

中間沈殿池流入流量 
 (l/日) 

－ － － － － 11.7 

 中間沈殿池返送汚泥流量 
 (l/日) 

－ － － － － 4.7 

 りん除去後水流量 (l/日) － － － － － 6.5 

 FeCl3 注入率      (mg/l) － － － － － 290 

 処理 pH (-) － － － － － 6.5 

注：1)循環液流量は，好気槽より直接無酸素槽へ流入する量とオゾン反応槽経由の量(オゾン処理汚泥流量)を合計し

た値である。 
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図４．２．１ 処理フロー〔フロー①〕  

M M

P

P

原水

オゾン
反応槽

嫌気槽 無酸素槽

好気槽

10l10l

オゾン

空気

M

処理水

沈殿池
20l

10l 10l

循環液

返送汚泥

P

 

図４．２．２ 処理フロー  〔フロー②〕  

 

 

 -121- 



M M

P
PP

P

P

原水

オゾン
反応槽

嫌気槽 無酸素槽

好気槽

10l10l

オゾン

空気

中間沈殿池

M

処理水

沈殿池
20l

10l 10l

循環液

返送汚泥

P

凝集汚泥

りん除去後水

FeCl3

M M M

 

図４．２．３ 処理フロー 〔フロー③〕  

 

４．２．２ 供試原水  

供試原水は，酢酸ナトリウムとポリペプトンを主成分としミネラル，ビタミン等

を添加した合成廃水を用いた。原水の調整に用いた薬品の種類および濃度を表４．

２．２に，原水性状を表４．２．３に示す。試薬にて調整しているため原水中には

SS は存在しない。 BOD は 500mg/ l， T-N は 100mg/ l， T-P は 15mg/ l とした。これら

の比率は， BOD： N： P=100： 20： 3 である。  

表４．２．２ 合成廃水組成 

Run 7-1， 7-2 
CH3COONa (mg/ l )  620  
Polypepton (mg/ l )  200  
Yeast  ext ract  (mg/ l )  20   
NaCl  (mg/ l )  100  
MgSO4･2H2O (mg/ l )  150  
CaCl2･7H2 O (mg/ l )  30.6   
NH4 Cl (mg/l )  267.5   
KH2 PO4  (mg/ l )  62.5   
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表４．２．３ 原水性状(平均値)  

Run 7-1 7-2 

pH (-) 7.1 7.1 
アルカリ度 (mg/l) 289 264 
TOC (mg/l) 255 245 
CODCr (mg/l) 690 680 
BOD (mg/l) 420 430 
NH4-N (mg/l) 59.7 67.9 
NOX-N (mg/l) 0.35 0.26 
Org-N (mg/l) 38.0 39.9 
T-N (mg/l) 102 100 
PO4-P (mg/l) 14.3 14.1 
T-P (mg/l) 16.4 15.1 

 

４．２．３ 汚泥発生量および汚泥減少量の測定方法  

汚泥発生量は，実験期間中の引き抜いた汚泥量 (余剰汚泥としての引抜＋分析用と

してのサンプリング )と処理水の SS 量との合計を系内汚泥の変化量にて補正した値

とした。オゾン処理による汚泥減少量は，対照系列とオゾン系列の汚泥発生量の差

と定義した。  

 

４．２．４ 分析項目と分析方法  

処理状況を把握するために，原水および処理水をサンプリングし， pH， CODC r，

BOD， NH4 -N， NOX-N， Kj-N， Org-N， T-N， PO4 -P および T-P について水質分析を

行った。原水は測定日の朝に原水槽内よりサンプリングし，処理水は前日の朝より

サンプリング当日の朝の処理水をタンクにためて均一にした後サンプリングした。

SS， TOC および PO4 -P は月曜日から金曜日は毎日分析を行い，その他の項目は週 3

～ 5 回の頻度で分析を行った。SS の分析は処理水のみ行った。系内の汚泥量と窒素

およびりんの量を把握するために好気槽の汚泥混合液をスポットでサンプリングし

MLSS， MLVSS，窒素含有率およびりん含有率を分析した。 MLSS および MLVSS は

月曜日から金曜日は毎日分析を行い，その他の項目は週 3～ 5 回の頻度で分析を行っ

た。各実験における分析項目の分析方法を表４．２．４に示す。なお，以下の記述

で「 S-」溶解性の意味である。  
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表４．２．４ 各分析項目の分析方法 (下水試験方法－ 1997 年板－，1985；Standard 

Methods 17th Edi t ion,1989) 

分析項目  単位  測定方法  
pH －  下水試験方法 ガラス電極法 (HM-26S，東亜電波工業 )
O3 mg/ l  紫外線吸収式オゾン濃度計 (EG-600，荏原実業 )  
SS mg/ l  下水試験方法  

MLSS mg/ l  下水試験方法 遠心分離法  
MLVSS mg/ l  下水試験方法  

TOC mg/ l  下 水 試 験 方 法 ( 燃 焼 酸 化 － 赤 外 線 式 TOC 分 析 法

TOC-5000A，島津製作所 )  
CODC r  mg/ l  Standard  Methods (Closed Ref lex ,  Ti t r imetr ic  Methods)  
BOD mg/ l  下水試験方法 (DO は，ウインクラーアジ化ナトリウム

変法にて測定 )  
NH4 -N mg/ l  インドフェノール法 TRAACS800(ブランルーベ )  
NOX-N mg/ l  Cu-Cd 還元 N-1-ナフチルエチレンジアミンスルファニ

ル酸法 (TRAACS800，ブランルーベ )  
Kj-N mg/ l  下水試験方法 (ケルダール窒素法 )  

Org-N mg/ l  下水試験方法 (有機性窒素 )  
T-N mg/ l  下水試験方法 (総和法 )  

PO4 -P mg/ l  モリブデン酸青法 (TRAACS800，ブランルーベ )  
T-P mg/ l  下水試験方法 （硝酸と過塩素酸による分解法）  
Ca mg/ l  誘 導 結 合 プ ラ ズ マ 発 光 分 光 光 度 法  誘 導 結 合 プ ラ ズマ

発光分光分析装置 SPS4000(セイコー電子工業 )  
Mg mg/ l  誘 導 結 合 プ ラ ズ マ 発 光 分 光 光 度 法  誘 導 結 合 プ ラ ズマ

発光分光分析装置 SPS4000(セイコー電子工業 )  
K mg/ l  原 子 吸 光 光 度 法  偏 光 ゼ ー マ ン 原 子 吸 光 光 度 計

Z-8100(日立製作所 )  
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４ ． ３  結 果 お よ び 考 察  

使用記号の説明を表４．３．１に示す。  

 

表４．３．１ 使用記号の説明  

No.  記 号  記  号  の  意  味  単 位  
1  Δ P  汚泥引抜によるりん除去量  mgP/日  
2  Δ X  汚泥発生量  gSS/日  
3  PX  活性汚泥のりん含有率  mgP/gSS 
4 Δ Pa n  嫌気槽でのりん放出量  gP/日  
5  Δ CODa n  嫌気槽での CODC r  吸収量  gCOD/日  
6  Xa n  嫌気槽への汚泥 f lux gSS/日  
7  Δ PO 3  オゾン反応槽でのりん放出量  gP/日  

 

４．３．１ りん蓄積細菌の増殖の確認  

４．３．１．１ 処理水水質  

Run7-1 の処理水水質 (処理が安定した期間の平均値±標準偏差 )を表４．３．２に

示す。また，処理水水質の経日変化を図４．３．１に示す。オゾン処理の初期の影

響が認められなくなり処理が安定したと判断した期間は図４．３．１の上部に矢印

で示した範囲である。オゾン系列と対照系列の処理水水質について比較した。  

処理水 SS のばらつきが大きいため有機物は 1μｍのろ液 (以下， S-BOD などと示

す )で評価した。  

S-BOD は対照系列，オゾン系列ともに 2mg/ l 以下とほぼ同レベルであった。S-TOC

および S-CODC r は，対照系列に比べオゾン系列 1-A および 1-B の方が高くなってい

た。また，後述している汚泥減少量 1g あたりの処理水の S-CODC r 増加量は，オゾ

ン系列 1-A では 162mgCODC r /ｇ VSS，オゾン系列 1-B では 320mgCODC r/gVSS であり，

汚泥減少率の小さいオゾン系列 1-A の方が処理水の COD C r の増加が小さくなった。 

NH4 -N は，両系列とも 2mg/ l 以下であった。また，脱窒についても良好に進行し

ていた。有機態窒素は，対照系列に比べオゾン系列 1-A および 1-B は 1mg/ l 程度高

くなった。オゾン系列の処理水で S-TOC， S-CODC r および有機態窒素が高くなった

原因は，オゾン処理により活性汚泥中の細胞が破壊された結果，溶出してきた細胞

内の難分解性有機物と細胞に付着していた難分解性有機物が処理水側へ移行したた

めと考えられる。  

前章 で 検 討し た 循 環型 硝 化 脱窒 法 へ オゾ ン 処 理を 組 み 込ん だ 場 合で も 処 理水の

S-TOC， S-CODC r および有機態窒素は，対照系列に比べて高くなった。今回の嫌気

－無酸素－好気法での結果もほぼ同様であった。  
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表４．３．２ 水質と好気槽活性汚泥のりん含有率 

(平均値±標準偏差)  

Run 7-1 
日 付  1 /11～ 2/4 
系 列  対照  オゾン 1-A オゾン 1-B 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差  平均値  標準偏差

pH (-)  8 .1  0.09 8.0 0.09 7.9 0.07 
アルカリ度  (mg/ l )  101 26.6 32.3 21.6 22.1 19.6 
SS (mg/ l )  140 37.3 118 5.95 112 6.57 
S-TOC (mg/ l )  4 .7  1.06 10.0 1.06 20.7 2.10 
S-CODC r  (mg/ l )  8 .8  4.31 24 5.43 51 2.80 
S-BOD (mg/ l )  1 .2  0.86 0.9 0.41 1.7 0.89 
NH4 -N (mg/ l )  0 .16 0.05 0.21 0.21 0.17 0.06 
NOX-N (mg/ l )  21.7 1.01 25.1 0.94 25.9 2.67 
Org-N (mg/ l )  1 .21 -  2.31 0.12 3.94 0.12 
T-N (mg/ l )  23.5 -  27.0 1.06 31.7 1.56 
PO4 -P (mg/ l )  0 .06 0.03 1.65 1.23 1.45 1.25 
S-T-P (mg/ l )  0 .14 0.12 3.27 1.28 5.82 1.17 

りん含有率 (PX )(mgP/gSS) 65.2 4.11 74.1 1.95 69.0 2.14 
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図４．３．１－１ 処理水水質の経日変化  
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図４．３．１－２ 処理水水質の経日変化 
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処理水 S-T-P の変化を図４．３．２の下段に示す。処理水 S-T-P は，対照系列では

1 mg/ l 以下であった。これに対しオゾン系列 1-A および 1-B は，オゾン注入開始前 (オ

ゾン系列にもオゾン注入はない期間 )は対照系列とほぼ同レベルであったが，オゾン

処理をすると徐々に上昇し約 3 週間で最大となり，その後低下し，流入水りん濃度

15mg/ l に対して，オゾン系列 1-A は 3mg/ l 程度，オゾン系列 1-B は 6mg/ l 程度で安

定した。オゾン系列での実験途中の処理水 S-T-P 上昇は，汚泥へのオゾン処理によ

り一時的に生物処理が不安定になったことが起因していると推察される。処理が安

定した場合，物質収支上，削減した汚泥に含まれているりんは全て処理水へ移行す

ると考える。オゾン系列 1-A の場合，汚泥削減量は 4.35gSS/日，汚泥のりん含有率

は 96.8mgP/gSS および原水流量が 35.6 l /日であることから安定した際の処理水の

S-T-P は 12mg/ l 程度に，オゾン系列 1-B の場合，汚泥削減量は 6.22gSS/日，汚泥の

りん含有率は 90.4mgP/gSS および原水流量が 36.2 l /日であることから安定した際の

処理水の S-T-P は 16mg/ l 程度になると試算される。実験結果と試算結果が異なる原

因は，実験での汚泥りん含有率がまだ安定していないためと考える。  
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図４．３．２ 嫌気槽および処理水 S-T-P の経日変化  
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４．３．１．２ 汚泥発生量の比較  

SS 換算の累積汚泥発生量の変化を図４．３．３に示す。図中の値は 1 日あたりの

汚泥発生量 (Δ X )である。対照系列と比較しオゾン系列 1-A および 1-B はΔＸが減少

していた。ちなみに，Δ X は，対照系列 (オゾン注入量は 0gO3 /日 )では 7.29gSS/日，

オゾン系列 1-A(オゾン注入量は 0.37gO3 /日 )では 2.94gSS/日，オゾン系列 1-B(オゾン

注入量は 0.74gO3/日 )では 1.07gSS/日であった。すなわち，汚泥減少量はオゾン注入

量の大きいオゾン系列 1-B の方が大きかったことになる。汚泥減少量は，オゾン系

列 1-A は 4.35gSS/日，オゾン系列 1-B は 6.22gSS/日，汚泥削減率は，オゾン系列 1-A

は 59.7%，オゾン系列 1-B は 85.3%であった。  

オゾン注入量と汚泥減少量の関係を図４．３．４に示す。参考までに前章での Run1

～ 5 の結果を併記する。今回の結果は Run1～ Run5 の結果と同傾向であった。  
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図４．３．３ 累積汚泥発生量の経日変化  
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図４．３．４ オゾン注入率と汚泥減少量の関係 
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４．３．１．３ 嫌気槽 S-T-P の挙動  

嫌気槽 S-T-P の変化を図４．３．２の上段に示す。  

嫌気槽 S-T-P は，対照系列では 100mg/ l 程度で安定していた。オゾン注入開始前

（オゾン系列にもオゾン注入はない期間）はオゾン系列と対照系列の嫌気槽 S-T-P

はほぼ同一であった。オゾン処理をするとオゾン系列 1-A およびオゾン系列 1-B と

もに嫌気槽 S-T-P は低下したものの，オゾン処理開始 4 週間以降には上昇して対照

系列とほぼ同じ，もしくは若干高くなった。この時期の嫌気槽 S-T-P は，対照系列

とオゾン系列 1-A およびオゾン系列 1-B はともに 100 mg/ l 程度であった。  

原水が返送汚泥により希釈されたのみでは，嫌気槽 S-T-P は 10mg/ l 程度と計算さ

れる。本実験の嫌気槽 S-T-P は上記計算値よりも大幅に高いことから，活性汚泥中

に生存するりん蓄積細菌によりりんが放出されていると判断される。後述の汚泥中

りん含有率からみてもりん蓄積細菌の存在は示される。  
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４．３．１．４ 嫌気槽 S-BOD， S-CODC r の挙動  

嫌気槽 S-BOD の変化を図４．３．５の上段に示し，嫌気槽 S-CODC r の変化を図４．

３．５の下段に示す。嫌気槽 S-BOD は，オゾン系列 1-A， 1-B および対照系列とも

にほぼ 10mg/ l 以下であった。嫌気槽 S-CODC r は，オゾン系列 1-A は 20～ 40mg/ l，

オゾン系列 1-B は 30～ 60mg/ l，および対照系列はほぼ 20mg/ l 以下であった。嫌気槽

S-T-P と 同 様 に ， 原 水 が 返 送 汚 泥 に よ り 希 釈 さ れ た の み で は ， 嫌 気 槽 S-BOD は

170mg/ l，嫌気槽 S-CODC r は 300mg/ l 程度と計算される。本実験の嫌気槽 S-BOD お

よび S- CODC r  は上記計算値より大幅に低いことから，生物学的なりんの放出に伴

い活性汚泥中に生存するりん蓄積細菌に有機物が摂取されていると判断される。  

 

0

10

20

30

40

50

12/10 12/24 1/7 1/21 2/4

嫌
気
槽

S-
B

O
D

(m
g/

 l
)

 ▲対照系列

 オゾン系列    ×   実験1-A　  □   実験1-B
                        ＊   実験2-A　○   実験2-B

0

20

40

60

80

100

12/10 12/24 1/7 1/21 2/4

嫌
気

槽
S-

C
O

D
C

r (m
g/

 l
)

対照系列 オゾン系列1-A オゾン系列1-B

Run7-1

オゾン注入開始

 
図４．３．５ 嫌気槽 S-BOD， S-CODC r の経日変化  
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４．３．１．５ 活性汚泥のりん含有率  

好気槽汚泥の MLSS あたりのりん含有率 (PX)の変化を図４．３．６に示す。  

対照系列での PX は，実験開始直後 (12/17)は 59.2mgP/gSS，実験終了直前 (2/1)は

59.5mgP/gSS であり途中多少の変動は認められたがほぼ一定であった。オゾン系列

での PX は，実験開始直後 (12/17)と実験終了直前 (2/1)をみると，1-A では 58.9mgP/gSS

から 71.5mgP/gSS に上昇し，1-B は 60.2mgP/gSS から 71.8mgP/gSS に上昇していた。

ちなみに，以前の実験での PX は，標準活性汚泥法にオゾン処理を組み込んだ Run1

～ 3 では 15～ 39mgP/gSS，循環型硝化脱窒法にオゾン処理を組み込んだ Run4 および

5 では 18～ 47mgP/gSS であった。また，Sakai ら 5 )はオゾン処理を見込んだ下水のオ

キシデーションディッチ法では PX は 22mgP/gSS であったと報告している。これら

の結果と比較すると本実験の結果の PX が高く，生物学的りん除去法とすることによ

りりん蓄積細菌を優先化できたと考える。津野ら 6 )はりん回収とオゾン処理を組み

込んだ嫌気－好気法でりん除去が良好に進行している時の PX は 30～ 50mgP/gSS で

あったと報告している。本実験の結果は津野ら 6 )の結果よりも高い PX を達成してい

る。  

PX が高く維持できることから，オゾンによる汚泥の減容化においても，生物処理

を嫌気－無酸素－好気法とすることでりん蓄積細菌が保持できると判断される。  
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図４．３．６ 好気槽中汚泥のりん含有率の経日変化  
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４．３．１．６  嫌気槽での CODC r，りん，マグネシウムおよびカリウムの挙動  

嫌気槽でのりんの放出がりん蓄積細菌の作用によるものかを確認するた めに ，

CODC r，りん，マグネシウムおよびカリウムの挙動を調査し，解析を行った。  

(1)  りんと CODC r の挙動  

嫌気槽でのりん放出量 (以下，Δ Pa n とする )，CODC r 吸収量 (以下，Δ CODa n とする )

およびΔ Pa n とΔ CODa n  の比 (以下，Δ Pa n /Δ CODa n とする )を表４．３．３に示す。  

Δ Pa n /Δ CODa n は，オゾン系列で 36～ 40%，対照系列で 31%であった。Δ Pa n /Δ

CODa n は PX と有機物の初濃度により異なるが，本実験の対照系列とほぼ同じ条件の

場合，約 38%と報告されている 7 )。  

嫌気槽への汚泥 f lux(以下，Xa n とする )とΔ Pa n およびΔ CODa n の比（以下，Δ Pa n /

Ｘ a n およびΔ CODa n /Ｘ a n とする）も表４．３．３に示す。PX は 50～ 80mgP/gSS であ

るがΔ Pa n /Ｘ a n は 12～ 16mgP/gSS であり，嫌気槽での放出りんは流入汚泥中に含有

されるりん量の約 20％であった。Δ CODa n /Ｘ a n は 34～ 40 mgCOD/gSS であった。り

ん含有率 (対 VSS)10%の嫌気槽での最大 CODC r 摂取量は 110 mgCOD/gVSS との報告

もある 8 )。今回の結果を文献と同様の単位に換算すると 45～ 54mgCOD/gVSS となり，

最大摂取量以下であった。今回の実験では Xa n を大きくした。その結果，嫌気槽が

りん蓄積細菌のセレクターとしての機能を発揮するのに最適な F/M 比に設定されて

いたと判断される。  

 

表４．３．３  嫌気槽でのりんおよび有機物の挙動【 Run7-1】  

系 列  対照  オゾン 1-A オゾン 1-B

りん放出量 (ΔPa n )  (g /日 )  7 .52  8.56  8.84  

CODC r  吸収量 (ΔCODa n )  (g /日 )  23.8   22.0   24.1   

ΔPa n /ΔCODa n  (%) 31  36  40 

汚泥 f lux(Xa n)  (gSS/日 )  618 704 543 

ΔPa n /Xa n  (mgP/gSS) 12 12 16 

ΔCODa n /Xa n  (mgCOD/gSS) 34 40 39 

 

(2)  りん，マグネシウムおよびカリウム放出量の関係  

りん，マグネシウムおよびカリウムの嫌気槽混合液ろ液中の濃度と嫌気槽での放

出量の構成モル比を表４．３．４に示す。なお，上記モル比は，りんの放出モルを

１とした際の相対モル比とした。  

オゾン系列 1-A，1-B および対照系列でのりん，マグネシウム，カリウム放出量の

構成モル比は， P:Mg:K＝ 1:0.29:0 .22～ 0.30 であった。一般的にポリりん酸としてり

ん蓄積細菌がりんを出し入れする場合，P:Mg:K＝ 1:0.25～ 0.3:0 .2～ 0.4 のモル比で増
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減すると言われており 9 )，本実験の構成モル比は上記とほぼ同じであった。この結

果からも，両系列ともにりん蓄積細菌の生存が示された。  

 

表４．３．４ 嫌気槽でのりん，マグネシウムおよびカリウム放出量の比率(モル比)【Run7-1】

系 列  対照  オゾン 1-A オゾン 1-B 

P 濃度  (mg/ l )  101.7 107.3 92.6 

 モル比  ( - )  1 .00  1.00  1.00  

Mg 濃度  (mg/ l )  39.2 41.1 37.0 

 モル比  ( - )  0 .29  0.29  0.29  

K 濃度  (mg/ l )  52 50 40 

 モル比  ( - )  0 .22  0.30  0.25  

 

４．３．１．７ 化学的りん除去の適用箇所の検討  

表４．３．５に嫌気槽とオゾン反応槽での S-T-P 濃度とりん放出量 (以下，Δ Pa n

およびΔ PO 3 とする )を測定した結果を示す。なお，Δ Pa n とΔ PO 3 は，各槽の 1 日あ

たりの流出流量と S-T-P 濃度より算出した。  

嫌気槽では S-T-P 濃度は 100mg/ l 程度，Δ Pa n は 8.56～ 8.84g/日，オゾン反応槽で

は S-T-P 濃度は 60mg/ l 程度，Δ PO 3 は 0.40～ 0.43g/日であり S-T-P 濃度は嫌気槽の方

が高く，りん放出量も嫌気槽の方が多かった。  

物質収支から見ると，生物処理水にりんがない状態，すなわち，処理水で流出す

る量を 0g/日とする場合，化学的りん除去量は原水流入量と同量以上が必要となる。

今回の実験は，原水流入量 0.55g/日である。オゾン反応槽上澄液を対象とした場合，

ここでの放出量は 0.40～ 0.43g/日であることから，オゾン反応槽上澄液全量を化学

的りん除去工程に導入しても，原水流入量分より少ない。これに対し，嫌気槽上澄

液の場合は放出されるりん量は 8.56～ 8.84g/日であり，化学的りん除去工程には嫌

気槽上澄液の約 6.5％を物質収支上導入すればよいことになる。  

以上の結果より，オゾン反応槽上澄液で化学的りん除去を行うことは非効率であ

り，嫌気槽の上澄液にて行う方が効率的であることが明らかとなった。  

 

表４．３．５ 嫌気槽およびオゾン反応槽でのりんの挙動【 Run7-1】 

系 列  オゾン 1-A オゾン 1-B

嫌気槽  S-T-P   (mg/ l ) 101.7 107.3 

 りん放出量 (Δ Pa n )  (g /日 ) 8.56 8.84 

オゾン反応槽  S-T-P   (mg/ l ) 60.0 65.4 

 りん放出量 (Δ PO 3 )  (g /日 ) 0.40 0.43 
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４．３．２ 化学的りん除去の効果の確認  

４．３．２．１ 処理水水質  

Run7- 2 の処理水水質 (処理が安定した期間の平均値±標準偏差 )を表４．３．６に

示す。また，Run7-2 の処理水水質の経日変化を図４．３．７に示す。オゾン処理の

初期の影響が認められなくなり処理が安定したと判断した期間は図４．３．７の上

部に矢印で示した範囲である。オゾン系列と対照系列の処理水水質について比較し

た。  

処理水有機物と窒素は， Run7-1 とほぼ同じ挙動を示した。  

 

表４．３．６ 処理水水質と好気槽活性汚泥のりん含有率 

(平均値±標準偏差)  

Run 7-2 
日 付  3/18～ 3/28 
系 列  対照  オゾン 2-A オゾン 2-B 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差  平均値  標準偏差

pH (-)  8 .2 0.11 7.8 0.46 7.7 0.11 
アルカリ度  (mg/ l )  105 27.1 124 6.50 48 9.06 
SS (mg/ l )  37.3 14.4 5.9 3.27 13.1 2.56 
S-TOC (mg/ l )  4 .3 0.29 14.6 0.70 14.2 0.49 
S-CODC r  (mg/ l )  10 3.27 36 3.27 36 2.69 
S-BOD  (mg/ l )  0.4 -  1.8 -  2.0 -  
NH4 -N (mg/ l )  0 .15 0.13 0.95 0.15 0.12 0.02 
NOX-N (mg/ l )  22.0 2.48 21.1 1.83 32.1 2.32 
Org-N (mg/ l )  1 .85 0.37 5.28 0.52 4.36 0.59 
T-N (mg/ l )  23.3 2.12 25.7 0.38 34.4 0.65 
PO4 -P (mg/ l )  0 .05 0.02 5.09 1.07 0.07 0.05 
S-T-P (mg/ l )  0 .51 0.14 5.96 0.71 0.75 0.05 

りん含有率 (PX)(mgP/gSS) 62.6 0.86 67.2 2.42 42.9 0.70 
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図４．３．７－１ 処理水水質の経日変化 
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図４．３．７－２ 処理水水質の経日変化 
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Run7-1 のオゾン系列 1-B および Run7-2 のオゾン系列 2-B とオゾン系列 2-A はオ

ゾン注入量をほぼ同量であるが，オゾン系列 2-A はオゾン処理汚泥流量を小さく，

つまり，オゾン処理汚泥量 (T )と系内汚泥量（ X）の比である T /X を小さくしている。

T /X とオゾン系列での処理水の S-CODC r の増加濃度と汚泥減少量あたりの処理水の

S-CODC r の増加量 (Δ CODC r /Δ XR)の関係を図４．３．８に示す。参考までに，オゾ

ン注入量を同量とし，オゾン処理汚泥量を変化させた場合の検討を行った，Run6 の

結果 (第 3.3 節に記載 )を併記する。図中の点線で囲んだ点は，化学的りん除去が組み

込まれているオゾン系列 2-B の結果である。  

Run7 においても，化学的りん除去が組み込まれていない場合は T /X を高くするに

従い処理水の S-CODC r の増加濃度およびΔ CODC r /Δ XR が大きくなる傾向であった。

ただし，ほぼ同じオゾン注入率，Δ XR および T /X である Run6-4 の結果と Run7-2-A

での処理水の S-CODC r の増加濃度およびΔ CODC r /Δ XR を比較すると Run7-2-A の方

が大きい結果となった。汚泥のオゾン注入率は Run6-4 では 74mgO3 /gVSS であるの

に対し，Run7-2-A では 21mgO3 /gVSS であった。第３．３節でオゾン注入量および  Δ

XR が同じ場合，T が大きく汚泥のオゾン注入率が小さい方が処理水の S-CODC r とΔ

CODC r /Δ XR が大きくなることを確認している。Run7-2-A は Run6-4 に比べ汚泥のオ

ゾン注入率が小さいことが処理水の S-CODC r の増加濃度およびΔ CODC r /Δ XR が大

きくなった一因であると考える。さらに，生物処理方式が異なる (Run6 は循環型硝

化脱窒法， Run7 は嫌気－無酸素－好気法 )ことも影響している可能性があると考え

る。  

化学的りん除去を組み込んだ Run7-2-B は，化学的りん除去を組み込んでいない

Run7-2-A の結果に比べて処理水の S-CODC r の増加濃度およびΔ CODC r /Δ XR が小さ

く， Run6-4 とほぼ同レベルであった。本実験での化学的りん除去は FeCl3 を用いた

凝集沈殿により行っている。凝集処理前後での S-TOC の平均値は，凝集沈殿前の嫌

気槽の上澄液で 15.7mg/ l，凝集沈殿処理水が 5.7mg/ l であり，凝集沈殿ではりんを

除去すると同時に溶解性の有機物の一部も除去されていた。そのため，これらの値

が小さくなったと考える。  
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図４．３．８ オゾン処理汚泥量と処理水の S-CODC r 増加量の関係  
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処理水 S-T-P の変化を前述の図４．３．９の下段に示す。  

Run7-2 でも Run7-1 と同様にオゾン系列 2-A および 2-B において，実験 5 週間目ま

では生物学的りん除去が不安定となった。実験 5 週間目以降は安定し，オゾン系列

2-A は 6mg/ l 程度，オゾン系列 2-B は 2mg/ l 以下であった。この時期のオゾン系列

2-B の処理水 S-T-P は，対照系列とほぼ同レベルであった。りん除去率は，対照系

列で 95%，オゾン系列 2-B で 94%と両者はほぼ同じであった。  
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図４．３．９ 嫌気槽および処理水 S-T-P の経日変化  

 

４．３．２．２ 汚泥発生量の比較  

Run7-2 における，SS 換算の累積汚泥発生量の変化を前述の図４．３．１０に示す。

図中の値は 1 日あたりの汚泥発生量 (Δ X )である。  

対照系列と比較しオゾン系列 2-A および 2-B はΔ X が減少していた。ちなみに，

Δ X は ,  対照系列 (オゾン注入量は 0gO3/日 )では 5.80gSS/日，オゾン系列 2-A(オゾン

注入量は 0.85gO3/日 )では 1.23gSS/日，オゾン系列 2-B(オゾン注入量は 0.86gO3/日 )

では -1.38gSS/日であり，汚泥減少量にすると，オゾン系列 2-A は 4.57gSS/日，オゾ

ン系列 2-B は 7.18gSS/日，汚泥削減率は，オゾン系列 2-A は 78.8%，オゾン系列 2-B
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ためには系内汚泥が減少しないオゾン注入率に設定する必要があると考える。  
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図４．３．１０ 累積汚泥発生量の経日変化 
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結果と同傾向であった。  

 

 

0

2

4

6

8

10

0 0.5 1 1.5

オゾン注入量(gO3/日)

Δ
X

R
(g

V
S

S
/日

)

2

Run1～3
Run4，5
Run7-1
Run7-2

 

図４．３．１１ オゾン注入率と汚泥減少量の関係 
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４．３．２．３ 嫌気槽 S-T-P の挙動  

嫌気槽 S-T-P の変化を前述の図４．３．９の上段に示す。  

生物学的りん除去が安定した実験 5 週間以降の嫌気槽 S-T-P は，オゾン系列で 60

～ 80mg/ l，対照系列では 100 mg/ l 程度であった。原水が返送汚泥により希釈された

のみでは，嫌気槽 S-T-P は 10mg/ l 程度と計算される。本実験においても嫌気槽 S-T-P

は上記計算値よりも大幅に高く，生物学的なりんの放出が確認された。  

 

４．３．２．４ 嫌気槽 S-BOD， S-CODC r の挙動  

嫌気槽 S-BOD の変化を前述の図４．３．１２の上段に，嫌気槽 S-CODC r の変化を

下段右側に示す。嫌気槽 S-BOD は，オゾン系列 2-A および 2-B，対照系列ともに 10 

mg/ l 以下であった。嫌気槽 S-CODC r は，オゾン系列 2-A および 2-B では 20～ 40mg/ l，

対照系列は 20mg/ l 以下であった。原水が返送汚泥により希釈されたのみでは，嫌気

槽 S-BOD は 170mg/ l 程度，嫌気槽 S-CODC r は 300mg/ l 程度と計算される。本実験に

おいても嫌気槽 S-BOD および S- CODC r  は上記計算値より大幅に低いことから，化

学的りん除去を組み込んだ場合でも，生物学的なりんの放出に伴い活性汚泥中に生

存するりん蓄積細菌に有機物が摂取されていると判断できる。  

図４．３．１２ 嫌気槽の S-BOD， S-CODCr の経日変化 
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４．２．２．５ 活性汚泥のりん含有率  

図４．３．１３に好気槽汚泥の MLSS あたりのりん含有率 (PX)の変化を示す。  

対照系列での PX は，実験開始直後 (2/13)は 60.6mgP/gSS，実験終了直前 (2/1)は

63.3mgP/gSS であり途中多少の変動は認められたがほぼ一定であった。オゾン系列

2-A では，実験開始直後 (2/13)は 64.1mgP/gSS，実験終了直前 (3/27)は 68.8mgP/gSS

であり，とりわけ 3 月初めでは約 80mgP/gSS の場合もあるが，実験開始直後に対し

て，PX の上昇が認められた。オゾン系列 2-B では実験開始直後 (2/13)は 66.8mgP/gSS

であったが徐々に低下した。特に 23～ 32 日目 (3/6～ 3/15)に急激に PX の低下が認め

られた。この期間の化学的りん除去工程のりん除去量は 620mg/日と流入量よりも多

いため，りん収支上，活性汚泥中のりんが放出され，その結果 PX が低下したと考え

られる。 32 日目 (3/15)以降，りん除去工程での除去量を流入量とほぼ同量に制御し

たところ PX は 43mgP/gSS 程度に安定した。  

図４．３．１３ 好気槽中汚泥のりん含有率の経日変化 
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４．３．３ りんの物質収支  

物質収支は，オゾン系列の処理が安定した期間のデータから算出した。Run7-1 の

りんの物質収支を図４．３．１４に，Run7-2 のりんの物質収支を図４．３．１５に

示す。「 IN」は生物処理槽への原水の流入で，「 OUT」は「処理水としての流出分」

と「引抜分」と後述する「蓄積分」である。オゾン系列 2-B の場合だけは化学的り

ん除去工程での「りん回収分」を含めた。「引抜分」は余剰汚泥として引き抜いたり

ん量と分析用のサンプル中のりん量の合計である。「蓄積分」は，原水流入量から「処

理水としての流出分」，「引抜分」，「りん除去分」を差し引いて算出した。この「蓄

積分」は，生物処理槽中の MLSS と PX が変化することによる槽内汚泥中のりん蓄積

量の変化量を意味しており，主に，プラスは PX が上昇して蓄積量が増加し，マイナ

スは PX が低下して蓄積量が減少したことを示している。  

Run7-1(データ解析期間： 1/11～ 2/4)においては，対照系列では生物学的なりん除

去により原水流入量と汚泥による「引抜分」はバランスしている。オゾン系列の 1-A

およびオゾン系列 1-B では，汚泥による「引抜分」が少なくなると「処理水として

の流出分」が増加する結果となった。さらに，オゾン注入量 372mg/日であるオゾン

系列 1-A に比べてオゾン注入量 743mg/日であるオゾン系列 1-B の方が「処理水とし

ての流出分」が増加した。  

ところで，オゾン系列 1-A およびオゾン系列 1-B とも「処理水としての流出分」

と「引抜分」の合計は原水流入量の約 53～ 62％となっている。特に，オゾン系列 1-B

は，汚泥発生量は図４．３．３に示すように対照系列の約 15%であった。このオゾ

ン系列 1-B では原水流入量の 51%(0.28g/日 )が「処理水としての流出分」で，汚泥に

よる「引抜分」は原水流入量の約 11%(0.06g/日 )であり，「蓄積分 (槽内汚泥によるり

ん蓄積量 )」は約 38%(0.21ｇ /日 )と計算される。  

４．３．１．５で示したとおり，オゾン系列 1-B では実測の PX は，解析期間で

66.1mgP/gSS から 71.8mgP/gSS に上昇しており，MLSS の増減を加味した生物処理槽

内の汚泥によるりん保持量は 13.8g から 19.2g に増加しており， 1 日あたり 0.26g/

日のりんが槽内汚泥に蓄積されたこととなる。  

槽内汚泥のりん蓄積量は計算値と実測値がほぼ合致していることから， PX が上昇

するといった槽内汚泥によるりん蓄積量が多くなったことにより，余剰汚泥減容分

のりんの全量は処理水に移行しなかったと考えられる。  

Run7-2(データ解析期間： 3/18～ 3/28)においては，オゾン系列 2-A では，「処理水

としての流出分」と「引抜分」の合計は原水流入量の約 55%，「蓄積分」が原水流

入量の約 45%であり，前述のオゾン系列 1-A およびオゾン系列 1-B と同様に「蓄積

分」が増加していた。また，オゾン系列 2-B は，化学的りん除去工程を追加してい
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るため，図４．３．１５に示すように，原水流入量はほぼ全量（ 0.53g/日）が化学

的りん除去工程で除去されており，「蓄積分」は無視できる程度となっている。  

津野ら 6 )は，オゾン処理とカルシウムを用いた凝集沈殿によるりん回収を組み込

んだ嫌気－好気法にて，余剰汚泥の削減率を大きくするに従いりん回収率が高くな

ることを見いだしており，また，流入りんに対するりん回収率 79%を達成している。

本実験のオゾン系列 2-B では，流入りんに対し 98%のりん回収率となった。  

オゾン系列 2-B でのりんの物質収支解析の結果から，嫌気槽から混合液の一部を

中間沈殿池に導入し，高濃度のりん上澄液を対象として化学的りん除去を行うこと

により，汚泥発生量の減少により起こる処理水側へのりん流出を抑制できると判断

された。化学的りん除去法には，今回検討した凝集沈殿法の他に晶析法がある。中

間沈殿池方式の嫌気－好気法における晶析法の適用が報告されている 4 )。本検討の

オゾン系列と対照系列を比較すると生物処理槽でのりんの挙動はほぼ同じであるこ

とから，本プロセスへの晶析法の適用も可能と考える。汚泥の減容化の観点からは，

凝集汚泥の発生しない晶析法の採用がプロセス全体の構成上合理的と考える。  
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図４．３．１４ りんの物質収支【 Run7-1】〔単位： g/日〕  
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４ ． ４  結 語  

第３章での結果より，生物学的水処理のみで汚泥のオゾン処理を組み込むことに

よる処理水りんの上昇は抑制できないことが判明したため，第４章では，オゾンに

よる汚泥減容化プロセスにおいて，処理水中のりんを低減することを主目的に生物

処理工程を嫌気－無酸素－好気法にして連続実験を行った。得られた知見を以下に

示す。  

(1)活性汚泥のりん含有率は，オゾン処理を組み込んでいない対照系列では 60～

70mgP/gSS で，オゾン系列では 64～ 77mgP/gSS であった。オゾンによる汚泥減

容化プロセスにて，生物処理工程を嫌気－無酸素－好気法とすることにより，

活性汚泥のりん含有率はオゾン処理を組み込まない場合と同じになり，りん蓄

積細菌の増殖が可能である。  

(2)原水が返送汚泥により希釈されたのみでは，嫌気槽 S-T-P は 10mg/ l 程度，嫌気

槽 S-CODC r は 300mg/ l 程度と計算される。本実験の嫌気槽 S-T-P は対照系列で

は 100mg/ l 程度，オゾン系列では 60～ 100 mg/ l 程度，嫌気槽 S-CODC r は，オゾ

ン系列 20～ 60mg/ l，対照系列は 20mg/ l 以下であり，りんの放出と有機物の摂取

が認められ，りん蓄積細菌の存在が示唆された。  

(3)オゾン系列および対照系列の嫌気槽でのりん，マグネシウム，カリウム放出量

の構成モル比は， P:Mg:K＝ 1:0.29:0 .22～ 0.30 であった。このモル比は，一般的

にポリりん酸としてりん蓄積細菌がりんを出し入れする場合のモル比とほぼ同

じであり，りん蓄積細菌の生存が示された。  

(4)汚泥のオゾン処理を組み込んだ汚泥減容化プロセスにおいては，汚泥のオゾン

処理工程と生物処理工程の嫌気槽にてりんの放出が認められるが，嫌気槽での

S-T-P 濃度は 100mg/ l 程度，りん放出量は 8.56～ 8.84g/日，オゾン反応槽での S-T-P

濃度は 60mg/ l 程度，りん放出量は 0.40～ 0.43g/日であり，りん回収は嫌気槽の

上澄液にて行う方が効率的である。  

(5)  オゾン処理工程を導入することにより，物質収支上，りんは処理水として流出

する量が増加したが，「中間沈殿池＋化学的りん除去」工程を追加することによ

り，余剰汚泥がほぼ零で，かつ，りん除去率は対照系列とほぼ同じ 94%となっ

た。  
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第５章   オゾン反応槽の排出ガス中の酸素利用に関する検討 

５．１ 背景および実験目的 

標準活性汚泥法の活性汚泥には，炭素が約 40%，窒素が約 10%含まれている。そのため，

オゾン処理により汚泥を液化し，生物処理槽に返送すると，汚泥より溶出した有機物および

窒素が生物処理に流入するため，汚泥減容化においては，生物処理に対する有機物および窒

素負荷が増加することからオゾン処理を付加する場合，酸素供給量が不足することもあり得

る。 

現在，オゾンの生成に使用されているオゾン発生器は，ほとんどが高濃度酸素ガス (約

90%)を原料としている。汚泥減容化プロセスの汚泥のオゾン処理においては，オゾンは汚泥

との反応でほぼ 100%消費されるが，酸素の挙動については明らかとなってはいない。このオ

ゾン反応槽からの排出ガス中の酸素を有効利用できれば，従来の空気曝気による酸素供給よ

りも省エネルギー的な廃水処理プロセスが可能となる。本章では，オゾン反応槽からの排出

ガス中の酸素を生物処理の酸素供給源とすることで酸素供給量の不足を補い，さらには生物

処理への酸素供給動力の削減を図ることを研究目的とした。 

本研究では，汚泥減容化プロセスにて，好気槽の酸素供給源を空気およびオゾン反応槽か

らの排出ガスとした連続処理を行った。今回の実験において，酸素供給源をオゾン反応槽か

らの排出ガスとした場合は，好気槽の気相部分の酸素濃度が高いガスを好気槽混合液へ吹き

込む循環ガス方式の酸素曝気とした。 

はじめに，パイロットプラントを用いてオゾン反応槽からの排出ガス中の酸素を生物処理

にて利用可能であることを検討する。また，それによる処理水の水質への影響を検討し，そ

の影響に対する対策についても検討する。対策としては，影響原因として，生物的分解に伴

う炭酸ガスの溶解による好気槽の pH 低下が考えられるため，好気槽の後段に再曝気槽を設置

し，好気槽混合液に溶解した炭酸ガスを放出させるプロセスについて実験を行い，生物処理

の安定性の観点から考察を加える。 

 



５．２ 実験方法 

５．２．１ 実験装置および実験方法 

実験は，嫌気－無酸素－好気法の生物処理工程に余剰汚泥減容化のためのオゾン処理工程

とりん回収工程を組み込んだパイロットプラントのオゾン系列と，嫌気－無酸素－好気法の

みからなるベンチスケールプラントの対照系列を並行して連続運転した。両系列の処理水水

質，汚泥発生量，各槽での窒素，りんの挙動を調査した。 

Run8-1 のオゾン系列は，好気槽への酸素供給に空気を用いた。Run8-1 のオゾン系列の処理

フローを図５．１．１に示す。Run8-2 のオゾン系列では好気槽への酸素供給にオゾン反応槽

の排出ガス中に含まれる酸素を利用した。Run8-2 のオゾン系列の処理フローを図５．１．２

に示す。Run8-3 のオゾン系列では，好気槽への酸素供給はRun8-2 と同様にし，好気槽後段に

好気槽混合液に溶解した炭酸ガスを放出させるための空気を吹き込む再曝気槽を設置した。

Run8-3 のオゾン系列の処理フローを図５．１．３に示す。全ての実験において，オゾン系列

の生物処理工程は嫌気槽 0.4m 3 (0.9mφ×0.9mH，有効水深が 0.65ｍ，ポリエチレン樹脂製ダ

イライトタンク)，無酸素槽は 1m 3槽が  2 槽(1 槽目は 1.15mφ×1.3mH，有効水深 1.1mで，2

槽目は 0.8mW×0.8ｍL×2.0mH，有効水深 1.7mでともにSS製で内面はタールエポキシ樹脂を

塗装)，Run8-2 およびRun8-3 では好気槽 2m 3 (0.8mW×1.6mL×2.0mH，有効水深 1.7ｍ，SS

製で内面はタールエポキシ樹脂を塗装)，Run8-1 では容積 0.09m 3槽を 2 槽(0.26mφ×2.0mH，

有効水深 1.6m，透明塩ビ製)も設置しており合計 2.18m 3である。沈殿池は 1.2ｍφ，有効容積

1.1m 3で，SS製で内面はタールエポキシ樹脂を塗装しており，さらに，Run8-3 の好気槽と沈

殿池の間に 0.09m 3の再曝気槽(0.26mφ×2.0mH，有効水深 1.6m，透明塩ビ製)を 2 槽設置し

た。 

嫌気槽，無酸素槽および好気槽は蓋があり雨水の混入およびガスの出入りがほとんどない

ようにしてあり，嫌気槽，無酸素槽および好気槽は攪拌機(回転数は嫌気槽では 60rpm，無酸

素槽①では 60rpm，無酸素槽②では 50rpm，好気槽では 60rpm)を設置して混合液を連続撹拌

した。原水と返送汚泥は嫌気槽へ流入させ，循環液は，Run8-1 および Run8-2 では好気槽よ

り引抜き無酸素槽の第 1 槽へ， Run8-3 では再曝気槽より引抜き無酸素槽の第 1 槽へ流入させ

た。Run8-2 および Run8-3 での排出ガスの酸素の溶解は，エアポンプにて超微細散気装置を

通して好気槽混合液に混入させ，好気槽の気相部分の酸素濃度が高いガスを引抜き循環ガス

用のブロアを用いて好気槽内に設置した散気管を通して混合液へ吹き込む循環ガス方式の酸

素溶解法で行った。また，再曝気槽には底部より散気管を通して空気を通気した。また，パ

イロットプラントは屋外に設置したため混合液水温が 20℃を下回らないように，嫌気槽，無

酸素槽および好気槽には槽の側面にガラスウール製の断熱材を貼り付けた上で嫌気槽は投げ
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込み式ヒーター(能力 3kW)にて，無酸素槽および好気槽は伝熱管を設置し伝熱管にお湯を流

すことにより主に冬季に加温を行った。混合液の冷却は行わなかったため，夏期の水温は

20℃を超えることもあった。 

対照系列は，Run 8-1～Run8-3 ともにオゾン系列のほぼ 1/100 規模のプラントを用いた。構

成は，嫌気槽 10l，無酸素槽 10l，好気槽 20l(10l が 2 槽)と沈殿池からなり，全て透明塩ビ製

である。また，オゾン処理工程，りん回収工程および再曝気槽は含まない。前章の図４．２．

１に示した Run7-1 および Run7-2 の対照系列のフローと同じでものである。好気槽の酸素供

給には空気を使用した。対照系列はプレハブ内に設置し，プレハブ内の気温をエアコンにて

約 20℃に調節した。  

汚泥のオゾン処理(以下，オゾン処理とする)は連続式で行った。オゾン反応槽は透明塩ビ製

で全長 2.25m，汚泥が入る反応部は 0.15mφ×1.15mH で有効容積 18l である。オゾン反応槽

の上部から 0.6m までは，発生した泡を保持して排ガスラインに入らないようにするために

0.3mφと太くしてある。また，オゾン反応槽の上部から 0.3m 下に羽根がある攪拌機(回転数

は約 200rpm とした)を設置し，羽根で泡をたたくことで消泡を行っている。オゾン発生器と

しては(株)荏原製作所製の OZ-20(最大オゾン発生量 19g/h)が 1 台設置されている。 

オゾン処理では反応槽下部から汚泥を引抜き反応槽中間部へ入れる循環ライン上のエジ

ェクターよりオゾンガスを連続注入した。オゾン処理される汚泥は好気槽より汚泥をポン

プで循環ラインへ導入させた。オゾンと接触した汚泥は反応槽の流出口からオーバーフロー

で全量無酸素槽に流入させた。 また，反応槽上部から排出される排ガスは 20l のポリタンク

を 2 つ直列に繋いだ泡トラップと活性炭を充填した排オゾン処理カラムに通気した後，Run8-

1 では大気へ放出し，Run8-2 および Run8-3 では好気槽へ吹き込んだ。 

本研究にて目指している最終プロセスは，嫌気槽混合液の一部を中間沈殿池へ流入させ固

液分離を行い，ここから得られた嫌気槽混合液の上澄液を用いて化学的なりん回収を行い，

固液分離した汚泥は無酸素槽へ返送する。しかし，Run8-1～Run8-3 では中間沈殿池(0.7ｍφ，

有効容積 0.34m 3で，SS製で内面はタールエポキシ樹脂を塗装)のみを設置し，中間沈殿池の上

澄液を系外に廃棄し，代わりにりん濃度の低い生物処理水を同量無酸素槽へ投入する操作を

行い，廃棄したりん量と生物処理水にて投入したりん量の差をりん反応槽で回収したとし実

験を行った。 
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図５．１．１ パイロットプラント実験装置フロー (Run8-1) 

 

図５．１．２ パイロットプラント実験装置フロー (Run8-2) 
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図５．１．３ パイロットプラント実験装置フロー (Run8-3) 

 

５．２．２ 実験条件 
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表５．１．１ 実験条件(実験期間の平均値) 

Run  8-１ 8-2 8-3 

日付  5/11-7/5 1/8-2/9 8/23-11/8 

系列  対照 オゾン 対照 オゾン 対照 オゾン 

原水流量  40.5l/日 4.01m3/日 40.7l/日 4.06m3/日 40.3l/日 3.99m3/日

返送汚泥流量  14.2l/日 1.53m3/日 13.8l/日 1.55m3/日 13.1l日 1.53m3/日

循環液流量  127 l/日 11.5m3/日 123 l/日 12.0m3/日 131 l/日 11.8m3/日

生物 

処理 

工程 

MLSS  (mg/l) 4420 4690 4490 4330 5100 5030 

 MLVSS  (mg/l) 3590 3690 3570 3410 3940 4050 

 好気槽水温  (℃) 21.7 24.8 20.1 23.2 22.9 24.4 

 BOD汚泥負荷  (kg/kgSS/日) 0.08 0.07 0.08 0.09 0.05 0.05 

ｵｿﾞﾝ オゾン注入量   (g/日) － 50.4 － 45.7 － 49.5 

処理 オゾン処理汚泥流量 (m3/日) － 0.94 － 0.95 － 0.95 

工程 オゾン注入率  (mgO3/gSS) － 11.3 － 10.1 － 10.3 

 オゾン注入率(gO3/m3-原水) － 12.6 － 11.2 － 12.4 

りん 中間沈殿池流入流量 (m3/日) － 2.42 － 2.50 － 2.45 

回収 

工程 

中間沈殿池返送汚泥流量 (m3/
日) 

－ 1.39 － 1.43 － 1.38 

 りん回収液流量  (m3/日) － 1.04 － 1.07 － 1.07 

 

５．２．３ 供試原水 

供試原水は，生活廃水が主体の下水を用いた。下水は目開き数mmのスクリーンにてし渣を

取り除いた後，15m 3ダイライトタンクに貯留し，この一部を原水調整槽に流入させ原水とし

た。原水に溶解性BODを約 70mg/l追加するために，糖質が主成分の廃液を添加した。廃液は，

攪拌機付き(回転数は 60rpmの 50lダイライトタンクの廃液貯留槽に約 1 週間貯留して酸発酵を

進行させた後に使用した。後述する原水の水質はこの廃液を添加した後の値である。 

 

５．２．４ 汚泥発生量の測定方法 

汚泥発生量は，実験期間中に引き抜いた汚泥量と処理水 SS 量との合計を系内汚泥の変化量

にて補正した値とした。実験期間中は週 1 回の頻度で系内汚泥量の測定を行い系内汚泥の変化

量を求めた。オゾン系列での系内汚泥量は，好気槽から沈殿池への配管に設置したバルブを

閉めて，オゾン反応槽，沈殿池および中間沈殿池の汚泥全量を生物処理槽へ投入し，嫌気槽，

無酸素槽および好気槽の中の汚泥容積と汚泥濃度を測定して求めた。対照系列も嫌気槽，無

酸素槽，好気槽および沈殿池の中の汚泥容積と汚泥濃度を測定して求めた。対照系列は，オ

ゾン系列と比較するためにベンチスケールプラントでの発生量を基にオゾン系列と同じ規模
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での汚泥発生量を算出した。なお，余剰汚泥の引抜は，系内汚泥量の測定結果を基に回分式

で好気槽混合液を MLSS が 4000mg/l 程度となるように行った。 

 

５．２．５ 分析項目と分析方法 

処理状況を把握するために，原水および処理水をサンプリングし，pH，TOC，COD Cr ，

BOD，NH 4 -N，NO X -N，Kj-N，Org-N，T-N，PO 4 -PおよびT-Pについて水質分析を行った。

原水およびオゾン系列の処理水は 2 時間 1 回の頻度でサンプリングし 2 ないし 3 日分を貯めて

混合し，また，対照系列の処理水は全量を 2 ないし 3 日分を貯めて混合し水質分析に用いた。

サンプリングした原水および処理水は約 10℃に冷却し貯留した。好気槽汚泥の性状を把握す

るために好気槽の汚泥混合液をスポットでサンプリングし分析を行った。MLSSおよび

MLVSSは週 3 回の頻度で行い，窒素含有率およびりん含有率は週 1 回の頻度で分析を行った。

分析項目の分析方法を表５．１．２に示す。なお，以下の記述で「S-」は溶解性の意味である。 

 

表５．１．２ 各分析項目の分析方法(下水試験方法－1997 年板－，1985；Standard 

Methods 17th Edition,1989) 
分析項目 単位 測定方法 

pH － 下水試験方法 ガラス電極法 (HM-30G，東亜 DKK) 
O 3 mg/l 紫外線吸収式オゾン濃度計(入口：EG-320A，出口：EG-2001BS，荏

原実業) 
O 2 % 隔膜形ガルバニ電池式高濃度酸素濃度計(G-102-H，飯島電子工業 )
SS mg/l 下水試験方法 

MLSS mg/l 下水試験方法 遠心分離法 
MLVSS mg/l 下水試験方法 

TOC mg/l 下水試験方法(燃焼酸化－赤外線式TOC分析法 TOC-V CSH ，島津製作

所) 
COD Cr mg/l Standard Methods (Closed Reflex, Titrimetric Methods) 
BOD mg/l 下水試験方法 (DO は，隔膜ポーラログラフ式にて測定。B-103Z，

飯島電子工業) 
NH 4 -N mg/l インドフェノール法 TRAACS800(ブランルーベ) 
NO X -N mg/l Cu-Cd 還元 N-1-ナフチルエチレンジアミンスルファニル酸法

(TRAACS2000，ブランルーベ) 
Kj-N mg/l 下水試験方法(ケルダール窒素法) 

Org-N mg/l 下水試験方法(有機性窒素) 
T-N mg/l 下水試験方法 (総和法) 

PO 4 -P mg/l モリブデン酸青法 (TRAACS2000，ブランルーベ) 
T-P mg/l 下水試験方法 （硝酸と過塩素酸による分解法） 
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５．３ 結果および考察 

５．３．１ 処理水水質 

Run8-1～Run8-3 の原水と処理水水質，好気槽汚泥の性状(処理水水質が安定したと判断し

た期間の平均値±標準偏差) および汚泥発生量を表５．３．１から表５．３．３に示す。また，

原水と処理水水質および好気槽汚泥の性状の経日変化を図５．３．１から図５．３．３に示

す。さらに図５．３．３の最下段には積算汚泥発生量の変化も示す。処理水水質が安定した

と判断した期間は実験全期間であり，図５．３．１から図５．３．３．の上部に矢印で示し

た範囲である。 

処理水 pH は，対照系列に比べオゾン系列が若干低く，さらに Run8-2 のオゾン系列は 7 以

下であった。好気槽 pH は処理水 pH とほぼ同様であった。Run8-2 のオゾン系列にて pH の低

下が大きい原因はガス循環方式の酸素曝気としているため炭酸ガスの溶解が大きくなったた

めである。Run8-3 においてはこの溶解した炭酸ガスを放出するための再曝気槽を設置してい

るため，pH の低下が抑制されている。 

SS は，Run8-1 から Run8-3 のいずれでもオゾン系列と対照系列はほぼ同じであり，オゾン

処理を組み込むことにより高くなることはなかった。 

BODは，オゾン系列，対照系列ともに 5mg/l以下，S-BODは 2mg/l以下であった。S-TOC，

COD Cr およびS-COD Cr は，対照系列に比べオゾン系列の方が高くなっていた。オゾン系列処

理水は対照系列処理水に比べてS-TOCおよびS-COD Cr が，Run8-1 とRun8-3 では約 6 割程度，

Run8-2 では 10 割以上高くなっており，Run8-2 での処理水悪化が顕著であった。 

NH 4 -Nは， 1 mg/l以下であり，ほぼ完全硝化となっていた。NO X -Nは，オゾン系列，対照

系列ともに， 10mg/l以下であり脱窒についても良好に進行していた。有機態窒素は，Run8-1

からRun8-3 のオゾン系列，対照系列ともに 1～3mg/lであり，また，オゾン系列と対照系列の

差は 0.5mg/l以下であった。T-Nも全ての処理水においてほぼ 10mg/l以下であった。オゾン系

列と対照系列はほぼ同等の窒素除去性能を示した。 

T-P は，対照系列では Run8-1 から Run8-3 ともに 0.5 mg/l 以下であった。オゾン系列では，

Run8-2 においては 3.51mg/l と原水 T-P と近い値であり，Run8-1 および Run8-3 においては

0.5mg/l 以下であり，Run8-2 のオゾン系列では生物学的りん除去能が低下した。 
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表５．３．１ パイロットプラントによる実験結果 

    (Run8-1，平均値±標準偏差) 

日 付 5/11～7/5 

原 水 処 理 水 

 対  照 オゾン 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 7.0 0.12 7.8 0.09 7.5 0.14 

アルカリ度(mg/l) 156 10.8 80 11.9 93 12.5 

SS  (mg/l) 175 32.0 5.6 4.89 3.9 4.01 

S-TOC (mg/l) 67.9 9.17 4.76 0.27 7.62 0.84 

COD Cr  (mg/l) 500 54 25 3.2 28 4.3 

S-COD Cr  (mg/l) 250 26 15 2.4 25 2.8 

BOD  (mg/l) 174 41.4 3.1 0.70 2.9 0.92 

S-BOD (mg/l) 102 28.3 0.98 0.56 1.6 0.64 

NH 4 -N (mg/l) 16.8 1.59 <0.10 0.05 0.24 0.09 

NO X -N (mg/l) <0.10 0.02 5.40 0.62 4.85 1.26 

S-Kj-N (mg/l) 29.2 4.44 1.02 0.10 1.52 0.26 

Kj-N (mg/l) 35.1 4.22 1.42 0.35 1.66 0.33 

Org-N (mg/l) 18.7 4.70 1.36 0.33 1.43 0.30 

T-N (mg/l) 35.1 4.22 7.49 0.62 6.63 1.54 

PO 4 -P (mg/l) 1.27 0.30 <0.10 0.07 <0.10 0.04 

S-T-P (mg/l) 2.13 0.55 0.12 0.02 0.16 0.04 

T-P (mg/l) 4.03 1.12 0.33 0.10 0.30 0.20 

好 気 槽 汚 泥   

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

窒素含有率(%) － － 7.89 0.48 6.90 0.21 

りん含有率(%) － － 3.14 0.19 3.13 0.35 

汚泥発生量(g/日) － － 422 － 71.8 － 
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表５．３．２ パイロットプラントによる実験結果 

    (Run8-2，平均値±標準偏差) 

日 付 1/8～2/9 

原 水 処 理 水 

 対  照 オゾン 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 6.9 0.09 7.9 0.12 6.7 0.34 

アルカリ度(mg/l) 162 22.3 73 11.6 86 12.1 

SS  (mg/l) 162 28.1 4.5 4.02 4.9 3.46 

S-TOC (mg/l) 83.4 10.9 4.37 0.64 9.82 1.48 

COD Cr  (mg/l) 470 43 17 4.6 32 4.7 

S-COD Cr  (mg/l) 280 35 10 4.2 30 7.6 

BOD  (mg/l) 185 48.9 4.0 1.54 3.0 0.55 

S-BOD (mg/l) 119 39.0 1.2 0.68 2.0 0.38 

NH 4 -N (mg/l) 22.1 3.19 0.25 0.48 0.48 0.24 

NO X -N (mg/l) <0.10 0.01 6.90 2.33 6.43 2.08 

S-Kj-N (mg/l) 34.1 3.04 2.07 0.36 2.84 0.39 

Kj-N (mg/l) 43.9 6.00 2.79 0.52 3.25 0.32 

Org-N (mg/l) 23.8 4.99 2.68 0.53 2.55 0.50 

T-N (mg/l) 43.9 6.00 11.3 1.09 9.70 1.07 

PO 4 -P (mg/l) 1.79 0.53 0.44 0.64 1.76 0.34 

S-T-P (mg/l) 3.31 0.14 0.18 0.04 2.17 0.46 

T-P (mg/l) 4.91 0.44 0.44 0.14 2.32 0.66 

好 気 槽 汚 泥   

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

窒素含有率(%) － － 8.30 0.51 8.36 0.65 

りん含有率(%) － － 3.51 0.14 3.46 0.35 

汚泥発生量(g/日) － － 424 － 145 － 
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表５．３．３ パイロットプラントによる実験結果 

    (Run8-3，平均値±標準偏差) 

日 付 8/23～11/8 

原 水 処 理 水 

 対  照 オゾン 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

pH (-) 6.9 0.25 7.9 0.14 7.3 0.18 

アルカリ度(mg/l) 136 27.4 80 14.9 93 18.7 

SS  (mg/l) 145 60.9 2.5 3.33 4.3 6.00 

S-TOC (mg/l) 69.9 9.65 4.78 0.74 7.90 2.00 

COD Cr  (mg/l) 410 57 18 7.3 29 11 

S-COD Cr  (mg/l) 240 22 13 4.6 21 7.5 

BOD  (mg/l) 129 31.6 2.5 1.79 3.5 2.65 

S-BOD (mg/l) 89 28.7 1.1 0.79 2.0 2.17 

NH 4 -N (mg/l) 14.3 2.94 0.31 0.91 0.32 0.20 

NO X -N (mg/l) <0.10 0.02 4.66 1.38 3.56 1.58 

S-Kj-N (mg/l) 25.3 3.37 1.16 0.33 1.51 0.26 

Kj-N (mg/l) 32.9 4.52 1.53 0.49 1.89 0.54 

Org-N (mg/l) 18.5 3.07 1.42 0.49 1.57 0.49 

T-N (mg/l) 32.9 4.52 6.98 1.87 3.14 1.14 

PO 4 -P (mg/l) 0.79 0.40 <0.10 0.10 <0.10 0.09 

S-T-P (mg/l) 1.81 0.77 0.12 0.07 0.18 0.16 

T-P (mg/l) 3.33 0.61 0.23 0.12 0.37 0.31 

好 気 槽 汚 泥   

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

窒素含有率(%) － － 7.59 0.58 6.40 0.24 

りん含有率(%) － － 2.87 0.07 2.87 0.09 

汚泥発生量(g/日) － － 429 － 169 － 
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図５．３．１ 原水および処理水の経日変化① 
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図５．３．２ 原水および処理水の経日変化② 
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図５．３．３ 原水，処理水および好気槽汚泥性状の経日変化と積算汚泥発生量の変化 
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５．３．２ 汚泥発生量の比較 

汚泥発生量(以下，ΔXとする)は，Run8-1 の場合，対照系列では 422g/日およびオゾン系列

では 71.8g/日，Run8-2 の場合，対照系列では 424g/日およびオゾン系列では 145g/日，ならび

にRun8-3 の場合，対照系列では 429g/日およびオゾン系列では 169g/日であった。Run8-1 か

らRun8-3 において，オゾン系列は対照系列と比較しΔXが各々83%，66%および 61%減少して

いた。また，オゾン注入量 1kgあたりの汚泥減少量 (A O3 /ΔX R )は各々 6.95kgSS/kgO 3 ，

6.11kgSS/kgO 3 および 5.25kgSS/kgO 3 であった。 

 

５．３．３  嫌気槽，無酸素槽，好気槽での窒素およびりんの挙動 

各槽での窒素およびりんの挙動を調査した。調査結果を図５．３．４および図５．３．５に

示す。なお，嫌気槽，無酸素槽，好気槽およびオゾン反応槽の欄に記載した値は，プラスの

場合は槽内での増加したことを，マイナスの場合は槽内にて減少したことを示している。な

お，図中記載の数値の内，NH 4 -N，NO X -NおよびT-Nは，原水T-Nを 1 とした場合の相対値，

PO 4 -PおよびT-Pは原水T-Pを 1 とした場合の相対値である。 

 

(1)窒素の挙動 

NH 4 -Nは，Run8-2 のオゾン系列においては，嫌気槽では原水T-Nを 1 としたときの相対値

で0.03 (以下の説明中の下線をつけた数値は全て原水T-Nを 1 としたときの相対値である)，無

酸素槽で0.01増加しており，好気槽では0.45減少した。Run8-1 およびRun8-3 のオゾン系列な

らびにRun8-1 からRun8-3 の対照系列では，嫌気槽では0.05～0.11増加しており，無酸素槽で

は0.02～ 0.14，好気槽では0.39～ 0.45減少しており，特に好気槽での減少量が大きかった。

Run8-2 のオゾン系列以外では無酸素槽でも硝化が進行していた可能性がある。無酸素槽中に

も遊離酸素は少量ながら存在しており，そのため硝化が進行していたものと考える。Run8-2

のオゾン系列において無酸素槽にて硝化が起こらなかったことから，他のRunのオゾン系列に

比べて硝化能力が低下していた可能性がある。 

NO X -Nは，全てのRunにおいて好気槽では0.39～0.65増加しており，無酸素槽では0.29～

0.44減少していた。Run8-1 からRun8-3 のオゾン系列では，好気槽でのNH 4 -N減少量は0.39～

0.45，NO X -N増加量は0.39～0.47であり,これらはほぼ同量であった。対照系列ではNH 4 -N減

少量は0.42～0.54，NO X -N増加量は0.52～0.65とNO X -N増加量の方が多く，また，オゾン系

列と比べてNO X -N増加量が多かった。対照系列では，好気槽中の有機態窒素の一部もアンモ

ニア化して硝化されNO X -Nに変化しているためと考えられる。 
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(2)りんの挙動 

PO 4 -Pは，全てのRunにおいて嫌気槽では原水T-Pを 1 としたときの相対値で1.21～5.90 (以

下の説明中の下線をつけた数値は全て原水T-Pを 1 としたときの相対値である)増加しており，

無酸素槽では0.66～6.13，好気槽では0.11～0.96減少しており，りん蓄積細菌によるりんの放

出および吸収が進行していたと判断される。嫌気槽でのりん放出量は，オゾン系列では1.21

～3.28，対照系列では4.16～5.90であり対照系列の方が多い。オゾン系列における嫌気槽で

のりん放出量は，同じ実験での対照系列のりん放出量を 100%とした場合，Run8-1 および

Run8-3 では 50%程度，Run8-2 では 25%程度でRun8-2 が特に少なかった。また，Run8-2 のオ

ゾン系列以外では大部分は無酸素槽で吸収されており，無酸素槽と好気槽での吸収量合計の

80%以上が無酸素槽で吸収されていた。Run8-2 のオゾン系列の場合，無酸素槽でのりん吸収

量は0.66，好気槽でのりん吸収量は0.96であり，これらの合計量のほぼ 60%が好気槽で吸収

されていた。これらの結果からもRun 8-2 のオゾン系列は，他のRun のオゾン系列に比べて生

物学的りん除去性能が低下していたと判断される。 
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【オゾン系列】 

嫌気槽
NH4-N   0.08
NOX-N  0.00
PO4-P    3.28

無酸素槽
NH4-N   -0.10
NOX-N  -0.29
PO4-P    -3.19

好気槽
NH4-N   -0.39
NOX-N    0.39
PO4-N   -0.11

オゾン反応槽
NH4-N     0.00
NOX-N     0.04
PO4-P      0.06

りん除去
T-N          0.11
NH4-N     0.11
NOX-N   -0.03
T-P          0.77
PO4-P      0.71

処理水
T-N         0.19
NH4-N    0.00
NOX-N   0.14
T-P         0.07
PO4-P     0.01

原水
T-N　   1.00　
NH4-N  0.49
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P   0.33

Run8-1

嫌気槽
NH4-N    0.03
NOX-N   0.00
PO4-P     1.21

無酸素槽
NH4-N    0.01
NOX-N  -0.36
PO4-P   -0.66

好気槽
NH4-N   -0.45
NOX-N   0.47
PO4-N    -0.96

オゾン反応槽
NH4-N    -0.03
NOX-N     0.02
PO4-P      0.07

りん除去
T-N　　　 0.11
NH4-N     0.10
NOX-N   -0.04
T-P          0.47
PO4-P      0.34

処理水
T-N        0.21
NH4-N    0.01
NOX-N   0.14
T-P         0.47
PO4-P     0.30

原水
T-N       1.00
NH4-N  0.50
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P   0.39

Run8-2

嫌気槽
NH4-N    0.11
NOX-N   0.00
PO4-P    2.75

無酸素槽
NH4-N   -0.14
NOX-N  -0.33
PO4-P    -2.92

好気槽
NH4-N   -0.45
NOX-N    0.42
PO4-N   -0.15

オゾン反応槽
NH4-N     0.01
NOX-N    0.03
PO4-P     0.05

りん除去
T-N          0.11
NH4-N     0.07
NOX-N   -0.02
T-P          0.58
PO4-P      0.58

処理水
T-N         0.19
NH4-N    0.00
NOX-N   0.11
T-P         0.12
PO4-P     0.00

原水
T-N       1.00
NH4-N  0.46
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P  0.25

Run8-3

余剰汚泥
T-N     0.04
T-P      0.13

余剰汚泥
T-N     0.07
T-P     0.26

余剰汚泥
T-N      0.09
T-P      0.38

1.00
0.49
0.00
1.00
0.33

0.19
0.00
0.14
0.07
0.01

 0.11
 0.11
-0.03
 0.77
 0.71

0.04
0.13

0.00
0.04
0.06

1.00
0.50
0.00
1.00
0.30

 0.11
 0.10
-0.04
 0.47
 0.34

-0.39
 0.39
-0.11

-0.10
-0.29
-3.19

0.08
0.00
3.28

-0.03
 0.02
 0.07

0.07
0.26

0.21
0.01
0.14
0.47
0.30

-0.45
 0.47
-0.96

  0.01
-0.36
-0.66

0.03
0.00
1.21

0.01
0.03
0.05

0.19
0.00
0.11
0.12
0.00

1.00
0.46
0.00
1.00
0.25

0.11
0.00
2.75

-0.14
-0.33
-2.92

-0.45
 0.42
-0.15

0.09
0.38

 0.11
 0.07
-0.02
 0.58
 0.58  

注；NH 4 -NおよびNO X -Nは，原水T-Nを 1とした場合の相対値，PO 4 -Pは原水T-Pを 1とした場合の相対値である。 

図５．３．４ 各槽での窒素およびりんの挙動 (実験期間平均値) 
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【対照系列】 
 

嫌気槽
NH4-N    0.07
NOX-N  -0.01
PO4-P     5.90

無酸素槽
NH4-N   -0.13
NOX-N  -0.34
PO4-P    -6.13

好気槽
NH4-N   -0.43
NOX-N    0.52
PO4-N    -0.28

T-N
NH4-N
NOX-N
T-P
PO4-P

T-N       1.00
NH4-N  0.49
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P   0.33

Run8-1

嫌気槽
NH4-N    0.05
NOX-N   0.00
PO4-P     4.48

無酸素槽
NH4-N    -0.02
NOX-N   -0.44
PO4-P     -4.10

好気槽
NH4-N   -0.54
NOX-N    0.65
PO4-N   -0.92

T-N       1.00
NH4-N  0.50
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P  0.38

Run8-2

嫌気槽
NH4-N    0.08
NOX-N   0.00
PO4-P    4.16

無酸素槽
NH4-N   -0.11
NOX-N  -0.40
PO4-P    -4.86

好気槽
NH4-N   -0.42
NOX-N    0.59
PO4-N   -0.02

T-N       1.00
NH4-N  .460
NOX-N 0.00
T-P       1.00
PO4-P   0.25

Run8-3

余剰汚泥
T-N     0.07
T-P     0.26

0.24
0.83

余剰汚泥
T-N     0.18
T-P     0.73

0.07
0.26

余剰汚泥
T-N     0.07
T-P     0.26

0.26
0.93

0.23
0.01
0.04
0.09
0.00

T-N
NH4-N
NOX-N
T-P
PO4-P

0.24
0.00
0.16
0.09
0.02

T-N
NH4-N
NOX-N
T-P
PO4-P

0.22
0.01
0.15
0.07
0.00

 

注；NH 4 -NおよびNO X -Nは，原水T-Nを 1とした場合の相対値，PO 4 -Pは原水T-Pを 1とした場合の相対値である。 

図５．３．５ 各槽での窒素およびりんの挙動 (実験期間平均値) 
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５．３．４ 再曝気槽設置の効果について 

前述した結果より，オゾン反応槽の排出ガス中の酸素を好気槽の酸素供給源とすることは

可能であると判断した。ただし，Run8-2 のオゾン系列は，Run8-1 やRun8-3 のオゾン系列に

比べて生物学的りん除去の低下が認められた。この原因は，循環ガス方式の酸素曝気により，

好気槽混合液にCO 2 が溶解することによる好気槽でのpHの低下でりん蓄積細菌の能力が低下

したためと考えられる。Run8-3 のオゾン系列は空気曝気であるRun8-1 とほぼ同じ結果であり，

好気槽でのpHの低下を防止するために好気槽の後段に空気を吹き込む再曝気槽を設置したこ

とが，生物学的りん除去の低下防止に有効であることを示している。 

原水のアルカリ度濃度により酸素曝気による好気槽での pH の低下の度合いは変わると考え

られ，原水アルカリ度が低濃度の場合は再曝気が必要になると結論できる。 

 

５．４ 結語 

第４章までの結果をもとに，生物学的窒素りん除去である嫌気－無酸素好気法に汚泥のオ

ゾン処理と模擬的なりん回収を組み込んだパイロットプラントを作成し連続試験を実施した。

本章では，本パイロットプラントを用いて，オゾン反応槽からの排出ガスを生物処理での酸

素供給源として利用することを検討した。本章での結果より以下のことが明らかとなった。 

(1) 嫌気－無酸素－好気法に汚泥のオゾン処理とりん回収工程を組み込んだプロセスにてオゾ

ン反応槽からの排出ガスを好気槽の酸素供給源として利用するのは可能であった。 

(2) 上記のプロセスにてオゾン反応槽の排出ガスを利用した場合，利用しない場合に比べて好

気槽での pH が低下し，生物学的りん除去の低下が認められた。  

(3) オゾン反応槽の排出ガスを利用した場合，好気槽の後段に空気を吹き込む再曝気槽を設置

することで好気槽でのpHの低下を抑制でき，処理水のCOD Cr ，りんは空気を好気槽の酸

素供給源とした場合と同レベルに低減できた。 
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第６章 実証プラントによる処理特性と酸素収支  

６．１ 背景および実験目的  

本研究では，前章までの研究において得られた知見に基づき設計したプロセスを

用いて実証試験を行い，その処理特性と酸素等の収支を明らかにすることを主目的

とした。また，オゾン処理により余剰汚泥の発生量を削減した場合に処理水のりん

濃度が上昇することに対応するために，りん濃度の高い嫌気槽上澄液を HAP 生成槽

に導入して HAP としてりんを回収する方法 1 )を採用したことによる，処理水のりん

濃度の低下とりん回収の可能性について検討することも研究目的とした。  

本研究では， 2005 年愛知万博の会場内に処理水量 62.5m3 /日の実証試験プラント

と処理水量 35.2  l  /日のベンチスケールプラントを設置し，両プラントを並行して運

転した。ベンチスケールプラントは，汚泥発生量および処理水水質を比較するため

のものである。  

実証試験プラント (以下，実証プラントとする )には，オゾン反応槽の排出ガスを

好気槽の酸素供給源とした嫌気－無酸素－好気法に，汚泥のオゾン処理工程とりん

回収工程を組み込こんでいる。また，ベンチスケールプラント (以下，対照プラント

とする )は嫌気－無酸素－好気法のみからなる。  

主な調査項目は，両プラントの汚泥発生量および処理水水質である。また，実証

プラントでは①りん回収工程からの流出水水質と回収した結晶物の組成，②オゾン

反応槽および好気槽での酸素等の挙動を調査した。  

 

６ ． ２  実 験 方法  

６．２．１ 実験装置および方法  

解析には処理操作を安定させた 8 月 10 日～ 9 月 22 日のデータを用いた。表６．

２．１に実証プラントおよび対照プラントの実験条件を示す。以下，全て 8 月 10

日～ 9 月 22 日の実測値の平均値であり，説明に用いた実験条件の値も同様である。 

BOD 汚泥負荷は，実証プラント，対照プラントともに 0.1kg/(kg･日 )程度とし，実

証プラントと対照プラントでは水槽の大きさは異なるが，BOD 汚泥負荷率，各流量

の比および各槽での滞留時間が近くなる様に設定した。 MLSS は両プラントともに

約 3000mg/ l に設定した。  
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表６．２．１ 実験条件（実験期間平均値±標準偏差）  

期 間 8/10～9/22 

プラント 実  証 対  照 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
好気槽水温 (℃) 29.3 0.77 28.2 1.76 

原水水量  QD － QC － 

 (単位 実証：m3/日，対照：l/日) (61.6) (4.72) (35.2) (10.1) 

生物処理水(処理水 A) (m3/日) 50.4 4.00 － － 

HAP 槽流出水(処理水 B) (m3/日) 11.2 2.07 －  

循環流量 2.6 QD 0.51 QD 2.6 QC 0.48 QC 

(単位 実証：m3/日，対照：l/日) (158) (22.2) (96.5) (17.1) 

返送汚泥  0.58 QD 0.06 QD 0.48 QC 0.05 QC 

 (単位 実証：m3/日，対照：l/日) (35.1) (2.31) (18.0) (0.83) 

MLSS (mg/l) 2850 102 2920 252 

MLVSS (mg/l) 2350 119 2440 216 

 
 
生

物

処

理

工

程 

BOD 汚泥負荷率(好気槽) (kg/(kg･日)) 0.11 0.016 0.10 0.023

オゾンガス濃度 (mg/l) 44.7 4.54 － － 

オゾンガス流量 (m3/日) 17.0 0.92 － － 

酸素濃度 (%) 79.1 4.93 － － 

オゾン注入量 (gO3/日) 763 98.6 － － 

オゾン処理汚泥流量 (m3/日) 11.5 0.47 － － 

SS あたりのオゾン注入率  
 (gO3/gSS) 

23.5 4.04 － － 

 
オ

ゾ

ン

処

理

工

程 原水あたりのオゾン注入率  
 (gO3/m

3 原水)
12.4 2.66 － － 

中間 流入水量  (m3/日) 24.1 3.86 － － 

沈殿池 無酸素槽への 
返送汚泥量 (m3/日) 

12.9 1.34 － － 

HAP  LV(種晶充填部) (m/時) 15.0 0.16 － － 

生成槽 流入水量 (m3/日) 11.1 2.07 － － 

 循環水量 (m3/日) 13.1 2.06 － － 

 Ca 添加率 (mgCa/l) 114 8.26 － － 

 
り

ん

回

収

工

程 

 pH (-) 8.9 0.07 － － 

 

６．２．１．１ 実証プラントの概要  

実証プラントの処理フローを図６．２．１に示す。実証プラントは，嫌気－無酸

素－好気法の生物処理工程，汚泥のオゾン処理工程，およびりん回収工程からなり，

2005 年の 5 月より全ての工程の運転を開始した。実証プラントでは，生物処理工程

からの処理水 (平均水量： 50.4m3 /日，以下，処理水 A とする )とりん回収工程からの

処理水 (平均水量： 11.2m3 /日，以下，処理水 B とする )の 2 種類がある。  

 

 -172-



(1)生物処理工程  

実証プラントの生物処理工程は，嫌気槽 9.4m3 (2 .5mW×1.5mL×3.2mH，有効水深

2.5m， SS 製で内面はタールエポキシ樹脂を塗装 )，無酸素槽 25m3 (2.5mW×4.0mL×

3.2mH ， 有 効 水 深 2.5m ， SS 製 で 内 面 は タ ー ル エ ポ キ シ 樹 脂 を 塗 装 ) ， 好 気 槽

31.3m3 (2.5mW×5.0mL×3.2mH，有効水深 2.5m， SS 製で内面はタールエポキシ樹脂

を塗装 )，再曝気槽 1.4m3 (2.0mφ×3.2mH，有効水深 2.5m， SS 製で内面はタールエ

ポキシ樹脂を塗装 )，ならびに沈殿池 3.1m3 (2 .0mφ×2.5mH，側水深 2.0m，水面積負

荷 20m3 /(m2･日 )， SS 製で内面はタールエポキシ樹脂を塗装 )からなる。嫌気槽，無

酸素槽および好気槽は蓋があり雨水の混入およびガスの出入りがほとんどないよう

にしてあり，嫌気槽および無酸素槽は水中ミキサを設置して混合液を連続撹拌した。

好気槽の酸素供給にはオゾン反応槽の排出ガスに含まれる酸素を使用した。今回の

実験において，排出ガスの酸素の溶解は，好気槽の気相部分へ排出ガスを流入させ，

この気相部分の酸素濃度が高いガスを超微細散気装置を通して好気槽混合液へ吹き

込む循環ガス方式の酸素溶解法で行った。また，再曝気槽には底部より散気管を通

して空気を通気した。  

実証プラントの原水量は 61.6m3 /日とし，原水と返送汚泥は嫌気槽に流入させた。

循環液は再曝気槽から直接に無酸素槽へ投入する経路と好気槽からオゾン反応槽を

経由させて無酸素槽へ投入する経路がある。原水量 61.6m3 /日を QD とし各設定値を

示すと，返送汚泥量は 0.58QD，循環液量は直接投入が 2.4  QD で，オゾン反応槽経由

が 0.2  QD で合計は 2.6QD である。  

無酸素槽
25m3

好気槽
31.3m3

沈殿地
20m3/(m2･日)

3.1m3

オゾン反応槽
　0.17m3

処理水A
(50.4m3/日)

りん回収工程 処理水B
(11.2m3/日)

O3

空気

オゾン反応槽排ガス

循環ガス

循環液

再曝気槽
1.4m3

嫌気槽
9.4m3

原水
(61.6m3/日)

 

図６．２．１ 実証試験プラントフロー(オゾン系列) 
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(2)オゾン処理工程  

図６．２．２に実証プラントのオゾン処理工程の詳細を，表６．２．２にオゾン

処理工程の主要機器の仕様を示す。  

オゾン反応槽は透明塩ビ製の円筒 (内径 0.45m，有効水深 1.1m)で容積は 0.17m3 で

ある。反応槽下部から汚泥を引抜き反応槽中間部へ入れる循環ライン上のエジェク

ターよりオゾンガスを注入した。オゾン処理される汚泥は好気槽より汚泥をポンプ

で循環ラインへ導入させた。オゾン処理後の汚泥は，反応槽から自然流下で無酸素

槽へ全量流入させた。発生した泡が排ガスラインに入らないようにするために，反

応槽の上部 1.5m に泡を保持する部分と，容積 0.6m3 の泡トラップ (0.4mW×0.4mL×

1.2mH，透明塩ビ製 )も設置してある。さらに，オゾン反応槽の上部から 0.5m 下と

0.9m 下に羽根がある攪拌機 (回転数は約 200rpm とした )を設置し，羽根で泡をたた

くことで消泡を行っている。  

オゾン発生器としては住友精密工業 (株 )製の SGA-01FN-PSA20 が 2 台設置されて

いる。  

オゾン反応槽へのオゾン注入量は 762gO3/日，オゾン化酸素流量は 17.0m3 /日，オ

ゾンガス濃度は 44.7mg/ l（注）とし， SS あたりのオゾン注入率を 23mgO3 /gSS に，

原水あたりのオゾン注入率を 12.4gO3 /m3 原水に設定した。このオゾン注入率に設定

した理由は，オゾン注入率 20～ 30mgO3 /gSS の時に汚泥は最も効率よく液化される

ためである。オゾン注入率 20mgO3/gSS での想定液化率は 20%である。ンオゾン反

応槽へ供給した好気槽混合液の MLSS は 2850mg/ l であったため，オゾン処理汚泥流

量は 11.5m3 /日に設定した。このオゾン反応槽でのオゾン吸収効率はほぼ 99％以上

であり，また，排出ガスの酸素濃度は平均で約 80%であった。  

注）設置されたオゾン発生器は，運転に必要なオゾン化酸素流量は 10 l /min 以下に

設定することはできないため，オゾン発生量はオゾンガス濃度を変化させるこ

とで調整される。実験期間中の生物処理での余剰汚泥発生量は当初の設計値の

より少なかったことから，汚泥減容化の必要オゾン量は設計値より少なくして

運転する必要があり，オゾン化酸素流量は 11.8 l /min(17m3/日 )，オゾンガス濃度

44.7mg/ l に設定せざるを得なかった。  
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表６．２．２ オゾン処理工程の主要機器の仕様 

オゾン反応槽  寸法  φ 450mm×H2600mm 
 材質  透明 PVC 

消泡攪拌機  回転数  60～ 360 分 - 1  
 羽根  2 枚パドル×φ 360 

オゾン発生器  オゾン発生方式  板型電極無声放電式  
 原料ガス  内蔵 PSA 酸素発生機  
 最大オゾン濃度  109gO3 /m3 (N) 
 オゾンガス吐出圧力  0 .1MPa 

無酸素槽 好気槽

オゾン反応槽
0.17m3

オゾン反応槽排出ガス

P
P

オゾンモニター
(流入ガス) オゾン発生器 オゾンモニター

(排出ガス)

オゾン処理汚泥
循環ポンプ

オゾン処理汚泥
供給ポンプ

 
 

図６．２．２ オゾン処理工程のフロー 

 

(３ )りん回収工程  

図６．２．３に実証プラントのりん回収工程の詳細を，表６．２．３にりん回収

工程の主要機器の仕様を示す。  

本実験でのりん回収工程は，中間沈殿池 (1.25mφ×3.0mH，側水深 1.2m，  SS 製

で内面はタールエポキシ樹脂を塗装 )，膜ろ過槽 (1.1mφ×3.7mH の SUS 製水槽に表

６．２．３に示した膜ユニットを設置。膜ろ過槽は，りん回収リアクターへの SS

の流入を少なくしてりんの結晶化の効率を上げるために設置してあり，本実験では

確実に SS を除去するため膜分離を採用した。完全に SS を除去する必要はないため

砂ろ過や浮上担体による SS 除去でもよい )，およびりん回収リアクターからなる。
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りん鉱石を種晶とし，りんをヒドロキシアパタイト (HAP)として結晶化する HAP 生

成槽をりん回収リアクターとした。 HAP 生成槽は，全長 4.0m の透明塩ビ製で全容

量 0.56 m3，である。下部の 1.7ｍ H は内径 0.3m，上部 1.3mH は内径 0.6m であり，

種晶は下部の細い部分に充填してあり充填容量は 0.13 m3 である。上部を太くして

いるのは，この部分の LV を小さくすることで種晶が沈降しやすくするためである。  

りん回収では，嫌気槽混合液 24.1m3 /日を中間沈殿池に投入して固液分離し得た

上澄液 11.2m3 /日を膜ろ過槽に送り，SS を取り除いた。分離汚泥 12.9m3 /日は無酸素

槽へ返送した。膜ろ過水 11.2m3 /日にカルシウムを添加し HAP 生成槽下部より流入

させ HAP を生成沈降させた。また，同時に HAP 生成槽流出水 13.1m3/日を循環水と

して HAP 生成槽下部より流入させ，この循環水にアルカリを添加し HAP 生成槽 pH

を 8.9 に制御した。  なお，膜ろ過槽の不調により HAP 生成槽への膜ろ過槽流出水

の流入流量が減少した期間がある。 Ca 添加率は 114mgCa/ l とした。  

HAP生成槽

膜ろ過槽

中間沈殿池
φ1250

CaCl2 NaOH
無酸素槽へ投入

処理水B

嫌気槽
混合液

膜ろ過槽
循環ガス

膜ろ過槽
循環水

HAP生成槽
循環水

 
図６．２．３ りん回収工程のフロー 

 

表６．２．３ りん回収工程の主要機器の仕様 

膜分離ろ過ユニット  形状  中空糸膜  
 材質  PVDF 
 公称孔径  0 .4μ m  
 膜面積  7 .5m2×6 本  
 設計 Flux 0.8m/日  

HAP生成槽  寸法  φ 300mm×H4010mm 
 材質  透明 PVC 
 充填種晶  りん鉱石  

 有効径： 150μｍ  
 均等係数： 2.5 

 

 -176-



６．２．１．２ 対照プラントの概要  

図６．２．４に対照プラントのフローを示す。対照プラントは，嫌気－無酸素

－好気法の生物処理工程のみであり， 2005 年の 5 月より全ての工程の運転を開

始した。対照プラントは，嫌気槽 (5 l )，無酸素槽 (5 l と 10 l の 2 槽 )，好気槽 (10 l 槽が

2 槽 )と沈殿池 (20 l ) (全て透明塩ビ製 )からなるベンチスケールプラントを用いた。酸

素供給のために好気槽にエアポンプで空気を送気した。  

対照プラントの原水量は 35.2 l /日に設定し，原水と返送汚泥は嫌気槽に流入させ

た。循環液は好気槽の混合液の一部を無酸素槽へ投入した。原水量 35.2 l /日を Q C と

し各設定値を示すと，返送汚泥量は 0.48QC，循環液量は 2.6  QC である。  

実証プラントと対照プラントは，汚泥発生量に影響する無酸素槽と好気槽の比率

と，無酸素槽と好気槽に対する BOD 汚泥負荷がほぼ同一になるようにした。本来，

汚泥発生量や水質の評価はオゾン処理を組み込まない同一の活性汚泥法施設と平行

して運転するのが好ましい。しかし，実験場所や実験期間の制約を考慮して，対照

プラントは小規模のものを採用せざるを得なかった。筆者は，以前に，処理水量 4m3 /

日であるオゾン処理を組み込んでいないパイロットプラントと本実験のベンチスケ

ール（処理水量 35.2  l  /日）の処理成績を比較したところ，原水あたりの汚泥発生量

と処理水水質はほぼ同等となることを確認している  。これらの知見から，今回の調

査研究においも，処理水量 35.2  l  /日のベンチスケールプラントを対照プラントとし

て汚泥発生量と処理水水質の評価を行うこととした。  
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図６．２．４ 対照プラントのフロー  
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６．２．２ 供試原水  

供試原水には，愛知万博の会場内の食堂やトイレより発生する廃水を用いた。目

開き 2mm のスクリーンでし渣を除いた廃水を容積 31.25m3 の流量調整槽 (2 .5mW×

5.0mL×3.2mH，有効水深 2.8m，SS 製で内面をタールエポキシ樹脂で塗装 )に受け均

一にしてから嫌気槽へ投入した。原水水質を後述の表６．３．１に示す。会場から

発 生 す る 廃 水 は ア ミ ュ ー ズ メ ン ト パ ー ク か ら の 廃 水 と 同 等 の 水 質 (BOD 

200mg/ l)であると想定して実証プラントを設計したが，実際の廃水は， BOD で

450～ 600mg/ l であった。処理水を後段で再利用する関係上，処理水量を減少さ

せることで負荷を低減することができなかった。そこで実験では下水を想定し廃

水を水道水にて希釈し， BOD 濃度を平均 155mg/ l に調整した。更に，アルカリ

度が低く，硝化が良好に進行しなかった。そこで NaOH を流量調整槽に投入する

ことでアルカリ度を平均 189mg/ l に調整した。  

 

６．２．３ 汚泥発生量および余剰汚泥量の測定方法  

実験期間中の汚泥発生量は，生物処理系内の汚泥量の変化と生物処理系外に排出

した汚泥量 (余剰汚泥として引き抜いた汚泥量 +処理水 SS 量 +サンプリング中の SS

量 )から算出した。余剰汚泥発生量は生物処理系外に排出した汚泥量のみである。汚

泥発生量および余剰汚泥発生量は原水量当たりに換算して両プラントの比較を行っ

た。また，オゾン処理による汚泥減少量および余剰汚泥の減少量はは，実証プラン

トと対照プラントとの単位原水量あたりの汚泥発生量の差および余剰汚泥発生量の

差と定義した。  

 

６．２．４ 分析項目と分析方法  

処理状況を把握するために，原水および処理水のサンプリングし，pH，TOC，CODC r，

BOD， NH4 -N， NOX-N， Kj-N， Org-N， T-N， PO4 -P および T-P について水質分析を

行った。原水およびオゾン系列の処理水は 1 時間 1 回の頻度でサンプリングして 3

ないし 4 日分を貯めて混合して，対照系列の処理水は全量を 3 ないし 4 日分を貯め

て混合し水質分析に用いた。サンプリングした原水は約 10℃に冷却し貯留した。好

気槽汚泥の性状を把握するために嫌気槽，無酸素槽および好気槽の汚泥混合液をス

ポットで週２回サンプリングし分析を行った。分析項目の分析方法を表６．２．４

に示す。なお，以下の記述で「 S-」は溶解性の意味である。  

HAP 生成槽にて回収した結晶物は，希塩酸を添加し熱を加えて完全に溶解した
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後，金属成分は誘導結合プラズマ発光分光分析装置にて，炭素は TOC 計にて測定

した。  

ガスについては， O3 は連続モニタリングし，その平均値を採用した。 O2 と CO2

は毎朝スポットで測定を行った。  

 

表６．２．４ 各分析項目の分析方法 (下水試験方法－ 1997 年板－，  

1985； Standard Methods 17th Edi t ion,1989) 

分析項目  単位 測定方法  
pH －  下水試験方法 ガラス電極法 (HM-30G，東亜 DKK) 
O3 mg/ l 紫外線吸収式オゾン濃度計 (入口：EG-600，出口：EG-2001BS，

荏原実業 )  
O2 % 隔膜形ガルバニ電池式高濃度酸素濃度計 (G-102-H，飯島電

子工業  )  
CO2 % ガス検知管 (2H，ガステック )  
DO mg/ l ガルバニルセル方式溶存酸素濃度計 (DO403G，横川電機 )  
SS mg/ l 下水試験方法  

MLSS mg/ l 下水試験方法 遠心分離法  
MLVSS mg/ l 下水試験方法  

TOC mg/ l 下水試験方法 (燃焼酸化－赤外線式 TOC 分析法 TOC-VC S H，

島津製作所 )  
CODC r  mg/ l Standard  Methods (Closed Ref lex ,  Ti t r imetr ic  Methods)  
BOD mg/ l 下水試験方法 (DO は，隔膜ポーラログラフ式にて測定。

B-103Z，飯島電子工業 )  
NH4 -N mg/ l インドフェノール法 TRAACS800(ブランルーベ )  
NOX-N mg/ l Cu-Cd 還元  N-1-ナフチルエチレンジアミンスルファニル

酸法 (TRAACS2000，ブランルーベ )  
Kj-N mg/ l 下水試験方法 (ケルダール窒素法 )  

Org-N mg/ l 下水試験方法 (有機性窒素 )  
T-N mg/ l 下水試験方法 (総和法 )  

PO4 -P mg/ l モリブデン酸青法 (TRAACS2000，ブランルーベ )  
T-P mg/ l 下水試験方法 （硝酸と過塩素酸による分解法）  

Ca,As,Cd,Cr,  
Cu,Ni ,Pb 

mg/ l 誘導結合プラズマ発光分光分析装置 (SPS5100，エスアイア

イ・ナノテクイノロジ )  
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６．３ 結果お よ び 考察  

６．３．１ 好気槽汚泥の性状  

好気槽汚泥の MLSS， MLVSS および MLVSS/MLSS の経日変化を図６．３．１に

示す。オゾンによる汚泥減容化工程を組み込んだ実証系列で MLVSS の割合は対照

系列よりも 2～ 3%低い値となっているが，実験期間中これらは安定していた。  
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図６．３．１ 好気槽汚泥の MLSS， MLVSS および MLVSS/MLSS の経日変化
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６．３．２ 余剰汚泥量  

図６．３．２に， 8 月 10 日～ 9 月 22 日の累積余剰汚泥量 (MLSS および MLVSS)

の経日変化を示す。余剰汚泥発生量は，６．２．３記載のとおり，生物処理系外に

排出した汚泥量 (余剰汚泥として引き抜いた汚泥量 +処理水 SS 量 +サンプリング中の

SS 量 )である。対照プラントは実証プラントの規模へ換算した値である。この期間

での原水 1m3 あたりの余剰汚泥量 (以下，Δ Xe とする )および余剰汚泥の減少量 (以下，

Δ Xe R とする )を求めた。  

Δ Xe は，対照プラントでは 112gSS/m3 および 97.3gVSS/m3，実証プラントでは

10.1gSS/m3 および 8.27gVSS/m3 であった。オゾン処理により，Δ Xe R は 102gSS/m3

および 89.0gVSS/m3 となり，汚泥削減率は SS あたりでは 91%，VSS あたりでは 92%

となった。  
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図６．３．２ 累積余剰汚泥量の経日変化  
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６．３．３ 汚泥発生量  

図６．３．３に， 8 月 10 日～ 9 月 22 日の累積汚泥発生量 (MLSS および MLVSS)

の経日変化を示す。汚泥発生量は，６．２．３記載のとおり，生物処理系内の汚泥

量の変化と生物処理系外に排出した汚泥量 (余剰汚泥として引き抜いた汚泥量 +処理

水 SS 量 +サンプリング中の SS 量 )から算出した量である。対照プラントは実証プラ

ントの規模へ換算した値である。この期間での原水 1m3 あたりの汚泥発生量 (以下，

Δ X とする )および汚泥減少量 (以下，Δ XR とする )を求めた。  

Δ X は，対照プラントでは 105gSS/m3 および 88.5gVSS/m3，実証 プラントでは

25.2gSS/m3 および 23.2gVSS/m3 であった。オゾン処理により，Δ XR は 79.5gSS/m3

および 65.4gVSS/m3 となり，汚泥削減率は SS あたりでは 76%，VSS あたりでは 74％

と な っ た 。 ま た ， オ ゾ ン 注 入 量 1kg あ た り の Δ XR は ， 6.57kgSS/kgO3 お よ び

5.40kgVSS/kgO3 となった。オゾン注入量 1kg あたりのΔ XR は生活廃水廃水主体の下

水を用い，好気槽への酸素供給を空気にて行った第 5 章の Run8-1 での結果では
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図６．３．３ 累積汚泥発生量の経日変化  

 -182-



6.95kgSS/kgO3 であり，好気槽への酸素供給にオゾン反応槽からの排出ガス (酸素リ

ッチなガス )を用いた値と大きな相違はなかった。  

実証プラントと対照プラントでの汚泥量の変化を図６．３．４に示す。なお，対

照プラントの値は実証プラントの規模に換算した値である。  

対照プラントでは，生物処理槽中の汚泥量が 196kgSS であり 8.9kg/日の BOD を処

理することで 6.60kgSS/日の汚泥が発生した。実証プラントは，生物処理槽中の汚泥

量 は 191kgSS で あ る 。 オ ゾ ン 注 入 量 762gO3 / 日 ， SS あ た り の オ ゾ ン 注 入 率

23.9mgO3/gSS のオゾン処理での汚泥液化率は 19.0%で汚泥液化量は 6.18kgSS/日で

あった。実証プラントでの汚泥発生量は 1.59kgSS/日であることから，原水と汚泥の

液化で生成した溶解性有機物が生物処理されたことで発生した汚泥量は 7.77kgSS/

日 と 算 出 さ れ る 。 投 入 BOD8.9kg/日 に 対 す る 汚 泥 発 生 量 が 対 照 プ ラ ン ト と 同 じ

6.60kgSS/日であるとすると液化した汚泥より再合成された汚泥は 1.17kgSS/日とな

る。すなわち全液化量の 0.19 が汚泥に再転換される。  
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６．３．４ 処理水の水質  

(1) プラント全体での処理水水質  

表６．３．１に処理水水質 (8 月 10 日～ 9 月 22 日の平均値 )を示す。実証プラント

のプラント全体の流出水水質は処理水 A［平均水量： 50.4m3 /日］と処理水 B［平均

水量： 11.2m3 /日］の各水質項目の濃度と水量より算出した値である。  

また，図６．３．５に原水および生物処理水 (処理水 A)の経日変化を示す。図６．

３．５に示すとおり，実験期間中の処理は安定していた。  

以下，実証プラント全体の流出水と対照プラントの生物処理水について比較する。 

SS は，実証プラントが対照プラントに比べて約 6mg/ l 高く 10mg/ l であった。オ

ゾン処理を組み込むと活性汚泥の粒径が小さくなることから，実証プラントの処理

水 A へ活性汚泥が流出しやすくなり実証プラント全体の流出水 SS が高くなったと

考えられる。  

CODM n は，対照プラントに比べて実証プラントの処理水 A の方が高く 16mg/ l で

あった。CODC r は，対照プラントに比べ実証プラントの方が高くなり 35mg/ l であっ

た。 BOD は，実証プラントの処理水Ａおよび対照プラントにおいては 5mg/ l 以下，

S-BOD は 2mg/ l 以下であった。実証プラント全体の CODM n および BOD は CODC r の

値から想定すると処理水 A 以下になっていると試算される。  

NH4 -N は，両プラントともに 1 mg/ l 以下であり，完全に硝化されていた。NOX-N

は，両プラントともに，7～ 8mg/ l であった。図６．３．６に好気槽の NH4 -N と無酸

素槽の NOX-N の経日変化を示す。両プラントともに好気槽の NH4-N はほぼ 1mg/ l

以下であり，好気槽へ流入させた NH 4-N は完全に硝化していた。また，無酸素槽の

NOX-N は 1mg/ l 未満であり，無酸素槽へ流入させた NOX-N は完全に脱窒されていた。

これらの結果より両プラントの硝化能力と脱窒能力はほぼ同等であると考えられる。 

T-N は両プラントともにほぼ 10mg/ l 前後であり，実証プラントと対照プラントは

ほぼ同等の窒素除去性能を示した。  

PO4 -P および T-P は，両プラントともに 1 mg/ l 以下であった。図６．３．７に嫌

気槽での PO4 -P および T-P と好気槽汚泥のりん含有率の経日変化を示す。嫌気槽の

PO4 -P および好気槽のりん含有率は，実証プラントにおいては実験期間中安定して

おり各々が 15mg/ l 前後および 28mgP/gVSS 前後であった。対照プラントにおいては

実験期間初期の 8/12 では 16.2mg/ l および 23.7mgP/gVSS であったのが徐々に増加し

実験終了直前の 9/21 では 31.6mg/ l および 39.1mgP/gVSS となった。対照プラントは

本実験期間の前の 8/1 にアルカリが過剰に添加された原水が流入して好気槽の pH
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値が 9 程度まで上昇するトラブルが発生し，その後の嫌気槽の PO4 -P および好気槽

汚泥のりん含有率が低下した。トラブル発生前の 7/29 の嫌気槽の PO4 -P は 33.5mg/ l

で，好気槽汚泥のりん含有率は 35.6mgP/gVSS であり，トラブルが発生しなければ

実験期間中のこれらの値は常に実験終了直前と同程度であったと考える。  

原水が返送汚泥により希釈されたのみでは，嫌気槽の PO4 -P は 3mg/ l 程度と計算

される。両プラントともに嫌気槽の PO4 -P は上記計算値よりも大幅に高いことから，

活性汚泥中に生存するりん蓄積細菌によりりんが放出されていると判断される。  

両プラントでの嫌気槽の PO4 -P および好気槽汚泥のりん含有率を比較するといず

れも対照プラントが高く，対照プラントの方が汚泥中のりん蓄積細菌の割合が大き

いと判断される。  

実証プラントの処理水 CODC r が対照プラントに比べ高くなった原因は，オゾン処

理により活性汚泥中の細胞が破壊され，その結果溶出してきた細胞内の難分解性有

機物と細胞に付着していた難分解性有機物が処理水側へ移行し処理水 A の値が高く

なったためと考えられる。これらの結果は，前章までの実験の結果とほぼ同様であ

った。しかし， CODM n や BOD ではそれほど大きな差は生じなかった。  

平均除去率は，実証プラントで CODC r 90.9%，CODM n  78.1%，BOD 98.3%(注 )，T-N 

74.8%，T-P 82.0%であり，対照プラントでは CODC r  95.0%，CODMn 87.8%，BOD 98.8%，

T-N 78.3%， T-P 93.0%であった。これらより，実証プラントでは汚泥減容化やりん

を回収しうるとともに高い処理性能を有するプロセスであると判断できる。  

注 )  実証プラントでの CODM n および BOD は原水と処理水 A の測定結果より算出し

た平均除去率であり，同様に算出した場合の CODC r での平均除去率は 89.5%で

ある。 CODC r の結果から想定すると，プラント全体での CODM n および BOD の

平均除去率は上記よりも高いと考えられる。
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表６．３．１ 原水および処理水とプラント全体での流出水の水質(実験期間平均値±標準偏差)

原 水 対照プラント 実 証 プ ラ ン ト 

 
生物処理水 

生物処理水 
(処理水 A) 

HAP 生成槽流
出水(処理水 B) 

プラント全体 
での流出水 

 

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

pH (-) 8.7 0.72 7.9 0.42 7.7 0.43 8.7 0.26 － － 

ｱﾙｶﾘ度 (mg/l) 189 35.3 91 33.8 102 33.3 98 38.4 － － 

SS (mg/l) 149 17.8 3.6 3.64 12 6.48 1.3 1.56 10 4.82

CODMn (mg/l) 73 6.6 8.9 2.1 16 1.8 － － － － 

S-CODMn (mg/l) 34 4.5 7.9 1.5 14 1.4 － － － － 

CODCr (mg/l) 380 40 19 8.1 40 8.2 12 4.0 35 6.4 

S-CODCr (mg/l) 160 20 14 7.2 25 2.9 － － － － 

BOD (mg/l) 155 33.5 2.7 1.29 2.7 1.04 － － － － 

S-BOD (mg/l) 54 14.3 1.1 0.72 1.4 0.56 － － － － 

NH4-N (mg/l) 19.5 4.63 <0.1 － 0.4 0.15 2.6 3.22 1.0 0.73

NOX-N (mg/l) <0.1 － 7.2 1.44 7.4 1.04 11.9 4.71 8.2 1.32

T-N (mg/l) 39.0 4.60 8.5 1.49 9.9 1.51 14.5 3.99 10.7 1.65

PO4-P (mg/l) 2.43 0.26 0.18 0.24 0.24 0.30 0.86 0.53 0.37 0.21

T-P (mg/l) 3.96 0.28 0.28 0.22 0.61 0.30 1.18 0.59 0.72 0.22

注；－は測定せず 

 

表６．３．２ 各槽の水質および好気槽汚泥のりん含有率(実験期間平均値±標準偏差) 

対照プラント  実証プラント   

平均値  標準偏差  平均値  標準偏差  

好気槽 NH 4 - N (mg/ l )  0 .4  0 .16  0 .7  0 .81  

無酸素槽 NO X -N (mg/ l )  0 . 2  0 .18  <0 .1  －  

嫌気槽 PO 4 - P  (mg/ l )  24 .9  4 .54  15 .4  2 .02  

好気槽汚泥りん含有率  (mgP/gVSS)  32 .6  4 .78  28 .1  1 .12  

 

 -186-



0

50

100

150

200

250

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

S
S

(m
g/l

) 原水

実証プラント

対照プラント

0

20

40

60

80

100

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

C
O

D
M

n(
m

g/
l)

0

100

200

300

400

500

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

C
O

D
C

r(
m

g/
l)

0

50

100

150

200

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

B
O

D
(m

g/
l)

0

10

20

30

40

50

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

T
-N

(m
g/

l)

0

1

2

3

4

5

8/10 8/17 8/24 8/31 9/7 9/14 9/21

T
-P

(m
g/

l)

図６．３．５ 原水および生物処理水水質の経日変化  
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図６．３．６ 好気槽 NH4-N と無酸素槽 NOX-N の経日変化  
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図６．３．７ 嫌気槽 PO4-P および T-P と好気槽汚泥のりん含有率の経日変化  
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 (2) HAP 生成槽流入水および流出水 (処理水 B)の水質  

前述の表６．３．２に HAP 生成槽流出水 (処理水 B)［平均水量； 11.2m3 /日］の平

均値を，また，図６．３．８に HAP 生成槽での運転状況を示す。図６．３．８に示

されるとおり，実験期間中の処理は安定していた。  

HAP 生成槽流入の PO4 -P は 13～ 18mg/ l および T-P は 14～ 19mg/ l であり，処理水

B では PO4 -P および T-P ともにほぼ 2mg/ l 以下であった。 HAP 生成槽へ流入するり

ん量に対する回収率は 90%以上であった。また，原水として流入するりん量に対す

る HAP 生成槽での平均回収率は  75%であった。  

CODC r は，流入水に比べ処理水 B の方が低かった。窒素は，HAP 生成槽前後では

ほぼ同じであり除去は認められなかった。  

りん回収工程では膜分離を組み込んでいるため， HAP 生成槽流出水 (処理水 B)の

CODC r および T-N は生物処理水 (処理水 A)と同レベルまで除去されていた。  
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図６．３．８ りん回収リアクターでの運転状況 
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６．３．５ HAP 生成槽で生成した結晶物の性状  

表６．３．３に回収した結晶物の組成を示す。回収前の値は，通水開始前の 2005

年 2 月に HAP 生成槽へ投入したりん鉱石の組成である。回収後の結晶物は 9 月 22

日の運転終了後に HAP 生成槽の下より 0～ 50cm(以下，下部とする )，112～ 123cm(以

下，中央部とする )および 165～ 177cm(以下，上部とする )の 3 箇所からサンプリン

グした。  

回収前と回収後の組成は近かった。また， 3 箇所での組成はほぼ同じであった。

HAP の分子式は Ca5 (OH)(PO4 )3 であることから Ca/P 比の理論値は 2.15 である。回

収後の結晶物の Ca/P 比は，上部： 2.11，中央部： 2.10，下部： 2.13 といずれも理論

値と近く，結晶物中のりんは大部分が HAP であると判断した。結晶物中のりんが全

て HAP であるとして，HAP 含有率を算出すると 90%程度である。また，CaO，P2 O5

以外に CO2 が回収前は 4.6wt%，回収後は約 4wt%含まれていた。これらの CO2 の全

てが CaCO3 であるとすると CaCO3 含有率は回収前が 10.5wt%，回収後が 8～ 9wt%と

なる。回収前に比べ回収後の CO2 含有率が低下していることから，回収後の結晶物

中の CO2 は回収前から含まれていたものであり回収により CaCO 3 は生成していない

と推察される。また，含有する重金属等の測定結果は，As が 1.0mg/kg 未満， Cd が

1.5～ 1.7mg/kg，Cr が 22～ 24mg/kg，  Ni が 2.9～ 3.4mg/kg， Pb が 2.4～ 3.3mg/kg，Cu

が 19～ 20mg/kg，Zn が 280～ 295mg/kg であった。回収した結晶物は肥料としての利

用が考えられる。 As， Cd， Cr， Ni， Pb の含有量は肥料取締法における公定規格 2 )

で定められている下水汚泥肥料が含有を許される最大量よりも低い量であった。  

また，結晶物の有効径は，上部： 258μ m，中央部： 271μ m，下部： 302μ m であ

り，槽内の粒径はほぼ均一であった。また，スタート時点の粒径は 150μ m であり，

りん回収を行うことで結晶は肥大していた。これらより，利用しうるりん資源を回

収できるプロセスであると判断される。  

 

表６．３．３ りん回収リアクター内の結晶物の組成  

回 収 後  サンプリング箇所  回収前  

上部  中央部  下部  

P2 O5 (wt%) 34.6 37.9 38.8 38.5 
CaO (wt%) 52.1 49.3 49.7 49.7 
CO2 (wt%) 4.6 4.1 4.1 3.7 

注；回収後は， 9月 22日の運転停止後にサンプリング  
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６．３．６ 実証プラントでの酸素の挙動  

オゾン反応槽と好気槽でのオゾンおよび酸素などのガス成分の物質収支を求めた。 

実験期間中のオゾン反応槽と好気槽の注入および排出ガスの流量とオゾンおよび

酸素の濃度は安定していた。また，好気槽では有機物酸化および硝化がほぼ 100%

進行しており，好気槽 DO は 1mg/ l 以上であった。実験後半の 1 週間はガス中の二

酸化炭素濃度についても調査してしおり，この期間の二酸化炭素濃度は安定してい

た。以下の詳細検討については 9 月 19 日の測定結果を用いた。  

(1)オゾン反応槽および好気槽でのガス流量およびガス成分の分析結果  

オゾン反応槽と好気槽での注入および排出のガス流量と主なガス成分濃度（オゾ

ン，酸素，二酸化炭素，窒素）を測定し，この測定結果よりオゾン，酸素および二

酸化炭素の重量を算出した。結果を表６．３．４に示す。  

ガス流量は，オゾン反応槽では注入と排出とでは変化なくともに 17.3m3 /日であっ

た。好気槽排出は 1.83m3 /日であり好気槽で大幅に減少した。オゾン濃度は，オゾン

反応槽注入で 2.5volume%，オゾン反応槽排出で 0.01 volume %未満であり，オゾン

はほぼ 100%オゾン反応槽で消費されていた。酸素濃度はオゾン反応槽注入で 89 

volume %，オゾン反応槽排出 (好気槽注入 )で 8 volume 7%，好気槽排出で 1 volume 2%

であり，酸素はオゾン反応槽でも少量消費されたが，大部分は好気槽にて消費され

ていた。二酸化炭素濃度は，オゾン反応槽注入で 0.01 volume %未満，オゾン反応槽

排出で 4.7  volume %，好気槽排出で 7.4  volume %であり，オゾン反応槽および好気

槽で高くなったが，その変化は小さかった。  

好気槽では酸素は BOD と NH4 -N の酸化に消費され大部分は二酸化炭素と NOX-N

となる。二酸化炭素は水への溶解度が大きく大部分が好気槽混合液に溶解する。循

環ガス方式の酸素曝気法では，二酸化炭素が好気槽混合液に溶解したために，好気

槽から排出ガス量が小さくなったと考えられる。  

なお，窒素の水への溶解度は非常に小さく好気槽混合液へほとんど溶け込まない。

そこで，排出ガス量は実測だけでなく，注入ガスと排出ガスに含まれる窒素量は同

じであるとして各ガスの窒素濃度よりガス容積を求め各槽でのガス流量の確認を行

った。  
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表６．３．４ オゾン反応槽と好気槽での注入および排出ガスの流量と各組成の濃度 

（実証プラント） 

     オゾン  
反応槽注入  

好気槽注入  
(オゾン反応槽排出 ) 

好気槽排出  

流量  (m3 /日 )  17.3 17.3 1.83 

オゾン *  (volume %) 2.5 <0.01 <0.01 

酸素  (volume %) 89 87 12 

二酸化炭素  (volume %) <0.01 4.7 7 .4  

窒素  (volume %) 8.5 8.3  80.6 

オゾン  (kg/日 )  0 .85 <0.01 <0.01 

酸素  (kg/日 )  20.1 19.7 0.27 

二酸化炭素  (kg/日 )  <0.01 1.45 0.23 
注： *モニターの測定値は下記のとおり。  

オゾン反応槽注入； 49 .3mg/ l  
好気増注入 (オゾン反応槽排出 )； 0 .06mg/ l  
好気槽排出； 0 .01mg/ l 未満  
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図６．３．９ オゾン反応槽と好気槽でのガス収支 

 

(2) オゾン反応槽での収支  

表６．３．４および図６．３．９に，表６．３．４に示したガス流量と各ガス成

分濃度から算出した各ガス成分量を測定地点ごとに示す。  

表６．３．４および図６．３．９に示すように，オゾンの注入量は 0.85kgO3/日，

排出量は 0.01kgO3/日未満であり，オゾン反応槽内でオゾンはほぼ 100％消費されて

いた。酸素の注入量は 20.1kgO2/日，排出量は 19.7kgO2 /日で，この 19.7kgO2/日の酸
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素が好気槽に注入されている。  

オゾン反応槽内では酸素が 0.4kgO2/日消費されていた。これはオゾン反応槽への

注入酸素量の 2%であった。二酸化炭素の注入量はほぼ零であったの対し，排出量

は 1.45kgCO2 /日であり，炭酸ガス（二酸化炭素）はオゾン処理工程で増加した。  

表６．３．５にオゾン処理前後の汚泥性状の変化を示す。混合液中の S-CODC r お

よび S-Kj-N の増加より汚泥の液化がみられる。さらに，特徴的なのは，混合液中の

NOX-N が 7.45mg/ l から 11.2mg/ l に増加している点である。汚泥液化と並行して硝化

反応も若干進行し，酸素が消費されている。  

汚泥の液化処理の過程で消費されるオゾンは自己分解して酸素に変化したとする

とその酸素量は 0.85kgO2/日となり，注入ガスと排出ガスの酸素量の差は 0.4kgO2/

日である。すなわち，実質的なオゾン反応槽での酸素消費量は約 1.25kgO2 /日となる。 

オゾン反応槽では① NH4 -N の硝化，②オゾン処理流出液の DO の持ち出し，③オ

ゾン処理工程における有機物の分解での炭酸ガス生成が主たる酸素消費の要因とな

る。①の硝化で消費される酸素量は， NOx -N の増加量より求めると 0.2kgO2 /日とな

る。②のオゾン処理流出液の DO の持ち出し量は DO 濃度が約 15mg/ l 上昇したこと

から 0.2kgO2 /日となる。オゾン反応槽の酸素消費量より①と②を引くと 0.85kgO2 /

日となり，これが③有機物の分解での酸素消費量となる。 0.85kgO2 /日から発生する

二酸化炭素は 1.17kgCO2 /日であり，オゾン反応槽からの排出ガス中の二酸化炭素量

1.45kgCO2/日より少ない。前工程の好気槽にて二酸化炭素が溶け込んだ好気槽混合

液をオゾン反応槽に投入しているため，オゾンガスの吹き込みによりオゾン処理汚

泥中に溶解していた二酸化炭素の一部がガス側へ移行していると考えられる。  

 

表６．３．５  オゾン処理前後の汚泥性状 

 オゾン処理前 オゾン処理後  

pH (mg/ l )  7 .1  7.3 

M-Alk (mg/ l )  124 101 

CODC r  (mg/ l )  3280 －  

S-CODC r  (mg/ l )  33 552 

T-N (mg/ l )  225.7 －  

S-T-N (mg/ l )  9 .21 55.1 

NH4 -N (mg/ l )  0 .3  6.0 

NOX-N (mg/ l )  7 .5  11.2 
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(3) 好気槽での酸素収支および好気槽汚泥の内性呼吸速度  

表６．３．４および図６．３．９に示すように，好気槽への酸素の注入量は 19.7kgO2 /

日，排出量は 0.27kgO2/日で酸素の消費量は 19.4 kgO2/日となる。好気槽へ注入した

酸素は 99%消費されていた。  

好気槽の酸素消費速度 (Kr )は，実証プラントへの原水の供給および好気槽への酸

素供給を停止し，好気槽内の DO の変化を測定することで求めた。測定は 7 月 17 日

～ 8 月 8 日に 7 回行った。測定結果の平均値で Kr  は 1.9gO2/(kgMLSS･時 )であった。

日本下水道協会の高度処理マニュアル 3 )での内性呼吸速度は 5.0gO2/(kgMLSS･時 )で

あるが，今回の結果はこの値よりも小さくなっている。今回の実験において Kr が

小さい原因として，BOD 汚泥負荷を低負荷で運転していたことが考えられる。また，

上住ら 4 )は，活性汚泥へのオゾン吸収率を大きくすると Kr が低下することを報告し

ており， Kr の小さくなった原因としてオゾン処理を組み込んだことも考えられる。 

(4) 好気槽の生物反応による酸素消費量  

好気槽における酸素消費量を有機物酸化（ DC , O 3），硝化（ DN , O 3），内性呼吸での

酸素消費量（ DE）および混合液持出酸素量 (DO )の４項目とした。下記の (6-1)式から

(6-6)式より各項目の酸素量を算出した。またこれらの合計を全酸素消費量 (Σ D )とし

た。算出方法は日本下水道協会の高度処理マニュアル 3 )に基づき行った。  

DC , O 3 は (6-1)式に示すとおり，汚泥減容化を行っていない嫌気－無酸素－好気法

(対照プラント )での有機物酸化の酸素消費量 (DC , c o n  )に，オゾン処理から生物処理へ

流入する有機物分を足し，好気的生物処理を経ていないりん回収工程への投入有機

物分を差し引いた。 DC , c o n は， (6-2)式より算出した。  

DN , O 3 は (6-3)式に示すとおり，汚泥減容化を行っていない嫌気－無酸素－好気法

での硝化の酸素消費量 (DN , c o n  )に，オゾン処理から生物処理へ流入する T-N 分を足し，

好気的生物処理を経ていないりん回収工程への投入 T-N 分を差し引いた。DN , c o n は，

(6-4)式より算出した。  

DE の算出は (6-5)式で行い，内性呼吸による酸素消費量 (Kr )は 1.9gO2 /(kgMLSS･時 )

を用いた。  

DC,O3＝DC,con＋(CCOD,O3･QO3－CBOD,p･Qp) ×10-3×γBOD (6-1) 

DC,con＝｛(CBOD,in－CBOD,eff)･Qin×10-3－(LNOX,DN－LNOX,A)×β｝×γBOD (6-2) 

DN,O3＝DN,con＋α･(CTN,O3･QO3－CTN,p･Qp)×10-3×γN (6-3) 

DN,con＝α･CTN,in･Qin×10-3×γTN (6-4) 

DE＝X･VA・Kr (6-5) 
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DO＝CO,A･(Qin＋Qr+Qc－Qp)×10-3  (6-6) 

ΣD＝DC,O3＋DN,O3＋DE＋DO (6-7) 

 

表６．３．６に式中の記号の説明を示し，表６．３．７に算出結果を示す。  

 

表６．３．６ 計算式の記号の説明 

No. 記 号  記 号 の 意 味  単  位  

1  CB O D , i n  原水 BOD 濃度  mg/ l  

2  CB O D , e f f  処理水 BOD 濃度  mg/ l  

3  CC O D , O 3  オゾン反応槽流出液 S-CODC r 濃度  mg/ l  

4  C B O D , p  リン回収流入水 BOD 濃度  mg/ l  

5  CT N , i n  原水 T-N 濃度  mg/ l  

6  CT N , O 3  オゾン反応槽流出液 S-Kj-N 濃度  mg/ l  

7  CT N , p  りん回収流入水 T-N 濃度  mg/ l  

8  C O , A  好気槽の溶存酸素濃度  mg/ l  

9  X  好気槽の MLSS 濃度  mg/ l  

10 Qi n  原水流量  m3 /日  

11 QO 3  オゾン反応槽流入液流量  m3 /日  

12 Qp  りん回収流入水流量  m3 /日  

13 Qr  返送汚泥流量  m3 /日  

14 Qc  循環液流量  m3 /日  

15 VA  好気槽容量  m3  

16 LN O X , D N  無酸素槽 NOX-N 流入量  kgN/日  

17 LN O X,A  無酸素槽 NOX-N 流出量  kgN/日  

18 DC , O 3  
実証プラントの有機物酸化による  

酸素消費量  
kgO2/日  

19 DC , c o n  
嫌 気 － 無 酸 素 － 好 気 法 の 有 機 物 酸 化 に よ る

酸素消費量  
kgO2/日  

20 DN , O 3  実証プラントの硝化による酸素消費量  kgO2/日  

21 DN , c o n  
嫌気－無酸素－好気法の硝化による  

酸素消費量  
kgO2/日  

22 DE  内性呼吸による酸素消費量  kgO2/日  

23 DO  好気槽混合液持出酸素量  kgO2/日  

24 Σ D  全酸素消費量  kgO2/日  

25 β  単位 NOX-N あたりの脱窒に必要な BOD 量  kgBOD/kgNOX-N

26 γ B O D  単位 BOD 除去あたりに必要な酸素量  kgO2/kgBOD 

27 γ N  単位 NH4 -N の硝化に必要な酸素量  kgO2/kgN 

28 α  CT N , i n，CT N , O 3，C T N , p に対し硝化させる N の比 －  

29 Kr  単位 MLSS あたりの内性呼吸に酸素消費量  mgO2 /(g･時 )  
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表６．３．７ 実証プラント好気槽における各反応での酸素消費量  

酸素消費量  
(kgO2/日 )  

原水の処理  
オ ゾ ン 反 応 槽

流出液の処理

プ ロ セ ス 全 体

の必要酸素量  

有機物酸化  2 .8  2 .7 5.5 

硝化  8 .0  1 .8 9.8 

内性呼吸  4 .2  －  4 .2  

混合液 DO 持出  0 .2  －  0 .2  

合 計  15.2 4.5 19.7 

 

６．３．６ (3)で求めたガス収支からの酸素消費量 19.4kgO2/日であった。  

表６．３．７に示すように，原水の有機物酸化，硝化などの処理に要する酸素消

費 量 は 15.2kgO2/ 日 ， オ ゾ ン 反 応 槽 流 出 液 だ け を 処 理 す る と き の 酸 素 消 費 量 は

4.5kgO2 /日であり，Σ D（プロセス全体の酸素消費量）は 19.7kgO2 /日であった。オ

ゾン反応槽流出液の処理での酸素消費量はΣ D の 25%であり，Σ D はガス収支から

の酸素消費量 19.4kgO2/日にほぼ等しい。少なくとも，今回の実験でオゾン反応槽か

ら の 排 出 ガ ス の 酸 素 量 19.7kgO2 / 日 は オ ゾ ン 反 応 槽 流 出 液 を 処 理 す る 酸 素 量

4.5kgO2 /日を満足するだけでなく，原水の有機物酸化，硝化も可能となる酸素量で

あることが明らかとなった。  

(5) 必要酸素量とオゾン反応槽排出ガス中の酸素量の比較  

現在，原料が酸素のオゾン発生器の発生可能な最大オゾン濃度は 80～ 120mg/ l 程

度のものが多い。そこで，オゾン反応槽排出ガス中の酸素のみで好気槽での必要酸

素量を供給可能かどうかの試算を行った。生物処理と汚泥のオゾン処理の条件は今

回の実験と同一とした。  

表６．３．８にオゾン濃度 50， 80， 120mg/ l でのオゾン反応槽排出ガス中の酸素

量を算出した結果を示す。オゾン濃度 120mg/ l においてオゾン反応槽排出ガスでの

酸素供給量は 8.9kgO2 /日となる。汚泥のオゾン処理により生物処理へ流入する有機

物と窒素を処理するのに必要な酸素量は， 4.5kgO2/日である。このことにより，汚

泥のオゾン処理による負荷増加分はオゾン反応槽排出ガスの注入で十分まかなえる

ことになる。排出ガスの酸素の余剰分は原水由来の成分の処理にも利用できること

になり，既存施設のブロワーによる送気量の節減となる。  
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表６．３．８ 各オゾン濃度における酸素供給量  

オゾン濃度 (mg/ l )  
オゾン反応槽排出ガス中の酸素量 

（ kgO2 /日）  

120 8.9 

80 13.4 

50 19.6 *  

 酸素消費量  (kgO2 /日 )  

原水の処理  15.2 *  

オゾン反応槽流出液の処理 4.5*  

プロセス全体  19.7 *  
注； *は，今回の実験での実測値  

 

６．４ 結語  

第５章までの結果をもとに，本章では，生物学的窒素りん除去法である嫌気－無

酸素－好気法の生物処理工程に汚泥のオゾン処理工程，りん回収工程を付加した実

証プラント作成しこれを用いて，愛知万博の廃水を原水として連続実験を行った。

本プラントでの研究の主目的は，オゾン反応槽排出ガス中の酸素でオゾン処理によ

る負荷増加分を処理できる可能性を検討するためと，処理水のりん濃度の増加を

HAP 法によるりん回収で防止することである。本章での結果より以下のことが明ら

かとなった。  

(1)  CODC r  380mg/ l，BOD 155mg/ l，SS 149mg/ l，T-N 39mg/ l および T-P 3 .96mg/ l の原

水を対象に運転したところ，処理水は CODC r  35mg/ l (BOD は 5mg/ l 以下と推定さ

れる )，SS 10mg/ l，T-N  10mg/ l 以下，T-P 1mg/ l 以下であり，汚泥発生量の削減

率は 76%となった。  

(2)  オゾン濃度 50mg/ l で汚泥の減容化した場合，好気槽での反応に必要な酸素はオ

ゾン反応槽からの排出ガス中の酸素だけで供給することは可能であった。  

(3)  りんは，りん酸ヒドロキシアパタイト (HAP)として原水に含まれる量の 75％を

回収することにより，処理水 T-P は 1mg/ l 以下を維持できた。   

( 4 )  HAP 生成槽へ流入するりん量に対する回収率は 90%以上であり，回収した結晶

物の 90%程度は HAP であった。また，結晶物の含まれる重金属等は肥料取締法

における公定規格で定められている下水汚泥肥料が含有を許される最大量より

も低い量であった。  

( 5 )  オゾン濃度を 120mg/ l とした場合でも，オゾン反応槽の排出ガス中の酸素量は

オゾンによる負荷増加分を処理する必要酸素量より多く，余剰分により生物処

理の必要酸素量の 30％程度を供給することが可能となる。  
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第７章 従来技術とのエネルギー消費量およびコストの比較 

７．１ はじめに 

愛知万博にて実証試験を行った，オゾンを用いた汚泥減容化とりん回収を組み混んだ生物

学的窒素りん除去プロセス(以下，開発技術と記す)についてエネルギー消費量を算出し，同等

の処理水が得られる従来技術に対して，プラントの運転に必要なエネルギー消費量をどの程度

削減できるかを算出した。さらに，開発技術と従来技術の運転コストおよび建設費についても

算出し比較を行った。 

以下に，比較に用いた従来技術および開発技術のフローの詳細，運転条件，算出方法およ

び算出結果を示す。 

 

７．２ 計算条件 

処理対象廃水はBOD，窒素，りんを含む廃水(下水を想定)とし，処理流量 1000m3/日とした。

開発技術は，余剰汚泥発生量を従来技術の 10%，すなわち余剰汚泥削減率を 90%とし，開発

技術での無機性SSの蓄積はなく生物処理での汚泥のVSS含有率は従来技術と開発技術では同じ

であるとした。原水性状および処理水目標値を表７．２．１に示す。 

 

表７．２．１ 原水性状および処理水目標値 

計算に用いた目標値  原水 
生物処理水 

(砂ろ過原水) 
砂ろ過処理水 

SS (mg/l) 140 20 <3 
BOD (mg/l) 200 <5 <5 
T-N (mg/l) 30 <10 <10 
T-P (mg/l) 3 0.5 0.5 

 

汚泥処理と従来技術におけるりん回収の取り扱いは以下に示すとおりとした。 

(1) 発生汚泥は，場内で脱水まで行い脱水ケーキは 100t/(日･基) 規模の焼却炉に持ち込み他

の処理場の脱水ケーキと一緒に焼却を行う。焼却についてはランニング(燃料使用量，電

力消費量および薬品使用量)のみを考慮した。 

(2) 従来技術では，開発技術で生成した HAP に含まれるりんと同量のりんをりん鉱石で輸入

する場合のエネルギーを追加する。輸入エネルギーの評価範囲は，中国での採掘，選鉱と，

中国から日本までの輸送までのエネルギーとした。 

 

 
 

 
-199-



７．３ 検討内容および結果 

検討作業でのフロー，運転条件および検討結果について以下に記す。 

 

７．３．１ 従来技術のエネルギー消費量およびコストの算出 

７．３．１．１ 検討フロー 

まず，従来技術として図７．３．１に示す構成要素を考え，従来技術についてエネルギー

消費量，運転コストおよび建設費を試算した。 

従来技術フローは，２つフローを想定した。１つ目は，生物処理を循環型硝化脱窒法とし

て原水中の有機物と窒素を除去し，りんは生物処理水を凝集沈殿処理して除去する。生物処理

の余剰汚泥と凝集沈殿で発生した凝集汚泥は，脱水までを場内にて実施し，場外の焼却施設へ

輸送しそこで焼却する(以下，従来技術①とする)。２つ目は，生物処理を嫌気－無酸素－好気

法として原水中の有機物，窒素およびりんを除去する。生物処理の余剰汚泥は，脱水までを場

内にて実施し，場外の焼却施設へ輸送してそこで焼却する(以下，従来技術②とする)。従来技

術①の詳細なフローを図７．３．２に，従来技術②の詳細なフローを図７．３．３に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理 生物処理 凝集沈殿 砂ろ過

濃縮脱水 輸送 焼却

原水 処理水

余剰汚泥

焼却灰

凝沈汚泥

逆洗排水は原水調整槽へ

脱水ろ液は原水調整槽へ

 

前処理 生物処理 砂ろ過

濃縮脱水 輸送 焼却

原水 処理水

余剰汚泥

焼却灰

逆洗排水は原水調整槽へ

脱水ろ液は原水調整槽へ

図７．３．１ 従来技術の構成(上：従来技術①，下：従来技術②) 
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図７．３．２ 従来技術①の詳細フロー 
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図７．３．３ 従来技術②の詳細フロー 
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７．３．１．２ 運転条件 

図７．３．２および図７．３．３に示したフローの運転条件を表７．３．１に示す。 

表７．３．１ 従来技術の運転条件 

詳細フロー 
従 来 技 術

① 
従 来 技 術

② 

生物処理 原水流量 (m3/日) 1000 1000 

 循環流量 (m3/日) 1500  1500  

 循環比 1.5 1.5 

 返送汚泥流量 (m3/日) 500 500 

 嫌気槽滞留時間 (時間) － 3.0 

 無酸素槽滞留時間 (時間) 9.0 9.0 

 好気槽滞留時間 (時間) 18.0 18.0 

 MLSS (mg/l) 4000 4000 

 BOD 汚泥負荷(好気槽) (kg/(kg･日)) 0.07 0.07

 余剰汚泥発生量 (kgDS/日) 170 170 

 沈殿池水面積負荷 (m3/(m2･日)) 20 20 

凝集沈殿 混合槽滞留時間 (min) 2.0 － 

 凝集槽滞留時間 (min) 30.0 － 

 PAC 注入率 (mg/l) 100 － 

 ポリマー注入率 (mg/l) 0.5 － 

 凝集汚泥発生量 (kgDS/日) 26.4 － 

 沈殿池水面積負荷 (mm/分) 20 － 

砂ろ過 通水 LV (m/h) 6.0 6.0 

汚泥処理 脱水薬注率 塩化第二鉄注入率 (%対 DS) 1.5 1.5 

  ポリマー注入率 (%対 DS) 1.0 1.0 

 脱水ケーキ性状 含水率 (%)  82 82 

  VSS 含有率 (%) 67 78 

 輸送距離 (km) 10 10 

りん回収 りん鉱石採掘量(HAP あたり) (kg/日) 10.7 10.7 
注：りん鉱石採掘量は開発技術での生成量と同じとした。 

 

上記の運転条件の決定は記載の方法により決定した。 

 

(1) 生物処理 

1) 原水水量(従来技術①および従来技術②) 

汚泥減容化プロセスが対象となりうるのは，処理場単独では汚泥の焼却施設を設置するの

が困難な比較的小規模な施設であると考え，試算は原水水量 1000m3/日とした。 

2) MLSS(従来技術①および従来技術②) 

第 6 章の実証プラントおよび対照プラントでの値である 4000mg/l を採用した。 
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3) 嫌気槽滞留時間(従来技術②) 

第６章の実証プラントおよび対照プラントでは原水流量基準で 3.6 時間としており，3.6 時

間とすれば十分りんが放出されると考えた。しかし，高度処理施設設計マニュアルによると計

画 1 日最大水量基準の滞留時間として 1～2 時間相当で，3 時間以上とするとNO 3 -Nの還元に

より硫化水素臭の発生するおそれがあるとのことなので 3 時間とした。 

 

4) 好気槽滞留時間(従来技術①および従来技術②) 

浄化槽の構造基準・同解説 1)によると水温 13℃で硝化を進行させるためには，好気槽の

NH 4 -N/MLSS負荷率Ls NH4,Aを 0.518mg/(g･時)以下にする必要があるとしている。 

以上の点から，好気槽容積V A1は下記の式(7-1)より算出される。 

 

3
1 m4603 .

XLs

CQ
V

A4,NH

inN,T-in
A 




  (7-1) 

 

ここに，V A1  ：好気槽の容積(m3) 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C T-N,in  ：原水T-N(mg/l)＝30mg/l 

X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

Ls NH4,A  ：NH 4 -N/MLSS負荷率(kg/(kg･日))＝0.01243kg/(kg･日) 

 

この値に余裕率 1.25 をかけた 754.2m3を必要好気槽容積とした。よって，原水流量あたりの

滞留時間は 18 時間となる。 

 

5) 余剰汚泥発生量 

余剰汚泥発生量は，下水道施設計画・設計指針と解説  後編  2001 年版 2)を参考に下記の式

(7-2)より算出した。 

 

Q W･X W＝(a・Q in・C S-BOD,in＋b・Q in・C SS,in－c・V A1・X) ・10-3  

＝(a・C S-BOD,in＋b・C SS,in－c・τ・X) Q in・10-3＝170kgSS/日 (7-2) 

 

ここに，Q W ：余剰汚泥量(m3/日)  

X W ：余剰汚泥の平均SS濃度(mg/l) 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 
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V A1  ：好気槽タンクの容積(m3) 

X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

C S-BOD,in  ：原水S-BOD濃度(mg/l)＝120mg/l 

C SS,in  ：原水SS濃度(mg/l)＝140mg/l 

a ：S-BOD に対する汚泥転換率(mgSS/mgBOD)＝1.0 

b ：SS に対する汚泥転換率(mgSS/mgSS)＝1.0 

c ：活性汚泥微生物の内性呼吸による減量を示す係数(1/日)＝0.03 

τ ：好気槽滞留時間(日)＝0.75 日  

 

6) 無酸素槽滞留時間(従来技術①および従来技術②) 

第６章の実証プラントおよび対照プラントでは原水流量基準で 9.6 時間であり，この値を参

考に 9 時間とした。 

浄化槽の構造基準・同解説 1

10mg/l 

)によると水温 13℃で硝化を進行させるためには，好気槽の

NO X -N/MLSS負荷率Ls NOX,DNを 0.739mg/(g･時)以下にする必要があるとしている。決定した無

酸素槽滞留時間が妥当であるかを検証するために，従来技術でのNO 3 -N/MLSS負荷率Ls NOX,DN

を求め上記の値と比較した。 

無酸素槽でのNO X -N除去量L NOX,DNは，流入のT-N量から処理水としての窒素の流出量と余剰

汚泥として引き抜かれる窒素量を除した量であるから下記の式(7-3)より算出される。 

L NOX,DN＝｛C T-N,in・Q in－C T-N,eff・Q in｝×103－Q W･X W・N X＝6.4kgN/日 (7-3) 

 

ここに，Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C T-N,in   ：原水T-N濃度(mg/l)＝30mg/l 

C T-N,eff   ：処理水T-N濃度(mg/l)＝

N X  ：活性汚泥窒素含有率(kgN/kgSS)=0.08kgN/kgSS 

Q W ：余剰汚泥量(m3/日)  

X W ：余剰汚泥の平均SS濃度(mg/l) 

NO 3 -N/MLSS負荷率Ls NOX,DN (mg/(g･時))は下記の式(7-4)，(7-5)より算出される。 

 

3m375
24




 DNin
DN

tQ
V  (7-4) 

 

)mg/(g1780
24

10 6
N 時




 .
XV

L
Ls

DN

D,NOX
DN,NOX  (7-5) 

 

ここに，V DN  ：無酸素槽容積(m3) 
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t DN  ：無酸素槽滞留時間(時間)＝9 時間 

X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

 

従来技術での無酸素槽のNO X -N/MLSS負荷率は 0.178mg/(g･時)であり，浄化槽の構造基準・

同解説1)で示されている 0.739mg/(g･時)以下を満足しているので，無酸素槽滞留時間は 9 時間

で問題ないと判断した。 

 

7) 返送汚泥流量 

第６章の対照プラントでの返送汚泥濃度が 8000mg/lであり，従来技術の返送汚泥濃度も同

等となるとして，下記の式(7-6)より汚泥返送比R rを 0.5，返送汚泥流量Q rを 500m3/日とした。 

 

50
-

.
XX

X
R

r
r   (7-6) 

 

Q r＝Q in・R r＝500m3/日 

 

ここに，X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

X r  ：返送汚泥濃度(mg/l)＝8000mg/l 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

 

8) 循環流量(従来技術①および従来技術②) 

循環流量は，高度処理施設設計マニュアル(案)3)によると原水流量に対して 1.5 倍程度とす

るとなっていることから，従来技術も原水流量の 1.5 倍の 1500m3/日とした。 

循環比R cが 1.5 で，汚泥返送比R rが 0.5 での理論窒素除去率E Ntは下記の式(7-7)より算出さ

れる。 

 

%.
RR

RR
E

rc

rc
Nt 766100

1





  (7-7) 

 

無酸素槽へ流入する ON X -N量と生物処理にて除去しなければならない窒素量より求められ

る必要窒素除去率を求めて理論窒素除去率と比較し，循環比が妥当であるかを検証する。第６

章の対照プラントにおいて処理水中の窒素は大部分がNO X -Nであったため，本検討の従来技

術においても処理水中の窒素はほぼ 100%NO X -Nであるとすると，無酸素槽へ流入するNO X -N

量は，  流入T-N量から余剰汚泥として引き抜くT-Nを除した量である。また，無酸素槽での

NO X -N除去量は 6)にて算出しており 6.4kgN/日である。したがって，必要窒素除去率E Ndは下



記の式(7-8)より算出される。 

 

%.
NXQQiC

L
E

Xwwnin,NT

DN,NOX
Nd 039100 






 (7-8) 

 

ここに，L NOX,DN ：無酸素槽でのNO X -N除去量(kgN/日)=6.4kgN/日 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C T-N,in  ：原水T-N濃度(mg/l)＝30mg/l 

N X  ：活性汚泥窒素含有率(kgN/kgSS)=0.08kgN/kgSS 

Q W ：余剰汚泥量(m3/日)  

X W ：余剰汚泥の平均SS濃度(mg/l) 

 

理論窒素除去率が必要窒素除去率よりも大きいことから,循環比 1.5 は妥当であると判断し

た。 

 

9) 沈殿池水面積負荷(従来技術①および従来技術②) 

沈殿池の水面積負荷は，高度処理施設設計マニュアル(案)3)によると 15～24m3/(m2･日)程度

とするとなっていることから 20m3/(m2･日)とした。 

 

(2) 凝集沈殿(従来技術①) 

1) PAC 注入率 

高度処理施設設計マニュアル(案)3)によると凝集剤添加活性汚泥法の場合，処理水りん濃度

を 0.5mg/l程度とするためのりんに対するアルミニウムの注入モル比(Al/P比)は 1 程度である。

今回は確実に除去するためにAl/P比は 2 とする。原水のりん濃度が 3mg/lで処理水りん濃度が

0.5mg/lであることから，凝集沈殿でのりん除去濃度は 2.5mg/lとなる。したがって，PAC注入

率は下記の式(7-9)，(7-10)より 82.2mg/lと算出され，これに余裕率 1.25 をかけて 100mg/lに決

定した。 

 

l.Alm
P

CC
C eff,Pin,P

Al mg/354


  (7-9) 

 

l.
CAl

OAl
CC

L,OAl
AlPAC mg/282

100

2 32

32 


  (7-10) 

 

ここに，C Al   ：Al注入率(mg/l) 
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C P,in  ：原水りん濃度(mg/l)＝3.0mg/l 

C P,eff  ：処理水りん濃度(mg/l)＝0.5mg/l 

ｍ ：注入 Al/P 比(-)＝2.0 

Al ：アルミニウムの原子量(-)＝27 

P ：りんの原子量(-)＝31 

C PAC  ：PAC注入率(mg/l) 

Al 2 O 3  ：酸化アルミニウムの分子量(-)＝102 

C Al2O3,L  ：PACの酸化アルミニウム含有率(%)＝10% 

 

2) ポリマー注入率 

過去のデータより 0.5mg/l とした。 

 

3) 凝集汚泥発生量 

高度処理施設設計マニュアル(案)3)によるとアルミニウム塩を凝集剤添加活性汚泥法でのSS

発生量は注入したアルミニウム量の 5 倍程度とのことである。従来技術での凝集汚泥発生量

L SS,Al (kg/日)も注入したアルミニウム量の 5 倍とし下記の式(7-11)より算出した。 
 

日kg/4525105 -3 .QCL inAllA,SS   (7-11) 

ここに，C Al   ：Al注入率(mg/l)＝4.35mg/l 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

 

4) 混合槽滞留時間および凝集槽滞留時間 

過去のデータより，混合槽滞留時間は 2 分間，凝集槽滞留時間は 30 分間とした。 

 

5) 沈殿池水面積負荷 

過去のデータより，20mm/分とした。 

 

(3) 砂ろ過(従来技術①および従来技術②) 

社内標準より通水 LV を 6.0m/時に決定した。 

 

(4) 汚泥処理(従来技術①および従来技術②) 

1) 脱水薬注率 

汚泥脱水は塩化第二鉄とポリマーにて調整して行う。各々の注入率は過去の処理試験成績
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より 1.5%対 DS および 1.0%対 DS とした。 

 

2) 脱水ケーキ性状 

過去の処理試験成績より含水率を 82%とした。 

従来技術①のVSS含有率および発生量は，余剰汚泥が 80%(第 6 章の対照プラントの値を採

用)および 170kgSS/日，凝集汚泥が 0%および 26.45kgSS/日，汚泥脱水で添加した薬剤由来の発

生汚泥は 0%および 5.6kgSS/日とし下記の式(7-12)より脱水ケーキのVSS含有率VSS X,Dcを算出し

た。 

 

%
)LLL(

VSSLVSSLVSSL
VSS

Fe,SSAl,SSW,SS

eF,XFe,SSAl,XAl,SSW,XW,SS
Dc,X 67




  (7-12) 

 

ここで，L SS,W  ：余剰汚泥発生量(kgSS・日)＝170kgSS/日 

L SS,Al  ：凝集汚泥発生量(kgSS/日)＝26.45kg/日 

L SS,Fe  ：汚泥脱水で添加した薬剤由来のSS発生量(kgSS/日)＝5.6kgSS/日 

VSS X,W  ：余剰汚泥のVSS含有率(%)＝80% 

VSS X,Al  ：凝集汚泥のVSS含有率(%)＝0% 

VSS X,Fe  ：汚泥脱水で添加した薬剤由来の発生汚泥のVSS含有率(%)＝0% 

従来技術②のVSS含有率および発生量は，余剰汚泥が 80%(第 6 章の対照プラントの値を採

用)および 170kgSS/日，凝集汚泥が 0kgSS/日，汚泥脱水で添加した薬剤由来の発生汚泥は 0%

および 4.9kgSS/日とし下記の式(7-13)より脱水ケーキのVSS含有率VSS X,Dcを算出した。 

 

%
)LLL(

VSSLVSSLVSSL
VSS

Fe,SSAl,SSW,SS

eF,XFe,SSAl,XAl,SSW,XW,SS
Dc,X 78




  (7-13) 

 

ここで，L SS,W  ：余剰汚泥発生量(kgSS・日)＝170kgSS/日 

L SS,Al  ：凝集汚泥発生量(kgSS/日)＝0kg/日 

L SS,Fe  ：発生量(kgSS/日)＝4.9kgSS/日 

VSS X,W  ：余剰汚泥のVSS含有率(%)＝80% 

VSS X,Al  ：凝集汚泥のVSS含有率(%) 

VSS X,Fe  ：汚泥脱水で添加した薬剤由来の発生汚泥のVSS含有率(%)＝0% 
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3) 輸送距離 

脱水ケーキの輸送距離は，同じ市町村内の汚泥集約処理場へ輸送すると想定し 10km とした。 

 

(5) りん回収(従来技術①および従来技術②) 

後述する開発技術でのりん回収量は 1.99kgP/日としこれをHAP(Ca 10 (PO 4 ) 6 (OH) 2 )に換算す

ると 10.7kgHAP/日となる。従来技術でのりん鉱石採掘量は開発技術でのりん回収量と同量と

し 10.7kgHAP/日とした。 

 

７．３．１．３ 試算方法 

試算方法は，まず，容量計算を行い運転条件に見合う機器や水槽等の仕様を決定した。次

に，機器については所要電力と運転時間を決定し消費電力量を算出した。薬品や燃料について

は運転条件に見合う使用量を算出した。 

エネルギー消費量は，機器の消費電力量と薬品と燃料の使用量を 1 日あたりの原油消費量(l/

日)に換算し，これらを合算した。 

消費電力量(kWh/日)は，所要電力(kW)と運転時間(h/日)の積に負荷率 0.8 をかけて求めた。

電力量の原油換算原単位は 0.243l/kwh である。 

薬品使用量からの原油消費量の算出は，まず，薬品使用量をCO 2排出量に換算し，このCO 2

排出量を電力に換算した。各薬品の原単位あたりのCO 2排出量は薬剤の価格と環境負荷は比例

すると考え決定した。 

運転コストは，機器の消費電力量と薬品と燃料の使用量を 1 日あたりのコストに換算した。

電力単価は 15 円/kWhとした。各薬品の原単位あたりの価格は産業連関表(1995 年)4)記載の平

均価格および社内データを採用した。脱水ケーキの処分費は脱水ケーキ 1tあたり 20000 円/tと

した。また，従来技術では開発技術で回収されるりん量に相当するりん鉱石を輸入する際の代

金を運転コストに計上した。輸入価格は，中国からりん鉱石を輸入した場合の 2000～2004 年

度の輸入価格の平均値であるりん鉱石 1kgあたり 8.82 円を採用した。各年度の輸入価格は財

務省貿易統計5)中の 1 年間(4 月から翌年の 3 月)の輸入合計金額を 1 年間の輸入合計量で割っ

た値である。 

建設費は，機器および水槽の仕様から社内の積算方法により各々の価格を決定し，これら

を合算した。 

主要な水槽や機器の仕様決定の詳細を以下に示す。 
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① 生物処理 

(1) 好気槽ブロア 

まず，必要酸素量を算出し，次に必要酸素量から必要空気量を算出し好気槽ブロアを選定

した。 

必要酸素量は，下水道施設計画・設計指針と解説後編 2001 年版2)を参考にすると下記の式

(7-14)から算出される。 

必要酸素量(AOR)＝D B＋D N＋D E＋D O－D DN (7-14) 

ここに，D B  ：有機物の酸化に必要な酸素量 

D N  ：硝化反応に必要な酸素量 

D E  ：内性呼吸に必要な酸素量 

D O  ：溶存酸素濃度の維持に必要な酸素量 

D DN  ：脱窒により軽減される酸素量 

 

(ⅰ) 有機物の酸化に必要な酸素量D B (kgO 2 /日) 

D B＝(C BOD,in－C BOD,eff )・Q in×10-3×A＝100kgBOD/日 (7-15) 

ここに，C BOD,in  ：原水BOD(mg/l)＝200mg/l 

C BOD,eff  ：処理水BOD(mg/l)＝0mg/l 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

A ：除去BODあたりに必要な酸素量＝0.5kgO 2 /kgBOD 

 

(ⅱ)硝化に必要な酸素量D N (kgO 2 /日) 

D N＝(C KN,in－C KN,eff )・Q in×10-3×C＝137.1 (kg-O 2 /日) (7-16) 

ここに，C KN,in ：原水Kj-N(mg/l)＝30mg/l 

C KN,eff ：処理水Kj-N(mg/l)＝0mg/l 

Q in ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C ：硝化反応に伴い消費される酸素量(kgO 2 /kgN)＝4.57kgO 2 /kgN 

 

(ⅲ) 内性呼吸に必要な酸素量D E (kgO 2 /日) 

D E＝V A1・X・10-3・ B＝368.64(kg-O 2 /日) (7-17) 

ここに，V A1 ：好気槽容量(m3)＝768m3 

X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

B ：単位 MLSS あたりの内性呼吸による酸素消費量 

(kgO 2 /(kgMLSS･日))＝0.12 kgO 2 /(kgMLSS･日) 



(ⅳ) 溶存酸素濃度維持に必要な酸素供給量D O (kgO 2 /日) 

好気槽末端C O,A1は 1.5mg/lとする。また，循環比＋汚泥返送比＝2 であるので， 

D O＝C O,A1・２×Q in×10-3＝6.0(kgO 2 /日) (7-18) 

ここに，C O,A1  ：好気槽末端の溶存酸素濃度(mg/l)＝1.5mg/l 

Q in ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

 

(ⅴ) 脱窒により軽減される酸素量D DN (kgO 2 /日) 

D DN＝L NOX,DN・K＝18.56kgO 2 /日 (7-19) 

ここに，L NOX,DN ：無酸素槽でのNO X -N除去量(kgN/日)=6.4kgN/日 

K ：脱膣により消費される BOD 量(kgBOD/kgN)＝2.9 kgBOD/kgN 

したがって，AORは 593.18kgO 2 /日である。 

 

必要空気量G s (m3/分)は，下水道施設計画・設計指針と解説後編  2001 年版を参考にすると

下記の式から算出される。 

/分m529
1440

1

273

273
100 3.

T

OE

AOR
G

WA
s 







ρ
 (7-20) 

ここに，AOR ：必要酸素量(kgO 2 /日)＝593.18kgO 2 /日 

E A  ：混合液中での酸素移動効率(%)＝5% 

ρ ：空気密度(kg空気N/m3)＝1.293kg空気N/m3 

O W  ：空気中の酸素含有量(kgO2/kg空気)＝0.232kgO 2 /kg空気 

T ：混合液の水温(℃)＝20℃ 

 

したがって，必要能力は 29.5m3/分以上であるので，流量が 15.5m3/分，吐出圧が 5m，所要

動力が 18.5kWのブロアを 2 台とした。 

 

② 凝集沈殿(従来技術①) 

(1) 薬品使用量 

PAC 注入率は 100mg/l であり，製品 PAC 必要量は 100kg/日となる。 

りんと反応しないアルミニウムが全てAl(OH) 3になると仮定するとNaOH使用量は 13.54kg/

日となり，25%NaOHでの使用量は 54.17l/日である。 

ポリマ添加量は 0.5mg/l であるから，1 日あたりの必要量は 0.5kg/日であり， 0.2%溶液に

換算すると 250l/日となる。 
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③ 汚泥処理(従来技術①および従来技術②) 

(1)濃縮脱水機 

処理汚泥量は，余剰汚泥が 170kgDS/日で，凝集汚泥が 26.45kgDS/日であることから合計で

196.45kgDS/日となる。薬注ユニット付きのスクリュー脱水機を採用し，1 時間あたりの処理

能力が 9kgDS/時で，所要動力が 1.67kW を 1 台とした。1 時間あたりの処理能力が 9kgDS/時

であることから運転時間は，従来技術①では 21.8 時間/日，従来技術②では 18.9 時間/日とな

る。 

(2)薬品使用量  

FeCl 3添加率は，過去のデータよりFeとして 1.5%(対DS)に設定した。したがっ 

て，従来技術①でのFeCl 3使用量は， 日＝日 /8.55kgFeCl
56

162.5

100

1.5%
/196.45kgDS であり，38%溶

液に換算すると

3

日＝日 22.5kg/
38%

100
kgFeCl558 3 /. になる。 

ポリマ添加率は，過去のデータより 1.0%(対 DS)に設定した。したがって，ポリ 

マー使用量は， 日ポリマー＝日 /1.9kg
100

1.0%
/196.45kgDS  になる。 

従来技術②での eClF 3使用量は， 日＝日 /7.40kgFeCl
56

162.5

100

1.5%
1 であり，38%溶液に

換算すると

70kgDS/ 3

日＝日 19.5kg/
38%

100
7.40kgFeCl 3 / になる。 

ポリマ添加率は，過去のデータより 1.0%(対 DS)に設定した。したがって，ポリマ 

ー使用量は， 日ポリマー＝日 /1.7kg
100

1.0%
170kgDS/  になる。 

また，添加したFeCl 3から発生するSS量は添加したFeCl 3が全てFe(OH) 3になる 

として算出した。したがって，従来技術①では 日＝日 5.6kg/
162.5

107
8.55kgFeCl 3 / ，従来技 

術②では 日＝日 4.9kg/
162.5

107
7.40kgFeCl3 / になる。 

 

(3) 輸送 

脱水ケーキ含水率は 82%で脱水ケーキの比重は 1.0 とすると脱水ケーキ発生量は従来技術①

では 日＝
日

1.123t/
0.82-1

10202kgDS/ -3
， 

従来技術②では 日＝
日

t/9720
0.82-1

10175kgDS/ -3

.


となる。 

PE アジア PE Europe GmbH, GaBi4 ソフトウェア付属データベースによると積載量 10t のト

ラックに 85%積載して 10km 輸送した場合のエネルギーは脱水ケーキ 1t あたり 15MJ=4.17kWh

である。したがって，必要輸送エネルギーは， 

従来技術①では 1.123t/日×4.17kWh = 4.68kWh/日， 



従来技術②では 0.972t/日×4.17kWh = 4.05kWh/日となる。 

 

(4) 焼却 

100t/(日･基) 規模の焼却炉にて脱水ケーキ 1t を焼却するのに必要な重油などの量は次のと

おりである。 

 

1) 重油使用量 

汚泥の VSS あたりの高位発熱量は 4520kcal/kgVSS であることから，脱水ケーキの乾燥重量

1kg あたりの高位発熱量は， 

従来技術①では VSS 含有率が 67%であることから kcal/kgVSS3031
100

67
gVSS4520kcal/k ＝ ， 

従来技術②では VSS 含有率が 78%であることから kcal/kgVSS3526
100

78
gVSS4520kcal/k ＝ である。 

脱水ケーキの含水率は 82%であり水分 1kg を蒸発させるのに必要なエネルギーは 600kcal/kg

であることから脱水ケーキ(DC)の低位発熱量は， 

従来技術①では(1-0.82)×3031kcal/kgDS－0.82×600kcal/kg＝53.6kcal/kgDC， 

従来技術②では(1-0.82)×3526kcal/kgDS－0.82×600kcal/kg＝142.7kcal/kgDC となる。 

脱水ケーキが自燃するために必要なエネルギーは過去のデーターより 512kcal/kgDC とした。

したがって，燃やすために追加する必要があるエネルギー量は， 

従来技術①では 512kcal/kgDC-53.6kcal/kgDC＝458.4kcal/kgDC， 

従来技術①では 512kcal/kgDC-142.7kcal/kgDC＝369.3kcal/kgDC となる。 

重油のエネルギーは 10000kcal/l 重油であるから重油量に換算すると， 

従来技術①では tDC45.8410
kcal/10000

kcal/kgDC4458 3 /l
l

.
重油＝

重油
 ， 

従来技術②では tDC36.9310
kcal/10000

kgDC369.3kcal/ 3 /l
l

重油＝
重油

 である。 

したがって 1 日あたりの重油使用量は， 

従来技術①では 45.84l 重油/tDC×1.123tDC/日＝51.48l 重油/日， 

従来技術②では 36.93l 重油/tDC×0.972tDC/日＝35.90l 重油/日となる。 

 

2) 48%NaOH 使用量 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりの 48%NaOH 使用量は 11.44kg であることから，

従来技術①では 11.44kg/tDC× 1.123tDC/日＝ 12.8kg/日，従来技術②では 11.44kg/tDC×

0.972tDC/日＝11.1kg/日となる。 
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3) 電力 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりの所要電力は 84kWh であることから，従来技術

①では 84kWh/tDC×1.123tDC/日＝94.3kWh/日，従来技術②では 84kWh/tDC×0.972tDC/日＝

81.6kWh/日となる。 

4) けい砂消費量 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりのけい砂消費量は 2kg であることから，従来技

術①では 2kg/t×1.123t/日＝2.25kg/日，従来技術②では 2kg×0.972tDC/日＝1.94kg/日となる。 

 

④ りん回収(従来技術①および従来技術②) 

開発技術での HAP 回収量は， 日日 10.7kgHAP/
186

1004
1.99kgP/  であることから従来技 

術でのりん鉱石を採掘し輸入してくる量は HAP あたりで 10.7kgHAP/日である。これをりん鉱

石あたりに換算すると HAP1kg はりん鉱石 1.4kg に相当することから，10.7kgHAP/日×1.4kg

りん鉱石/kgHAP＝14.98kg りん鉱石/日である。 

PE アジア PE Europe GmbH, GaBi4 ソフトウェア付属データベースによるとりん鉱石 1kg

を中国で採掘・選鉱し，中国から日本まで輸送するのに必要なエネルギーは 1.8058MJ/kg ＝ 

0.502kWh/kg である。したがって，りん鉱石 14.98kg/日を採掘・選鉱および輸入するためのエ

ネルギーは，14.98kg りん鉱石/日×0.502kWh/kg＝7.52(kWh/日)となる。 
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７．３．１．４ 試算結果 

(1) エネルギー消費量 

従来技術のエネルギー消費量の算出結果のまとめを表７．３．２に示す。また従来技術①

の原油消費量の構成要素毎の内訳を図７．３．４に，従来技術②の原油消費量の構成要素毎の

内訳を図７．３．５に示す。 

従来技術①での 1 日あたりの原油消費量は433l/日であった。構成要素ごとの原油消費量お

よび全消費量に対する割合は，最も高いものは生物処理であり 231l/日および 54%，２番目に

高いものは汚泥処理であり 101l/日および 23%，３番目に高いものは凝集沈殿であり 51l/日お

よび 12%となり，これら 3 つで全消費量の 89%になった。 

従来技術②での 1 日あたりの原油消費量は383l/日であった。構成要素ごとの原油消費量お

よび全消費量に対する割合は，最も高いものは生物処理であり 238l/日および 62%であった。

従来技術②の生物処理は従来技術①の循環型硝化脱窒法に嫌気槽を追加した嫌気－無酸素－好

気法に変更したが，エネルギーを消費する機器の追加は嫌気槽の水中撹拌機のみであり，生物

処理で原油消費量が最も多い機器は曝気装置であることから水中攪拌機の原油消費量は生物処

理全体に比べると非常に小さく従来技術①と従来技術②の生物処理での原油消費量はほぼ同じ

であった。従来技術②で２番目に高いものは汚泥処理であり 95l/日および 25%となり，これら

2 つで全消費量の 87%になった。従来技術②では凝集沈殿が必要ない分，従来技術②の原油消

費量の合計は従来技術①より 50l/日少なく，従来技術①の 88%の量となった。 

 

表７．３．２ 従来技術の原油消費量算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 
 原油消費量 (l/日) 原油消費量 (l/日) 

前処理 32 32 
生物処理 231 238 
凝集沈殿 51 0 
砂ろ過 16 16 
汚泥処理 101 95 
りん回収 2 2 
合計 433 383 
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(2) 運転コストおよび建設費 

従来技術の運転コストの算出結果を表７．３．３に建設費の算出結果を表７．３．４に示

す。また，従来技術①での運転コストの構成要素ごとの内訳を図７．３．６に，従来技術②で

の運転コストの構成要素ごとの内訳を図７．３．７に，従来技術①での建設費の構成要素ごと

の内訳を図７．３．８に，従来技術②での建設費の構成要素ごとの内訳を図７．３．９に示す。 

従来技術①での運転コストは 1 日あたりでは49,502 円/日で，処理水量 1m3あたりでは49.5

従来技術②原油消費量内訳 前処理
8%

砂ろ過
4%

汚泥処理
25%

生物処理
62%

りん回収
1% 前処理

生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．５ 従来技術②の原油消費量の内訳 

従来技術①原油消費量内訳

砂ろ過
4%

汚泥処理
23%

生物処理
54%

凝集沈殿
12%

りん回収
0%

前処理
7%

前処理
生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．４ 従来技術①の原油消費量の内訳 
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円/m3であった。構成要素ごとの運転コストおよび全運転コストに対する割合は，最も高いも

のは汚泥処理であり 26,319 円/日および 53%，２番目に高いものは生物処理であり 14,285 円/

日および 29%となり，これら 2 つで全運転コストの 82%になった。 

従来技術②での運転コストは 1 日あたりでは40,586 円/日で，処理水量 1m3あたりでは40.6

円/m3であった。構成要素ごとの運転コストおよび全運転コストに対する割合は，汚泥処理が

最も高く 22,787 円/日および 57%，２番目に高いものは生物処理であり 14,717 円/日および

36%となり，これら 2 つで全運転コストの 93%になった。従来技術②では生物処理を嫌気－無

酸素－好気法に変更したが，生物処理での運転コストは原油消費量と同様に従来技術①と従来

技術②ではほぼ同じであった。従来技術②では凝集沈殿が必要ない分，従来技術②の運転コス

トの合計も従来技術①より 8,916 円/日少なく，従来技術①の 82%の金額となった。 

従来技術①での建設費は19,412 万円で，償却年数を 20 年間としたときの処理水量 1m3あた

りの建設費は26.59 円･日/m3であった。構成要素ごとの建設費および全建設費に対する割合は，

前処理では 3,903 万円および 20%，生物処理では 4,959 万円および 25%，凝集沈殿では 3,437

万円および 18%，砂ろ過では 2,112 万円および 11%，汚泥処理では 5,002 万円および 26%とな

り，運転コストに比べるとある構成要素のみが突出することはなかった。 

従来技術②での建設費は15,974 万円で，償却年数を 20 年間としたときの処理水量 1m3あた

りの建設費は21.88 円･日/m3であった。構成要素ごとの建設費および全建設費に対する割合は，

前処理では 3,903 万円および 23%，生物処理では 5,672 万円および 34%，砂ろ過では 2,112 万

円および 13%，汚泥処理では 5,002 万円および 30%となり，従来技術②においても運転コスト

に比べるとある構成要素のみが突出することはなかった。従来技術②では生物処理を嫌気－無

酸素－好気法に変更したことにより，生物処理での建設費は従来技術①に比べて 713 万円高く，

従来技術①の生物処理の 1.14 倍となった。従来技術②での生物処理の運転コストは従来技術

①の 1.03 倍であり，生物処理方式の変更は運転コストよりも建設費に影響してくる結果とな

った。従来技術②では凝集沈殿が必要ない分，従来技術②の建設費の合計も従来技術①より

3,438 万円少なく，従来技術①の 82%の金額となった。 
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表７．３．３ 従来技術の運転コスト算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 
 運転コスト(円/日) 運転コスト(円/日) 

前処理 1,987 1,987 
生物処理 14,285 14,717 
凝集沈殿 5,816 0 
砂ろ過 963 963 
汚泥処理 26,319 22,787 
りん回収 132 132 
合計 49,502 40,586 

水量あたり(円/m3) 49.5 40.6 

 
従来技術①の運転コスト内訳

汚泥処理
53%

生物処理
29%

凝集沈殿
12%

砂ろ過
2%

前処理
4%

りん回収
0.3%

前処理
生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．６ 従来技術①の運転コストの内訳 

従来技術②の運転コスト内訳

汚泥処理
57%

りん回収
0.3%

前処理
5%

砂ろ過
2%

生物処理
36%

前処理
生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．７ 従来技術②の運転コストの内訳 
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表７．３．４ 従来技術の建設費算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 
 建設費(万円) 建設費(万円) 

前処理 3,903 3,903 
生物処理 4,959 5,672 
凝集沈殿 3,437 0 
砂ろ過 2,112 2,112 
汚泥処理 5,002 5,002 
りん回収 0 0 
合計 19,412 15,974 

水量あたり(円･日/m3) 26.59 21.88 

従来技術①の建設費内訳

前処理
20%

生物処理
25%

砂ろ過
11%

凝集沈殿
18%

汚泥処理
26%

前処理
生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．８ 従来技術①の建設費の内訳 

従来技術②の建設費内訳

前処理
23%

生物処理
34%

砂ろ過
13%

汚泥処理
30%

前処理
生物処理
オゾン処理
凝集沈殿
砂ろ過
汚泥処理
りん回収

 

図７．３．９ 従来技術②の建設費の内訳 
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７．３．２ 開発技術のエネルギー消費量およびコストの算出 

７．３．２．１ 検討フロー 

開発技術は，愛知万博の実証試験装置と同じ構成要素とした。構成要素を図７．３．１０

に示す。生物処理は嫌気－無酸素－好気法として有機物除去と同時に窒素およびりん除去を行

った。また，SS 除去として従来技術と同様に砂ろ過を入れている。また，実証試験装置の下

記２点を変更した。詳細なフローを図７．３．１１に示す。 

 

① オゾン反応槽からの排出ガス中の酸素溶解方法は，ガス循環はエネルギー消費量が大きい

ため，エネルギー消費量が比較的小さい機械式エアレーションに変更した。機械式エアレ

ーションは，水面近くに設置した撹拌翼の回転で好気槽の気相中のガスを液相中へ混入さ

せ酸素を溶解する表面エアレーション方式とした。 

 

② りん回収率を高く保ち，さらに不純物の少ない結晶物を得るためには HAP 生成槽の前段に

て SS を除去する必要があるが，膜ろ過では過剰設備であるため浮上ろ材を用いた SS 除去

装置に変更した。 

 

前処理 生物処理

りん回収

砂ろ過

オゾン処理

原水 処理水

逆洗排水は原水調整槽へ

回収りん

濃縮脱水 輸送 焼却

余剰汚泥

焼却灰

脱水ろ液は原水調整槽へ
 

図７．３．１０ 開発技術の構成要素 
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図７．３．１１ 開発技術の詳細フロー 
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７．３．２．２ 運転条件 

図７．３．１１に示したフローの運転条件を表７．３．５に示す。 

 

表７．３．５ 開発技術の運転条件 

生物処理 原水流量 (m3/日) 1000 

 循環流量 (m3/日) 1500 

 循環比 1.5 

 返送汚泥 (m3/日) 500 

 嫌気槽滞留時間 (時間) 3.0 

 無酸素槽滞留時間 (時間) 9.0 

 好気槽滞留時間 (時間) 18.0 

 MLSS (mg/l) 4000 

 BOD 汚泥負荷(好気槽) (kg/(kg･日)) 0.07 

 余剰汚泥発生量 (kgDS/日) 17 

 沈殿池水面積負荷 (m3/(m2･日)) 20 

オゾン処理 ΔX R /ΔO 3  (kgSS/kgO 3 ) 7.46 

 オゾン反応槽滞留時間 (分間) 20.0 

 オゾン注入率 (mgO 3 /gSS) 20.0 

 エジェクターG/L比 (m3/m3) 0.2 

 オゾン処理汚泥流量 (m3/日) 256.3 

 オゾン反応槽循環流量 (m3/日) 2393 

 オゾンガス濃度 (mg/Nl) 42.8 

砂ろ過 通水 LV (m/時) 6.0 

汚泥処理 脱水薬注率 塩化第二鉄注入率 (%対 DS) 1.5 

  ポリマー注入率   (%対 DS) 1.0 

 脱水ケーキ性状 含水率 (%)  82 

  VSS 含有率 (%) 78 

 輸送距離 (km) 10 

りん回収 HAP 生成槽 LV (m/時) 15 

 Ca/P モル比 (-) 7.3 

 HAP 生成槽流入水りん濃度 (mg/l) 16.0 

 HAP生成槽りん負荷 (kg/(m3･日)) 1.5 

 HAP生成槽流入水量 (m3/日) 138.2 

 HAP 生成応槽 pH  (-) 8.9 

注；  循環流量は硝化液＋オゾン反応槽流入液の合計の流量である。 
ΔXR/ΔO3：オゾン1kgあたりの汚泥減少量(kgSS/kgO3) 

 

上記の運転条件の決定は記載の方法により決定した。 

 

(1) 生物処理 

生物処理の運転条件は従来技術②と同様とした。ただし，余剰汚泥発生量のみは従来技術

の 10%である 17kgDS/日とした。 

 
 

 
-222-
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(2) オゾン処理 

1) オゾン 1kgあたりの汚泥減少量(ΔX R /A O3 ) 

ΔX R /A O3は，第６章の実証プラントの結果より 7.46kgSS/kgO 3とした。 

 

2) オゾン反応槽滞留時間 

第６章の実証プラントと同様の 20 分間とした。 

 

3) オゾン注入率 

第６章の実証プラントと同様の 20mgO 3 /gSSとした。 

 

4) エジェクターG/L 比 

エジェクターの資料記載の推奨値である 0.2 とした。 

 

5) オゾン処理汚泥流量 

余剰汚泥の削減量は従来技術での余剰汚泥発生量の 90%であることから必要オゾン量(A O3 )

は下記の式(7-21)より算出される。 

 

日＝ /20.5kgO
/

1

100

90
33

3OR
STD,WO AΔX

LA   (7-21) 

 

ここに，L W,STD  ：従来技術での余剰汚泥発生量(kgDS/日)＝170kgDS/日 

ΔX R /A O3  ：オゾン 1kgあたりの汚泥減少量(kgSSkgO 3 )＝7.46kgSS/kgO 3 

 

オゾン注入率(R O3 )を 20mgO 3 /gSSとするためにはオゾン反応槽に投入する汚泥量(L SS,O3 )は

下記の式(7-22)より算出される。 

 

日＝ 1025kgSS/103 
3O

3O
3OSS, R

A
L  (7-22) 

 

オゾン反応槽へは好気槽の混合液を導入するのでオゾン反応槽へ投入する汚泥濃度(X O3 )は

4000mg/lであり，下記の式(7-23)よりオゾン処理汚泥流量(Q X,O3 )が算出される。 

 

日＝＝ /256.3m10 33
3O

3OSS,
3OX, X

L
Q  (7-23) 

 



6) オゾンガス流量 

好気槽で必要な酸素はオゾン反応槽の排出ガスにより供給することから排出ガス中の酸素

量を必要酸素量以上となるオゾンガス流量とする必要がある。 

好気槽での必要酸素量は，下水道施設計画・設計指針と解説後編 2001 年版2)を参考にする

と下記の式(7-24)から算出される。 

必要酸素量(AOR)＝D B＋D N＋D E＋D O－D DN  (7-24) 

ここに，D B  ：有機物の酸化に必要な酸素量 

D N  ：硝化反応に必要な酸素量 

D E  ：内性呼吸に必要な酸素量 

D O  ：溶存酸素濃度の維持に必要な酸素量 

D DN  ：脱窒により軽減される酸素量 

 

(ⅰ) 有機物の酸化に必要な酸素量D B (kgO 2 /日) 

D B＝(C BOD,in－C BOD,eff )・Q in×10-3×A＝100kgBOD/日 (7-25) 

ここに，C BOD,in  ：原水BOD(mg/l)＝200mg/l 

C BOD,eff  ：処理水BOD(mg/l)＝0mg/l 

Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

A ：除去BODあたりに必要な酸素量＝0.5kgO 2 /kgBOD 

 

(ⅱ)硝化に必要な酸素量D N (kgO 2 /日) 

D N＝(C KN,in－C KN,eff )・Q in×10-3×C＝137.1 (kg-O 2 /日) (7-26) 

ここに，C KN,in ：原水Kj-N(mg/l)＝30mg/l 

C KN,eff ：処理水Kj-N(mg/l)＝0mg/l 

Q in ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C ：硝化反応に伴い消費される酸素量(kgO 2 /kgN)＝4.57kgO 2 /kgN 

 

(ⅲ) 内性呼吸に必要な酸素量D E (kgO 2 /日) 

D E＝V A1・X・10-3・ B＝368.64(kg-O 2 /日) (7-27) 

ここに，V A1 ：好気槽容量(m3)＝768m3 

X ：MLSS 濃度(mg/l)＝4000mg/l 

B ：単位 MLSS あたりの内性呼吸による酸素消費量 

(kgO 2 /(kgMLSS･日))＝0.12 kgO 2 /(kgMLSS･日) 
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(ⅳ) 溶存酸素濃度維持に必要な酸素供給量D O (kgO 2 /日) 

好気槽末端C O,A1は 1.5mg/lとする。また，循環比＋汚泥返送比＝2 であるので， 

D O＝C O,A1・２×Q in×10-3＝6.0(kgO 2 /日) (7-28) 

ここに，C O,A1  ：好気槽末端の溶存酸素濃度(mg/l)＝1.5mg/l 

Q in ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

 

(ⅴ) 脱窒により軽減される酸素量D DN (kgO 2 /日) 

無酸素槽でのNO X -N除去量L NOX,DNは，流入のT-N量から処理水としての窒素の流出量と余剰

汚泥として引き抜かれる窒素量を除した量であるから下記の式(7-29)より算出される。 

L NOX,DN＝(C T-N,in・Q in－C T-N,eff・Q in )×103－Q W･X W・N X＝18.64kgN/日 (7-29) 

ここに，Q in  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

C T-N,in  ：原水T-N濃度(mg/l)＝30mg/l 

C T-N,eff  ：処理水T-N濃度(mg/l)＝10mg/l 

N X  ：活性汚泥窒素含有率(kgN/kgSS)=0.08kgN/kgSS 

Q W ：余剰汚泥量(m3/日)  

X W ：余剰汚泥の平均SS濃度(mg/l) 

 

D DN＝L NOX,DN・K＝54.06kgO 2 /日 (7-30) 

ここに，K ：脱膣により消費される BOD 量(kgBOD/kgN)＝2.9 kgBOD/kgN 

 

したがって，AORは 558.08kgO 2 /日である。 

 

オゾンガス流量G O3 (m3/日)は，下記の式 87-31)から算出される。 

日
ρ

/m4524
273

273
100 3

33
3 .

T

OE

AOR
G

OOA
O 





  (7-31) 

ここに，AOR ：必要酸素量(kgO 2 /日)＝558.08kgO 2 /日 

E A  ：混合液中での酸素移動効率(%)＝90% 

ρ O3  ：オゾン反応槽排出ガス密度(kgN/m3)＝1.41kgN/m3 

O O3  ：20℃でのオゾン反応槽排出ガス中の酸素含有量(m3O 2 /m3) 

＝0.9m3O 2 /m3 

T ：混合液の水温(℃)＝20℃ 
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7) オゾンガス濃度 

必要オゾン量(A O3 )は 20.5kgO 3 /日，オゾンガス流量(G O3 )は 524.4m3/日であることからオゾ

ンガス濃度(C O3 )は下記の式(7-32)より算出される。 

l
G

A
C

O3

3O
O3 39.1mgN/＝  (7-32) 

 

8) オゾン反応槽循環流量 

オゾンガス流量(G O3 )が 524.4m3/日，エジェクターG/L比が 0.2 であることからオゾン反応槽

循環流量(Q R,O3 )は下記の式(7-33)より算出される。 

日/
.

G
Q O

OR
33

3, m2622
20
  (7-33) 

 

(3) 砂ろ過 

従来技術と同様にした。 

 

(4) 汚泥処理 

1) 脱水薬注率 

塩化第二鉄とポリマーの薬注率は従来技術と同様にした。 

 

2)脱水ケーキ性状 

脱水ケーキの含水率は従来技術と同様にした。 

開発技術の SS含有率および発生量は，余剰汚泥が 80%(従来技術と同じとした )および

17kgSS/日，汚泥脱水で添加した薬剤由来の発生汚泥は 0%および 0.49kgSS/日とし下記の式(7-

34)より脱水ケーキのVSS含有率VSS

V

X,Dcを算出した。 

 

%
)LL(

VSSLVSSL
VSS

Fe,SSW,SS

eF,XFe,SSW,XW,SS
Dc,X 78




  (7-34) 

ここで，L SS,W  ：余剰汚泥発生量(kgSS・日)＝17kgSS/日 

L SS,Fe  ：汚泥脱水で添加した薬剤由来のSS発生量(kgSS/日)＝0.49kgSS/日 

VSS X,W  ：余剰汚泥のVSS含有率(%)＝80% 

VSS X,Fe  ：汚泥脱水で添加した薬剤由来の発生汚泥のVSS含有率(%)＝0% 

 

3) 輸送距離 

脱水ケーキの輸送距離は従来技術と同様とした。 

 



(5) りん回収 

1) HAP 生成槽 LV 

HAP 生成槽のＬＶは，第６章の実証プラントと同様の 15m/時にした。 

 

2) Ca/P モル比 

添加する Ca と HAP 反応槽流入液中の P のモル比(Ca/P 比)は，第６章の実証プラントと同

様の 5.5 にした。 

 

3) HAP 生成槽流入りん濃度 

HAP 生成槽流入りん濃度は,第６章の実証プラントでの値を参考に 16mg/l に決定した。 

 

4) HAP 生成槽りん負荷 

HAP生成槽の充填種晶あたりのりん負荷は，第６章の実証プラントと同様の 1.5kgP/(m3種

晶･日)にした。 

 

5) HAP 生成槽流入水量 

全体の原水のりん濃度(C P,in )が 3mg/lで処理水のりん濃度(C P,eff )を 0.5mg/lとし，活性汚泥の

りん含有率(P X )を 0.03kgP/kgDSとすると余剰汚泥発生量(L SS,W )が 17kgDS/日であることから，

HAP生成槽で回収すべきりんの量(L P,HAP )は下記の式(7-35)より算出される。 

L P,HAP＝(C P,in－C P,eff )・Q W・10-3－P X・L SS,W＝1.99kgP/日 (7-35) 

ここに，Q W  ：原水流量(m3/日)＝1000m3/日 

 

HAP生成槽の流入りん濃度(C P,HAPin )は 16mg/lであり，HAP生成槽でのりん回収率(E P,HAP )を

90%とするとHAP反応槽の流入水量(Q HAPin )は下記の式(7-36)より算出される。 

日/.
E

CLQ HAP,P
HAP,PHAP,PHAPin

3
in

3 m2138
100

10     (7-36) 

 

6) HAP 生成槽 pH 値 

HAP 生成槽 pH 値は，第６章の実証プラントと同様の 8.9 とした。 

 

７．３．２．３ 試算方法 

試算方法は，従来技術の場合と同様に，まず，容量計算を行い運転条件に見合う機器や水
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槽等の仕様を決定した。次に，機器については所要電力と運転時間を決定し消費電力量を算出

した。薬品や燃料については運転条件に見合う使用量を算出した。計算に用いた原油への換算

係数や薬品あたりのCO 2排出量などの各原単位は従来技術と同じにした。また，オゾン 1kgを

発生するのに必要な電力は 15kWh/kgO 3とした。 

開発技術では，りん回収にて HAP が生成されこれはりん資源として有効利用ができる。

HAP は 1kg あたり 30 円/kg で売却し売却益を運転コストから引いた。 

主要な水槽や機器の仕様の内，従来技術と異なる項目の決定方法の詳細を以下に示す。 

 

① オゾン処理 

(1) オゾン発生器 

必要オゾン量は 20.5kgO 3 /日であることから，オゾン発生能力が 1000gO 3 /時，発生オゾン濃

度が 120gN/m3の空冷式酸素原料オゾン発生器を 1 台とした。 

 

② 汚泥処理  

(1) 濃縮脱水機 

処理汚泥量は，17kgDS/日である。薬注ユニット付きのスクリュー脱水機を採用し，1 時間

あたりの処理能力が 9kgDS/時で，所要動力が 1.67kW を 1 台とした。1 時間あたりの処理能力

が 9kgDS/時であることから運転時間は 1.9 時間/日となる。 

 

(2)薬品使用量  

FeCl 3添加率は，過去のデータよりFeとして 1.5%(対DS)に設定した。したがっ 

て，  FeCl 3 使用量は， 日＝日 /0.74kgFeCl
56

162.5

100

1.5%
gDS/k17 3 であり，38%溶液に換算すると

日＝日 kg/951
38%

100
0.74kgFeCl3 ./  になる。 

ポリマ添加率は，過去のデータより 1.0%(対 DS)に設定した。したがって，ポリ 

マー使用量は， 日ポリマー＝日 /0.17kg
100

1.0%
17kgDS/  になる。 

また，添加したFeCl 3から発生するSS量は添加したFeCl 3が全てFe(OH) 3になる 

とし， 

日＝日 0.49kg/
162.5

107
0.74kgFeCl 3 / になる。 

 

(3) 輸送 

脱水ケーキ含水率は 82%で脱水ケーキの比重は 1.0 とすると脱水ケーキ発生量は

 
 

 
-228-



日＝
日

t/0970
0.82-1

1017.5kgDS/ -3

.


となる。 

PE アジア PE Europe GmbH, GaBi4 ソフトウェア付属データベースによると積載量 10t のト

ラックに 85%積載して 10km 輸送した場合のエネルギーは脱水ケーキ 1t あたり 15MJ=4.17kWh

である。したがって，必要輸送エネルギーは， 

0.097t/日×4.17kWh =0.40kWh/日となる。 

 

(4) 焼却 

100t/(日･基) 規模の焼却炉にて脱水ケーキ 1t を焼却するのに必要な重油などの量は次のと

おりである。 

 

1) 重油使用量 

汚泥の VSS あたりの高位発熱量は 4520kcal/kgVSS であることから，脱水ケーキの乾燥重量

1 k g あ た り の 高 位 発 熱 量 は ，  V S S 含 有 率 が 7 8 % で あ る こ と か ら 

kcal/kgVSS3526
100

78
gVSS4520kcal/k ＝ である。 

脱水ケーキの含水率は 82%であり水分 1kg を蒸発させるのに必要なエネルギーは 600kcal/kg

であることから脱水ケーキ(DC)の低位発熱量は， 

(1-0.82)×3526kcal/kgDS－0.82×600kcal/kg＝142.7kcal/kgDC となる。 

脱水ケーキが自燃するために必要なエネルギーは過去のデータより 512kcal/kgDC とした。

したがって，燃やすために追加する必要があるエネルギー量は， 

512kcal/kgDC-142.7kcal/kgDC＝369.3kcal/kgDC となる。 

重油のエネルギーは 10000kcal/l 重油であるから重油量に換算すると， 

tDC36.9310
kcal/10000

kgDC369.3kcal/ 3 /l
l

重油＝
重油

 である。 

したがって 1 日あたりの重油使用量は， 

36.93l 重油/tDC×0.097tDC/日＝3.58l 重油/日となる。 

 

2) 48%NaOH 使用量 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりの 48%NaOH 使用量は 11.44kg であることから

11.44kg/tDC×0.097tDC/日＝1.11kg/日となる。 
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3) 電力 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりの所要電力は 84kWh であることから， 

84kWh/tDC×0.097tDC/日＝8.15kWh/日となる。 

 

4) けい砂消費量 

過去のデータによると脱水ケーキ 1t あたりのけい砂消費量は 2kg であることから，2kg×

0.097tDC/日＝0.19kg/日となる。 

 

③ りん回収 

1) HAP 生成槽 

HAP生成槽への流入流量は 138.2m3/日で通水LVは 15m/時であることから，HAP生成槽の必

要断面積は， 

2
3

0.38m
15m//24

/138.2m
＝

時日時間

日


となる。また，HAP生成槽の流入りん濃度は 16mg/lであることか

ら流入りん量は 16mg/l×138.2m3/日×10-3＝2.21kgP/日である。充填種晶あたりのりん負荷は

1.5kgP/(m3種晶･日)であることから必要な種晶充填容積は 

種晶＝
日種晶

日 3
3

1.47m
)1.5kgP/(m

/2.21kgP


であり，充填層高は， 3.78m

0.38m

1.47m
3

3

＝
種晶

となる。 

よって，種晶充填部分の直径が 0.7m，高さが 3.87m とし，種晶の沈降分離させるためのフ

リーボードを上部に設けた。 

 

2) 薬剤添加設備 

流入りん量が 2.21kgP/日で添加するカルシウムとりんのモル比(Ca/P 比)が 5.5 であることか

ら塩化カルシウム二水和物の添加量は， 

日＝日 kg/6.57
31

147
5.5/kgP21.2  となる。10%溶液に換算すると 576l/日である。 

第６章の実証プラントの結果を参考にNaOH添加率は 25%溶液で 0.21l/m3とした。よって必

要添加容量は，0.21l/m3×138.2m3/日＝29.0l/日となる。 

 

７．３．２．４ 試算結果 

(1) エネルギー消費量 

開発技術のエネルギー消費量の算出結果のまとめを表７．３．６に示す。比較対象である

従来技術の結果も併記する。また開発技術の原油消費量の構成要素毎の内訳を図７．３．１２

に示す。 
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開発技術での 1 日あたりの原油消費量は383l/日であった。構成要素ごとの原油消費量およ

び全消費量に対する割合は，最も高いものはオゾン処理であり 168l/日および 45%，２番目に

高いものは生物処理であり 100l/日および 26%，３番目に高いものはりん回収であり 59l/日お

よび 15%となり，これら 3 つで全消費量の 86%になった。 

開発技術のオゾン処理は余剰汚泥の削減のために組み込んでいることから汚泥処理の一部

とも言える。そこで，従来技術の汚泥処理と開発技術のオゾン処理＋汚泥処理の原油消費量を

比較すると，従来技術①の汚泥処理は 101l/日，従来技術②の汚泥処理は 95l/日，開発技術の

オゾン処理＋汚泥処理は 176l/日と汚泥処理に関する原油消費量は開発技術の方が高い結果と

なった。 

また，生物処理の原油消費量は，従来技術①では 231l/日，従来技術②では 238l/日，開発技

術では 100l/日であり，開発技術は従来技術の 40%程度となった。開発技術では好気槽の酸素

供給源にオゾン反応槽の排出ガスを用い機械式エアレーションとしたため好気槽への酸素供給

に必要なエネルギーが小さい。このため，従来技術に比べて開発技術は生物処理の原油消費量

が小さくなった。 

従来技術①に比べて開発技術の原油消費量は，50l/日少なく削減率は 11.5%となった。従来

技術①は生物処理を循環型硝化脱窒法としりん除去のために凝集沈殿を採用している。この凝

集沈殿とりん回収(開発技術で回収されるりん量と同量のりんを輸入する)の原油消費量は，開

発技術でのりん回収での原油消費量とほぼ同じであり，りん回収を行うことによる原油消費量

の削減はなかった。また，汚泥処理に関する原油消費量は，従来技術①に比べ開発技術は 75l/

日大きく，生物処理の原油消費量は，従来技術①に比べ開発技術は 131l/日小さかった。これ

らの差は 56l/日となり全体での削減量とほぼ一致する。開発技術における好気槽への酸素供給

方法の変更が原油消費量の削減に大きく寄与している結果となった。 

開発技術と従来技術②の原油消費量は同じであった。従来技術②は生物処理を開発技術と

同様の嫌気－無酸素－好気法にしたことからりん除去のための凝集沈殿は不要である。開発技

術で回収されるりん量と同等のりんを輸入するための原油消費量は 2l/日と少なく，りん回収

での原油消費量は，従来技術②に比べ開発技術は 57l/日大きかった。また，汚泥処理に関する

原油消費量は，従来技術②に比べ開発技術は 81l/日大きかった。ただし，生物処理の原油消費

量は，従来技術②に比べ開発技術は 138l/日小さかった。開発技術における生物処理での削減

量と汚泥処理関連とりん回収での増加量の和はほぼ一致しており，好気槽への酸素供給方法の

変更に伴う原油消費量の削減が増加分を相殺している結果となった。 

 

 

 
 

 
-231-



表７．３．６ 従来技術と開発技術の原油消費量算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 開発技術 
 原油消費量 (l/日) 原油消費量 (l/日) 原油消費量 (l/日) 

前処理 32 32 32 
生物処理 231 238 100 
オゾン処理 0 0 168 
凝集沈殿 51 0 0 
砂ろ過 16 16 16 
汚泥処理 101 95 8 
りん回収 2 2 59 
合計 433 383 383 

 

原油消費量内訳 前処理
8%

砂ろ過
4%

汚泥処理
2% 生物処理

26%

オゾン処理
45%

りん回収
15%

前処理

生物処理

オゾン処理

凝集沈殿

砂ろ過

汚泥処理

りん回収

 

図７．３．１２ 開発技術の原油消費量の内訳 
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(2) 運転コストおよび建設費 

開発技術の運転コストの算出結果を表７．３．７に建設費の算出結果を表７．３．８に示

す。比較対象である従来技術の結果も併記する。また，開発技術の運転コストの構成要素ごと

の内訳を図７．３．１３に，建設費の構成要素ごとの内訳を図７．３．１４にに示す。 

開発技術での運転コストは 1 日あたりでは25,725 円/日で，処理水量 1m3あたりでは25.7 円

/m3であった。構成要素ごとの運転コストおよび全運転コストに対する割合は，最も高いもの

はオゾン処理であり 10,345 円/日および 39%，２番目に高いものは生物処理であり 6,151 円/日

および 24%，３番目に高いものはりん回収であり 4,044 円/日および 16%であり，これら 3 つ

で全運転コストの 79%になった。 

汚泥処理に関する運転コストを比較すると，従来技術①の汚泥処理は 26,319 円円/日，従来

技術②の汚泥処理は 22,787 円/日，開発技術のオゾン処理＋汚泥処理は 12,580 円/日と従来技

術に比べて開発技術の方が小さくなった。汚泥処理の運転コストには脱水ケーキの処分費が含

まれており，この金額により汚泥処理の運転コストは大きく変わってくる。本検討では一般的

な 20,000 円/tDC としたが，もっと安価な場合，従来技術と開発技術の汚泥処理に関する運転

コストは近くなる。ちなみに，脱水ケーキの処分費が 5,000 円/tDC(本検討の 1/4)の場合の汚泥

処理に関する運転コストは，従来技術①では 9,474 円/日，従来技術②では 8,207 円/日，開発

技術では 11,610 円/日となり従来技術が開発技術を下回る。 

また，生物処理の運転コストは，従来技術①では 14,285 円/日，従来技術②では 14,717 円/

日，開発技術では 6,151 円/日であり，開発技術は従来技術の 40%程度となり，原油消費量と

同様に従来技術に比べて開発技術の方が小さくなった。開発技術では好気槽の酸素供給源にオ

ゾン反応槽の排出ガスを用い機械式エアレーションとしたため好気槽への酸素供給に必要な電

力量が少なく，その結果，運転コストも小さいためである。 

従来技術①に比べて開発技術の運転コストは，23,777 円/日少なく削減率は 48%となった。

従来技術①でのりん除去のための凝集沈殿とりん回収(開発技術で回収されるりん量と同量の

りんを輸入する)の運転コストの合計は 5,948 円 /日，開発技術でのりん回収の運転コストは

4,044 円/日であり，りん回収を行うことでりん除去に関連する運転コストが 1,904 円/日削減さ

れた。また，汚泥処理に関する運転コストと生物処理の運転コストも開発技術は従来技術①の

50%以下であったため，開発技術の運転コストは従来技術①に比べて大幅に少ない結果となっ

た。 

従来技術②に比べて開発技術の運転コストは，14,861 円/日少なく削減率は 37%となった。

従来技術におけるりん回収の運転コスト(開発技術で回収されるりん量と同量のりんを輸入す

るための代金)は 132 円/日と少なく，りん回収での運転コストは，従来技術②に比べ開発技術
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は 3,912 円/日高い。ただし，汚泥処理に関する運転コストと生物処理の運転コストは，従来

技術②に比べ開発技術は 10,207 円/日および 8,566 円/日少なく，これらの削減額の合計はりん

回収での増加額より大幅に大きいことから運転コストの合計額は従来技術②に比べ開発技術は

大きく下回る結果となった。 

開発技術での建設費は27,114 万円で，償却年数を 20 年間としたときの処理水量 1m3あたり

の建設費は37.14 円･日/m3であった。構成要素ごとの建設費および全建設費に対する割合は，

オゾン処理がもっとも高く 8,819 万円および 30%，2 番目に高いものは生物処理で 6,737 万円

および 25%，3 番目に高いものは汚泥処理で 4,904 万円および 18%であり，これら 3 つで全建

設費の 73%になった。 

開発技術の建設費は，従来技術①に比べて 7,702 万円，従来技術②に比べて 11,140 万円高

かった。オゾン処理は建設費が他の構成要素に比べて大きく開発技術の全建設費を引き上げる

要因となっており，オゾン処理の追加が従来技術に比べて開発技術の建設費が高くなった最大

の原因である。さらに，従来技術に比べ開発技術は生物処理の建設費が高くなっていることも

影響している。好気槽の曝気装置をブロアから機械式エアレーションに変更したことと，再曝

気槽を追加したことが開発技術での生物処理の建設費増加の原因である。 

開発技術は余剰汚泥が従来技術の 1/10 の量に減少しているにもかかわらず汚泥処理の建設

費が従来技術と開発技術でほぼ同った。開発技術での汚泥処理量が小さく最適な大きさの設備

が選定できず過剰設備となっていることが両者の汚泥処理建設費が近い原因である。また，両

者の建設費の差が従来技術①との場合に比べて従来技術②との場合が大きい原因は，従来技術

での凝集沈殿の有無によると考える。 

従来技術を開発技術へ変更した際の建設費の増加分を運転コストの減少分で回収するとす

ると，従来技術①から変更の場合は 8.9 年間，従来技術②から変更の場合は 20.6 年間で回収

できる。 
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表７．３．７ 従来技術と開発技術の運転コスト算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 開発技術 
 運転コスト(円/日) 運転コスト(円/日) 運転コスト(円/日) 

前処理 1,987 1,987 1,987 
生物処理 14,285 14,717 6,151 
オゾン処理 0 0 10,345 
凝集沈殿 5,816 0 0 
砂ろ過 963 963 963 
汚泥処理 26,319 22,787 2,235 
りん回収 132 132 4,044 
合計 49,502 40,586 25,725 

水量あたり(円/m3) 49.5 40.6 25.7 

 

開発技術の運転コスト内訳

前処理
8%

砂ろ過
4%

汚泥処理
9%

りん回収
16%

生物処理
24%

オゾン処理
39%

前処理

生物処理

オゾン処理

凝集沈殿

砂ろ過

汚泥処理

りん回収

 

図７．３．１３ 開発技術の運転コストの内訳 
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表７．３．８ 従来技術と開発技術の建設費算出結果 

構成要素 従来技術① 従来技術② 開発技術 
 建設費(万円) 建設費(万円) 建設費(万円) 

前処理 3,903 3,903 3,903 

生物処理 4,959 5,672 6,737 

オゾン処理 0 0 8,189 

凝集沈殿 3,437 0 0 

砂ろ過 2,112 2,112 2,112 

汚泥処理 5,002 5,002 4,904 

りん回収 0 0 1,326 

合計 19,412 15,974 27,114 

水量あたり(円･日/m3) 26.59 21.88 37.14 

 

開発技術の建設費内訳

前処理
14%

砂ろ過
8%

汚泥処理
18%

りん回収
5%

生物処理
25%

オゾン処理
30%

前処理

生物処理

オゾン処理

凝集沈殿

砂ろ過

汚泥処理

りん回収

 

図７．３．１４ 開発技術の建設費の内訳 
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７．４ エネルギー消費量をさらに削減するための対策 

① 従来技術の汚泥処理と開発技術のオゾン処理＋汚泥処理の原油消費量を比較すると，オ

ゾン処理の方が大きく汚泥処理に関する項目のみでは開発技術は省エネにはならなかった。

オゾン処理での原油消費量の内訳を示すと，オゾンガス発生が 74.8l/日，エジェクター循

環ポンプが 84.0l/日，その他が 8.9l/日であり，オゾンを溶解させるためのエジェクター動

力が半分以上を占める。オゾンの溶解のための原油消費量を削減できれば，さらに省エネ

となる。ちなみに，オゾンの溶解のための原油消費量がエジェクターの半分である 42.0l/

日になると原油消費量の削減率は，従来技術①と比べた場合では 21.2%，従来技術②と比

べた場合では 11.0%となる。エジェクターの場合では各々11.5%および 0%であり，オゾン

溶解のためのエネルギーを半分にすると削減率は 10 ポイント程度大きくなる。エジェク

ター以外の方法として，マイクロバブル発生装置によるオゾン溶解などが考えられる。 

②従来技術の凝集沈殿と開発技術のりん回収を比較すると，りん回収の方が大きく，この

点も開発技術の省エネ率向上を妨げている。りん回収での原油消費量は薬品，特に塩化

カルシウムの原油消費量が大きく 30.2l/日である。使用薬品を水酸化カルシウムと硫酸に

変更することで薬品に関する原油消費量が 36.0l/日から 2.7l/日に減少し，原油消費量の削

減率は従来技術①と比べた場合では 19.2%，従来技術②と比べた場合では 8.6%と試算結

果よりも削減率が向上する。 

 

７．５ 結語 

本章では，第６章の実証プラントによる運転データを参考として，オゾンを用いた汚泥減

容化とりん回収を組み混んだ生物学的窒素りん除去プロセス(以下，開発技術と記す)と，同等

の処理水が得られる２つの従来技術(生物学的窒素除去＋凝集沈殿の従来技術①および生物学

的窒素りん除去の従来技術②)について，エネルギー消費量，運転コストおよび建設費を算出

し比較したところ，以下のことが明らかとなった。 

(1) 1 日あたりの原油消費量は，開発技術では 383l/日，従来技術①では 433l/日，従来技術②

では 383l/日であった。開発技術は従来技術①に比べ原油消費量を 50l/日削減できた(削減

率は 11.5%)。従来技術②とはほぼ同量の原油消費量であった。開発技術における好気槽へ

の酸素供給方法の変更が原油消費量の削減に大きく寄与し，その結果，従来技術①に比べ

原油消費量が少なくなった。従来技術②はりん除去のための凝集沈殿がないための従来技

術①に比べてこの分が少なく，凝集沈殿での原油消費量と開発技術での好気槽への酸素供

給方法の変更による原油消費量の削減量がほぼ同量であることから原油消費量はほぼ同じ

になった。 
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(2) 運転コストは，開発技術では 25,725 円/日，従来技術①では 49,502 円/日，従来技術②では

40,586 円/日であった。従来技術に比べ開発技術は運転コストを 40～50%削減できた。開発

技術は従来技術に比べ汚泥処理の運転コストが大幅に小さく，その結果，全体の運転コス

トも小さくなった。 

(3) 建設費と償却年数を 20 年としたときの処理水量 1m3あたりの建設費は，開発技術ではそ

れぞれ 27,114 万円および 37.14 円･日/m3，従来技術①ではそれぞれ，19,412 万円および

26.59 円･日/m3，従来技術②ではそれぞれ 15,974 万円および 21.88 円･日/m3であった。従

来技術に比べて開発技術の建設費が大きくなった原因は，開発技術でのオゾン処理と好気

槽の曝気装置の費用が大きいためであった。 

(4) 開発技術は，オゾン処理でのオゾンガス溶解のためのエジェクター循環ポンプとりん回収

での原油消費量が大きく，これらを小さくすることでさらに省エネが図れる。 
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第８章 動力学モデルを用いたプロセスの評価 

８．１ 背景および目的 

オゾンによる汚泥減容化とりん回収を組み込んだ生物学的窒素りん除去プロセスをベンチス

ケールプラント，パイロットスケールプラントおよび実証プラントを用いて検討した結果を第

７章までで述べた。第８章では数理モデルを用いてプロセスの性能を考察する。本研究では，

運転パラメーターを変化させた場合の処理水水質へと汚泥発生量への影響を評価するために，

動力学モデルを組み立てた。 

以下に，モデルの構築，第４章および第５章での実験結果とモデルでの計算結果の比較，な

らびに，モデルを用いた検討結果を示す。 

 

８．２ モデルの構築 

８．２．１ 水質変換モデル 

本研究の反応器での水質変換機構は，微生物による有機物の酸化分解，生物学的硝化，生物

学的脱窒および生物学的りん除去ならびにオゾン処理による汚泥の液化および嫌気槽上澄液か

らのりん回収である。Tsunoら1)の作成した生物膜表面での微生物競合関係を組み込んだ生物学

的窒素除去モデルおよびTsunoら2)の作成した生物学的りん除去モデルを統合し，汚泥の液化お

よびりん回収での反応を表す式を組み込むことでモデルを作成した。 

 モデルで用いた状態変数を表８．２．１に示す。状態変数として，易分解性固形性有機物(炭

素C Sq，窒素N Sq，りんP Sq )，難分解性固形性有機物(炭素C DSq，窒素N DSq，りんP DSq )，易分解性

溶解性有機物(炭素C D，窒素N D，りんP D )，有機酸(炭素C A )，難分解性溶解性有機物(炭素C DD，

窒素N DD，りんP DD )，アンモニア性窒素(N A )，酸化態窒素(N B )，他栄養性細菌(M Hq )，自栄養性

細菌(M Aq )，りん蓄積細菌(M P )，細胞内基質(C I )，PHB (C P )，オルトりん酸(P O )，ポリりん酸(P P )，

溶存酸素(D O )，およびアルカリ度(A L )を設定した。モデルでは，固形性成分(C Sq，N Sq，C DSq，

N DSq，M Hq，M Aq )については，添え字がq＝sの「浮遊」とq＝aの「付着」の 2 つ存在状況を設

定しているが，本プロセスでは生物担体は投入していないため浮遊状態のみが存在するとした。 

８．２．２ 生物反応のモデル 

状態変数を組み込んだ水質変換機構のうち，生物学的反応のモデル概念図を図８．２．１お

よび図８．２．２に示す。 

８．２．２．１ 各種影響の表現 

各反応速度に及ぼす競合影響，温度影響，およびpH影響の影響関数の表現を表８．２．２に

まとめて示す。各反応速度は、表８．２．３で後述するとおり，これらの影響関数を乗じるこ

とで表現する。故に，これらの影響関数の値が1の時は影響がないことを、0.5の時は反応速度
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が0.5倍になる影響があることを，0の時は反応が停止する状態を表す。 

 温度影響については，温度係数(θ )による一般的な表現を用いた。pH は，実験での測定値

に固定してその影響を算出した。 

 

８．２．２．２ 反応速度式 

表８．２．３に生物処理プロセスでの各変換過程とその変化速度の数式表現を示す。反応速

度は，反応速度定数，基質や微生物などの濃度影響式，各種の影響関数の積で表される。反応

速度の数式表現にあたって，基質摂取などに関しては，0 次反応から 1 次反応までを表現でき

る Michaeris-Menten 型の式で，微生物濃度に関しては 1 次反応で表現した。 

各微生物によるプロセスでの反応速度はR 1～R 24の式で表現した。 

加水分解；モデルでは固形性有機物の加水分解は好気状態と無酸素状態でそれぞれR 1AとR 1N

として区別した。 

他栄養性細菌(M Hs )；他栄養性細菌は，易分解性溶解性有機物(C D )と有機酸(C A )を電子受容体と

して好気状態と無酸素状態の下で増殖できると想定した。他栄養性細菌の増殖はR

 

2～R 3

で表現した。嫌気状態下では他栄養性細菌はC DとC Aを発酵し，この反応はR 22で表現し

た。他栄養性細菌の自己分解はR 4で表現し，易分解性固形性有機物(C SS )の溶解はR 21で

表現した。

自栄養性細菌(M As )；自養性細菌の増殖および好気状態下での自己分解はそれぞれR 5およびR 6

で表現した。 

りん蓄積細菌(M P )；りん蓄積細菌は好気状態もしくは無酸素状態でオルトりん酸を細胞内にポ

リりん酸として貯留すると想定し，その反応はR 11で表現した。このプロセスに必要な

エネルギーは細胞内の貯留有機物であるC Pにより得ており，この反応はR 9で表現する。

りん蓄積細菌は，易分解性溶解性有機物(C D )もしくは有機酸(C A )の利用が可能な場合，

微生物細胞内にこれらの有機物を細胞内基質(C I )としてを貯留することができるとし，

この反応をR 7～R 8およびR 23で表現する。このC Iは，ポリりん酸(P P )の加水分解によっ

て得られ ,溶解性オルトりん酸(P O )の放出を伴う。さらに，りん蓄積細菌は細胞内基質

(C I )をPHB(C P )へ変換し，この反応をR 24で表現する。好気状態および無酸素状態下での

りん蓄積細菌の増殖は，貯留したC Iによってなされる。りん蓄積細菌の自己分解では，

R 12の反応によって細胞内部に蓄積したPHB(C P )も同時に溶解する。 

好気・無酸素状態で起こる反応と，嫌気状態で起こる反応に分け，それぞれの反応速度を溶

存酸素濃度，酸化態窒素濃度および半飽和定数により表現した。 

 アルカリ度およびDO濃度についても，物質収支を取った。アルカリ度は，硝化やアンモニア
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ア性窒素の同化時に消費され，アンモニア化や脱窒の際に生成されるとした。これらの収支は，

換算係数γNAN[mgCaCO3/mgN]およびγDAN [mgCaCO3/mgN]により算出した。DO 濃度は，二酸

化炭素や酸化態窒素への酸化時に消費され，曝気による供給される(R41)とした。その際に，飽

和溶存酸素濃度 DO*[mg/L]は式(1) (Eckenfelder3),宗宮 4))による計算値を用いた。 

32 0000646.0007714.03943.016.14* TTTDO   (8-1) 

ここで、 T は水温 [℃ ]である。DO 消費時の収支は，換算係数γ NO [mgO2/mgN]，γ CO 

[mgO2/mgCOD]およびγBO [mgO2/mgCOD]により算出した。 
 

表８．２．１ 水質変換モデルで設定した状態変数 

No. 記号 変数 単位 

1 MHs 他栄養性細菌(浮遊) mgCOD/l 
2 MAs 自栄養性細菌(浮遊) mgCOD/l 
3 MP りん蓄積細菌(浮遊) mgCOD/l 
4 CDSs 難分解性固形性有機物(浮遊) mgCOD/l 
5 NDSs 難分解性固形性有機物中窒素(浮遊) mgN/l 
6 PDSs 難分解性固形性有機物中りん(浮遊) mgP/l 
7 CSs 易分解性固形性有機物(浮遊) mgCOD/l 
8 NSs 易分解性固形性有機物中窒素(浮遊) mgN/l 
9 PSs 易分解性固形性有機物中りん(浮遊) mgP/l 

10 CDD 難分解性溶解性有機物 mgCOD/l 
11 NDD 難分解性溶解性有機物中窒素 mgN/l 
12 PDD 難分解性溶解性有機物中りん mgP/l  
13 CD 易分解性溶解性有機物 mgCOD/ l 
14 ND 易分解性溶解性有機物中窒素 mgN/ l 
15 PD 易分解性溶解性有機物中りん mgP/ l 
16 CA 有機酸 mgCOD/ l 
17 NA アンモニア性窒素 mgN/ l 
18 NB 酸化態窒素 mgN/ l 
19 AL アルカリ度 mgCaCO3/ l 
20 DO 溶存酸素濃度 mgO2/ l  
21 CI 細胞内基質 mgCOD/ l 
22 CP PHB mgCOD/L 
23 PO オルトりん酸 mgP/L 
24 PP ポリりん酸 mgP/L 
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酸素条件：X＝A(好気)、N(無酸素)

窒素源 ：Y＝a(アンモニア)、b(硝酸態窒素)

図８．２．１ モデルの概念図(好気・無酸素状態)
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難分解性固形性有機物
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図８．２．２ モデルの概念図(嫌気状態)
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表８．２．２  環境因子の反応速度への影響に関する数式表現 

1. pH の算出と pH による自栄養性細菌増殖への影響 

LAL

L

AK

A
pH


 25.5  

   pH ≦ 6 のとき   0pHf

   6 < pH ≦7.2 のとき   pHf pH  2.7833.01  

   pH ＞7.2 のとき   1pHf

2. 水温の影響 

)(20 反応番号 
 rf T

rr
(T は水温[�]) 

 

表８．２．３  関与する反応過程とその変化速度の数式表現(その 1) 

状態変数の濃度影響を表す関数 

OADOX

O
DOX DK

D
f


  

OADON

O
DON DK

D
f


  

OADOXA

O
DOXA DK

D
f


  

OEDO

O
DOE DK

D
f


  

AACA

A
CA CK

C
f




1

 

ONPO

O
PN PK

P
f


  

BNNB

B
NO NK

N
f




1
1  

BNNB

B
NO NK

N
f




2
2  

BENB

B
ENO NK

N
f




1
1  

BENB

B
ENO NK

N
f




2
2  

BENB

B
ENO NK

N
f




3
3  

BENB

B
ENO NK

N
f




4
4  

 

 -244-



 

表８．２．３  関与する反応過程とその変化速度の数式表現(その 2) 

ANA

A
NA NK

N
f




1
1  

BNB

B
NB NK

N
f




1
1  

 

1. 易分解性固形性有機物の可溶化過程 

HsDOX
SsAS

Ss
AsA Mff

CK

C
kR 




11,1   [mgCOD/(l･h)] 

  HsDOXNO
SsNS

Ss
NsN Mfff

CK

C
kR 




1
111,1   [mgCOD/(l･h)] 

 

2. 易分解性溶解性有機物の摂取過程(脱窒) 

2a 窒素源をアンモニア性窒素より摂取 

  HsCAPNNADOX
DAC

D
AsAa Mfffff

CK

C
kR 




2
112,2   [mgCOD/(l･h)]  

    HsCAPNNADOXNO
DNC

D
NsNa Mffffff

CK

C
kR 




2
11 112,2   [mgCOD/(l･h)]  

2n 窒素源を酸化態窒素より摂取 

    HsCAPNNANBDOX
DAC

D
AsAn Mffffff

CK

C
kR 




2
11 112,2   [mgCOD/(l･h)] 

      HsCAPNNANBDOXNO
DNC

D
NsNn Mfffffff

CK

C
kR 




2
111 1112,2   [mgCOD/(l･h)] 

 

3. 有機酸の摂取過程(脱窒) 

3a 窒素源をアンモニア性窒素より摂取 

HsPNNADOX
AACA

A
AsAa Mffff

CK

C
kR 




313,3   [mgCOD/(l･h)]  

  HsPNNADOXNO
ANCA

A
NsNa Mfffff

CK

C
kR 




3113,3 1   [mgCOD/(l･h)]  

3n 窒素源を酸化態窒素より摂取 

  HsPNNANBDOX
AACA

A
AsAn Mfffff

CK

C
kR 




3113,3 1   [mgCOD/(l･h)] 

    HsPNNANBDOXNO
ANCA

A
NsNn Mffffff

CK

C
kR 




31113,3 11   [mgCOD/(l･h)] 
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表８．２．３  関与する反応過程とその変化速度の数式表現(その 3) 

4. 他栄養性細菌自己分解過程 

HsDOXAsA MffkR 
44,4   [mgCOD/(l･h)] 

  HsDOXNONsN MfffkR 
4

114,4   [mgCOD/(l･h)] 

 

5. 硝化過程 

AspHDON
ANA

A
s Mfff

NK

N
kR 




55,5   [mgCOD/(l･h)] 

 

6. 自栄養性細菌自己分解過程 

AsDOXAs MffkR 
66,6   [mgCOD/(l･h)] 

 

7. りん蓄積細菌易分解性溶解性有機物摂取過程 

  PCADOX
DACP

D
AA Mfff

CK

C
kR 




7
177   [mgCOD(l･h)] 

    PCADOXNO
DNCP

D
NN Mffff

CK

C
kR 




7
11277   [mgCOD/(l･h)] 

 

8. りん蓄積細菌有機酸摂取過程 

PDOX
AACAP

A
AA Mff

CK

C
kR 




888   [mgCOD/(l･h)] 

  PDOXNO
ANCAP

A
NN Mfff

CK

C
kR 




8
1288   [mgCOD/(l･h)] 

 

9. PHB の細胞内基質への変換過程 

PDOX
P

P
AA Mff

M

C
kR 

999   [mgCOD/(l･h)] 

  PDOXNO
P

P
NN Mfff

M

C
kR 

9
1299   [mgCOD/(L･h)] 

 

10. りん蓄積細菌中の細胞内基質代謝過程 

10a 窒素源をアンモニア性窒素より摂取 

PPNNADOX
P

I
AAa Mffff

M

C
kR 

1011010   [mgCOD/(l･h)] 

  PPNNADOXNO
P

I
NNa Mfffff

M

C
kR 

10121010 1   [mgCOD/(l･h)] 
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表８．２．３  関与する反応過程とその変化速度の数式表現(その 4) 

10n 窒素源を酸化態窒素より摂取 

  PPNNANBDOX
P

I
AAn Mfffff

M

C
kR 

10111010 1   [mgCOD/(l･h)] 

    PPNNANBDOXNO
P

I
NNn Mffffff

M

C
kR 

101121010 11   [mgCOD/(l･h)] 

 

11. りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸としての蓄積の際の細胞内基質代謝過程 

PPNDOX
CADADACDA

CADAD

P

PST

PIACIMP

PI
AA Mfff

CCK

CC

M

PP

MCK

MC
kR 



















11
1

/

/
1111 


  

[mgCOD/(l･h)]

  PPNDOXNO
CADADNCDA

CADAD

P

PST

PINCIMP

PI
NN Mffff

CCK

CC

M

PP

MCK

MC
kR 



















11
11

/

/
21111 



[mgCOD/(l･h)]

PPMPST MPP   

 

12. りん蓄積細菌自己分解過程 

PDOXAA MffkR 
121212   [mgCOD/(l･h)] 

  PDOXNONN MfffkR 
12

121212   [mgCOD/(l･h)] 

 

21. 易分解性固形性有機物の加水分解過程(嫌気) 

    HsDOEENO
SsES

Ss
s Mfff

CK

C
kR 




21
11 121,21  [mgCOD/(l･h)] 

 
22. 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵過程(嫌気) 

    HsPNNADOEENO
DED

D
s Mfffff

CK

C
kR 




221222,22 11  [mgCOD/(l･h)] 

 

23. りん蓄積細菌の有機酸摂取過程(嫌気) 

    PDOEENO
P

P

AEA

A Mfff
M

P

CK

C
kR 




23
11 32323  [mgCOD/(l･h)] 

 

24. りん蓄積細菌中の細胞内基質の PHB への変換過程(嫌気) 

    PDOEENO
P

P

P

I Mfff
M

P

M

C
kR 

24
11 42424  [mgCOD/(l･h)] 

 

 



 

表８．２．３  関与する反応過程とその変化速度の数式表現(その 5) 

41. 酸素供給過程  

 OOL DDaKR  *41   [mgO 2 /(l･h)]   は飽和DO濃度[mgO*OD 2 /l] 

 

 

８．２．３ オゾン処理プロセスのモデル 

前章までの研究結果でオゾン処理により汚泥の一部は溶解性成分に変化し，また一部は死滅

することが判明している。オゾン処理プロセスでの反応も数理モデルにて表現した。オゾン処

理プロセスは容積のない改質プロセスとみなし，HRT は考慮していない。オゾン処理プロセス

での反応を表現した式を表８．２．４に示す。 

オゾン処理プロセスでの従属栄養性細菌，独立栄養性細菌およびりん蓄積細菌の液化は，Z z1，

Z z3およびZ z5,Mpにて表現した。りん蓄積細菌内の貯留物(C I，C P，P P )はりん蓄積細菌が液化し

た割合と同じ割合で溶解性に変化し，その変化はZ z5,CI，Z z5,CpおよびZ z5,Ppで表現した。 

オゾン処理にて難分解性溶解性有機物が易分解性溶解性有機物の変化し，また，難分解性お

よび易分解性の固形物は溶解性に変化する。これらをそれぞれZ z7およびZ z8で表現した。オゾ

ン処理で汚泥の一部は不活性となり粒子で残留する。これらの不活性化はそれぞれZ z2，Z z4お

よびZ z6で表現した。 

 

８．２．４ りん回収プロセスのモデル 

りん回収プロセスは実験の状態にあわせて 2 通りのプロセスを設定した。りん回収プロセス

での反応を表現した式を表８．２．５に示す。 

ベンチスケール実験でのりん回収プロセスでは，FeCl 3のFeとオルトりん酸を反応させ不溶化

し除去しており，オルトりん酸は一定濃度τ Pまで減少するとした(Z BP1 )。ただし，プロセス流

入のオルトりん酸濃度がτP未満の場合は流入濃度から変化しないとした。また，同時にFeCl 3

の凝集反応より溶解性成分(難分解性および易分解性有機物ならびにそれらに含まれる窒素お

よびりん)は除去され，これらは同じ除去率ε cで除去されるとした(Z BP2～Z BP7 )。 

パイロットプラント実験でのりん回収プロセスは嫌気槽混合液の一部を固液分離した上澄液

を廃棄しかわりに生物処理水を投入することでりん回収を模擬的に再現している。そこで，り

ん回収プロセス後の溶解性成分濃度はI PPで表現した。また，固形物濃度は固液分離後，全てを

生物反応槽へ戻すことから変化しないとした。 

 

 -248-



 

表８．２．４ オゾン処理プロセスでの各物質の反応量の数式表現 

M Hsの液化 

 Hscz1 MσZ  [mgCOD/l] 

M Hsの不活性化(固形物として残留した内の死滅した分) 

 [mgCOD/l] 
Hscz2 MβσZ  )--(1

M Asの液化 

 [mgCOD/l] 
Ascz3 MσZ 

M Asの不活性化 

 [mgCOD/l] 
Ascz4 MβσZ  )--(1

M Pの液化 

 [mgCOD/l] Pcz5,M MσZ
P



C Iの液化 

 [mgCOD/l] ICIcz5,C CβσCσZ
i

 ）--(1

C Pの液化 

 PCPcz5,C CβσCσZ
P

 ）--(1 [mgCOD/l] 

P Pの液化 

 [mgP/l] PCPcz5,P PβσPσZ
P

 ）--(1

M Pの不活性化 

 [mgCOD/l] 
Pcz6,M MβσZ

P
 )--(1

C DSsの液化 

 [mgCOD/l] 
DSscC7,z CσZ

DSs


N DSsの液化 

 [mgN/l] 
DSscN7,z NσZ

DSs


P DSsの液化 

 [mgP/l] 
DSscP7,z PσZ

DSs


C Ssの液化 

 Sscz8,C CσZ
Ss

 [mgCOD/l] 

N Ssの液化 

 [mgN/l] 
Sscz8,N NσZ

Ss


P Ssの液化 

 Sscz8,P PσZ
Ss

 [mgP/l] 

Cσ ＝可溶化率[mg/mg] 

β＝生存率[mg/mg] 
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表８．２．５ りん回収プロセスでの各物質の反応量の数式表現 

【Run7(ベンチスケールプラント実験)】 

P oの凝集後の濃度 

 PBP1 τZ  [mgP/l]， Z BPI  = min(τ P，P in )[mgP/l] 

C DDの凝集後の濃度 

 cDDBP2 εCZ  [mgCOD/l] 

N DDの凝集後の濃度 

 cDDBP3 εNZ  [mgN/l] 

P DDの凝集後の濃度 

 [mgP/l] 
cDDBP εPZ 4

C Dの凝集後の濃度 

 cDBP5 εCZ  [mgCOD/l] 

N Dの凝集後の濃度 

 [mgN/l] 
cDBP εNZ 6

P Dの凝集後の濃度 

 cDBP εPZ 7
[mgP/l] 

 τ P ＝凝集でのP oの残存濃度［mgP/l］ 

 ε c ＝凝集での除去率[mg/mg] 

 

【Run8(パイロットプラント実験)】 

溶解性成分のりん回収プロセス後の濃度 

 

in

dildildilinin
PP Q

QIQQI
I




)( [mg/l] 

 Q in  ＝りん回収プロセス流入水流量［m3/日］ 

 Q dil  ＝生物処理水流量［m3/日］ 

 I in  ＝りん回収プロセス流入水の溶解性成分濃度［mg/l］ 

 I dil  ＝生物処理水の溶解性成分濃度［mg/l］ 
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８．２．５ 物質収支式 

表８．２．６に生物処理プロセスでの状態変数ごとの物質収支式を，表８．２．７にオゾン

処理プロセスでの状態変数ごとの物質収支式を示す。 

生物処理プロセスでの物質収支は有機物および微生物をCOD Cr基準[mgCOD]で、窒素関係を

N基準[mgN]で、りん関係をP基準[mgP]で算出した。各状態変数の変化速度は，その列の値に反

応速度を乗じながら，その和とることで求められる。例えば，オルトりん酸(P O )の変化速度は，

表８．２．６をもとに次式で表現される。 

 

F Po＝(R 2Aas＋R 2Ans )･(D eDp－Y 2A･γ CPH )＋(R 2Nas･＋R 2Nns )･(D eDp－Y 2N･γ CPH ) 

γ CPH 

N ) 

A CIP ) 

 

生物，窒素関係およびりん関係の濃度は，

おのおのの列の値の和をとることで求められる。例えば易分解性溶解性有機物(C D )の反応後の

濃

Z,CD＝σ c・M Hs＋σ c・M As＋σ c・M P＋σ c・C DSs＋σ c・C Ss＋σ c・C DD＋C D＋(1－β)・C I＋(1－β)・

んでいない対照系列での汚泥発生量を再現するように，固形性易分解性有機基質最大可

プロセスで使用した諸係数は，可溶化率(σ c )ならびに生存率(β)であり，σ cは実験

＋(R 3Aas＋R 3Ans )･(－Y 3A･γ CPH )＋(R 3Nas＋R 3Nns )･(－Y 3A･γ CPH )＋(R 4As＋R 4Ns )･(1－A 4a )･

＋R 5s･(Y 5 /γ CNA･γ CPA ) ＋R 6s･(1－A 6a )･γ CPH＋(R 7As＋R 7N ) ･D eDp 

＋(R 10Aa＋R 10An ) ･(－Y 10A･γ CPP ) ＋(R 10Na＋R 10Nn ) ･(－Y 10N･γ CPP )＋(R 11A＋R 11 ･(－

＋(R 12A＋R 12N ) ･(1－A 12a )･(γ CPP＋D ePP )＋R 22s･(D ePP－Y 22･γ CPP )＋(R 23＋R 24 )･A CIP (8-2)

 

また，オゾン処理プロセスでの反応後の有機物や微

度は，表８．２．７をもとに次式で表現される。 

 

E

C P 

  (8-3) 

 

８．２．６ 速度定数と係数の値 

本モデルの生物処理プロセスで使用した諸係数の一覧表を表８．２．８に示す。値は，もと

となったモデルの値を採用した。一般的な都市下水とは濃度レベルが違うので，オゾン処理を

組み込

溶化反応速度定数，他栄養性細菌，自栄養性細菌およびりん蓄積細菌の自己分解定数，他栄養

性細菌，自栄養性細菌およびりん蓄積細菌の自己分解による固形性有機物に戻る割合を変更し

た。 

 オゾン処理
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回収プロセスでの諸係数は，凝集での除去率(ε c )な

ら

宗宮ら5))。流入水の難分解性固形性有機物濃度(C DS  [mgCOD/l])，易分解性固

  C DD  =生物処理で残留するS-COD Cr  (8-5) 

 

在しない

こ

物

モデルの検証でのCOD CrおよびBODは計算結果を用いて以下の式で算出した。 

S-COD Cr＝C DD＋C D＋C A  (8-8) 

BOD＝(C D＋C A )×0.7 (8-9) 

 

ごとに変化させ，βは 0.7 に固定した。りん

びに凝集後のP O濃度(τP )であり，ε cは 0.5 に，τPは 1.4mg/lとした。これらは実験結果の値を

採用した。 

８．２．７ 測定水質と状態変数との関係 

本モデルでは，(T･S-)-BODおよび(T･S-)COD Crにより，有機物濃度を把握した。そして，易

分解性と難分解性の分類を行った。一般的に，ATU-BOD 5は，0.7×ATU-BOD u程度であること

が知られている(

形性有機物濃度(C S  [mgCOD/l])，難分解性溶解性有機物濃度(C DD  [mgCOD/l])，および易分解性

溶解性有機物濃度(C D  [mgCOD/l])は，測定したCOD Cr濃度およびBOD濃度に基づいて，以下の

式で算出した。 

   C D  = S-COD Cr－C DD－C A  (8-4) 

 

  C S  =(T-BOD－S-BOD)/0.7 (8-6) 

   C DS  =(T-COD Cr－S-COD C r)－C S  (8-7) 

 

なお，合成廃水は試薬を水道水に溶かして調整したものなので，C SおよびC SSは存

ととした。また，今回の検討では平衡状態となるまで計算を行うことから，流入水中の微生

濃度は計算結果に影響しないと判断し，流入水中に微生物は存在しないとした。 
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eS
N

s 
D

eD
N

 

R
8A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
8N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
9A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
9N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
10

A
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

Y
10

A
･γ

C
N

P
 

 
 

 
 

-Y
10

A
･γ

C
N

P
 

R
10

N
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

Y
10

N
･γ

C
N

P
 

 
 

 
 

-Y
10

A
･γ

C
N

P
 

R
10

A
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

Y
10

A
･γ

C
N

P
 

 
 

 
 

 

R
10

N
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

Y
10

N
･γ

C
N

P
 

 
 

 
 

 

R
11

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
 

 
 

 
 

R
11

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
 

 
 

 
 

R
12

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

-γ
C

N
P

 
A

12
a･

A
12

b･
γ C

N
P

 
A

12
a･

(1
-A

12
b)
･γ

C
N

P
 

 
 

(1
-A

12
a)
･
γ C

N
P

 

R
12

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

-γ
C

N
P

 
A

12
a･

A
12

b･
γ C

N
P

 
A

12
a･

(1
-A

12
b)
･γ

C
N

P
 

 
 

(1
-A

12
a)
･
γ C

N
P

 

R
21

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

(1
-A

21
)･

D
eS

N
s 

D
eS

N
s･

A
21

 
 

R
22

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
Y

22
･
γ C

N
H

 
 

 
 

 
 

-D
eS

N
s 

D
eD

N
-Y

22
A
･γ

C
N

H
 

R
23

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

 

R
24

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)
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表
８
．
２
．
６
 
 
生
物
処
理
の
各
状
態
変
数
の
物
質
収
支
(
そ
の
3
)

 

状
態

変
数

 
窒

素
 

り
ん

 

酸
化
態
窒

素
 

他
栄

養
性

細
菌

 
自

栄
養

性
細

菌
 

り
ん

蓄
積

細
菌

 
難

分
解

性
固
形
性

有
機

物
中

り
ん

 

易
分
解
性

固
形
性
 

有
機
物
中

り
ん

 

難
分
解
性

溶
解
性

有
機
物
中

り
ん

 

単
位

 
m

gN
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 

記
号

 
N

B
 

M
H

s 
M

A
s 

M
P

 
P

D
Ss

 
P

Ss
 

P
D

D
 

R
1A

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

-D
eS

P
s 

(1
-A

1)
･

D
eS

P
s 

R
1N

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

-D
eS

P
s 

(1
-A

1)
･

D
eS

P
s 

R
2A

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
Y

2A
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
2N

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
2N

)/
α N

C
 

Y
2N
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
2A

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-Y
2N
･γ

C
N

H
 

Y
2A
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
2N

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
2N

)/
α N

C
 

Y
2N
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
3A

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
Y

3A
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
3N

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
3N

)/
α N

C
 

Y
3N
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
3A

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-Y
3N
･γ

C
N

H
 

Y
3A
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
3N

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
3N

)/
α N

C
 

Y
3N
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
4A

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

-
A

γ C
P

H
 

 
 

4a
･A

4b
･γ

C
P

H
 

A
4a
･(

1-
A

4b
)･
γ C

P
H

 
 

R
4N

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
-(

1-
A

4a
)/
α N

C
 

-γ
C

P
H

 
 

 
A

4a
･A

4b
･γ

C
P

H
 

A
4a
･(

1-
A

4b
)･
γ C

P
H

 
 

R
5s

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
(1

-Y
5)

 
 

Y
5/
γ C

N
A
・
γ C

P
A

 
 

 
 

 

R
6s

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
-γ

C
P

A
 

 
A

6a
･A

6b
･γ

C
P

A
 

A
6a
･(

1-
A

6b
)･
γ C

P
A

 
 

R
7A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
7N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
8A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
8N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
9A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
9N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
10

A
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
Y

10
A
・
γ C

P
P

 
 

 
 

R
10

N
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
10

N
)/
α N

C
 

 
 

Y
10

N
・
γ C

P
P

 
 

 
 

R
10

A
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-Y
10

N
･γ

C
N

P
 

 
 

Y
10

A
・
γ C

P
P

 
 

 
 

R
10

N
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-(
1-

Y
10

N
)/
α N

C
-Y

10
N
･γ

C
N

P
 

 
 

Y
10

N
・
γ C

P
P

 
 

 
 

R
11

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
 

 
 

 

R
11

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
 

 
 

 

R
12

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
-γ

C
P

P
 

A
12

a･
A

12
b･
γ C

P
P

 
A

12
a･

((
1-

A
12

b)
･γ

C
P

P
+

D
eP

P
) 

 

R
12

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
 

 
-γ

C
P

P
 

A
12

a･
A

12
b･
γ C

P
P

 
A

12
a･

((
1-

A
12

b)
･γ

C
P

P
+

D
eP

P
) 

 

R
21

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

-D
eS

P
s 

(1
-A

21
)･

D
eS

P
s 

R
22

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

Y
22
･γ

C
P

H
 

 
 

 
 

 

R
23

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

 
 

R
24

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)
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表
８

．
２

．
６

 
 

生
物

処
理

の
各

状
態

変
数

の
物

質
収

支
(
そ

の
4
)
 

状
態

変
数

 
り

ん
 

ア
ル

カ
リ

度
 

溶
存
酸
素

濃
度

易
分
解
性

溶
解
性

有
機
物
中

り
ん

 

オ
ル

ト
り

ん
酸

 
ポ

リ
り

ん
酸

 
 

単
位

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gP
/l

 
m

gC
aC

O
3/

l 
m

gO
2/

l 

記
号

 
P

D
 

P
O

 
P

P
 

A
L

 
D

O
 

R
1A

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
D

eS
P

s･
A

1 
 

 
 

 

R
1N

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
D

eS
P

s･
A

1 
 

 
 

 

R
2A

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-D
eD

P
 

D
eD

p-
Y

2A
･γ

C
P

H
 

 
(D

eD
N

-Y
2A

･γ
C

N
H

)･
γD

A
N

 
-(

1-
Y

2A
)･
γ C

O
 

R
2N

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-D
eD

P
 

D
eD

p-
Y

2N
･γ

C
P

H
 

 
(1

/α
N

C
-Y

2N
･γ

C
N

H
+

D
eD

N
)･
γ D

A
N

 
 

R
2A

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-D
eD

P
 

D
eD

p-
Y

2A
･γ

C
P

H
 

 
(D

eD
N

+
Y

2A
･γ

C
N

H
)･
γD

A
N

 
-(

1-
Y

2A
)･
γ C

O
 

R
2N

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

-D
eD

P
 

D
eD

p-
Y

2N
･γ

C
P

H
 

 
(1

/α
N

C
+

Y
2N
･γ

C
N

H
+

D
eD

N
)･
γ D

A
N

 
 

R
3A

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

3A
･γ

C
P

H
 

 
-Y

3A
･γ

C
N

H
･γ

D
A

N
+
γ C

A
A

L
 

-(
1-

Y
3A

)･
γ C

O
 

R
3N

as
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

3N
･γ

C
P

H
 

 
-Y

3N
･γ

C
N

H
･γ

D
A

N
+
γ C

A
A

L
 

 

R
3A

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

3A
･γ

C
P

H
 

 
Y

3A
･γ

C
N

H
･γ

D
A

N
+
γ C

A
A

L
 

-(
1-

Y
3A

)･
γ C

O
 

R
3N

ns
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

3N
･γ

C
P

H
 

 
Y

3N
･γ

C
N

H
･γ

D
A

N
+
γ C

A
A

L
 

 

R
4A

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

(1
-A

4a
)･
γ C

P
H

 
 

(1
-A

4a
)･
γ C

N
H
･γ

D
A

N
 

-(
1-

Y
4A

)･
γ B

O
 

R
4N

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

(1
-A

4a
)･
γ C

P
H

 
 

(1
-A

4a
)･

(1
/α

N
C
+
γ C

N
H
)･
γ D

A
N

 
 

R
5s

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

Y
5/
γ C

N
A
･γ

C
P

A
 

 
-(

1-
Y

5)
･γ

N
A

N
-Y

5･
γ D

A
N

 
-(

1-
Y

5 A
)･
γ N

O
 

R
6s

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

(1
-A

6a
)･
γ C

P
H

 
 

(1
-A

6a
)･
γ C

N
A
･γ

D
A

N
 

 

R
7A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
-D

eD
P

 
D

eD
P

 
 

D
eD

N
･γ

D
A

N
 

 

R
7N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
-D

eD
P

 
D

eD
P

 
 

D
eD

N
･γ

D
A

N
 

 

R
8A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

γ C
A

A
L

 
 

R
8N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

γ C
A

A
L

 
 

R
9A

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

R
9N

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

 
 

 
 

R
10

A
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

10
A
･γ

C
P

P
 

 
-Y

10
A
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

-(
1-

Y
10

A
) 

R
10

N
a 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

10
N
･γ

C
P

P
 

 
-Y

10
N
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

 

R
10

A
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

10
A
･γ

C
P

P
 

 
Y

10
A
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

-(
1-

Y
10

A
) 

R
10

N
n 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-Y

10
N
･γ

C
P

P
 

 
Y

10
N
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

 

R
11

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-A

C
IP

 
A

C
IP

 
 

-γ
C

O
 

R
11

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
-A

C
IP

 
A

C
IP

 
 

 

R
12

A
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
(1

-A
12

a)
･(
γ C

P
P
+

D
eP

P
) 

-D
eP

P
 

(1
-A

12
a)
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

-(
1-

A
12

a)
･γ

B
O

 

R
12

N
 

m
gC

O
D

/(
l･

h)
 

 
(1

-A
12

a)
･(
γ C

P
P
+

D
eP

P
) 

-D
eP

P
 

(1
-A

12
a)
･γ

C
N

P
･γ

D
A

N
 

 

R
21

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
D

eS
P

s･
A

21
 

 
 

 
 

R
22

s 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
-D

eD
P

 
D

eP
P
-Y

22
･γ

C
P

P
 

 
(D

eD
N
-Y

22
･γ

C
N

H
)･
γ D

A
N
-γ

C
A

A
L
･(

1-
Y

22
)･

A
22

 
 

R
23

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

A
C

IP
 

-A
C

IP
 

γ C
A

A
L

 
 

R
24

 
m

gC
O

D
/(

l･
h)

 
 

A
C

IP
 

-A
C

IP
 

γ C
A

A
L
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表
８
．
２
．
７
 
 
オ
ゾ
ン
処
理
工
程
で
の
物
質
収
支
(
そ
の

1
)

 
状

態
変

数
 

炭
素

 他
栄
養
性

細
菌

 
自

栄
養

性
細

菌
 

り
ん

蓄
積

細
菌

 
難

分
解

性
 

固
形
性

 

有
機
物

 

易
分
解
性

 

固
形
性

 

有
機
物

 

難
分
解
性

 

溶
解
性

 

有
機
物

 

易
分
解
性

 

溶
解
性

 

有
機
物

 

有
機
酸

 
り

ん
蓄
積

細
菌

の
細
胞
内

基
質

 

単
位

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 
m

gC
O

D
/l

 

反 応 前
 

記
号

 
M

H
s 

M
A

s 
M

P
 

C
D

Ss
 

C
Ss

 
C

D
D

 
C

D
 

C
A

 
C

I 

M
H

s 
m

gC
O

D
/l

 
β･

M
H

s 
 

 
 

 
 

 
 

 

M
A

s 
m

gC
O

D
/l

 
 

β･
M

A
s 

 
 

 
 

 
 

 

M
P

 
m

gC
O

D
/l

 
 

 
β・

M
P

 
 

 
 

 
 

 

C
D

Ss
 

m
gC

O
D

/l
 

(1
-σ

c-
β)

・
A

4b
･M

H
s 

(1
-σ

c-
β)

・
A

6b
･M

A
s 

(1
-σ

c-
β)

・
A

12
b・

M
P

 
(1

-σ
c)
・
C

D
Ss

 
 

 
 

 

C
Ss

 
m

gC
O

D
/l

 
(1

-σ
c-
β)

・
(1

-A
4b

)･
M

H
s 

(1
-σ

c-
β)

・
(1

-A
6b

)･
M

A
s 

(1
-σ

c-
β)

・
(1

-A
12

b)
・

M
P

 
 

(1
-σ

c)
・

C
Ss

 
 

 
 

 

C
D

D
 

m
gC

O
D

/l
 

 
 

 
 

 
(1

-σ
c)
・

C
D

D
 

 
 

 

C
D

 
m

gC
O

D
/l

 
σ c

･M
H

s 
σ c

･M
as

 
σ c

・
M

P
 

σ c
・

C
D

Ss
 

σ c
・

C
Ss

 
σ c

・
C

D
D

 
C

D
 

 
(1

-β
)・

C
I 

C
A

 
m

gC
O

D
/l

 
 

 
 

 
 

 
 

C
A

 
 

C
I 

m
gC

O
D

/l
 

 
 

 
 

 
 

 
 

β・
C

I 

C
P

 
m

gC
O

D
/l

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

M
H

s 
m

gN
/l
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表８．２．８ 諸係数の一覧表(その 1) 

記号 単位 説明 採用値

速度係数  

k1A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 固形性易分解性有機基質最大可溶化反応速度定数 0.432 

k1N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 固形性易分解性有機基質最大可溶化反応速度定数 1.2 

k2A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 溶解性易分解性有機基質最大摂取速度定数 1.2 

k2N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 溶解性易分解性有機基質最大摂取速度定数 1.2 

k3A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 有機酸最大摂取速度定数 6 

k3N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 有機酸最大摂取速度定数 6 

k4A 1/d 好気 他栄養性細菌自己分解定数 0.024 

k4N 1/d 無酸素 他栄養性細菌自己分解定数 0.024 

k5 mgN/(mgCOD･d)  アンモニア性窒素最大摂取速度定数 4.8 

k6 1/d 好気 自栄養性細菌自己分解定数 0.024 

k7A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 りん蓄積細菌易分解性溶解性有機物摂取速度定数 1.2 

k7N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 りん蓄積細菌易分解性溶解性有機物摂取速度定数 1.2 

k8A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 りん蓄積細菌有機酸摂取速度定数 1.2 

k8N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 りん蓄積細菌有機酸摂取速度定数 1.2 

k9A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 PHBの細胞内基質への変換速度定数 33.6 

k9N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 PHBの細胞内基質への変換速度定数 24 

k10A mgCOD/(mgCOD･d) 好気 りん蓄積細菌中の細胞内基質代謝速度定数 16.8 

k10N mgCOD/(mgCOD･d) 無酸素 りん蓄積細菌中の細胞内基質代謝速度定数 16.8 

k11A mgCOD/(mgP･d) 好気 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝速度定数 
36 

k11N mgCOD/(mgP･d) 無酸素 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝速度定数 
7.2 

k12A 1/d 好気 りん蓄積細菌自己分解定数 0.024 

k12N 1/d 無酸素 りん蓄積細菌自己分解定数 0.024 

k21 mgCOD/(mgCOD･d) 嫌気 易分解性固形性有機物の加水分解速度定数 0.432 

k22 mgCOD/(mgCOD･d) 嫌気 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵速度定数 1.92 

k23 mgCOD/(mgCOD･d) 嫌気 りん蓄積細菌の有機酸摂取速度定数 31.2 

k24 mgCOD/(mgP･d) 嫌気 りん蓄積細菌中の細胞内基質のPHBへの変換速度定数 12 

半飽和定数(Michaelis定数)   

KADOX mgO2/l 好気 好気状態，溶存酸素 0.5 

KADON mgO2/l 好気 硝化，溶存酸素 0.5 

KADOXA mgO2/l 好気 自栄養性細菌自己分解，溶存酸素 0.5 

KEDO mgO2/l 嫌気 嫌気状態，溶存酸素 0.3 

KACA1 mgCOD/l 好無 有機酸と易分解性溶解性有機物の選択，有機酸 0.2 

KNPO mgP/l 好無嫌 菌体合成に必要なオルトりん酸 0.01 

KNNB1 mgN/l 無酸素 他栄養性細菌の無酸素条件，硝酸態窒素 0.1 

KNNB2 mgN/l 無酸素 りん蓄積性細菌の無酸素条件，硝酸態窒素 3 

KENB1 mgN/l 嫌気 易分解性固形性有機物の加水分解，硝酸態窒素 0.1 

KENB2 mgN/l 嫌気 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵，硝酸態窒素 0.1 

KENB3 mgN/l 嫌気 りん蓄積細菌の有機酸摂取，硝酸態窒素 3 

KENB4 mgN/l 嫌気 りん蓄積細菌中の細胞内基質のPHBへの変換，硝酸態窒

素 
5 

KNA1 mgN/l 好無嫌 菌体合成に必要なアンモニア性窒素 0.01 

KNB1 mgN/l 好無 菌体合成に必要硝酸態窒素 0.01 

KAS mgCOD/l 好気 固形性易分解性有機物可溶化，基質 3000 

KNS mgCOD/l 無酸素 固形性易分解性有機物可溶化，基質 3000 

KAC mgCOD/l 好気 溶解性易分解性有機物摂取，基質 20 
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表８．２．８ 諸係数の一覧表(その 2) 

記号 単位 説明 採用値

KNC mgCOD/l 無酸素 溶解性易分解性有機物摂取，基質 20 

KACA mgCOD/l 好気 有機酸摂取，基質 0.2 

KNCA mgCOD/l 無酸素 有機酸摂取，基質 0.2 

KNA mgN/l 好気 硝化，アンモニア性窒素 0.5 

KACP mgCOD/l 好気 りん蓄積細菌易分解性溶解性有機物摂取，基質 20 

KNCP mgCOD/l 無酸素 りん蓄積細菌易分解性溶解性有機物摂取，基質 20 

KACAP mgCOD/l 好気 りん蓄積細菌有機酸摂取，基質 20 

KNCAP mgCOD/l 無酸素 りん蓄積細菌有機酸摂取，基質 20 

KACIMP mgCOD/mgCOD 好気 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝，基質 
0.0001

KNCIMP mgCOD/l 無酸素 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝，基質 
0.0001

KACDA mgCOD/l 好気 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝，外部基質 
20 

KNCDA mgCOD/l 無酸素 りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝，外部基質 
20 

KES mgCOD/l 嫌気 易分解性固形性有機物の加水分解，基質 3000 

KED mgCOD/l 嫌気 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵，基質 20 

KEA mgCOD/l 嫌気 りん蓄積細菌の有機酸摂取，基質 20 

KAL mgCaCO3/l 好無嫌 アルカリ度のpHへの変換 40 

変換割合   

A1 － 好無 固形性易分解性有機基質の可溶化により易分解性溶解

性になる割合 
0.99 

A4a － 好無 他栄養性細菌の自己分解により固形性有機物に戻る割

合 
0.3 

A4b － 好無 他栄養性細菌の自己分解による固形性有機物に戻るう

ちで難分解性であるものの割合 
0.26 

A6a － 好気 自栄養性細菌の自己分解により固形性有機物に戻る割

合 
0.3 

A6b － 好気 自栄養性細菌の自己分解による固形性有機物に戻るう

ちで難分解性であるものの割合 
0.26 

A12a － 好無 りん蓄積細菌の自己分解により固形性有機物に戻る割

合 
0.3 

A12b － 好無 りん蓄積細菌の自己分解による固形性有機物に戻るう

ちで難分解性であるものの割合 
0.26 

A21 － 嫌気 固形性易分解性有機基質の可溶化により易分解性溶解

性になる割合 
0.99 

A22 － 嫌気 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵により有機酸にな

る割合 
0.6667

A23 － 嫌気 りん蓄積細菌の有機酸摂取により細胞内基質になる割

合 
0.96 

収率   

Y2A mg同化COD/mg摂取COD 好気 他栄養性細菌の易分解性溶解性有機物分解時の収率 0.6 

Y2N mg同化COD/mg摂取COD 無酸素 他栄養性細菌の易分解性溶解性有機物分解時の収率 0.3 

Y3A mg同化COD/mg摂取COD 好気 他栄養性細菌の有機酸分解時の収率 0.6 

Y3N mg同化COD/mg摂取COD 無酸素 他栄養性細菌の有機酸分解時の収率 0.3 

Y5 mg同化N/mg摂取N 好気 自栄養性細菌の収率 0.021 

Y10A mg同化COD/mg摂取COD 好気 りん蓄積細菌中の細胞内基質代謝時の収率 0.8 

Y10N mg同化COD/mg摂取COD 無酸素 りん蓄積細菌中の細胞内基質代謝時の収率 0.8 

Y22 mg同化COD/mg摂取COD 嫌気 易分解性溶解性有機物の有機酸発酵時の収率 0.1 
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表８．２．８ 諸係数の一覧表(その 3) 

記号 単位 説明 採用値

温度係数   

θ1 － － 他栄養性細菌の有機物可溶化時(反応1)の温度係数 1.03 

θ2 － － 他栄養性細菌の有機物摂取時(反応2)の温度係数 1.03 

θ3 － － 他栄養性細菌の有機酸摂取時(反応3)の温度係数 1.03 

θ4 － － 他栄養性細菌の自己分解時(反応4)の温度係数 1.03 

θ5 － － 自栄養性細菌の硝化時(反応5)の温度係数  1.1 

θ6 － － 自栄養性細菌の自己分解時(反応6)の温度係数 1.03 

θ7 － － りん蓄積細菌の有機物摂取時(反応7)の温度係数 1.03 

θ8 － － りん蓄積細菌の有機酸摂取時(反応8)の温度係数 1.03 

θ9 － － りん蓄積細菌のPHBの細胞内基質への変換時(反応9)の
温度係数 

1.03 

θ10 － － りん蓄積細菌の細胞内基質代謝時(反応10)の温度係数 1.03 

θ11 － － りん蓄積細菌中でのオルトりん酸のポリりん酸として

の蓄積の際の細胞内基質代謝時(反応11)の温度係数 
1.03 

θ12 － － りん蓄積細菌の自己分解時(反応12)の温度係数 1.03 

θ21 － － 他栄養性細菌の有機物加水分解時(反応13)の温度係数 1.03 

θ22 － － 他栄養細菌の有機物の有機酸発酵時(反応22)の温度係数 1.03 

θ23 － － りん蓄積細菌の有機酸摂取時(反応23)の温度係数 1.03 

θ24 － － りん蓄積細菌の細胞内基質のPHBへの変換時(反応24)の
温度係数 

1.03 

その他   

αNC mgCOD/mgN － 脱窒のための必要有機基質 2.857 

γCNH mgN/mgCOD － 他栄養性細菌の窒素含有率 0.0875

γCNA mgN/mgCOD － 自栄養性細菌の窒素含有率 0.0875

γCNP mgN/mgCOD － りん蓄積性細菌の窒素含有率 0.0875

γNAN mg CaCO3/mgN － アンモニア性窒素1mgN硝化時のアルカリ度消費量 7.14 

γDAN mg CaCO3/mgN － 酸化態窒素 1mgN還元時、および有機態窒素1mgNアン

モニア化時のアルカリ度生成量同化による アンモニア

性窒素1mgN摂取時のアルカリ度消費量 

3.57 

γNO mgO2/mgN － 硝化のための必要酸素量 4.571 

γCO mgO2/mgCOD － 有機物摂取のための必要酸素量 1 

γBO mgO2/mgCOD － 自己分解のための必要酸素量 1 

γCPH mgP/mgCOD － 他栄養性細菌のりん含有率 0.0141

γCPA mgP/mgCOD － 自栄養性細菌のりん含有率 0.0141

γCPP mgP/mgCOD － リン蓄積性細菌のりん含有率 0.0141

ACAP mgP/mgCOD 嫌気 有機酸摂取時のりん放出量 0.35 

ACIP mgP/mgCOD 好気 
無酸素

嫌気 

（嫌気）細胞内基質のPHBへの代謝時のりん放出量 
（好気）細胞内基質代謝時のりん摂取量 

1.1 

PPMP mgP/mgCOD － りん蓄積細菌の最大ポリりん酸含有率 0.2 

γCAD mgCOD/mgCOD － 溶解性有機物/有機酸 影響換算 1 

γCAAL mgCaCO3/mgCOD － アルカリ度/有機酸 0.7813
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８．３ モデルの検証 

作成したモデルに実験と同一の条件を入力して計算した結果と実測値を比較することにより，

モデルの検証を試みた。計算は第４章の Run7(ベンチスケール実験)と第５章の Run8(パイロッ

トプラント実験)の運転条件を基とした。 

計算で使用した流入水質は実験での流入水質を基に表８．３．１のとおり設定した。 

 

表８．３．１ 流入水質の設定値 

状態変数 記号 単位 Run  

   7-1 7-2 8-1 8-2 8-3 

難分解性固形性有機物 CDSs mgCOD/l 0  0  147  106  113  

難分解性固形性有機物中窒素 NDSs mgN/l 0.00 0.00 4.18  5.18 5.05 

難分解性固形性有機物中りん PDSs mgP/l 0.00 0.00 1.12  0.85 1.01 

易分解性固形性有機物 CSs mgCOD/l 0  0  103  94  57  

易分解性固形性有機物中窒素 NSs mgN/l 0.00 0.00 2.92  4.62 2.55 

易分解性固形性有機物中りん PSs mgP/l 0.00 0.00 0.78  0.75 0.51 

難分解性溶解性有機物 CDD mgCOD/l 7.0 7.0 15.0  15.0  15.0 

難分解性溶解性有機物中窒素 NDD mgN/l 1.56 1.35 0.67  0.64 0.69 

難分解性溶解性有機物中りん PDD mgP/l 0.070 0.021 0.052 0.081 0.064 

易分解性溶解性有機物 CD mgCOD/l 203 223 235 265 225 

易分解性溶解性有機物中窒素 ND mgN/l 45.3 42.9 10.5  11.4  10.3 

易分解性溶解性有機物中りん PD mgP/l 2.03 0.68 0.81  1.44 0.96 

有機酸 CA mgCOD/l 480 480 0 0 0 

アンモニア性窒素 NA mgN/l 55.5 60.8 16.8 22.1 14.3 

酸化態窒素 NB mgN/l 0 0 0 0 0 

アルカリ度 AL mgCaCO3/l 300 250 156 162 136 

溶存酸素濃度 DO mgO2/l 0 0 0 0 0 

オルトりん酸 PO mgP/l 14.7 14.6 1.27 1.79 0.79

 

計算での反応槽内の微生物と固形性有機物の初期濃度は Run7 と Run8 それぞれにオゾン処理

とりん回収を組み込まない条件(実験での対照系列に相当する運転条件)にて水質等が安定する

まで計算した結果を用いた。具体的な数値を表８．３．２および表８．３．３に示す。 

 
表８．３．２ 各槽の初期微生物および固形性有機物濃度の設定値 

【Run7(ベンチスケール実験)】 

状態変数 記号 単位 第1槽 第2槽 第3槽 第4槽 

他栄養性細菌 MHs mgCOD/l 1160  1156  1155  1154  

自栄養性細菌 MAs mgCOD/l 786  789  788  791  

りん蓄積細菌 MP mgCOD/l 5622  5652  5653  5647  

難分解性固形性有機物 CDSs mgCOD/l 829  833  834  834  

易分解性固形性有機物 CSs mgCOD/l 88.7 89.9 90.9  91.9 
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表８．３．３ 各槽の初期微生物および固形性有機物濃度の設定値 
【Run8(パイロットプラント実験)】 

状態変数 記号 単位 第1槽 第2槽 第3槽 第4槽 

他栄養性細菌 MHs mgCOD/l 583  596  596  595  

自栄養性細菌 MAs mgCOD/l 90.8 93.5 93.1  93.9 

りん蓄積細菌 MP mgCOD/l 842  870  866  873  

難分解性固形性有機物 CDSs mgCOD/l 3186  3188  3188  3189  

易分解性固形性有機物 CSs mgCOD/l 655  609  612  606  

 

オゾン処理での汚泥の可溶化率は，計算での汚泥発生量が実験での結果とほぼ同じになるよ

うに設定した。実験での液化率と計算で設定した可溶化率を表８．３．４に示す。設定した可

溶化率は実験での液化率より大きな値となった。実験での液化率はオゾン処理のみでの汚泥の

液化割合であるが実験結果より汚泥は生物処理槽でも液化が進むことが確認されている。今回

の計算で設定した可溶化率はオゾン処理での液化と生物処理槽での液化をあわせた割合である

ため，実験での液化率より大きくなったと考える。 

 

表８．３．４ オゾン処理での可溶化率の設定値 

Run 系列 液化率(実験値) 可溶化率(計算値) 

7-1 対照 0.0000 0.00 

7-1 オゾン1-B 0.1000 0.25 

7-2 オゾン2-B 0.0633 0.30 

8-1 対照 0.0000 0.00 

8-1 オゾン 0.0388 0.30 

8-2 オゾン 0.0319 0.24 

8-3 オゾン 0.0361 0.15 

 

８．３．１ 各槽の水質の比較 

Run7-1 の対照系列とオゾン 1-B 系列，Run7-2 のオゾン 2-B 系列，Run8-1 の対照系列とオゾ

ン系列，Run8-2 のオゾン系列および Run8-3 のオゾン系列における各槽での水質の実験結果と

計算結果を比較してモデルの検証を行った。それぞれの結果を図８．３．１から図８．３．７

に示す。なお，実験値は点で，計算値は線で示した。 

いずれの計算結果においても計算結果は実験値を概ね再現していた。 
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図８．３．１ 各槽での水質変化の検証【Run7-1 対照系列】 
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図８．３．２ 各槽での水質変化の検証【Run7-1 オゾン 1-B 系列】 
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図８．３．３ 各槽での水質変化の検証【Run7-2 オゾン 2-B 系列】 
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図８．３．４ 各槽での水質変化の検証【Run8-1 対照系列】 
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図８．３．５ 各槽での水質変化の検証【Run8-1 オゾン系列】 
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図８．３．６ 各槽での水質変化の検証【Run8-2 オゾン系列】 
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図８．３．７ 各槽での水質変化の検証【Run8-3 オゾン系列】 
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８．３．２ 汚泥発生量の比較 

水質の比較と同様に実験での汚泥発生量の実験結果と計算結果を比較してモデルの検証を行

った。それぞれの結果を図８．３．７および図８．３．８に示す。 

いずれの計算結果においても計算結果は実験値を概ね再現していた。 

以上の結果より，本モデルでは種々な原水性状，装置の規模および運転条件においても，水

質および汚泥発生量の計算結果は実験値に近い値となった。これらの検証結果より本モデルは

種々の条件に適応可能であると判断した。 

 

図８．３．７ 汚泥発生量の比較【Run7(ベンチスケール実験)】 

 

図８．３．８ 汚泥発生量の比較【Run8(パイロットプラント実験)】 
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８．４ モデルを用いた操作因子の検討 

８．４．１ 可溶化率の水質および汚泥発生量への影響 

可溶化率(σc)を変化させた場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。また，りん回収が

ある場合とない場合の比較も行った。これらの検討は第４章での実験と同じ流入水質や運転条

件としており，りん回収がない場合は Run7-1 のオゾン 1-B 系列と同様に，りん回収がある場合

は Run7-2 のオゾン 2-B 系列と同様にした。また，初期の生物処理槽内の各微生物と固形性有機

物濃度は第８．３節と同様にした。 

りん回収がない場合の計算結果を図８．４．１に，りん回収がある場合の計算結果を図８．４．

２に示す。 

りん回収がない場合，処理水の S-COD，BOD，NH4-N および NOX-N は σc 0～0.30 の範囲で

はほほ同じであった。これらの結果より，σc の変化は有機物除去ならびに硝化にはほとんど影

響を及ぼさないと判断した。処理水の PO4-P は可溶化率が 0.2 程度より σc を大きくするに従い

高くなり，σc が 0.30 では，ほぼ流入と同じ 15.9mg/l となった。嫌気槽の PO4-P は σc が 0.05 ま

では徐々に低下し，0.05 から 0.20 まではほぼ同じで，0.20 以上になると徐々に上昇した。σc

が 0.20 以上での上昇は，処理水の PO4-P のカーブと一致しており，返送汚泥として嫌気槽へ戻

る PO4-P が多くなったため嫌気槽の PO4-P が高くなったと判断した。ΔX は，σc が 0.07 程度ま

では上昇し，0.07 以上では徐々に低下した。また，0.25 付近で低下が急激になり 0.27 以上では

傾きが 0.25 以下とほぼ同じ戻った。σc が 0.25～0.30 でのΔX と処理水の PO4-P の変化は似かよ

っており，ΔX の減少と処理水の PO4-O の増加は呼応していると考える。りんは常温・常圧の

下では気体状の形をもたないので，気体状で処理系外へ排出されることはない。よって，汚泥

発生量の減少にともない物質収支上，処理水の PO4-P の上昇は避けられない。本モデルにおい

てもこの状態を表現できた。 

りん回収がある場合，処理水の S-COD，BOD，NH4-N および NOX-N は可溶化率 0～0.30 の

範囲でりん回収がない場合と同様にほほ同じであった。処理水の PO4-O は，σc を大きくしてΔ

X が 0gCOD/日の場合でもほぼ 0mg/l であった。嫌気槽の PO4-P は σc が 0.05 付近で 90mg/l 程度

まで低下するが 0.10 以上ではほぼ 120mg/l と一定であった。りん回収を付加することでΔX の

減少によっておこる処理水の PO4-P の上昇を防ぐことが可能であることは実験にて確認してお

り，本モデルにおいてもこの現象を表現できた。 
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図８．４．１ 可溶化率(σ c )の水質および汚泥発生量への影響(りん回収なしの場合) 
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図８．４．２ 可溶化率(σ c )の水質および汚泥発生量への影響(りん回収ありの場合) 

 -276-



 

８．４．２ 処理負荷の水質および汚泥発生量への影響 

処理負荷を変更した場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。処理負荷の変更は流入

流量を変化させることで行った。返送汚泥流量，循環液流量，オゾン処理汚泥流量およびりん

回収流入流量と流入流量との比は Run8-3 のオゾン系列と同様とし，全ての流入流量において同

じ比率になるように設定した。おのおのの原水に対する流量比は 0.376，2.96，0.24 および 0.6

である。計算に用いた各流量を表８．４．１に示す。 
 

表８．４．１ 処理負荷の検討での運転条件 

流入流量 (m3/日) 4 8 12 16 

返送汚泥流量 (m3/日) 0.5 3 4.5 6 

循環液流量 (m3/日) 11.8 23.6 35.4 47.2 

オゾン処理汚泥流量 (m3/日) 0.95 1.9 2.85 3.8 

りん回収流入流量 (m3/日) 2.45 4.90 7.34 9.79 
 

各槽の容積，流入水質および生物処理槽内の初期の微生物および有機物濃度も第８．３節で

の Run8-3 のオゾン系列の計算と同様とした。りん回収プロセスは，第８．３節の Run7 での凝

集沈殿による反応を採用した。可溶化率を 0，0.15，0.20，0.25 および 0.30 の 5 条件として計

算を行った。結果を図８．４．３に示す。 

処理水のS-CODおよびBODはσ cが 0 の場合，処理負荷を大きくしてもほとんど変化していな

かったが，σ cを 0.15 以上にすると流入流量が 12m3/日以上では大きくなった。処理水のNH 4 -N

もS-CODおよびBODと似かよった挙動を示したが増加濃度はS-CODおよびBODに比べて小さ

かった。処理水のNO X -Nは流入流量とσ cを変化させてもほぼ同じであった。計算は 200 日間実

施したが，流入流量が 16m3/日での 200 日目の生物処理槽のM HsおよびM Asがほぼ 0 となってい

た。σ cが 0 の場合，余剰汚泥として有機物および窒素が引き抜かれるため処理水への影響は小

さいが，σ cが 0.15～0.30 の場合，余剰汚泥が少ない分，有機物除去や硝化能力の低下の影響が

顕著に表れるためと考える。嫌気槽のPO 4 -Pは，流入流量を大きくするにしたがい低下した。

流入流量を大きくすることで嫌気槽でのHRTが短くなることが原因と考える。処理水のPO 4 -P

は，いずれの運転条件でもほぼ 0mg/lであった。ΔXは，σ cが 0 では流入流量とほぼ比例関係

で大きくなったが，σ cが 0.15 以上では流入流量 12ｍ3/日以下ではほぼ比例関係で大きくなった

が 12m3/日以上ではほとんど変化せずΔXはほぼ同じであった。流入流量が 12m3/日以上では処

理水のS-CODおよびBODも高くなっている点とあわせて考えると，σ cが 0.15 以上で流入流量を

12m3/日以上にすると流入の有機物の一部が生物処理されずそのまま処理水へ流出してしまっ

ている可能性があると判断した。オゾン処理を組み込んだ余剰汚泥削減技術においては，適用

可能な処理負荷が存在し，高負荷の場合，適用は難しいと言われている。本モデルの計算結果

からも高負荷への適用は難しいと考える。 
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図８．４．３－１ 処理負荷の水質および汚泥発生量への影響 
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図８．４．３－３ 処理負荷の水質および汚泥発生量への影響 
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８．５ 結語 

オゾンによる汚泥減容化とりん回収を組み込んだ生物学的窒素りん除去プロセスの数理モデ

ルを作成し，実験結果とモデルでの計算結果の比較，ならびに，モデルを用いて可溶化率の影

響および処理負荷の影響を検討したところ、以下のことが明らかとなった。 

(1) Run7 および Run8 での実験結果と同様の条件での計算結果の比較を行ったところ，計算

結果は概ね実験結果と一致しており，作成した数理モデルで処理の状態を表現できると

判断した。 

(2) 数理モデルで可溶化率を変化させた場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。処

理水のS-COD，BOD，NH 4 -NおよびNO X -Nはσ c  0～0.30 の範囲ではほほ同じであった。処

理水のPO 4 -Pは，りん回収ありの場合，σ cが 0～0.30 の範囲ではほぼ 0mg/lであったが，

りん回収なしの場合，σ cを 0.2 程度より大きくするに従い高くなり，σ cが 0.30 ではほぼ流

入と同じ 15.9mg/lとなった。汚泥発生量の減少にともない物質収支上，処理水のPO 4 -Pの

上昇すること，りん回収を組み込むことでこの処理水のPO 4 -Pの上昇を防ぐことが可能で

あることは実験にて確認しており，本モデルにおいてもこの現象を表現できた。 

(3) 処理負荷を変更した場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。処理水のS-COD，

BODおよびNH 4 -Nはσ cが 0 の場合，処理負荷を大きくしてもほとんど変化していなかっ

たが，σ cを 0.15 以上とすると流入流量が 12m3/日以上では大きくなった。σ cが大きく余剰

汚泥が少ない場合，有機物除去や硝化能力の低下の影響が顕著に表れるため処理水の

S-COD等が上昇したと考える。オゾン処理を組み込んだ余剰汚泥削減技術においては，適

用可能な処理負荷が存在し，高負荷の場合，適用は難しいと言われている。本モデルの

計算結果からも高負荷への適用は難しいと考える。 
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第９章 結論 

９．１ 本研究のまとめ 

現在，有機性廃水の処理方法は活性汚泥法が一般的であり，この活性汚泥処理ではBOD除去

に伴い余剰汚泥が発生する。汚泥の処分地不足や汚泥処理コストが高騰していることから余剰

汚泥を削減する技術が望まれ，余剰汚泥の減容化が注目され多くの検討が行われている。余剰

汚泥の削減技術は，汚泥を液化する工程と好気性や嫌気性の生物処理と組み合わせることが主

流であり，この汚泥を液化する工程は，超臨界法や亜臨界法による高エネルギ－処理，アルカ

リやオゾン酸化などを用いた化学的処理，好熱細菌による生物学的処理，ミルを用いた機械的

処理などの検討が報告されているが，いずれの処理においても，余剰汚泥として活性汚泥処理

系外に排出されていた窒素，りんおよび難分解性有機物が，余剰汚泥の減少に伴い処理水側へ

移行することが確認されている。 

公共用水域の水質保全の観点から余剰汚泥を削減したことによる処理水水質が悪化は極力小

さくすることが必須であり，窒素およびりん除去までを考慮したプロセスを構築するこが必要

不可欠である。 

また，りんは世界的に枯渇が懸念されている物質であり，日本はほぼ100%輸入している状況

である。日本においては使用されたりんの約20%は水域へ排出され，その多くは下水などによ

り排出されている状況であり，今後，この水域へ排出されているりんを回収し資源として再利

用する技術はますます求められている。 

さらに，オゾン処理などの汚泥の液化処理を組み込んだ場合，汚泥が液化して生成した有機

物，窒素が生物処理に流入するため，汚泥減容化においては，生物処理に対する有機物および

窒素負荷が増加することから酸素供給量が不足することもあり得る。昨今は水処理においても

より消費エネルギーの小さい技術が求められており，上記の全てを満足した上でさらに消費エ

ネルギーも少ない技術とすることが必要であると考える。 

本研究では，これらの課題を全て満足できるプロセスの開発を試みた。余剰汚泥の削減のた

めに汚泥のオゾン処理を生物学的処理へ組み込み，余剰汚泥の削減による処理水水質の悪化を

防止するために生物処理を生物学的窒素りん除去法とした。また，ヒドロキシアパタイトによ

るりんの晶析法を組み込むことで，処理水のりん濃度上昇を防止するだけでなく，りんを資源

として回収し再利用することも可能とした。さらに，オゾン生成の原料ガスは高濃度酸素ガス

(約90%)であり，原料由来の酸素は大部分が排出ガスとして廃棄されていることからこれを有効

利用することで生物処理での酸素供給量の不足を補い，さらには生物処理への酸素供給動力の

削減を図れることを確認した。本研究では実験的検討にて上記を満足するプロセスを確定し，

さらに，本プロセスの数理モデルを開発し操作因子の処理水水質および汚泥発生量への影響を
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検討した。実験的検討では４つのプロセスについて検討を行った。実験的検討に用いたプロセ

スは図９．１に示すとおりである。 

 

図９．１ 本研究で検討を行った処理プロセス 
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第３章の第３．１節では，活性汚泥の半回分式オゾン処理試験にて，オゾン注入率を変化さ

せた場合の汚泥中成分の液化率濃度および硝化および脱窒活性度の変化を調査した。第３．１

節で得られた知見を以下にまとめる。 

(1) 活性汚泥の液化はオゾン注入率が 35mgO 3 /gVSSまではオゾン注入率とほぼ比例関係である

のに対し，相対的硝化活性度はオゾン注入率 20mgO 3 /gVSS程度よりオゾン注入率を高くする

に従い急激に低下した。汚泥減容化を行う場合，液化処理での活性汚泥の液化率と活性度の

バランスを考慮した操作条件で運転を行うことが重要である。なお，相対的硝化活性度の低

下とカリウム液化率には相関が認められ，カリウムが 80%以上溶出してくると活性汚泥が失

活することが推察された。この結果より，カリウムの液化率を測定することで硝化速度等を

測定しなくてもオゾン処理による活性汚泥の生存率を把握することが可能である。オゾン処

理した汚泥のカリウムイオンを自動測定することで，活性汚泥の生存率を指標したオゾン注

入率の制御も可能になると考える。 

(2) 様々な廃水を処理した活性汚泥をオゾン処理した場合，液化効率が異なっていた。オゾン

による液化効率を低下する原因は，①活性汚泥混合液中の溶解成分の分解にオゾンが消費さ

れる，②活性汚泥に吸着されている有機物の分解にオゾンが消費される，③オゾン処理を行

うことで汚泥から溶け出した溶解性有機物の分解にオゾンが消費されるためと判断した。汚

泥減容化処理のランニングコストを小さくするためには，オゾン使用量の低減が重要であり，

そのためには液化効率を低下させるこれらの物質を活性汚泥混合液より低減する必要があ

ると考える。 

オゾン処理した汚泥の活性を維持するためとオゾンを消費する物質の生成を少なくするた

め，オゾン注入率は液化率と比例関係である 35mgO 3 /gVSS以下とすることがよいと判断した。 

 

第３．１節での活性汚泥の半回分式オゾン処理試験結果をもとに，第３．２節では半回分式

オゾン処理を組み込んだ標準活性汚泥法および循環型硝化脱窒法の連続試験を実施した。第３．

２節で得られた知見を以下に示す。 

(1) オゾン注入量を大きくすると汚泥液化量(ΔL)および汚泥減少量(ΔX R )は増加しており，汚

泥液化量(ΔL)/オゾン注入量＝4.2 汚泥減少量(ΔX R )/オゾン注入量＝6.1 となった。また，

BOD汚泥負荷が変動しても汚泥液化量と汚泥減少量は比例関係であり，本実験ではオゾン

処理直後の汚泥液化量(ΔL)で見た場合，ΔX R /ΔL＝1.4 となった。曝気槽での撹拌と希釈に

よる液化も含めた汚泥液化量(ΔL 12h )では，ΔX R  /ΔL 12h＝0.8 となった。 

(2) オゾン処理を組み込むことにより活性汚泥処理水のS-BODはほとんど増加しないものの

S-TOCおよびS-COD Mnの増加が認められた。処理水S-TOCおよびS-COD Mnは，1 日あたり汚
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泥減少量が好気槽汚泥量の 20mgVSS/gVSS 以下ではほとんど増加せず，20mgVSS/gVSS以

上の場合，汚泥減少量の増加に伴い増加量が大きくなっており，S-TOCで汚泥減少量 1gあ

たり 9.9mgTOC/gVSSおよびS-COD Mnで汚泥減少量 1gあたり 19mgCOD Mn /gVSS増加した。ま

た， オゾン処理を組み込むことにより，生物処理への炭素および窒素の流入量が増加し，

これが生物処理への負荷増加となるが，炭素増加の大部分は生物処理で分解されていた。処

理水の炭素した増加量はオゾン処理での液化炭素量の 1～22%であった。処理水T-Pは増加す

る場合としない場合があった。 

(3) 標準活性汚泥法では，オゾン反応槽から流入する窒素のほぼ全量が処理水側へと移行する

結果であった。これに対し，循環型硝化脱窒法においては生物処理での窒素ガス化量が増加

しており，オゾン処理からの増加分は脱窒反応により窒素ガスとして系外へ排出されていた。

また，オゾン処理により増加した窒素を脱窒するのに十分な量の炭素がオゾン処理にて生成

しており，外部から炭素を供給しなくても 100%脱窒可能である。 

(4) オゾンによる汚泥減容化を実施する場合，処理水による放流水域の富栄養化を防止する観

点から，脱窒工程を組み込むことは必須であると判断した。さらに，処理水NO X -Nが高い

と，沈殿池にて脱窒反応が進行し固液分離が困難になることが懸念される。この点からも脱

窒工程は必要であると考えられる。 

 

第３．１節で説明した回分実験の結果からオゾン注入率 40～70mgO 3 /gVSSでは汚泥の活性度

がほとんど失われてしまうためこのオゾン注入率で連続処理を行った場合，系内汚泥量(X)に対

するオゾン処理汚泥量(T)の比(T/X)が 0.5 以下とオゾン処理汚泥量が少なくても汚泥の死滅を加

味したSRTは 5 日以下と短くなるため生物処理槽内の汚泥の活性度も低下してしまい汚泥減容

化プロセスの生物処理は成立しがたいと予想していた。そこで，第３．３節では，オゾン注入

量およびオゾンによる汚泥削減効率が同じ条件で，オゾン処理工程への汚泥投入とオゾン処理

汚泥量あたりのオゾン注入率を変化させた検討を行ったところ，Run6-3 および 6-4 は上記条件

に当てはまるが生物処理は安定していた。このことはオゾン処理汚泥量の生物処理槽での滞留

日数がRun6-3 では約 3 日間，Run6-4 では約 6 日間と長いために(T/Xで言うと 0.33 および 0.16)，

オゾンによる活性度の低下を系内での微生物の増殖が充分に補える状態であったと考えられる。

これは，Run6-3 およびRun6-4 において硝化速度が安定していることからも裏付けられる。また，

第３．３節の実験にて以下の知見が得られた。 

(1) オゾン注入量およびオゾンによる汚泥削減効率が同じ条件では，オゾン処理工程への汚泥

投入を少なくしてオゾン処理汚泥量あたりのオゾン注入率を高すると処理水S-COD Crの上

昇が小さくなった。 
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(2) T/X を変化させることによる汚泥減溶効率の変化は小さく， オゾン処理による処理水 T-N

および T-P の上昇の程度も検討した条件においてはほぼ同じであった。 

(3) (1)および(2)の結果より，余剰汚泥の削減を目的とした汚泥のオゾン処理では，オゾン処理

汚泥量を少なくしオゾン処理汚泥量あたりのオゾン注入率を高くして運転する方がよいと

判断した。窒素は第３．２節の結果で論じたとおり生物処理を生物学窒素除去とすることに

よる対策が効果的である。処理水りんについてはいずれのオゾン処理条件でも除去できなか

ったことから他の対策を講じる必要がある。 

 

第３章での結果より，生物学的水処理のみで汚泥のオゾン処理を組み込むことによる処理水

りんの上昇は抑制できないことが判明したため，第４章では，オゾンによる汚泥減容化プロセ

スにおいて，処理水中のりんを低減することを主目的に生物処理工程を嫌気－無酸素－好気法

にして連続実験を行った。第４章で得られた知見を以下に示す。 

(1)  活性汚泥のりん含有率は，オゾン処理を組み込んでいない対照系列では 60～70mgP/gSSで，

オゾン系列では 64～77mgP/gSS であった。オゾンによる汚泥減容化プロセスにて，生物処

理工程を嫌気－無酸素－好気法とすることにより，活性汚泥のりん含有率はオゾン処理を組

み込まない場合と同じになり，りん蓄積細菌の増殖が可能である。 

(2) 原水が返送汚泥により希釈されたのみでは，嫌気槽S-T-Pは 10mg/l程度，嫌気槽S-COD Crは

300mg/l程度と計算される。本実験の嫌気槽S-T-Pは対照系列では 100mg/l程度，オゾン系列

では 60～100 mg/l程度，嫌気槽S-COD Crは，オゾン系列 20～60mg/l，対照系列は 20mg/l以下

であり，りんの放出と有機物の摂取が認められ，りん蓄積細菌の存在が示唆された。 

(3) オゾン系列および対照系列の嫌気槽でのりん，マグネシウム，カリウム放出量の構成モル比

は，P:Mg:K＝1:0.29:0.22～0.30 であった。このモル比は，一般的にポリりん酸としてりん蓄

積細菌がりんを出し入れする場合のモル比とほぼ同じであり，りん蓄積細菌の生存が示され

た。 

(4) 汚泥のオゾン処理を組み込んだ汚泥減容化プロセスにおいては，汚泥のオゾン処理工程と生

物処理工程の嫌気槽にてりんの放出が認められるが，嫌気槽での S-T-P 濃度は 100mg/l 程度，

りん放出量は 8.56～8.84g/日，オゾン反応槽での S-T-P 濃度は 60mg/l 程度，りん放出量は 0.40

～0.43g/日であり，りん回収は嫌気槽の上澄液にて行う方が効率的である。 

(5) オゾン処理工程を導入することにより，物質収支上，りんは処理水として流出する量が増加

したが，「中間沈殿池＋化学的りん除去」工程を追加することにより，余剰汚泥がほぼ零で，

かつ，りん除去率は対照系列とほぼ同じ 94%となった。 
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第４章までの結果をもとに，生物学的窒素りん除去である嫌気－無酸素－好気法に汚泥のオ

ゾン処理と模擬的なりん回収を組み込んだパイロットプラントを作成し連続試験を実施した。

第５章では，本パイロットプラントを用いて，オゾン反応槽からの排出ガスを生物処理での酸

素供給源として利用することを検討した。第５章での結果より以下のことが明らかとなった。 

(1) 嫌気－無酸素－好気法に汚泥のオゾン処理とりん回収工程を組み込んだプロセスにてオゾ

ン反応槽からの排出ガスを好気槽の酸素供給源として利用するのは可能であった。 

(2) 上記のプロセスにてオゾン反応槽の排出ガスを利用した場合，利用しない場合に比べて好

気槽での pH が低下し，生物学的りん除去の低下が認められた。  

(3) オゾン反応槽の排出ガスを利用した場合，好気槽の後段に空気を吹き込む再曝気槽を設置

することで好気槽でのpHの低下を抑制でき，処理水のCOD Cr，りんは空気を好気槽の酸素

供給源とした場合と同レベルに低減できた。 

 

第５章までの結果をもとに，第６章では，生物学的窒素りん除去法である嫌気－無酸素－好

気法の生物処理工程に汚泥のオゾン処理工程，りん回収工程を付加した実証プラント作成しこ

れを用いて，愛知万博の廃水を原水として連続実験を行った。本プラントでの研究の主目的は，

オゾン反応槽排出ガス中の酸素でオゾン処理による負荷増加分を処理できる可能性を検討する

ためと，処理水のりん濃度の増加を HAP 法によるりん回収で防止することである。第６章での

結果より以下のことが明らかとなった。 

(1) COD Cr  380mg/l，BOD 155mg/l，SS 149mg/l，T-N 39mg/lおよびT-P 3.96mg/lの原水を対照に運

転したところ，処理水はCOD Cr 35mg/l(BODは 5mg/l以下と推定される)，SS 10mg/l，T-N  

10mg/l以下，T-P 1mg/l以下であり，汚泥発生量の削減率は 76%となった。 

(2) オゾン濃度 50mg/l で汚泥の減容化した場合，好気槽での反応に必要な酸素はオゾン反応槽

からの排出ガス中の酸素だけで供給することは可能であった。 

(3) りんは，りん酸ヒドロキシアパタイト(HAP)として原水に含まれる量の 75％を回収するこ

とにより，処理水 T-P は 1mg/l 以下を維持できた。  

(4) HAP 生成槽へ流入するりん量に対する回収率は 90%以上であり，回収した結晶物の 90%程

度は HAP であった。また，結晶物に含まれる重金属等は肥料取締法における公定規格で定

められている下水汚泥肥料が含有を許される最大量よりも低い量であった。 

(5) オゾン濃度を 120mg/l とした場合でも，オゾン反応槽の排出ガス中の酸素量はオゾンによ

る負荷増加分を処理する必要酸素量より多く，余剰分により生物処理の必要酸素量の 30％

程度を供給することが可能となる。 
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第７章では，第６章の実証プラントによる運転データを参考として，オゾンを用いた汚泥減

容化とりん回収を組み混んだ生物学的窒素りん除去プロセス(以下，開発技術と記す)と，同等

の処理水が得られる２つの従来技術(生物学的窒素除去＋凝集沈殿の従来技術①および生物学

的窒素りん除去の従来技術②)について，エネルギー消費量，運転コストおよび建設費を算出し

比較を行った。第７章での検討結果より，以下のことが明らかとなった。 

(1) 1 日あたりの原油消費量は，開発技術では 383l/日，従来技術①では 433l/日，従来技術②で

は 383l/日であった。開発技術は従来技術①に比べ原油消費量を 50l/日削減できた(削減率は

11.5%)。従来技術②とはほぼ同量の原油消費量であった。開発技術における好気槽への酸

素供給方法の変更が原油消費量の削減に大きく寄与し，その結果，従来技術①に比べ原油

消費量が少なくなった。従来技術②はりん除去のための凝集沈殿がないための従来技術①

に比べてこの分が少なく，凝集沈殿での原油消費量と開発技術での好気槽への酸素供給方

法の変更による原油消費量の削減量がほぼ同量であることから原油消費量はほぼ同じにな

った。 

(2) 運転コストは，開発技術では 25,725 円/日，従来技術①では 49,502 円/日，従来技術②では

40,586 円/日であった。従来技術に比べ開発技術は運転コストを 40～50%削減できた。開発

技術は従来技術に比べ汚泥処理の運転コストが大幅に小さく，その結果，全体の運転コス

トも小さくなった。 

(3) 建設費と償却年数を 20 年としたときの処理水量 1m3あたりの建設費は，開発技術ではそれ

ぞれ 27,114 万円および 37.14 円･日/m3，従来技術①ではそれぞれ，19,412 万円および 26.59

円･日/m3，従来技術②ではそれぞれ 15,974 万円および 21.88 円･日/m3であった。従来技術

に比べて開発技術の建設費が大きくなった原因は，開発技術でのオゾン処理と好気槽の曝

気装置の費用が大きいためであった。 

(4) 開発技術は，オゾン処理でのオゾンガス溶解のためのエジェクター循環ポンプとりん回収

での原油消費量が大きく，これらを小さくすることでさらに省エネが図れる。 

 

これまでの実験結果をもとに，第８章ではオゾンによる汚泥減容化とりん回収を組み込んだ

生物学的窒素りん除去プロセスの数理モデルを作成し，実験結果とモデルでの計算結果の比較，

ならびに，モデルを用いて可溶化率の影響および処理負荷の影響を検討したところ，以下のこ

とが明らかとなった。 

(1) 第４章の Run7 および第５章の Run8 での実験結果と同様の条件での計算結果の比較を行っ

たところ，計算結果はおおむね実験結果と一致しており，作成した数理モデルで処理の状態

を表現できると判断した。 
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(2) 数理モデルで可溶化率を変化させた場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。処理水

のS-COD，BOD，NH 4 -NおよびNO X -Nはσ c  が 0～0.30 の範囲ではほほ同じであった。処理

水のPO 4 -Pは，りん回収ありの場合，σ cが 0～0.30 の範囲ではほぼ 0mg/lであったが，りん回

収なしの場合，σ cが 0.2 程度よりσ cを大きくするに従い高くなり，σ cが 0.30 では，ほぼ流入

と同じ 15.9mg/lとなった。汚泥発生量の減少にともない物質収支上，処理水のPO 4 -Pの上昇

すること，りん回収を組み込むことでこの処理水のPO 4 -Pの上昇を防ぐことが可能であるこ

とは実験にて確認しており，本モデルにおいてもこの現象を表現できた。 

(3) 処理負荷を変更した場合の水質および汚泥発生量の変化を検討した。処理水のS-COD，BOD

およびNH 4 -Nはσ cが 0 の場合，処理負荷を大きくしてもほとんど変化していなかったが，σ c

を 0.15 以上とすると流入流量が 12m3/日以上では大きくなった。σ cが大きく余剰汚泥が少な

い場合，有機物除去や硝化能力の低下の影響が顕著に表れるため処理水のS-COD等が上昇し

たと考える。オゾン処理を組み込んだ余剰汚泥削減技術においては，適用可能な処理負荷が

存在し，高負荷の場合，適用は難しいと言われている。本モデルの計算結果からも高負荷へ

の適用は難しいと考える。 

 

 

９．２ オゾンによる汚泥減容化とりん回収を組み込んだ生物学的窒素りん除去法の操作因子 

本研究で開発した「オゾンによる汚泥減容化とりん回収を組み込んだ生物学的窒素りん除去

法」は汚泥のオゾン処理，生物学的窒素りん除去，およびりん回収の３つのプロセスをバラン

スよく設計し運転することが重要である。本研究で明らかとなった本プロセスの操作因子およ

び設計・運転における注意点を以下にまとめる。 

 

９．２．１ 汚泥のオゾン処理工程 

・ オゾン処理での汚泥液化量と余剰汚泥の削減量はほぼ同量であり，余剰汚泥の削減量は，

オゾン処理での汚泥液化量を求めることである程度把握することが可能である。本研究で

は，オゾン 1kg での汚泥液化量は，生活廃水の場合では約 4kgSS，工場廃水の場合では 2～

6kgSS であり， オゾン注入量あたりの汚泥液化量および余剰汚泥削減量は原水性状により

異なる。 

・ 汚泥の液化率は，汚泥中の窒素の溶解性への変化量から求めることが可能である。 

・ オゾン処理でのオゾン注入率は 20mgO 3 /gSS程度が最適である。 

・ オゾン処理時間は 20 分間程度で十分である。 

・ 処理安定のため，余剰汚泥削減率は 90%以下に設定する。 
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